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序章  本研究の問題意識と構成及び研究方法  
第 1 節  本研究の問題意識  
1 .  背景  
今 日 、 金 融 市 場 の 自 由 化 や 国 際 化 の 進 展 に 伴 い 、 様 々 な 金 融 商 品 が
開発 さ れ てお り 、 そ のよ う な 金融 商 品 の 会計 上 の 取扱 い が 問 題と な って
いる 。 伝 統的 な 会 計 基準 に 従 い、 取 得 原 価で 貸 借 対照 表 に 計 上す る ので
は、 そ れ らの 金 融 商 品の 経 済 的実 態 を 必 ずし も 適 切に 表 示 で きな い よう
なケ ー ス も増 え つ つ ある 。 こ のよ う な 中 にあ っ て 、金 融 商 品 を時 価 評価
する と い う考 え 方 が 検討 さ れ たが 、 そ こ で問 題 と され た の が 時価 評 価 に
より 生 じ る 評 価 損 益 の処 理 方 法で あ る 。 具体 的 に は、 損 益 計 算書 に 計上
する 方 法 、貸 借 対 照 表の 純 資 産の 部 に 直 接計 上 す る方 法 、 包 括利 益 計算
書を 導 入 し、 そ れ に 計上 す る 方法 な ど が 考え ら れ たが 、 い ず れの 方 法も
実際 に 導 入す る に あ たっ て は 検討 を 要 す る点 が 多 い と 考 え ら れる 。  
包括 利 益 とは 、 純 資 産の 変 動 額の う ち 、 持分 所 有 者と の 直 接 的な 取引
によ ら な い部 分 を い う 1。  
具体 的 に は、 長 期 保 有目 的 の 有価 証 券 の 帳簿 価 格 と時 価 の 差 額や 、為
替レ ー ト の変 動 に よ る海 外 子 会社 の 資 産 価値 の 増 減が 挙 げ ら れ る 。  
日本 基 準 で重 視 し て きた 「 当 期純 利 益 」 は、 一 定 の期 間 内 で 、事 業活
動か ら 獲 得さ れ た 価 値の 増 加 分を 指 す 。 これ に 対 して 、「包 括利 益 」 は、
必ず し も 事業 活 動 と 関連 す る とは 限 ら ず 、一 定 期 間に お け る 会社 の 純資
産の 動 態 的な 増 加 分 であ り 、「 包括 利 益」を導 入 す るこ と に よ って 、経営
上の 利 益 を市 場 の リ スク 動 向 に合 っ た 実 態と し て 把握 で き 、 決算 操 作の
余地 を な くす こ と に より 、 企 業実 態 の 透 明性 が 高 まる と 考 え られ る 。  
  ア メ リ カで 包 括 利 益概 念 が はじ め て 示 され た のは 1980 年 に公 表 され
た概 念 書 第 3 号 (SFAC3)『 営 利 企業 の 財務 諸 表 の構 成 要 素 』に お い てで
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ある と さ れて い る (包括 利 益 研究 委 員 会 編 [1998] ,5 頁 )。 FA SB より 1984
年に 公 表 され た 概 念 書第 5 号『 営利 企 業 の財 務 諸 表に お け る 認識 と 測定
(Recogn i t i on  and  Measurement  in  F inancia l  Sta tements  o f  Ｂ usiness  
Enterp r ises )』 （ 以 下 、 SFAC5） で は 、 包 括 利 益 と 稼 得 利 益 と の 関 係 を
明確 に し 、SFAC5 に 規定 さ れ てい る 利 益 概念 の 特 徴と し て 、稼得 利 益と
純利 益 と は明 確 に 異 なる 概 念 とし て 位 置 付け 、 企 業の 業 績 を 示す 尺 度と
して 重 要 性を 見 出 し てい る 点 が挙 げ ら れ る。 包 括 利益 は 「 実 現可 能 」な
状態 に は ない と い う 理由 に よ って 、 経 営 成績 に 含 める こ と が 妥当 で はな
いと さ れ てい る (包 括利 益 研 究委 員 会 編 [1998 ] ,11 頁 )。包 括 利益 は「 一時
的な 時 価 の変 動 」 で ある と い う理 由 に よ って 、 純 利益 か ら 除 外さ れ てい
ると い う こと で あ る 。  
 一 方 、 イギ リ ス に おい て 包 括主 義 に 基 づく 財 務 報告 制 度 が 導入 さ れた
のは 、 ア メリ カ よ り も早 い 1974 年 の SSAP6『 異常 損 益項 目 およ び 過 年
度 修 正 』 に お い て で あ る と さ れ て い る (包 括 利 益 研 究 委 員 会 編 [1998 ] ,44
頁 )。こ の基 準 書に おい て 、イギ リ ス の 会計 基 準 委員 会 (ASC)は 異 常 損益
項目 や 過 年度 修 正 等 を損 益 計 算書 を 経 由 せず に 期 首の 留 保 利 益も し くは
積立 金 に 直接 加 減 し て処 理 す る、そ れま での い わ ゆる 積 立 金 会計 を 改 め、
すべ て の 異常 損 益 項 目お よ び 過年 度 損 益 修正 を 損 益計 算 書 上 で開 示 する
包 括 主 義 損 益 計 算 書 を は じ め て 採 用 し た ( 包 括 利 益 研 究 委 員 会 編
[1998 ] ,44 頁 )。  
 ASC は この SSAP6 にお い て、 包 括 主 義へ の 移 行の 必 要 性 につ い て次
のよ う な 見解 を 示 し た。 つ ま り財 務 諸 表 の利 用 者 の経 営 成 績 に対 す る判
断と そ の 企業 間 の 比 較可 能 性 を高 め る た めに は 、 損益 計 算 書 から 異 常損
益項 目 と 過年 度 修 正 項目 を 除 外す る 当 期 業績 主 義 は不 適 当 だ とい う ので
ある (包 括利 益 研 究 委員 会 編 [1988 ] ,44 頁 )。  
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 SSAP6 に か わ っ て 1992 年 に 公表 さ れ た FRS3『 財 務 業 績の 報 告 』に
おい て は 、SSAP6 に おけ る 上 記の 2 つ の 問題 点 が 次の よ う な 形で 克 服さ
れる こ と とな っ た (包括 利 益 研究 委 員 会 編 [1988] ,45 頁 )。ま ず、異 常損 益
に算 入 で きる 項 目 が 極め て 厳 格に 制 限 さ れる こ と にな っ て 、 異常 項 目前
利 益 の 計 上 に 関 す る 経 営 者 の 恣 意 性 の 介 入 の 余 地 が 排 除 さ れ た (par.6 )。
さら に 、 従来 積 立 金 に直 接 加 減さ れ て 認 識さ れ て いた 項 目 の うち 、 株主
との 資 本 取引 を 除 く 、そ の 期間 に 株 主に 帰属 す べ きす べ て の 利得 損 失 が、
新た に 導 入さ れ た 総 認識 利 得 損失 計 算 書 にお い て 開示 さ れ る こと と なっ
た (p ar.27 )。   
 イ ギ リ ス の ASB は 1992 年 10 月 に FRS3 を公 表 し たが 、そ の 中 で総
認 識 利 得 損 失 計 算 書 (STRGL) ( Statement  o f  To ta l  Recogn ized  Gains  
and  Losses )を 導 入 した 。FASB が 包 括 利益 の 検 討を 開 始 し たの も 、イギ
リス で 総 認識 利 得 損 失計 算 書 が制 度 化 さ れて い る こと が 1 つ のき っ かけ
であ っ た と考 え ら れ よう 。FRS3 に お い て総 認 識 利得 損 失 と は、「報 告実
体が 、 特 定の 会 計 期 間に 認 識 した あ ら ゆ る利 得 と 損失 の 総 額 で、 株 主に
帰属 す る か株 主 が 負 担す る も の 」 (par.8 )と定 義 さ れて い る 。  
 イ ギ リ スに お い て は、 利 得 とは 収 益 と 呼ば れ る こと も あ る 通常 の 事業
活動 か ら 発生 す る 利 得を 含 む 。ま た 損 失 とは 、 通 常の 事 業 活 動か ら 発生
する 費 用 を含 む も の であ る 。 アメ リ カ で 使用 す る 利得 ・ 損 失 とい う 用語
と比 べ る と、 収 益 ・ 費用 も 含 むよ り 広 い 概念 で あ るこ と に 留 意す る 必要
があ ろ う 。  
 一 方 、FASB に よ る包 括 利 益の 定 義 は 、「 出資 者 以外 の 源 泉か ら の 取引
その 他 の 事象 お よ び 環境 要 因 から 生 じ る  一 期 間に お け る  営 利企 業 の持
分の 変 動 であ る 。包 括的 利 益 は出 資 者 に よる 投 資 およ び  出 資者 へ の 分配
から 生 じ るも の 以 外 の、 一 期 間に お け る 持分 の す べて の 変 動 を含 む 。 」
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(SFAC6 ,par .70 )で あ る。 FASB の包 括 利 益も 総 認 識利 得 損 失 も共 に 、株
主か ら の 出資 と 株 主 への 配 当 を除 い た 一 期間 に お ける 株 主 持 分の 変 動を
示す も の であ る 。 し たが っ て 、ア メ リ カ の SFAS130 で も 、 総認 識 利得
損失 を 包 括利 益 の 同 等物 と 表 現し て い る 。  
 FRS3 にお い て 、 総認 識 利 得損 失 計 算 書が 基 本 財務 諸 表 を 構成 す る 1
つの 計 算 書と し て 位 置づ け ら れた 。 こ の 総認 識 利 得損 失 計 算 書に は 、損
益計 算 書 に開 示 さ れ ない 株 主 に帰 属 す る 剰余 金 の 変動 で あ る 資産 再 評価
益、 外 貨 換算 差 額 の 変動 額 な どが 計 上 さ れる 。 こ れに よ っ て 、利 益 ・株
主持 分 の 単一 開 示 方 式か ら 、 利益 ・ 株 主 持分 の 構 成要 素 の 多 元的 開 示が
可能 と な り、 財 務 諸 表利 用 者 によ っ て 企 業業 績 の 理解 ・ 分 析 が容 易 とな
る 。 FRS3 は 、 従 来 の 単 一 業 績指 標 の 強 調 か ら 移 行し 、 業 績 の 重 要 な構
成要 素 を 強調 す る 多 元的 な 情 報セ ッ ト ・ アプ ロ ー チを 採 用 し た。  
 ま た 、 イギ リ ス の 概念 フ レ ーム ワ ー ク とし て 位 置づ け ら れ る財 務 報告
原則 (Sta tement  o f  Pr inc ip l es  f or  F inancia l  Report ing ,以 下、 SPFR と
表記 す る )に お い て も、総 認 識利 得 損 失 計算 書 が 明記 さ れ て いる 。さ らに、
SPFR は 、 再測 定 時 の段 階 に おい て 混 合 測定 シ ス テム を 採 用 する 。 混合
測定 シ ス テム と は 、 取得 原 価 と時 価 の 双 方を 採 用 する 測 定 基 準で あ り、
同じ 貸 借 対照 表 項 目 であ っ て も、 た と え ば特 定 の 有価 証 巻 に は時 価 、土
地、 建 物 につ い て は 原価 を 強 制適 用 す る 評価 シ ス テム で あ る 。  
 中 国 に おい て は 、 中国 の 会 計基 準 と IFRS と の差 異 を 埋め るた め の コ
ンバ ー ジ ェン ス の 作 業を 進 め てい る が 、さら に IFRS の 採 用 (アド プ シ ョ
ン )に つ いて も 検 討 が行 わ れ てい る 。  
 し か し 、 2015 年 の時 点 で 中国 証 券 取 引所 は IFR S の 採 用 (ア ド プ ショ
ン )を し ない と い う 立場 を 表 明し て い る 。  
 こ れ ら の国 際 的 な 動向 に 基 づい て 、 中 国の 会 計 基準 は 改 訂 が進 め られ
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て い る 。 中 国 財 政 部 は 、 2006 年 に 「 企 業 会 計 準 則 」 を 公 表 し 、 そ の 第
30 号 で財 務 諸 表の 表記 方 法 を明 確 に し たが 、こ の 時点 で は 、ま だ包 括 利
益概 念 は 導入 さ れ て いな か っ た 。そ の 後 、2009 年に「 企 業会 計準 則 解 釈
第 3 号」を 公 表し て 正式 に 包 括利 益 概 念 を導 入 し、損 益計 算 書に 包 括 利
益と 関 係 のあ る 項 目 を追 加 す るよ う 要 求 して い る 。  
 2007 年 の IA S 第 １号 の 改 訂版 に お い て、 包 括 利益 と 純 利 益の 開 示に
直接 関 係 する 変 更 点 は、 資 本 取引 以 外 の 純資 産 の 期中 変 化 額 を業 績 とし
て包 括 利 益計 算 書 に 計上 す る こと が 義 務 付け ら れ た点 で あ る 。し か し、
2007 年 の IAS 第 １ 号の 改 訂 版で は 、 ア メリ カ の SFAS 第 １ 号で 推 奨さ
れて い る 包括 利 益 計 算書 の み を業 績 計 算 書と す る 一計 算 書 方 式に 限 定せ
ず、 損 益 計算 書 と 包 括利 益 計 算書 の 両 方 を開 示 す る二 計 算 書 方式 を 選択
適 用 す る こ と が で き る 。 ま た 、 リ サ イ ク リ ン グ が 求 め ら れ て い る 。 IAS
第 1 号 が 2007 年 に 改訂 さ れ たの と 時 を 同じ く し て、2007 年 7 月 に イギ
リス に お いて も 、FRS 第 3 号の 改 訂版 が 公表 さ れ た。こ れま での イ ギ リ
スの ア プ ロー チ を 転 換し 、 そ の他 の 包 括 利益 に 該 当す る 売 却 可能 有 価証
券の 未 実 現評 価 損 益 など に 関 して 、 リ サ イク リ ン グを 義 務 付 ける こ とに
なっ た 。  
  日 本 の 会 計 基 準 設 定 主 体 で あ る A SBJ(企 業 会 計 基 準 委 員 会 )は 、 2001
年７ 月 発 足後 、 コ ン バー ジ ェ ンス を 最 終 目標 と す る共 同 プ ロ ジェ ク ト協
議を 2004 年 11 月 から IASB と開 始 し 、 2005 年 1 月 の 合 意に 基 づ き、
同年 3 月 から 共 同 プ ロジ ェ ク トを 開 始 し た。  
 ま ず 、ASBJ か ら は、 2006 年 1 月 に「 日 本 基 準と 国 際 会 計基 準 と のコ
ンバ ー ジ ェン ス へ の 取り 組 み につ い て ― CESR の同 等 性 評価 に関 す る 技
術的 助 言 を踏 ま え て ―」が 公 表さ れ た が 、さ ら に 、2006 年 6 月、経 団連
から 、「 会計 基 準 の コン バ ー ジェ ン ス を 加速 し 、欧 米 との 相 互承 認 を 求め
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る」が 公表 さ れ、2006 年 7 月 の 政 府の 閣議 決 定「 経 済財 政 運営 と 構 造改
革の 基 本 方針 2006」を受 け 、2006 年 7 月 31 日 に 金 融庁 企 業会 計 審 議会
企画 調 整 部会 か ら 「 会計 基 準 のコ ン バ ー ジェ ン ス に向 け て 」 が公 表 され
た。  
 2007 年 8 月 、 IA SB と ASBJ の 間で 東 京合 意 が 公表 さ れ 、さら な る コ
ンバ ー ジ ェン ス の 加 速化 に 向 けた 合 意 が 行わ れ て いる 。 こ の 合意 に おい
て、IA SB と ASBJ は 、日 本 基準 と IFRS の間 の 重 要な 差 異 に つい て 2008
年ま で に 解消 し、残 りの 差 異 につ い て は 2011 年 6 月 30 日ま で に 解消 を
図る こ と とし て い る 。  
2011 年を 目 標 に、 両会 計 基 準間 の 相 違 を解 消 す る作 業 が 精 力的 に 進 め
られ て い た 。な か で も重 要 な 共同 プ ロ ジ ェク ト の 1 つ と さ れ るの が 財務
諸表 の 表 示プ ロ ジ ェ クト で あ り、 そ こ で は業 績 表 示の あ り 方 、つ ま り会
計利 益 の 表示 問 題 が 議論 さ れ た。IASB は 2007 年 に国 際 会 計基 準 の 改訂
版（ Internat i onal  A ccount ing  Standard :  IA S） 第 1 号 「 財 務諸 表 の 表
示（ Presentat ion  o f  F inancia l  S ta tements）」 を公 表 し 、こ れま で ボ ト
ムラ イ ン であ っ た 純 利益（ Net  Income）を内 訳 項 目と し て 維 持し つ つ も、
最終 的 な 業績 計 算 書 のボ ト ム ライ ン に つ いて は 包 括利 益 （ Com-  
prehens ive  Income）で 統 一 する こ と を 義務 付 け た。 ま た 、 IASB は 、
これ ま で の議 論 の な かで 、 包 括利 益 が 重 視さ れ る なら ば 、 純 利益 を 内訳
項目 と し て開 示 す る 必要 性 は ない と い う 主張 を 繰 り返 し 行 っ てき た 。  
これ ら の 国際 的 な 動 向に 基 づ いて 、 日 本 の会 計 基 準は 改 定 が 進め られ
た。 2010 年 6 月 に 、 ASB J は 企 業 会計 基準 第 25 号 「包 括 利益 の 表 示に
関す る 会 計基 準 」を 公表 し 、連 結 財 務諸 表に つ い て、 2011 年 3 月 31 日
以後 に 終 了す る 年 度 分か ら 適 用す る こ と とし た 。 ただ し 、 従 来の 損 益計
算書 に 包 括利 益 の 計 算内 容 を 付与 す る 形 とな っ て おり 、 今 後 は財 務 諸表
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の表 示 全 体を 再 検 討 して い く 必要 が あ る 。  
 こ の よ うに 包 括 利 益は 今 日 、ア メ リ カ 、イ ギ リ ス、 中 国 、 日本 、 およ
び IASB の 設 定し た IFRS を 適 用 する 世界 の 多 くの 国 の 企 業で 制 度 化さ
れて い る 。し か し 、 包括 利 益 の会 計 ル ー ルに は 、 アメ リ カ と IA SB をは
じめ 、 主 要国 の 間 で 重要 な 相 違点 が 存 在 して い る 。 そ こ で 本 研究 で は、
包括 利 益 に関 す る ア メリ カ 、 イギ リ ス 、 中国 、 日 本お よ び IASB の 国 際
比較 を 行 い、 各 国 に おけ る 包 括利 益 に 関 する 規 程 の特 徴 と 相 違点 を 明ら
か に す る 。 こ れ ま で ア メ リ カ 、 イ ギ リ ス 、 日 本 、 IA SB に つ い て は 包括
利益 に 関 する 理 論 研 究、 実 証 研究 が 行 わ れて お り 、最 近 で は 実証 研 究が
多く 見 受 けら れ る よ うに な っ てき て い る 。本 研 究 は、 こ れ ま での 実 証研
究の 成 果 も考 慮 に 入 れな が ら 、こ れ ま で ほと ん ど 研究 が 行 わ れて い なか
った と 考 えら れ る ア メリ カ 、 イギ リ ス 、 中国 、 日 本お よ び IASB の 国 際
比較 研 究 に基 づ い て 、包 括 利 益の 会 計 に つい て 理 論的 に 検 討 し、 各 国の
包括 利 益 会計 基 準 の 特徴 と 重 要な 相 違 点 が存 在 し てい る の か どう か 、あ
るい は 既 にコ ン バ ー ジェ ン ス が行 わ れ た 結果 、 共 通化 が 図 ら れて い るの
かに つ い て 明 ら か に した い 。  
2 .  先行 研 究 の概 観  
前述 し た 背景 に よ れ ば、本 研 究は 、アメ リカ 、イ ギリ ス 、中 国、日 本 、
およ び IASB の 設 定 した 会 計 基準 に お け る包 括 利 益の 会 計 に つい て 、検
討す る こ とに な る 。 した が っ て、 先 行 研 究に つ い ても 必 要 に 応じ て 各章
の中 で 別 々に 概 観 す る。  
第 2 節  研究の目的及び方法  
 上 述 の 問題 意 識 に 鑑み て 、 本研 究 の 目 的は 、 ア メリ カ 、 イ ギリ ス 、中
国、 日 本 およ び IASB の 設定 し た IFR S を適 用 す る世 界 の 140 カ国 以 上
の国 の う ち、 特 に ア メリ カ と IASB の 包 括利 益 に 関す る 規 程 の特 徴 と相
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違点 を 考 察す る と と もに 、 イ ギリ ス 、 中 国、 日 本 も含 め た 比 較を 行 うこ
とに よ り 、包 括 利 益 の会 計 処 理に 関 す る 顕著 な 差 異 が 存 在 し てい る のか
どう か 、 ある い は 既 にコ ン バ ージ ェ ン ス が行 わ れ た結 果 、 共 通化 が 図ら
れて い る のか に つ い て明 ら か にす る こ と であ る 。 詳細 に つ い ては 後 述す
るが 、アメ リ カと IASB で OCI と して 区 分表 示 さ れる べ き 損 益項 目 の リ
サイ ク リ ング の 可 否 につ い て 現状 で 大 き な相 違 点 が存 在 し て いる 。  
本研 究 で は、 研 究 方 法と し て 、包 括 利 益 概念 の 生 成と そ の 変 遷、 包括
利益 、 純 利益 お よ び リサ イ ク リン グ に 関 する 定 義 の検 討 、 包 括利 益 の表
示方 法 を はじ め 、 包 括利 益 を めぐ る 理 論 的考 察 を 行う 。  
それ ら を 踏ま え ア メ リカ 、 イ ギリ ス 、 中 国、 日 本 およ び IASB の 各会
計基 準 に おけ る 包 括 利益 の 会 計お よ び 表 示方 法 の 検討 を 通 じ て、 そ の特
徴 と 問 題 点 を 明 ら か に す る 。 ま ず 、 世 界 の 主 要 国 の う ち 、 ア メ リ カ と
IASB の 間 で 包 括 利 益 に 重 要 な 相 違 点 が 存 在 し て い る か あ る い は 既 にコ
ンバ ー ジ ェン ス が 行 われ た 結 果、 共 通 化 が図 ら れ てい る の か どう か 検討
する と と もに 、 イ ギ リス 、 中 国、 日 本 も 含め た 比 較を 行 う 。  
次に 、 包 括利 益 の 概 念、 包 括 利益 の 有 用 性 に つ い て考 察 す る 。最 後に
包括 利 益 の現 状 と IASB 新 概 念 フレ ー ムワ ー ク のも と で 、 今後 の 発 展に
つい て 考 察す る 。  
第 3 節  本研究の構成  
 以 上 の 問題 意 識 お よび 研 究 アプ ロ ー チ に鑑 み て 、本 研 究 の 各章 の 構想
を述 べ れ ば、 次 の と おり で あ る。  
 「 序 章 」で は 、 本 研究 に お ける 研 究 の 問題 意 識 を明 ら か に し、 本 研究
の目 的 お よび 方 法 を 明ら か に する 。  
 第 1 章「 包括 利 益 をめ ぐ る 各国 の 状 況 」で は 、包 括 利 益に 関す る 会 計
制度 の 国 際的 生 成 と 各国 に お ける 包 括 利 益概 念 の 特徴 を 検 討 する 。 さら
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に、 包 括 利益 概 念 に 関す る 問 題点 の 考 察 をと お し て、 包 括 利 益の 本 質を
明ら か に しよ う と し てい る 。  
 第 2 章 「 修 正国 際 基 準 に おけ る そ の 他の 包 括 利益 の 会 計 処理 」 で は、
修正 国 際 基準 に 関 す る問 題 点 の考 察 を と おし て 、 その 他 の 包 括利 益 の本
質を 明 ら かに す る こ とを 試 み た。  
 第 3 章 「 IASB 概 念フ レ ー ムワ ー ク の DP にお け る包 括 利益 概 念 」で
は、 概 念 フレ ー ム ワ ーク の DP にお け る 包括 利 益 概念 に つ い て、 特 に当
期純 利 益 と包 括 利 益 の定 義 、 リサ イ ク リ ング の 概 念、 リ サ イ クリ ン グに
関す る ア プロ ー チ を 中心 に 検 討を 行 う 。  
 第 4 章「 中国 に お ける 包 括 利益 」で は 、中 国に お け る包 括 利益 に 関 す
る問 題 点 の考 察 を と おし て 、 中国 の 包 括 利益 の 本 質を 明 ら か にす る こと
を試 み て いる 。  
  第 5 章「 IA SB 概 念フ レ ー ムワ ー ク 公 開草 案（ E D）に お ける 純 損 益と
その 他 の 包括 利 益 の 表示 」 で は、 概 念 フ レー ム ワ ーク の ED にお け る純
損益 と そ の他 の 包 括 利益 の 表 示に つ い て 考察 し た 。  
  第 6 章 「包 括 利 益の 変 遷 」で は 、 ア メリ カ 、 イギ リ ス 、 IASB お よび
日本 に お ける 包 括 利 益計 算 書 の制 度 化 を 概観 し 、 制度 化 に 伴 う様 々 な問
題を 検 討 した 。  
第 7 章「 包括 利 益 を めぐ る 理 論的 考 察 ― OCI と リ サイ ク リ ン グの 理論
的考 察 を 中心 に ― 」 では 、 包 括利 益 に 関 する FA SB と IASB の会 計 規 定
の比 較 検 討を も と に アメ リ カと IASB の 包括 利 益 に関 す る 規 程の 特 徴 と
相違 点 を 考察 し た 。 次に 、 IFR S の ノ ン リサ イ ク リン グ 処 理 につ い て リ
ンス マ イ ヤー の 見 解 にも と づ いて 理 論 的 に検 討 し た 。続 い て 、クリ ー ン・
サー プ ラ ス関 係 の 意 義に つ い てダ ー テ ィ ・サ ー プ ラス の 場 合 と比 較 を行
った 。 そ の後 、 2018 年 3 月 29 日に 公 表さ れ た 新し い IA SB 概念 フレ ー
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ムワ ー ク の規 定 の う ち、 包 括 利益 に 関 す る内 容 を 中心 に 検 討 を行 っ た。  
 「 終 章 」で は 、 ま ず本 論 文 の内 容 を 要 約し 、 本 研究 か ら 得 られ た 研究
成果 を 明 らか に し 、 今後 に 残 され た 研 究 課題 を 述 べる こ と に する 。  
 筆 者 は 、本 研 究 の 意義 に つ いて 次 の よ うに 考 え てい る 。  
 ま ず 、 包括 利 益 概 念の 生 成 とそ の 特 徴 に関 す る 考察 に 基 づ き、 先 行研
究で は 明 らか に さ れ てい な か った 包 括 利 益概 念 の 本質 を 理 論 的に 明 らか
にす る こ とで あ る 。 特に 、 筆 者が 独 自 に 作成 し た 計算 事 例 に 基づ き 、リ
サイ ク リ ング と ノ ン リサ イ ク リン グ の 比 較を 行 い 、先 行 研 究 では 明 らか
にさ れ て いな か っ た 知見 を 示 した い と 考 えて い る 。  
 次 に 、 これ ま で の 先行 研 究 では 明 ら か にさ れ て いな か っ た 包括 利 益と
純利 益 の 関係 を 理 論 的に 明 ら かに す る と とも に 、 クリ ー ン ・ サー プ ラス
関係 に つ いて も 先 行 研究 で は 明ら か に さ れて い な かっ た 新 た な関 係 を明
らか に し たい 。  
 さ ら に 、私 の 知 る 限り こ れ まで の 先 行 研究 で は 行わ れ て い なか っ たと
考え ら れ る ア メ リ カ 、イ ギ リ ス、 中 国 、 日本 お よ び IA SB の 国際 比 較を
包 括 利 益 の 定 義 、 包 括 利 益 の 表 示 、 組 替 調 整 (リ サ イ ク リ ン グ )、 ク リ ー
ン・ サ ー プラ ス 関 係 、そ の 他 の包 括 利 益 の構 成 要 素に つ い て 行っ て いる
こと も 本 研究 の 重 要 な意 義 で ある と 考 え てい る 。  
第 4 節  本研究の前提  
 包 括 利 益の 計 算 構 造                    
 包 括 利 益の 定 義 は 、資 産 負 債ア プ ロ ー チに よ り 、純 資 産 の 変動 額 のう
ち、 所 有 主や 新 株 予 約権 者 と の直 接 取 引 に拠 ら な い部 分 と さ れる 。 包括
利益 の 本 質が 純 資 産 の変 動 額 とし て 概 念 規定 さ れ たか ら と い って 、 包括
利益 の 計 算が 財 産 法 によ っ て 行わ れ る と は限 ら な い。  
  従 来 か ら、 純 利 益 の計 算 に は財 産 法 と 損益 法 が ある こ と が 知ら れ てい
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るが 、 包 括利 益 の 計 算に も 財 産法 と 損 益 法の 二 つ が考 え ら れ る。  
１． 純 利 益計 算   
 純 利 益 の計 算 方 法 とし て の 財産 法 と 損 益法 を 見 てお こ う 。 今日 で はそ
の他 の 包 括利 益 項 目 が存 在 す るか ら 財 産 法で は そ れを 考 慮 し なけ れ ばな
らな い 。  
 財 産 法 では 次 の よ うな 計 算 が行 わ れ る 。  
    当 期 純利 益 ＝ 期 末純 資 産 －期 首 純 資 産－ 所 有 主の 拠 出 ＋ 所有 主 への
分配 － （ その 他 の 包 括利 益 － 組替 調 整 額 ）  
 こ こ で 、期 末 そ の 他の 包 括 利益 累 計 額 ＝期 首 そ の他 の 包 括 利益 累 計額
＋そ の 他 の包 括 利 益 －組 替 調 整額 の 関 係 が成 立 す る。 し た が って 、 次の
関係 が 成 立す る 。  
期 末 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 － 期 首 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 ＝ そ の
他の 包 括 利益 － 組 替 調整 額  
 よ っ て 、財 産 法 に よる 当 期 純利 益 の 計 算式 は 次 のよ う に 書 き換 え られ
る。  
  当 期 純 利益 ＝ 期 末 純資 産 － 期首 純 資 産 －所 有 主 の拠 出 ＋ 所 有主 へ の分
配－ （ 期 末そ の 他 の 包括 利 益 累計 額 － 期 首そ の 他 の包 括 利 益 累計 額 ）  
 財 産 法 によ る 純 利 益の 計 算 には 、 期 首 と期 末 の 貸借 対 照 表 の他 に 期首
と期 末 の その 他 の 包 括利 益 累 計額 が 必 要 であ る 。 財産 法 で は 、純 利 益の
発生 源 泉 が把 握 で き ない 。  
  損 益 法 では 次 の よ うに 計 算 され る 。  
    当 期 純利 益 ＝ 当 期収 益 － 当期 費 用  
  純 損 益 の計 算 に は この よ う に二 つ の 計 算方 法 が ある が 、 各 国の 会 計基
準で は 当 然の こ と と して 、 損 益法 が 採 用 され て い る。  
２． 包 括 利益 計 算  
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  包 括 利 益の 計 算 で も、 財 産 法と 損 益 法 の二 つ が 考え ら れ る 。  
 財 産 法 では 次 の よ うな 計 算 が行 わ れ る 。  
    当 期 包括 利 益 ＝ 期末 純 資 産－ 期 首 純 資産 － 所 有主 の 拠 出 ＋所 有 主へ
の分 配  
 こ の 方 法に よ る 場 合、 期 中 にお け る 所 有主 の 拠 出と 所 有 主 への 分 配を
記録 し て おか な け れ ばな ら な い。 こ の 方 法で 計 算 され る の は 包括 利 益の
総額 で あ るか ら 、 包 括利 益 を 当期 純 利 益 とそ の 他 の包 括 利 益 に区 分 する
には 、 先 に掲 げ た 財 産法 に よ る純 利 益 計 算式 を 用 いな け れ ば なら な い。  
  損 益 法 では 次 の よ うに 計 算 され る 。  
    包 括 利益 ＝ 当 期 収益 － 当 期費 用 ＋ そ の他 の 包 括利 益 － 組 替調 整 額  
            ＝ 当 期 純利 益 ＋ その 他 の 包 括利 益 － 組替 調 整 額  
 損 益 法 によ る 包 括 利益 の 計 算で は 、 包 括利 益 の 発生 源 泉 を 把握 す るこ
とが で き る。 そ の た め、 今 日 の純 損 益 計 算と 包 括 利益 計 算 に は、 損 益法
が用 い ら れる 。  
  包 括 利 益の 計 算 が 損益 法 に 基づ い て い るこ と は 今日 の 包 括 利益 計 算が
収益 費 用 アプ ロ ー チ に基 づ い てい る こ と を意 味 し ない 。 今 日 の会 計 基準
は基 本 的 に資 産 負 債 アプ ロ ー チに 基 づ い てい る 。 財務 諸 表 の 構成 要 素は
資産 負 債 アプ ロ ー チ で概 念 規 定さ れ て い るが 、 そ の計 算 構 造 とし て は損
益法 が 採 用さ れ て い る。  
 損 益 法 によ る 包 括 利益 の 計 算は 資 産 負 債ア プ ロ ーチ に 基 づ く包 括 利益
の定 義 と 矛盾 し な い 。そ れ を FA SB の S FA C 6 の定 義 で 証明 し よう 。  
  す で に 見た よ う に 、 S FA C 6 では 、包 括 利益 と は、出 資 者以 外の 源 泉 か
らの 取 引 その 他 の 事 象お よ び 環境 要 因 か ら生 じ る 一期 間 に お ける 営 利企
業 の 持 分 の 変 動 で あ る （ pa r . 7 0） 。 こ の 定 義 は 資 産 負 債 ア プ ロ ー チ に 基
づく 定 義 であ り 、 包 括利 益 の 本質 が 持 分 の変 動 と して 規 定 さ れて い る。  
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  S FA C 6 に おい て 、 収益 と は 「財 貨 の 引 渡若 し く は生 産 、 用 役の 提 供、
また は 実 体の 進 行 中 の主 要 な また は 中 心 的な 営 業 活動 を 構 成 する そ の他
の活 動 に よる 、 実 体 の資 産 の 流入 そ の 他 の増 加 も しく は 負 債 の弁 済 （ま
たは 両 者 の組 み 合 わ せ） で あ る 」 （ pa r . 7 8） 。  
  こ の 定 義で は 、収 益の 本 質 は資 産 の 増 加も し く は負 債 の 減 少で あ る が、
これ ら の 資産 の 増 加 もし く は 負債 の 減 少 は持 分 の 変動 を 伴 う 資産 、 負債
の変 動 で ある （ pa r . 6 4） 。  
した が っ て、 収 益 は 「財 貨 の 引渡 若 し く は生 産 、 用役 の 提 供 、ま たは
実体 の 進 行中 の 主 要 なま た は 中心 的 な 営 業活 動 を 構成 す る そ の他 の 活動
によ る 持 分の 増 加 」に置 き 換 える こ と が でき る 。簡 略 した 表 現を 行 う と、
収益 は 一 営業 期 間 に おけ る 主 たる 営 業 活 動に よ る 持分 の 増 加 であ る 。  
 費 用 と は、 「 財 貨 の引 渡 も しく は 生 産 、用 役 の 提供 、 ま た は実 体 の進
行中 の 主 要な ま た は 中心 的 な 営業 活 動 を 構成 す る その 他 の 活 動の 遂 行に
よる 、 実 体の 資 産 の 流出 そ の 他の 費 消 も しく は 負 債の 発 生 （ また は 両者
の組 み 合 わせ ） で あ る 」 （ pa r . 80）。  
  こ の 定 義で 、 費 用 の本 質 は 資産 の 減 少 もし く は 負債 の 増 加 であ る 。こ
の資 産 の 減少 も し く は負 債 の 増加 は 、 一 期間 に お ける 持 分 を 減少 さ せる
も の で あ る （ p a r . 6 4） 。 簡 略 し た 表 現 を 行 う と 、 費 用 は 一 営 業 期 間 に お
ける 主 た る営 業 活 動 によ る 持 分の 減 少 で ある 。  
  利 得 は 「実 体 の 副 次的 ま た は付 随 的 な 取引 お よ び実 体 に 影 響を 及 ぼす
その 他 の 全て の 取 引 その 他 の 事象 及 び 環 境要 因 か ら生 じ る 持 分の 増 加で
あ る 」 （ pa r . 8 2） 。 そ の 他 の 包 括 利 益 を 利 得 と み な せ ば 、 そ の 他 の 包 括
利益 の 本 質も 持 分 の 増加 で あ る。 す な は ち、 収 益 費用 お よ び その 他 の包
括利 益 が すべ て 持 分 の増 減 と 理解 さ れ、損益 法 に よる 包 括 利 益の 計 算 が、
次の よ う に、 一 期 間 の持 分 の 変動 額 で あ る包 括 利 益の 計 算 に 適合 す るこ
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とを 示 し てい る 。  
    包 括 利益（ 持 分 変 動 額 ）＝収 益（ 持 分増 加 額 ）－ 費 用（ 持分 減 少 額）
＋そ の 他 の包 括 利 益 （持 分 増 加額 ）  
 こ の よ うに 、 各 国 の現 行 会 計基 準 で は 、包 括 利 益は 損 益 法 によ っ て計
算さ れ る ので あ っ て 、期 首 と 期末 の 純 資 産（ 持 分 ）の 比 較 に よっ て 、す
なわ ち 財 産法 に よ っ て行 わ れ るも の で は ない 。 資 産負 債 ア プ ロー チ は決
して 純 損 益計 算 や 包 括利 益 計 算に 財 産 法 を強 制 す るも の で は ない 。  
 
注  
図表 序 － 1 貸 借対 照表 と 損 益計 算 書 (包括 利 益 計算 書 )の 関係  
第 1期 期 首 貸 借 対 照 表   
 
第 1期 損 益 計 算 書   第 1期 期 末 貸 借 対 照 表  
資 産  3 0 0  
 
 
純 資 産  
資 本 金   2 0 0  
資本剰余金 1 0 0  
費 用   3 5 0  
純 利 益  5 0  
収 益   4 0 0  資 産  5 0 0  負 債    1 3 0  
純 資 産  
資 本 金   2 0 0  
資本剰余金 1 0 0  
利益剰余金  5 0  
OCI累計額  2 0  
第 1期 包 括 利 益 計 算 書  
包括利益 7 0  純 利 益  5 0  
O C I  2 0  
 
貸 借 対 照 表 と 損 益 計 算 書 の 関 係 を わ か り や す く 示 し た も の が 上 記 の
図表 序 － 1 であ る 。図表 序 － 1 では 、利 益剰 余 金 の増 加 の す べて が 損 益計
算書 を 通 って い る た めク リ ー ン・サ ープ ラス 関 係 が成 立 し て いる 。また 、  
貸借 対 照 表の O C I 累 計額 が す べて 包 括 利 益計 算 書 を経 由 し て いる 。当期
純利 益 50 と そ の 他 の包 括 利 益 (O C I)20 の合 計 額 70 が 包 括 利益 と よ ばれ








第 1 章  包括利益をめぐる各国の状況  
 
第 1 節  はじめに  
本章 で は、2010 年 6 月 30 日に 、企業 会 計 基準 委 員 会か ら 公 表 され た 、
企業 会 計 基準 第 25 号「 包 括 利益 の 表 示 に関 す る 会計 基 準 」 を検 討 し て
いる 。す でに 国 際 財 務報 告 基 準 ( IFRS)を 適用 し て いる 諸 外 国 では 、国際
会計 基 準 審議 会 か ら 国際 会 計 基準 第 1 号 「財 務 諸 表の 表 示 」 が 2011 年
に公 表 さ れ、 包 括 利 益概 念 が 採択 さ れ た 。ま た 、 アメ リ カ 財 務会 計 基準
審議 会 か らは 、アメ リカ 財 務 会計 基 準 第 130 号「 包 括 利益 の 報告 」が 1997
年に 公 表 され 、 包 括 利益 の 表 示が 導 入 さ れた 。 こ のよ う な 国 際的 な 動き
に対 応 す る た め 、 企 業会 計 基 準委 員 会 は 、包 括 利 益基 準 を 公 表す る に至
った 。 本 章で は 、 ま ず、 包 括 利益 に 関 す る会 計 制 度の 国 際 的 生成 及 び変
遷を 検 討 し、ま た、各 国に お け る包 括 利 益 概念 に お ける 特 徴 を 把握 す る。
さら に 、 日本 の 包 括 利益 と の 関係 を 検 討 する こ と によ っ て 日 本に お いて
国際 的 コ ンバ ー ジ ェ ンス に 向 け た 対 応 が どの よ う に図 ら れ て きた の かに
つい て と 今後 の 課 題 につ い て 考察 す る 。  
 
第 2 節  包括利益の導入  
1 .  アメ リ カ にお け る 包 括利 益  
 包 括利 益 に対 す る 会計 基 準 を最 初 に 設 定 し た の は、 FASB であ る と さ
れて い る。FA SB は 、包 括 利益 に 対 する 会計 基 準 の設 定 に 関 して 、FASB
が 1980 年 12 月に 公表 し た 概念 ス テ ー トメ ン ト第 3 号「 営 利企 業 の 財務
諸表 の 諸 要素 」（ SFAC３）で は、資 産、負債 、持 分、収 益 、費用 、利 得、
損失 、 所 有者 か ら の 投資 、 所 有者 に 対 す る分 配 、 およ び 包 括 利益 と いう
１０ の 要 素が 定 義 さ れて い る が、 利 益 概 念と し て は包 括 利 益 概念 が 導入
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され た 2。包 括 利 益 は、 資 産 と負 債 の 差 額で あ る 持分 に お け る期 中 変 動
から 所 有 者と の 取 引 によ る 部 分を 除 外 し て計 算 さ れる（ SFAC 3,par.56）。
した が っ て包 括 利 益 概念 は 純 財産 増 加 説 によ る 利 益概 念 で あ り、 FASB
の概 念 フ レー ム ワ ー クが 資 産 負債 中 心 観 を採 用 し たこ と で 導 入さ れ た利
益概 念 で ある 。  
 た だ し 、包 括 利 益 概念 を 導 入し た こ と の実 質 的 な効 果 を 考 えた 場 合、
この 利 益 概念 で あ れ ば収 益 費 用中 心 観 に 基づ く 利 益概 念 で あ る稼 得 利益
（ Earn ings）と い う 概念 も 財 務諸 表 の 構 成要 素 と して 利 用 で きる 点 が重
要と な る。す な わち 概念 フ レ ーム ワ ー ク にお け る 包括 利 益 概 念の 導 入 は、
資産 負 債 中心 観 と 収 益費 用 中 心観 と い う 2 つ の アプ ロ ー チを 両立 さ せ る
ため の 便 法で あ り 、 必ず し も 利益 概 念 の 変更 が 図 られ た わ け では な い。  
2 .  イギ リ ス にお け る 包 括利 益  
イ ギ リ ス で 損 益 計 算 外 項 目 概 念 (包 括 利 益 概 念 )が 導 入 さ れ た 背 景 に は 、
イン フ レ を契 機 と し て取 得 原 価主 義 を 用 いる こ と によ っ て 生 じる 資 本の
侵食 が 問 題と さ れ 、 その た め 、有 形 固 定 資産 等 の 時価 評 価 が 導入 さ れる
こと と な り、FRS 第 3 号は 財 務 諸表 の 1 つと し て 総認 識 利 得 損失 計 算書
の作 成 を 求め る よ う にな っ た 。総 認 識 利 得損 失 計 算書 で は 、 当期 中 に認
識さ れ る すべ て の 利 得及 び 損 失は 「 損 益 計算 書 ま たは 総 認 識 利得 損 失計
算書 に 表 示す る べ き であ る 」 とし 、 損 益 計算 書 に 計上 さ れ な い株 主 帰属
のも の を 計上 す る も のと し た 。  
 1992 年 に 導入 さ れた FR S3『 財務 業 績の 報 告 』は、す で にみ た よ うに
資産 の 時 価評 価 を 容 認し て は いる も の の 、そ の 利 益計 算 書 構 造は 基 本的
に SSAP16 とは 異 質 のも の で ある 。  
 イ ギ リ スの 実 務 に おい て は 現在 価 値 評 価が 広 く 行き わ た っ てい る こと
が指 摘 さ れて い る 。 この よ う に純 枠 な 取 得原 価 主 義か ら 離 脱 して い る現
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行の 会 計 シス テ ム を 「修 正 取 得原 価 シ ス テム 」 と 表現 し て い る。  
 FRS3 は 資 産 負 債 の 時 価 評 価と 評 価 損 益 の 包 括 主義 的 開 示 に そ の 眼目
が 置 か れ てい る 。 つ ま り 、 FRS3 に お い て 維 持 す べき 資 本 の 修 正 が 求め
られ て い るの で は な く、 資 産 負債 の 時 価 評価 に 伴 い、 評 価 損 益の 認 識時
点が 早 め られ て い る ので あ る 。  
3.  中国 に お ける 包 括 利 益  
近年 、 特に 1990 年 代以 降 に 国際 展 開 を 行う 大 企 業な ど に お いて 、金
融資 産 の 時価 評 価 が 進む 中 で、「 売 却 可 能金 融 資 産評 価 差 額 」、「 退職 給付
に係 る 調 整額 」、「 繰 延ヘ ッ ジ 損益 」、「 為 替換 算 調 整勘 定 」 等 、損 益 計算
書上 の 「 純利 益 」 を 経由 せ ず に直 接 貸 借 対照 表 の 株主 資 本 に 算入 さ れる
項目 が 増 えて き た 。  
これ ら の 純利 益 を 経 由し な い 部分 は 「 そ の他 の 包 括利 益 」 と して 扱わ
れ、 貸 借 対照 表 上 に おい て は 「そ の 他 の 包括 利 益 累計 額 」 と して 表 記す
るよ う に なっ て い る 。  
 中 国は 、 IA S /IFR S へ の コン バ ー ジェ ンス 対 応 のた め 、2006 年 2 月 に
「 2007 年 企 業会 計 準則 」を 発 布し 、そ の第 30 号 で 財務 諸 表の 表 記 方法
を明 確 に した 。そ し て、中 国財 政 部は 、 2009 年 6 月、「企 業会 計 準 則解
釈第 3 号 」を 発 布 し た 。OCI 概 念を 導 入 し 、中 国 企 業の 財 務 諸表 に CI (親
会社 に 属 する 部 分 と 非支 配 株 主に 属 す る 部分 を 合 わせ た も の )と 関 係 の
ある 項 目 を追 加 す る よう 要 求 して い る 。  
 中 国 財 政部 は、2009 年 9 月 に、「 中国 企業 会 計 準則 と 国 際 財務 報 告 基
準の 全 面 的な コ ン バ ージ ェ ン スを 持 続 す るロ ー ド マッ プ に 関 する デ ィス
カッ シ ョ ン・ペ ー パ ー」を 引 き継 い で 、2010 年 4 月 に「 中 国企 業 会 計準
則と 国 際 財務 報 告 準 則の 全 面 的な コ ン バ ージ ェ ン スを 持 続 す るロ ー ドマ
ップ 」 を 発表 し 、 IFRS と の同 等 性 を持 続す る こ とを 表 明 し た。  
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 2012 年 3 月に 欧 州連 合 (EU)は 、 中国 の会 計 基 準を ア メ リ カ基 準 、 日
本基 準 と 同様 に EU 版 IFRS と同 等 で あ ると 評 価 して い る 。  
 そ の 後 2014 年 1 月、「新 CAS30 号 」を 発 表 し た。新 CAS30 号 では 、
所有 者 持 分変 動 表 に OCI の表 記 が 義 務 づ け ら れる よ う に なっ た 。  
 こ の よ うに 中 国 で は限 定 条 件の も と で 公正 価 値 によ る 測 定 の導 入 から
2014 年 の 金 融 商 品 に お い て 全 面 的 に 公 正 価 値 に よ る 測 定 を 認 め る よ う
に な っ た 。 ま た 、 包 括 利 益 の 取 り 扱 い に つ い て も 、 IAS /IFR S と 対 応 す
る形 で 導 入が 進 め ら れて き た 。  
4 .  日本 に お ける 包 括 利 益  
 日 本 の 会計 基 準 設 定主 体 で ある A SBJ は 、2001 年 ７ 月 発足 後 、コン バ
ージ ェ ン スを 最 終 目 標と す る 共同 プ ロ ジ ェク ト 協 議を 2004 年 11 月 から
IASB と 開始 し 、2005 年 1 月 の 合意 に 基 づき 、同年 3 月 から 共同 プ ロ ジ
ェク ト を 開始 し た 。  
 ま ず 、 ASBJ か ら は、 2006 年 1 月 、「 日本 基 準 と国 際 会 計 基準 と の コ
ンバ ー ジ ェン ス へ の 取り 組 み につ い て ― CESR の同 等 性 評価 に関 す る 技
術的 助 言 を踏 ま え て ―」が 公 表さ れ た が 、さ ら に 、2006 年 6 月、経 団連
から 、「 会計 基 準 の コン バ ー ジェ ン ス を 加速 し 、欧 米 との 相 互承 認 を 求め
る」が 公表 さ れ、2006 年 7 月 の 政 府の 閣議 決 定「 経 済財 政 運営 と 構 造改
革の 基 本 方針 2006」を受 け 、2006 年 7 月 31 日 に 金 融庁 企 業会 計 審 議会
企画 調 整 部会 か ら 「 会計 基 準 のコ ン バ ー ジェ ン ス に向 け て 」 が公 表 され
た。  
 2007 年 8 月 、 IA SB と ASBJ の 間で 東 京合 意 が 公表 さ れ 、さら な る コ
ンバ ー ジ ェン ス の 加 速化 に む けた 合 意 が 行わ れ て いる 。 こ の 合意 に おい
て、IA SB と ASBJ は 、日 本 基準 と IFRS の間 の 重 要な 差 異 に つい て 2008
年ま で に 解消 し、残 りの 差 異 につ い て は 2011 年 6 月 30 日ま で に 解消 を
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図る こ と とし て い た 。  
2011 年を 目 標 に 、両 会計 基 準 間の 相 違 を 解消 す る 作業 が 精 力 的に 進め
られ た 。な かで も 重 要な 共 同 プロ ジ ェ ク トの 1 つ であ る 財 務 諸表 の 表示
プロ ジ ェ ク ト で は 業 績表 示 の あり 方 、 つ まり 会 計 利益 の 表 示 問題 が 議論
され た 。 IA SB は 2007 年 に国 際 会 計基 準（ Internat i onal  A ccount ing  
Standard :  IA S）第 1 号「 財 務 諸表 の 表 示（ Presentat ion  o f  F inancia l  
Statements）」 の 改 訂版 を 公 表し 、 こ れ まで ボ ト ムラ イ ン で あっ た 純 利
益（ Net  Income）を 内訳 項 目 とし て 維 持 しつ つ も 、最 終 的 な 業績 計 算書
のボ ト ム ライ ン に つ いて は 包 括利 益 （ Comprehens ive  Income） で 統一
する こ と を義 務 付 け た。 ま た 、 IASB は 、こ れ ま での 議 論 の なか で 、 包
括利 益 が 重視 さ れ る なら ば 、 純利 益 を 内 訳項 目 と して 開 示 す る必 要 性は
ない と い う主 張 を 繰 り返 し 行 って き た 。  
 そ れ に 対し て 、 日 本の 損 益 計算 書 は 伝 統的 に 、 売上 高 か ら はじ ま り、
営業 利 益 、経 常 利 益 など を 経 て、 最 終 的 なボ ト ム ライ ン は 純 利益 で 統一
され て き た。 し か し 、世 界 的 な会 計 基 準 のコ ン バ ージ ェ ン ス やア ド プシ
ョン が 進 展し て い る なか で 、日 本 にお い ても 、2010 年 を 目標 に包 括 利 益
を業 績 計 算書 の ボ ト ムラ イ ン とす る 会 計 基準 の 変 更が 検 討 さ れ た 。事実、
2006 年に 施 行さ れ た会 社 法 は、損 益計 算書 等 に おい て 包 括 利益 に 関 する
事項 の 表 示を 容 認 し てい る （ 会計 計 算 規 則 126 条）。 日本 の 企業 会 計 基
準委 員 会 は、 純 利 益 の廃 止 論 に対 し て 2006 年 に 公表 し た 「 討議 資 料 財
務会 計 の 概念 フ レ ー ムワ ー ク 」の な か で 包括 利 益 と純 利 益 の 共存 可 能性
を次 の よ うに 主 張 し てい る 。  
 「 純 利 益の 概 念 を 排除 し 、 包括 利 益 で 代替 さ せ よう と す る 動き も みら
れる が 、 この 概 念 フ レー ム ワ ーク で は 包 括利 益 が 純利 益 に 代 替し 得 るも
のと は 考 えて い な い 。現 時 点 まで の 実 証 研究 の 成 果に よ る と 、包 括 利益
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情報 は 投 資家 に と っ て純 利 益 情報 を 超 え るだ け の 価値 を 有 し てい る とは
いえ な い から で あ る 。こ れ に 対し 、 純 利 益の 情 報 は長 期 に わ たっ て 投資
家に 広 く 利用 さ れ て おり 、 そ の有 用 性 を 支持 す る 経験 的 な 証 拠も 確 認さ
れて い る 。そ れ ゆ え 、純 利 益 に従 来 ど お りの 独 立 した 地 位 を 与え る こと
とし た 。 この 概 念 フ レー ム ワ ーク に お い ては 純 利 益と 並 ん で 包括 利 益に
も、 独 立 した 地 位 を 与え た 」 (pars .21 -22)。  
5 .  IASB に おけ る 包 括 利益  
1 )  G4+１ の 特 別報 告 書 とポ ジ シ ョン ・ ペ ー パー  
1998年 に 、 IASCの 構成 メ ン バー で あ る イギ リ ス 、アメ リ カ 、オー
スト ラ リ ア、 カ ナ ダ 、ニ ュ ー ジー ラ ン ド など 英 連 邦の 基 準 設 定団 体
から な る G４ ＋ １ は 、特別 報 告 書「企 業 の業 績 報 告：現 在 の 実務 と 将
来の 発 展（ Rep or t ing  Financia l  Per formance :  Current  Pract i ce  and  
Future  Devel opments）」を 公表 し た 。さ らに 、G４ ＋１ は 1999年 に、
ポジ シ ョ ン・ペ ーパ 「ー 企 業の 業 績 報告 :アプ ロ ー チの 提 案（ R epor t ing  
Financia l  Per fo rmance :  A Proposed  Ap proach）」を 公 表 し た。 こ れ
ら 2つの 報 告 書で は 、業 績 報 告に 関 す る IASCの 立 場 や見 解 が明 ら か
にさ れ た 。 1998年に 公表 さ れ た G4+１ の 特別 報 告 書で は 、 各 国基 準
に基 づ く 業績 報 告 の 現状 を レ ビュ ー し た 上で 、 純 利益 を 完 全 に廃 止
し 、ボ ト ム ライ ン を 包括 利 益 に統 一 す る 業績 報 告 モデ ル を 提 案し た。 
2 )  IASBと A SBの ジ ョ イン ト ・ プロ ジ ェ ク ト  
 2001 年 から 2004 年に か け て、 IASB はイ ギ リ スの A SB と共 同 で
業績 報 告 プロ ジ ェ ク ト (Per fo rmance  rep ort ing  p ro j ec t )ま た は包 括
利益 の 報 告プ ロ ジ ェ クト （ Rep or t ing  Comprehens ive  Income 
Pro j ec t）と し て、 業績 表 示 のあ り 方 に つい て 検 討し て き た 。そ の 間
に提 案 さ れた の が 、マト リ ッ クス の 業 績 計算 書（ 図 表 1－ 1）であ る 。   
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【図 表 1－ 1】 マト リッ ク ス 業績 計 算 書  
 再測 定 前 の損 益  再測 定 か ら生 じ
る損 益  
合計  
営業 活 動  ｘｘ ｘ  ｘ  ｘｘ ｘ  
金融 活 動  ｘｘ  ｘ  ｘｘ  
包括 利 益  ｘｘ ｘ  ｘ  ｘｘ ｘ  
(出 典 )  辻 山 ［ 2004］ ,11 頁。  
マト リ ッ クス 方 式 で は、 リ サ イク リ ン グ を禁 止 す る点 、 純 利 益の
内訳 表 示 がな い 点 、 およ び 企 業の 経 済 活 動を 営 業 活動 や 金 融 活動 な
どの 機 能 別に 区 分 す る点 で G4+1 の 推奨 モデ ル と 首尾 一 貫 し てい る 3。
これ に 加 えて 、 マ ト リッ ク ス 方式 で は 、 「再 測 定 前の 損 益 」 と「 再
測定 か ら 生じ る 損 益 」  に 区 分 表示 す る 点が 、こ れ ま での 業 績計 算 書
と大 き く 異な っ て い る。 こ れ は、 G4+1 の特 別 報 告書 や ポ ジ ショ ン ・
ペー パ ー の立 場 を 発 展さ せ 、 情報 セ ッ ト ・ア プ ロ ーチ を さ ら に徹 底
した フ ォ ーマ ッ ト で ある と も いえ る 。   
 IA SB は 、ASB と マト リ ッ クス 方 式 の 業績 計 算 書に つ い て 検討 し つ
つ、 2003 年 12 月 に IAS 第 1 号 「財 務諸 表 の 表示 （ Presenta t i on  o f  
F inancia l  Sta tements）」 の 改訂 版 を 公 表し 、 2005 年 1 月 以降 に 開
始す る 事 業年 度 か ら 、当 該 基準 の 適用 を 義務 付 け た。 2003 年当 時 の
IAS 第 1 号の 改 訂 版 で は 、 損 益計 算 書 の ボト ム ラ イン を 純 利 益と し
つつ 、 ア メリ カ の SFAS 第 130 号 のそ の他 の 包 括利 益 に 該 当す る 為
替換 算 調 整勘 定 、 再 評価 剰 余 金、 売 却 可 能有 価 証 券の 未 実 現 評価 損
益の 期 中 変化 額 を 純 利益 に 加 えた 認 識 収 益費 用 （ 包括 利 益 に 相当 す
る） を 株 主資 本 等 変 動計 算 書 ある い は 認 識収 益 費 用計 算 書 （ 包括 利
益計 算 書 に相 当 す る ）に お い て開 示 す る よう に 義 務付 け た 。   
30 
 
 IA S第 1号 で は、 その 他 の 包括 利 益 に 相当 す る 項目 に つ い てリ サ イ
クリ ン グ を要 求 し て いた が 、 再評 価 剰 余 金に 関 し ては リ サ イ クリ ン
グを 禁 止 し、 利 益 剰 余金 に 直 接振 り 替 え る会 計 処 理を 要 求 し た。  
3 )  IASB と FASB の ジ ョイ ン ト ・プ ロ ジ ェ クト  
2004 年 11 月 に 、 IA SB は ASB と の ジ ョ イン ト・プ ロ ジェ ク トを 解 消
し 、新た に FASB と のジ ョ イ ント・プ ロ ジェ ク ト であ る 財 務 諸表 の 表 示
プロ ジ ェ クト（ Financia l  Statement  Presentat i on  p ro jec t）を立 ち 上 げ
た。この プ ロ ジェ ク トで は、企 業 の業 績 表示 に 関 して 、フ ェ ーズ A か ら
フェ ー ズ Ｃの ３ つ の フェ ー ズ に分 け て プ ロジ ェ ク トが 進 め ら れる 予 定で
あり 、これ ま でフ ェ ーズ A と フ ェ ーズ B に関 して 、議論 が 行わ れ て いる
4。  
フェ ー ズ A で は、 主 とし て ア メリ カ 基 準 と国 際 会 計基 準 の 相 違を 減 ら
すこ と に 焦点 が あ て られ た 。その 結 果 を うけ て 、2007 年 に 、IAS 第 １号
「財 務 諸 表の 表 示 （ Presenta t i on  o f  F inancia l  Sta tements )」の 改 訂 版
が公 表 さ れた 5。   
 2007 年 の IAS 第 １号 の 改 訂版 に お い て、 包 括 利益 と 純 利 益の 開 示 に
直接 関 係 する 変 更 点 は、 資 本 取引 以 外 の 純資 産 の 期中 変 化 額 を業 績 とし
て包 括 利 益計 算 書 に 計上 す る こと が 義 務 付け ら れ た点 で あ る 。し か し、
2007 年の IAS 第 １ 号の 改 訂 版で は 、 ア メリ カ の SFA S 第 130 号 で推 奨
され て い る包 括 利 益 計算 書 の みを 業 績 計 算書 と す る一 計 算 書 方式 に 限定
せず 、 損 益計 算 書 と 包括 利 益 計算 書 の 両 方を 開 示 する 二 計 算 書方 式 を選
択適 用 す るこ と が で きる 。 ま た、 リ サ イ クリ ン グ を求 め ら れ てい る 6。
IAS 第 1 号が 2007 年に 改 訂 され た の と 時を 同 じ くし て 、2007 年 7 月 に
イギ リ ス にお い て も 、FRS 第 3 号 の改 訂 版が 公 表 され た 。こ れま で の イ
ギリ ス の アプ ロ ー チ を転 換 し 、そ の 他 の 包括 利 益 に該 当 す る 売却 可 能有
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価証 券 の 未実 現 評 価 損益 な ど に関 し て 、 リサ イ ク リン グ を 義 務付 け るこ
とに な っ た。  
 一 方 、フ ェ ーズ Ｂ では 、 2008 年 11 月 に討 議 資 料「 財務 諸 表の 表 示 に
関す る 予 備的 見 解 」 が公 表 さ れた 。 こ の 討議 資 料 では 、 企 業 の事 業 活動
を営 業 活 動と 投 資 活 動に 区 分 して 開 示 す るこ と や 、金 融 活 動 につ い ては
資金 調 達 の源 泉 に 基 づい て 開 示す る こ と が要 請 さ れて い る 。 これ は 、
1990 年後 半に G4+１で 検 討 され た 機 能 別分 類 と 首尾 一 貫 し てい る 。 さ
らに 、 業 績計 算 書 だ けで は な く、 貸 借 対 照表 や キ ャッ シ ュ ・ フロ ー 計算
書な ど の いず れ の 財 務諸 表 も 、営 業 活 動 、投 資 活 動、 金 融 活 動に 区 分表
示す る こ とに よ り 、 財務 諸 表 間の 連 携 を より 明 確 にす る こ と を目 的 とし
てい る 点 も 、こ れ ま でと は 異 なる 特 徴 で ある 7。図表 1－ 2 は 、討 議資 料
で提 案 さ れた 開 示 フ ォー マ ッ トを 要 約 し たも の で ある 。  
 FASB と IA SB は 、財 務 諸 表の 透 明 性 が高 ま る とい う 共 通 の見 解 を 表
明し て い る。 ま た 、 討議 資 料 では 、 財 務 諸表 の 構 成要 素 を 詳 細に 開 示す
る目 的 が 、将 来 キ ャ ッシ ュ ・ フロ ー の 予 測に 有 用 な情 報 を 提 供す る こと
であ る と 明記 さ れ て いる 。 企 業の 経 済 活 動を 機 能 別 に 分 類 す るこ と や、
廃止 事 業 を個 別 に 表 示す る こ とは 、 こ れ まで の イ ギリ ス の ジ ョイ ン ト ･
プロ ジ ェ クト に お い て、 IASB が 主 張 し てき た こ とと 首 尾 一 貫し て い る
が、 リ サ イク リ ン グ を行 っ た 上で 純 利 益 を維 持 す るこ と が 明 示さ れ てい
るこ と か ら、 こ れ は アメ リ カ の見 解 を 反 映し た も ので あ る 。 しか し 、討
議資 料 は 、損 益 計 算 書を 完 全 に廃 止 し て 、包 括 利 益計 算 書 に 統一 す る。
それ に 伴 って 、 従 来 のボ ト ム ライ ン で あ る純 利 益 を包 括 利 益 の内 訳 項目
とし 、 包 括利 益 を ボ トム ラ イ ンと し て 位 置付 け る 内容 と な っ てい る 8。
また 、 純 利益 が 機 能 別に 開 示 され る よ う に、 そ の 他の 包 括 利 益項 目 に関
して も 、 為替 換 算 調 整勘 定 以 外は 、 営 業 活動 、 投 資活 動 、 金 融活 動 に分
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類表 示 す るこ と を 要 求し て い る点 が 特 徴 的で あ る 9。  
【図 表 1－ 2】 2008 年討 議 資 料に お け る 財務 諸 表 の表 示  
財政 状 態 計算 書 1 0  包括 利 益 計算 書  キャ ッ シ ュ ･フ ロー 計
算書  
事業 活 動  
・営 業 資 産と 営 業 負 債  
・投 資 資 産と 投 資 負 債  
事業 活 動  
・営 業 収 益と 営 業 費 用  
・投 資 収 益と 投 資 費 用  
事業 活 動  
・営業 キ ャ ッシ ュ ･フ ロ
ー  
・投資 キ ャ ッシ ュ ･フ ロ
ー  
財務 活 動  
・金 融 資 産  
・金 融 負 債  
財務 活 動  
・金 融 資 産収 益  
・金 融 負 債費 用  
財務 活 動  
・財務 資 産 キャ ッ シ ュ ･
フロ ー  
・財務 負 債 キャ ッ シ ュ ･
フロ ー  
法人 税 等 関連 項 目  継続 的 な 事業 活 動 に か
かる 法 人 税等  
法人 税 等  
非継 続 事 業  非継 続 事 業 （ 税 引 後 ）  非継 続 事 業  
 その 他 の 包括 利 益 （ 税
引後 ）  
 
持分   持分  
(出 典 )  FASB /IA SB［ 2008］ pars .s5  and  2 .22 よ り作 成 。  
 
第 3 節  包括利益の定義  
1 .  アメ リ カ にお け る 包 括利 益  
 (1 )SFAC 第 5 号 に おけ る 包 括利 益  
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FASB よ り 1984 年 に 公 表 さ れ た 概 念 書 第 5 号 「 Recogni t ion  and  
Measurement  in  F inancia l  Sta tements  o f  Bus iness  Enterpr ises : 営利
企業 の 財 務諸 表 に お ける 認 識 と測 定 」（ 以下 、 SFAC5）では 、包括 利 益
と稼 得 利 益と の 関 係 を明 確 に し、 稼 得 利 益は 、 「 一会 計 期 間 中に 実 質的
に完 了 し た（ ま た は すで に 完 了し た ） キ ャッ シ ュ から キ ャ ッ シュ へ のサ
イク ル に 関係 し た 資 産の 流 入 額が 、 同 サ イク ル と 直接 ま た は 間接 的 に関
係し た 資 産の 流 出 額 をど れ だ け上 回 っ て いる か に 主と し て 関 わる 当 該会
計 期 間 中 の 業 績 を 示 す 測 定 値 （ a  Measure  o f  P er fo rmance） で あ る 」
(SFAC5 ,par .36 )と 定 義さ れ て いる 。   
よ っ て 、 稼 得 利 益 は 、 収 益 と 費 用 の 対 応 に よ り 把 握 さ れ る こ と か ら 、
収益 費 用 アプ ロ ー チ を具 体 化 して い る と いえ る 。 ただ し 、 稼 得利 益 は現
行 の 純 利 益 （ n e t  inc ome） と 必 ず し も 同 一 で な い こ と か ら 、 た と え ば 、
当期 に 認 識さ れ た あ る種 の 過 年度 修 正 は 、純 利 益 へは 含 め ら れる が 稼得
利益 か ら 除か れ る 。 当期 に 認 識さ れ た あ る種 の 過 年度 修 正 と は、 会 計方
針の 変 更 に伴 う 累 積 的影 響 額 であ る 。た だし 、異常 項 目（ E xtraord inary  
I tems）およ び 廃 止 事業（ Discont inued  Op erat i ons）に伴 う損 益 は 、稼
得利 益 へ 含め ら れ る 。   
 そ こ で 、な ぜ こ の よう に 稼 得利 益 あ る いは 純 利 益の 構 成 要 素と し ての
扱い が 異 なる の か 、SFAC5 で は 、稼 得 利益 を い かな る 意 味 で捉 え 、重要
性を 見 出 して い る の かと い う 点に 着 目 し 、稼 得 利 益と 純 利 益 との 関 係を
確認 す る 。   
 FASB は 、 財 務報 告の 目 的 を、 財 務 諸 表利 用 者 の意 思 決 定 に有 用 な 情
報を 提 供 する こ と と した 上 で 1 1、稼 得 利 益を 一 会 計期 間 の 業 績を 示 す測
定値 と 捉 え、 他 の 会 計期 間 に 属す る 諸 項 目は 可 能 な限 り 排 除 して い る。
さら に 、 純利 益 か ら 一定 の 項 目を 除 い た 概念 と し て稼 得 利 益 を改 め て規
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定し て い る点 に 着 目 する な ら ば、 こ れ は 、純 利 益 概念 本 来 の 目的 に 照ら
し、 そ の 目的 に 合 致 する 測 定 値を 求 め る 過程 に お いて 、 稼 得 利益 概 念が
規定 さ れ てき た こ と に起 因 す ると 理 解 さ れる 。 よ って SFAC5 では 、 稼
得利 益 に つい て 企 業 業績 を 示 す尺 度 と し て捉 え て いる 。 そ の よう な 意味
で純 利 益 より も 重 要 性を 見 出 して い る と 考え ら れ る。  
 次 に SFAC5 に お ける 稼 得 利益 と 包 括 利益 と の 関係 を 確 認 する 。 稼 得
利益 と 包 括利 益 は 、 とも に 同 一の 広 範 な 内訳 要 素 ―収 益、 費 用、 利 得 お
よび 損 失 ―を 有す る が、 必 ず しも 同 一 で ない こ と から 、 包 括 利益 へ 含 め
られ る が 稼得 利 益 か ら除 か れ る要 素 と し て、 会 計 方針 の 変 更 に伴 う 累積
的影 響 額 およ び 当 期 に認 識 さ れた あ る 種 の純 資 産 の変 動 が 挙 げら れ る。
そし て 、 包括 利 益 と 稼得 利 益 は、 利 益 数 値の 安 定 性、 リ ス ク 、予 測 可能
性が そ れ ぞれ 異 な る こと か ら 、明 確 に 区 分す る 必 要が あ る と して い る。  
 以 上 よ り、SFAC5 に規 定 さ れて い る 利 益概 念 の 特徴 と し て 、稼 得 利益
と純 利 益 とは 明 確 に 異な る 概 念と し て 位 置付 け 、 企業 の 業 績 を示 す 尺度
とし て 重 要性 を 見 出 して い る 点が 挙 げ ら れる 。 こ のよ う に 、 情報 の 有用
性の 観 点 より 稼 得 利 益に 重 き を置 き 、 純 利益 と の 間に 一 定 の 距離 を 有す
るが 故 に 、SFAC5 に おけ る 企 業の 業 績 を 示す 測 定 値で あ る 稼 得利 益 と広
汎な 測 定 値で あ る 包 括利 益 と の目 的 の 役 割は よ り いっ そ う 明 確に 位 置付
けら れ る と理 解 さ れ る。  
(2 )SFAC 第 6 号に お ける 包 括 利益  
SFAC 第 6 号で は 、 包括 利 益 につ い て 次 のよ う に 述べ て い る 。  
包括 利 益 は、「 出資 者以 外 の 源泉 か ら の 取引 そ の 他の 事 象 お よび 環 境
要因 か ら 生じ る  一 期間 に お ける  営 利 企業 の 持 分の 変 動 で ある 。 包 括 的
利益 は 出 資者 に よ る 投資 お よ び  出 資者 への 分 配 から 生 じ る もの 以 外 の、




 よ っ て 、包 括 利 益 は、 営 業 活動 お よ び 財務 活 動 のみ な ら ず 、価 格 変動
など の 環 境要 因 か ら 生じ る 持 分の 変 動 を 含む 概 念 とし て 位 置 付け ら れ、
諸定 義 に おい て も 、 資産 、 負 債、 持 分 、 持分 の 変 動＝ 包 括 利 益、 収 益、
費用 、 利 得、 損 失 の 順で 規 定 され て い る こと か ら 、資 産 負 債 アプ ロ ーチ
を具 体 化 して い る と いえ る 。 また 、 資 産 と負 債 の 定義 に 依 拠 させ ら れ、
両者 の 差 額と し て 持 分が 定 義 され て い る ため 、 持 分の 構 成 要 素で あ る包
括利 益 は 第１ 次 的 に 定義 さ れ てい る 資 産 、負 債 か らみ れ ば 、 二重 に 間接
的に 定 義 され て い る こと と なる 1 2。別 の 表現 を 用 いる な ら ば 、包 括利 益
は、 資 産 およ び 負 債 の従 属 概 念で あ る こ とか ら 、 資産 お よ び 負債 の 評価
に依 存 し た概 念 で あ る と 考 え られ る 。  
(3 )SFAS 第 130 号  
FASB が 1997 年 6 月に 公 表 した 財 務 会 計基 準 書第 130 号『 包括 利 益
の報 告 』（ SFAS130）に お い て、 包 括 利 益と い う 用語 は 、 こ れと は 別 個
の、 次 の よう な 意 味 で用 い ら れて い る 1 3。  
 「 包 括 利益 と は 、 純利 益 を 含む 、 包 括 利益 の 全 ての 構 成 要 素の 合 計を
いう 」（ SFAS130 ,  p ar.  10）。 上 記 の定 義 から 明 ら かな よ う に 、 SFAS130
は、「 包括 利 益 を純 利益 （ net  income） とそ の 他 の包 括 利 益 （ o ther  
comp rehens ive  income）に区 分 し てお り 、企 業は 、純 利 益の 金額 を 引 き
続き 表 示 する こ と が 要求 さ れ る 」（ par.  15）。 SFAS130 に お いて 、 純 利
益及 び そ の他 の 包 括 利益 は 、 次の よ う な 意味 で 用 いら れ て い る。  
「純 利 益 とは 、 本 基 準書 で 定 義す る そ の 他の 包 括 利益 の 項 目 に該 当し
ない 収 益 、費 用 、 利 得及 び 損 失を 合 計 し て算 定 さ れる 財 務 業 績の 測 定値
をい う 。な お 、当 該 測 定値 を 記 述す る た め に、純 稼得 利 益（ net  earnings）
又は 稼 得 利益（ earn ings）の よ う な、そ の他 の 様 々な 用 語 が 用い ら れ る
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こと が あ る 」（ SFAS130 ,  f oo tno te  4）。  
また 、「そ の 他 の包 括利 益 と は、 一 般 に 認め ら れ た会 計 原 則 の下 で 、
包括 利 益 には 含 ま れ るが 、 純 利益 か ら は 除外 さ れ る収 益 、 費 用、 利 得及
び損 失 を いう 」（ SFAS130 ,  par.  10） と され て い る 。  
2.  イギ リ ス にお け る 包 括 利 益  
 イ ギ リ スで は 、FA SB の 包括 利 益 に相 当す る 用 語と し て「 総認 識 利 得・
損失 」 が 用い ら れ て いる 。 そ の定 義 は、「報 告 主 体が 特 定 の 会計 期 間 に  
認識 し た あら ゆ る 利 得と 損 失 の総 額 で 、 株主 に 帰 属す る か 株 主が 負 担す
るも の 」で あ る。FR S 第 3 号は 、包 括 利 益と し て 認識 さ れ る 利益 の う ち、
損益 計 算 書で 計 上 さ れな い 部 分、 す な わ ちア メ リ カで い う 「 その 他 の包
括利 益 」 に 相 当 す る 利益 を 、 独立 の 財 務 諸表 で あ る 総 認 識 利 得損 失 計算
書 (Sta tement  o f  Tot a l  Recongn ised  Gains  and  Losses： STRGL)に よっ
て報 告 す るこ と を 求 めて い る 。な お 、 イ ギリ ス で は、 包 括 利 益の 報 告は
損益 計 算 書と STR GL の 2 つ の財 務 諸 表 を用 い る 方法 の み が 認め ら れて
おり 、アメ リ カの よ うに 包 括 利益 全 体 を 1 つ の 計算 書 で 表 示し 、純利 益
をそ の 内 訳と し て 表 示す る 方 法 は 認 め ら れて い な い。  
3.中 国 に おけ る 包 括 利益  
中国 に お ける そ の 他 の包 括 利 益の 位 置 づ けに つ い て検 討 す る 。中 国に
おい て は 、未 実 現 で ある 評 価 損益 部 分 は 、損 益 計 算書 で 当 期 純利 益 に計
上さ れ る こと な く 、貸借 対 照 表で 株 主 資 本の 増 減 とし て 扱 わ れる 。なお 、
中国 に お いて 、 そ の 他の 包 括 利益 は 包 括 利益 計 算 書と 所 有 者 持分 変 動表
に表 示 す るこ と に な る。  
中国 の 旧 会計 準 則 第 30 号「 財 務 諸表 の表 示 」が 公 表 さ れ た 2006 年 以
降に 、IAS 第 1 号「 財務 諸 表 の表 示 」で は 、次の よ う な改 訂 が行 わ れ た。  




 企 業 は 、所 有 者 と の取 引 か ら生 じ た 資 本の す べ ての 変 動 を 持分
変動 計 算 書に 表 示 し 、所 有 者 以外 と の 取 引に よ る 資本 の 変 動 を包
括利 益 項 目と し て 表 示し て 、両 者 を区 別 する 。包 括 利 益項 目 は単
一の 計 算 書（ 包 括 利 益計 算 書 ）に 表 示 す るか ま たは 2 つ の 計 算書
（損 益 計 算書 お よ び 包括 利 益 計算 書 ）に 表示 し 、そ の 他の 包 括利
益の 内 訳 項目 は 包 括 利益 計 算 書に お い て 表示 す る 。す な わ ち 純損
益と と も にそ の 他 の 包括 利 益 を表 示 す る こと が 要 求さ れ た 。  
（ 2）  2011 年 6 月  そ の 他の 包 括 利益 項 目 の 表示  
 そ の 他 の包 括 利 益 項目 を ２ つに 区 分 し て、そ の 後に 純 損 益 に振
替え ら れ るこ と の な いも の と 、そ の 後 に 特定 の 条 件を 満 た し た時
に純 損 益 に振 替 え ら れる も の（ リ サイ ク ルさ れ る 組替 調 整 額 ）を
表示 す る 。そ の 他 の 包括 利 益 項目 は 税 引 前ま た は 税引 後 で 表 示す
るこ と が でき 、税 引 前で 表 示 する 場 合 は 関連 す る 法人 所 得 税 額を
表示 す る 。  
 こ の よ うに 中 国 で はも と も と実 現 主 義 に基 づ い て、 当 期 純 利益 概 念が
用 い ら れ て お り 、 包 括 利 益 概 念 に つ い て の 規 定 は な か っ た 。 IAS /IFRS
との コ ン バー ジ ェ ン スへ の 対 応の た め、2006 年 に 公表 さ れ た 企業 会 計基
準に 包 括 利益 概 念 が 導入 さ れ てき た 。2009 年 、財 務部 が 公 表 した 企 業会
計基 準 解 説第 3 号 の なか で 既 に規 定 さ れ てお り 、中 国企 業 の 会計 実 務の
中で 既 に 運用 さ れ て いる 。ま た改 訂 30 号準 則 に より 、国際 会計 基 準第 1
号の 2011 年 6 月 の 改訂 内 容 も反 映 し て いる 。 す なわ ち 、 そ の他 の 包括
利益 の 項 目は そ の 他 の関 連 す る会 計 準 則 の規 定 に 従い 、以 下 の 2 種 類に
分け て 表 示し な け れ ばな ら な いと さ れ て いる 。  
(1 )将来 期 間に お い て 、損 益 に 組替 調 整 (リ サ イ クル )さ れる こと の な い
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その 他 の 包括 利 益  
これ に は 主に 、 確 定 退職 給 付 制度 負 債 又 は資 産 の 純額 の 再 測 定に より
生じ る 変 動、 持 分 法 で会 計 処 理す る 被 投 資企 業 の 将来 会 計 期 間に お いて
損益 に 振 り替 え ら れ るこ と の ない そ の 他 の包 括 利 益に 対 す る 持分 相 当額
等が あ る 。  
 (2 )  将来 期 間 にお いて 、規定 の 条 件を 満た し た 時に 損 益 に 組替 調 整 (リ
サイ ク ル )さ れ る そ の他 の 包 括利 益  
これ に は 主に 、 持 分 法で 会 計 処理 す る 被 投資 企 業 の将 来 会 計 期間 にお
いて 規 定 の条 件 を 満 たし た 時 に損 益 に 振 り替 え ら れる そ の 他 の包 括 利益
に対 す る 持分 相 当 額 、 売 却 可 能金 融 資 産 の公 正 価 値変 動 に よ り生 じ る利
得又 は 損 失、 満 期 保 有目 的 投 資が 売 却 可 能金 融 資 産に 振 り 替 えら れ るこ
とに よ り 生じ る 利 益 また は 損 失、 キ ャ ッ シュ ・ フ ロー ヘ ッ ジ 手段 に 係る
利得 及 び 損失 の 有 効 部分 、 為 替換 算 調 整 勘定 等 が ある 。  
なお 、 中 国の 財 務 部 が発 行 し た『 企 業 会 計準 則 講解 2010』 にお い て、
包括 利 益 の変 動 を 重 視す る 形 とし て の 損 益計 算 書 のひ な 型 と 、そ の 損益
計算 書 に 対応 す る「 所有 者 持 分変 動 計 算 書」の ひな 型 が 掲載 され て い る。  
中国 に お ける そ の 他 包括 利 益 、未 実 現 で ある 評 価 損益 部 分 は 、損 益計
算書 で 当 期純 利 益 に 計上 さ れ るこ と な く 、貸 借 対 照表 で 株 主 資本 の 増減
とし て 扱 われ る 。 な お、 中 国 にお い て 、 その 他 包 括利 益 は 包 括利 益 計算
書と 所 有 者持 分 変 動 表に 表 示 する こ と に なる 。  
4.日 本 に おけ る 包 括 利益  
本節 で は 、日 本 に お ける 包 括 利益 の 定 義 につ い て 考察 し て い くこ とに
する 。  
包括 利 益 とは 、 「 あ る特 定 の 企業 の 特 定 期間 の 財 務諸 表 に お いて 認識
され た 純 資産 の 変 動 額の う ち 、当 該 企 業 の純 資 産 に対 す る 持 分所 有 者と
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の直 接 的 な取 引 に よ らな い 部 分 」 1 4 を い う。 当 該 企業 の 純 資 産に 対 する
持分 所 有 者に は 、 当 該企 業 の 株主 の ほ か 当該 企 業 の発 行 す る 新株 予 約権
の所 有 者 が含 ま れ 、 連結 財 務 諸表 に お い ては 、 当 該企 業 の 子 会社 の 非支
配株 主 も 含ま れ る 。  
そし て そ の他 の 包 括 利益 と は 、「 包 括 利 益の う ち 当期 純 利 益 に含 まれ
ない 部 分 」 1 5と定 義 され て い る。 そ の 他 の包 括 利 益は 、 個 別 財務 諸 表 に
おい て は 包括 利 益 と 当期 純 利 益と の 間 の 差額 で あ り、 連 結 財 務諸 表 にお
いて は 包 括利 益 と 少 数株 主 損 益調 整 前 当 期純 利 益 との 間 の 差 額で あ る。
連結 財 務 諸表 に お け るそ の 他 の包 括 利 益 には 、 親 会社 株 主 に 係る 部 分と
非支 配 株 主に 係 る 部 分が 含 ま れる 。  
 こ れ ま で日 本 の 会 計基 準 で は、 包 括 利 益の 表 示 を定 め て い なか っ た。
包括 利 益 の表 示 に 関 する 会 計 基準 で は 、 包括 利 益 を表 示 す る 目的 に つい
て、 「 期 中に 認 識 さ れた 取 引 及び 経 済 的 事象 （ 資 本取 引 を 除 く。 ） によ
り生 じ た 純資 産 の 変 動を 報 告 する と と も に、 そ の 他の 包 括 利 益の 内 訳項
目を よ り 明瞭 に 開 示 する こ と であ る 」 と した 上 で 、「 投 資 家 等の 財 務諸
表利 用 者 が企 業 全 体 の事 業 活 動に つ い て 検討 す る のに 役 立 つ こと が 期待
され る と とも に 、貸 借対 照 表 との 連 携（ 純資 産 と 包括 利 益 と のク リ ー ン・
サー プ ラ ス関 係 ） を 明示 す る こと を 通 じ て、 財 務 諸表 の 理 解 可能 性 と比
較可 能 性 を高 め 、 ま た国 際 的 な会 計 基 準 との コ ン バー ジ ェ ン スに も 資す
るも の と 考え ら れ る 」 1 6と説 明 し てい る 。  
日本 の 討 議資 料『 財 務会 計 の 概念 フ レ ー ムワ ー ク 』で は 第 3 章で「 包
括利 益 が 純利 益 に 代 替し 得 る もの と は 考 えて い な い 」 （第 21 項） とし
て、 純 利 益を 維 持 す る立 場 が 明示 さ れ て きた 。 そ して 、 包 括 利益 に つい
ては 、第 3 章で「 純 利益 に 追 加し て 、包 括利 益 を 開示 す る 形 をと る か ぎ
り、 特 に 投資 家 を 誤 導す る と は考 え に く いこ と も あり 、 国 際 的な 動 向に
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あわ せ て これ を 構 成 要素 の 体 系に 含 め て おく こ と 1 7」とさ れ てき た。こ
れに あ わ せて 、包 括 利益 の 表 示に 関 す る 会計 基 準 でも 、「 包 括利 益 の 表示
の導 入 は 、包 括 利 益 を企 業 活 動に 関 す る もっ と も 重要 な 指 標 とし て 位置
付け る こ とを 意 味 す るも の で はな く 、 当 期純 利 益 に関 す る 情 報と 併 せて
利用 す る こと に よ り 、企 業 活 動の 成 果 に つい て の 情報 の 全 体 的な 有 用性
を高 め る こと を 目 的 とす る も ので あ る 。 ⋯(中 略 )⋯本会 計 基 準 は、 当 該純
利益 の 計 算方 法 を 変 更す る も ので は な い 」（第 22 項 )と説 明 さ れ て い る。  
5.  IASB に おけ る 包 括利 益  
 本 節 に おい て は 、 国際 会 計 基準 の 定 義 につ い て 考察 し て い くこ と にす
る。  
1989 年７ 月 に公 表 され た 、現行 の IA SB の概 念フ レ ー ムワ ーク に お い
て、 財 務 諸表 の 構 成 要素 は 、 資産 、 負 債 、持 分 、 収益 及 び 、 費用 の ５つ
から な る とさ れ て い るが 、 当 該概 念 フ レ ーム ワ ー クに お い て は、 包 括利
益に 関 す る直 接 的 な 定義 付 け はな さ れ て いな い 。 IA SB に お いて 包 括 利
益が 具 体 的に 登 場 す るの は 、1997 年 8 月に 公 表 され た 、IA S 第 １ 号『財
務諸 表 の 表示 』に お いて で あ る 。当時 の IAS 第 １ 号に お い て 、そ の他 の
包括 利 益 は、 持 分 変 動計 算 書 又は 認 識 収 益費 用 計 算書 の い ず れか で 表示
する も の とさ れ て い た。 こ こ で、 認 識 収 益費 用 計 算書 と は 、 純損 益 、そ
の他 の 包 括利 益 及 び 、会 計 方針 の 変 更等 の影 響 を 表示 す る 計 算書 で あ る。 
その 後 、包括 利 益 の 表示 に 関 して IA SB は、2007 年 ９月 に 財務 諸 表 表
示プ ロ ジ ェク ト の 一 環と し て IAS 第 １号 を改 訂 し 、包 括利 益 計算 書 を 完
全な 一 組 の財 務 諸 表 の構 成 要 素と し て い る。 IAS 第１ 号 は 、 包括 利 益 合
計を 、「 所 有 者の 立 場 とし て 所 有者 と の 取 引に よ る 資本 の 変 動 以外 の 取引
又は 事 象 によ る 一 期 間に お け る資 本 の 変 動 」 (p ar.7 )と し てい る 。又 、そ
の他 の 包 括利 益 を、「 他の IFR S が 要 求 ま たは 許 容 する と こ ろ によ り 純損
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益に 認 識 され な い 収 益及 び 費 用 」(p ar.7 )と定 義 付 けて い る 。従っ て 、IA SB
の包 括 利 益及 び そ の 他の 包 括 利益 の 概 念 は、 FA SB の そ れと 異な る と こ
ろは な い 。  
第 4 節  包括利益の検討  
1 .ク リー ン ・ サー プ ラス 関 係 にお け る 検 討  
株主 資 本 には 資 本 金 、資 本 剰 余金 お よ び 利益 剰 余 金が 含 ま れ る。 この
うち 剰 余 金（ サ ー プ ラス ） は 資本 剰 余 金 と利 益 剰 余金 で あ る 。資 本 剰余
金は 損 益 計算 書 と 無 関係 で あ るか ら 、「 クリ ー ン・サ ープ ラ ス」の サー プ
ラス は 利 益剰 余 金 で ある 。 本 論文 で は ク リー ン ・ サー プ ラ ス 関係 の 論述
では 、株主 資 本を 利 益剰 余 金 と同 義 に 使 用し て い る。すな わ ち、「 純 利 益
と株 主 資 本の ク リ ー ン ・ サ ー プラ ス 関 係 」は 「 純 利益 と 利 益 剰余 金 のク
リー ン ・ サー プ ラ ス 関係 」 と 同義 で あ る 。  
純資 産 に は資 本 金 、 資本 剰 余 金、 利 益 剰 余金 、 そ の他 の 包 括 利益 累計
額お よ び 新株 予 約 権 があ る 。 この う ち 包 括利 益 に 関わ り の あ るサ ー プラ
スは 利 益 剰余 金 と そ の他 の 包 括利 益 累 計 額で あ る 。本 論 文 の クリ ー ン ・
サー プ ラ ス関 係 の 論 述で は 、 純資 産 を 利 益剰 余 金 およ び そ の 他の 包 括利
益累 計 額 と同 義 に 使 用し て い る 。すな わ ち、「 包 括利 益 と 純 資産 の ク リー
ン・ サ ー プラ ス 関 係 」は 「 包 括利 益 と 利 益剰 余 金 およ び そ の 他の 包 括利
益累 計 額 のク リ ー ン ・サ ー プ ラス 関 係 」 と同 義 で あ る 。   
包括 利 益 基準 に お い て、 包 括 利益 を 表 示 する 目 的 の１ つ に 、 純資 産と
包括 利 益 のク リ ー ン ・サ ー プ ラス 関 係 の 回復 が 挙 げら れ て い る。 ク リー
ン・ サ ー プラ ス と は 一般 に 「 すべ て の 損 益項 目 が 、損 益 計 算 書に 記 載さ
れる こ と によ っ て 、 貸借 対 照 表資 本 の 部 の利 益 剰 余金 の 発 生 原因 の すべ
てが あ き らか に な っ てい る こ と」 で あ る とさ れ て いる 1 8。  
筆者 は 、ク リ ー ン・サー プ ラ ス関 係 に は (1 )狭義 の クリ ー ン・サー プ ラ
42 
 
ス関 係 と (2 )広 義 の クリ ー ン・サー プ ラ ス関 係 の 2 つ が 存 在 する と 考 えて
いる 。こ の うち 、 (1 )狭義 の ク リー ン・サ ープ ラ ス 関係 と は 、貸借 対 照 表
資本 の 部 の利 益 剰 余 金 の す べ てが 損 益 計 算書 を 経 由し て い る こと を い う。
一方 、 (2 )広 義 の クリ ーン・サー プ ラ ス関 係と は 、貸 借 対 照表 資本 の 部 の
利益 剰 余 金 お よ び そ の他 の 包 括利 益 累 計 額の す べ てが 損 益 計 算書 ま たは
包括 利 益 計算 書 を 経 由し て い るこ と を い う。  
ここ で 、(1 )狭 義の ク リー ン・サ ー プラ ス 関係 を 維 持す る た め には そ の
他の 包 括 利益 の 実 現 時に リ サ イク リ ン グ を行 う 必 要が あ る 。 一方 、 広義
のク リ ー ン・ サ ー プ ラス 関 係 を維 持 す る ため に は 、そ の 他 の 包括 利 益の
実現 時 に リサ イ ク リ ング を 行 う必 要 が な い。  
純利 益 と 包括 利 益 の 関係 を 図 (図 表 1－ 3 )と式 で 示 すと 次 の よ うに な る。 
純利 益 (②＋ ④ )＝包 括利 益 (①＋ ② ＋ ③ )  
－投 資 の リス ク か ら 解放 さ れ てい な い 部 分 (① )  
          ＋ リ サ イク ル さ れ る部 分 (④＋ ⑤ )  
          － 非 支 配株 主 損 益 (③ ＋ ⑤ )  
 こ の 図表 1－ 3 か ら明 ら か なよ う に、包括 利 益 とは 当 期 中 に持 分 が 増加
した 部 分 を意 味 し て おり 、 一 方、 (当期 )純利 益 は 過去 の 包 括 利益 の うち
当期 中 に リス ク か ら 解放 さ れ た部 分 を 意 味し て い る。  
こ こ で 筆 者 は 、 包 括 利 益 と 純 利 益 に は (1 )独 立 関 係 、 (2 )包 摂 関 係 、 (3 )
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一部 共 有 関係 の い ず れか の 関 係が 存 在 す ると 考 え る (図 表 1－ 4 )。  
図表 1－ 4 包括 利 益 と純 利 益 の関 係  
(1)  独 立 関係  
 
 
(2 )  包 摂関 係  
(3 )一部 共 有関 係  
(出 所 )筆者 が 作 成し た。  
（１ ） 独 立関 係 は 、 包括 利 益 と純 利 益 が 独立 し た 別個 の 概 念 であ る 場合
に成 立 す る。 各 国 の 会計 基 準 では 、 包 括 利益 に は 当期 純 利 益 の大 部 分が
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が含 ま れ るか ら 、 こ のよ う な 関係 は 成 立 しな い 。  
（２ ） 包 摂関 係 は 包 括利 益 に すべ て の 純 利益 が 含 まれ る 関 係 であ る 。こ
の場 合 、 純利 益 は 当 期に 発 生 した 包 括 利 益の う ち リス ク か ら 解放 さ れた
部分 で あ る。 過 去 に 発生 し た 包括 利 益 の うち 当 期 中に リ ス ク から 解 放さ
れた 部 分 が純 利 益 に 含ま れ な い場 合 に こ の関 係 が 成立 す る 。 すな わ ち、
その 他 の 包括 利 益 の リサ イ ク リン グ が 行 われ な い 場合 に 、 包 括利 益 と純
利益 の 間 にこ の 関 係 が成 立 す る。  
この よ う な関 係 が 成 立す る 場 合に は 、 経 営業 績 を 表示 す る 計 算書 と して
包括 利 益 計算 書 を 作 成し 、 そ の中 で 当 期 純利 益 を 表示 す る こ とが 適 当と
考 え ら れ る 。 IA SB は 初 期 の 段 階 で は 、 こ の よ う な 関 係 を 想 定 し て いた
もの と 考 えら れ る 。  
（３ ） 一 部共 有 関 係 は、 包 括 利益 と 純 利 益が 共 通 部分 を 有 す る場 合 の関
係で あ る 。共有 部 分 ( A )は「 包 括利 益 の う ち当 期 中 にリ ス ク か ら解 放 され
た部 分 」 であ り 、 「 純利 益 の うち 当 期 に 発生 し た 包括 利 益 」 であ る 。包
括利 益 の 非共 有 部 分 (B )は そ の他 の 包 括 利益 で あ り 、純 利 益 の非 共 有 部分  
(C )は 過 去 に 発 生 し た そ の 他 の 包 括 利 益 で 当 期 中 に リ ス ク か ら 解 放 さ れ
た部 分 で あり 、 リ サ イク リ ン グ項 目 で あ る。 そ の 他の 包 括 利 益の リ サイ
クリ ン グ が行 わ れ る  場 合 には こ の 関係 が成 立 す る。こ の関 係が 成 立 する
場合 の 業 績表 示 計 算 書と し て は、 損 益 計 算書 と 包 括利 益 計 算 書を 別 個に
作成 す る ２計 算 書 方 式も 、 両 者を 結 合 し た１ 計 算 書方 式 も 採 用で き る。
どの 計 算 方式 を 採 っ ても 、 包 括利 益 の 計 算に は 組 替調 整 が 必 要に な る。  
 討 議 資 料「 財務 会 計の 概 念 フレ ー ム ワ ーク 」 の 第 3 章 に お いて 、包 括
利益 は 、「特 定 期 間 にお け る 純資 産 の 変 動額 の う ち 、報告 主 体の 所 有 者で
あ る 株 主 、 子 会 社 の 少 数 株 主 (非 支 配 株 主 )、 及 び 将 来 そ れ ら に な り 得 る
オプ シ ョ ンの 所 有 者 との 直 接 的な 取 引 に よら な い 部分 を い う 」 (par.8 )と
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定義 さ れ てお り 、 包 括利 益 計 算書 が 作 成 され る が 、 純 資 産 と 包括 利 益と
の広 義 の クリ ー ン ・ サー プ ラ ス関 係 が 成 り立 つ こ とに な る 。 一方 、 討議
資料「 財 務 会計 の 概 念フ レ ー ムワ ー ク 」にお い て 、純利 益 は 、「 純 資産 の
変動 額 の うち 、その 期間 中 に リス ク か ら 解放 さ れ た投 資 の 成 果で あ っ て、
報告 主 体 の 所 有 者 に 帰属 す る 部分 を い う 。純 利 益 は、 純 資 産 のう ち もっ
ぱら 株 主 資本 だ け を 増減 さ せ る 」 (p ar.9 )と定 義 さ れて い る 。この 純 利 益
の定 義 で は、 そ の 他 の包 括 利 益の リ サ イ クリ ン グ を行 う こ と によ っ て 株
主資 本 と 純利 益 と の 狭義 の ク リー ン ・ サ ープ ラ ス 関係 を 表 し てい る こと
にな る 。  
 こ の よ うに 包 括 利 益は 日 本 の金 融 商 品 取引 法 に より 連 結 財 務諸 表 のみ
で開 示 さ れて お り 、 純利 益 と 包括 利 益 は 、い つ 損 益を 認 識 す るの か と非
支配 株 主 の損 益 を 含 める か ど うか と い う 2 つ の 点で 異 な っ てい る 。  
これ ま で 検討 し た よ うに 、 日 本で は 、 包 括利 益 基 準に お い て 純資 産と
包括 利 益 の 広 義 の ク リー ン ・ サー プ ラ ス 関係 、 討 議資 料 に お いて 株 主資
本と 純 利 益の 狭 義 の クリ ー ン ・サ ー プ ラ ス関 係 と いう 二 層 の クリ ー ン・
サー プ ラ ス関 係 が み られ る の であ る 。  
2 .リ サイ ク リ ング と ノン リ サ イク リ ン グ  
IASB は、IAS1 で 組 替調 整 額 (リ サ イ ク リン グ )につ い て 次 のよ う に 定義
を示 し て いる 。 「 組 替調 整 額 (リ サ イ ク リン グ )とは 、 当 期 又は 過 去 の期
間に お い てそ の 他 の 包括 利 益 で認 識 さ れ 、当 期 に おい て 純 損 益に 組 み替
えら れ た 金額 を い う 」 (p ar .7 )。  
 筆 者 は、リ サ イク リン グ を 行っ た 場 合 とリ サ イ クリ ン グ を 行わ な い 場
合 (ノ ン リ サ イ ク リ ン グ )で ど の よ う な 違 い が 生 じ る の か を 検 討 す る た め 、




［設 例 ］ リサ イ ク リ ング と ノ ンサ イ ク リ ング  
第 1 期 期 首貸 借 対 照 表、 第 1 期損 益 計 算 書、 第 1 期包 括 利 益 計算 書 、第
1 期 期末 貸 借対 照 表 は以 下 の とお り で あ る。  
第 1 期 期 首貸 借 対 照 表  
資産   300 純資 産  
資本 金    200 
資本 剰 余 金 100 
第 1 期 損 益計 算 書  
費用   350 
純利 益   50 
収益     400 
 
第 1 期 包 括利 益 計 算 書  
包括 利 益  70 純利 益    50 
OCI        20  
第 1 期 期 末貸 借 対 照 表  
資産   500 負債     130 
純資 産     
資本 金     200 
資本 剰 余 金 100 
利益 剰 余 金  50 
OCI 累 計 額   20 
第 2 期 の OCI 以 外 の 収益 は 500、費 用 は 440 で OCI は 30 で あっ た 。  
(前 提 )第 1 期 に 発生 した OCI が 第 2 期 にリ ス ク から 解 放 さ れた 。第 2 期
に OCI30 が 発 生し た。  
 
 ［ 1］ ノ ンリ サ イ ク リン グ (リサ イ ク リ ング を 行 わな い 場 合 ) 
①リ ス ク 解放 額 を 利 益剰 余 金 に振 り 替 え ない ケ ー ス  
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この 場 合 、 第 2 期 の 財務 諸 表 は下 記 の よ うに 表 示 され る 。  
第 2 期 損 益計 算 書  
費用   4 40  
純利 益   60 
収益     500 
 
  第 2 期包 括 利 益 計算 書  
包括 利 益  90  
 
純利 益    60 
OCI       30  
     第 2 期 末貸 借 対照 表  
資産   620 負債     160 
純資 産     
資本 金     200 
資本 剰 余 金 100 
利益 剰 余 金 110 
OCI 累 計 額   50 
 こ の 財 務諸 表 か ら 、ノ ン リ サイ ク リ ン グで リ ス ク解 放 時 に リス ク 解放
額を 利 益 剰余 金 に 振 り替 え な い場 合 に は 、以 下 の 結果 が 観 察 され る 。  
1 .純 利益 と 利 益 剰 余 金の 一 致  
前期 純 利益 50＋当 期純 利 益 60=110 (=利益 利 益 剰余 金 残 高 )  
した が っ て、 狭 義 の クリ ー ン ・サ ー プ ラ ス関 係 が 維持 さ れ て いる こと
がわ か る 。  
2 .各 期の OCI 合 計 と OCI 累計 額 の 一 致  
 前 期 OCI20＋ 当 期 OCI30=OCI 累計 額 50  
 し た が って 広 義 の クリ ー ン ・サ ー プ ラ スも 成 立 して い る 。  
3 .純 利益 情 報 の情 報 価値 の 低 下  
 OCI の う ち当 期 中 にリ ス ク から 解 放 さ れた 部 分 が含 ま れ て いな い た め、
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当期 純 利 益の 情 報 価 値が 低 下 する 。  
リス ク か ら解 放 さ れ た金 額 は 株主 に 帰 属 する 株 主 資本 に 含 め るべ き であ
り、 株 主 資本 か ら 除 外す る の は財 政 状 態 の実 態 を 表示 し な い ため に 不  
適当 で あ る。  
した が っ て、 こ の 方 法は 採 る べき で な い と考 え ら れる 。  
 
②リ ス ク 解放 額 を 利 益 剰 余 金 に振 り 替 え る ケ ー ス  
この 場 合 、第 2 期 の 財務 諸 表 は下 記 の よ うに 表 示 され る 。  
第 2 期 損 益計 算 書  
費用   4 40  
純利 益   60 
収益     500 
 
当期 包 括 利益 計 算 書  
包括 利 益  90  
 
純利 益    60 
OCI       30  
     第 2 期 末貸 借 対照 表  
資産   620 負債     160 
純資 産     
資本 金     200 
資本 剰 余 金 100 
利益 剰 余 金 130 
OCI 累 計 額   30 
ノン リ サ イク リ ン グ でリ ス ク 解放 額 を 利 益 剰 余 金 に振 り 替 え る場 合 の財
務諸 表 か らは 以 下 の よう な こ とが わ か る 。  
1 .振 替に よ っ て株 主 に帰 属 す る利 益 剰 余 金が 適 正 に表 示 さ れ る。  
2 .純 利益 の 合 計額 110 が利 益 剰 余金 残 高 130 と 一 致し な い 。利益 剰 余金
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残高 に 損 益計 算 書 を 経由 し な い部 分 が 含 まれ て い る。 し た が って 、 この
利益 剰 余 金は ダ ー テ ィー ・ サ ープ ラ ス で ある 。  
3 .投 資 家 に と っ て 、 利 益 剰 余 金 は 配 当 等 の キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 上 限 で あ
る。 純 利 益に 含 ま れ ない キ ャ ッシ ュ ・ フ ロー 源 泉 の存 在 が 、 純利 益 の情
報価 値 を 損な う と 考 えら れ る 。  
した が っ て、 こ の 方 法も 適 当 では な い 。  
 
［ 2］リ サ イ クリ ン グ を 行 う 場合  
この 場 合 、第 2 期 の 財務 諸 表 は下 記 の よ うに 表 示 され る 。  
第 2 期 損 益計 算 書  
費用   4 40  
純利 益   80 
収益     520 
 
第 2 期 包 括利 益 計 算 書  
包括 利 益  90  
組替 調 整  20 
純利 益    80 
OCI       30  
     第 2 期 末貸 借 対照 表  
資産   620 負債     160 
純資 産     
資本 金     200 
資本 剰 余 金 100 
利益 剰 余 金 130 
OCI 累 計 額   30 
 
リサ イ ク リン グ を 行 う場 合 の 財務 諸 表 か らは 以 下 のこ と が 観 察で き る。  
1 .純 利 益 の 合 計 が 利 益 剰 余 金 残 高 と 一 致 し て い る 。 し た が っ て 、 利 益 剰
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余金 は 、 狭義 の ク リ ーン ・ サ ープ ラ ス 関 係を 維 持 して い る 。  
2 .OCI 残 高 は 包括 利 益計 算 書 を経 由 し た もの で あ る。 し た が って 広 義 の  
クリ ー ン ・サ ー プ ラ ス関 係 が 成立 し て い る。  
3 .リ ス ク か ら 解 放 さ れ た 利 益 が 全 て 含 ま れ て い る か ら 、 純 利 益 の 情 報 価
値は 維 持 され て い る 。  
4 .リ ス ク か ら 解 放 さ れ た 利 益 の 全 て が 含 ま れ て い る の で 利 益 剰 余 金 が 株
主に 帰 属 する 金 額 を 適切 に 表 示し て い る 。  
以上 に よ り、 リ サ イ クリ ン グ を行 う こ と が適 当 で ある と 言 え る。  
一方 、 新 株予 約 権 の 所有 者 と の直 接 的 取 引は 、 純 利益 、 包 括 利益 とも
将来 の 株 主と し て 資 本取 引 と いう 位 置 づ けを し て いる が 、 自 己新 株 予約
権の 処 分 から 生 じ た 差額 は 損 益取 引 と な ると 考 え られ る 。  
包括 利 益 基準 で は 、 企業 の 純 資産 に 対 す る持 分 所 有者 に は 、 新株 予約
権の 所 有 者も 含 ま れ 、新 株 予 約権 の 所 有 者と の 直 接的 な 取 引 は資 本 取引
とさ れ て いる 。 一 方 、企 業 会 計基 準 適 用 指針 第 17 号「 払 込 資本 を 増加
さ せ る 可 能 性 の あ る 部 分 を 含 む 複 合 金 融 商 品 に 関 す る 会 計 処 理 」 で は 、
「自 己 新 株予 約 権 の 取得 は 、 株主 と の 資 本取 引 で はな く 、 新 株予 約 権者
との 損 益 取引 で あ る 」と さ れ てい る 。ま た、適 用 指針 17 号 にお い て、「 自
己新 株 予 約権 者 消 却 差額 や 自 己新 株 予 約 権処 分 差 額は 、 当 期 の損 益 とし
て処 理 さ れる 」 と 説 明さ れ て いる 。 包 括 利益 基 準 にお い て は 、新 株 予約
権の 所 有 者と の 直 接 的な 取 引 は資 本 取 引 とさ れ る 。一方 、適 用指 針 第 17
号に お い て新 株 予 約 権 の 所 有 者と の 直 接 的な 取 引 を損 益 取 引 とし て 扱っ
てい る 。 この よ う に 、包 括 利 益基 準 と 適 用指 針第 17 号 で は 新株 予 約権
の所 有 者 との 直 接 的 な取 引 の 扱い が 異 な る。  
 新 株 予 約権 の 所 有 者の 権 利 が失 わ れ て 親会 社 株 主等 の 他 の 持分 が 増加
する 場 合 、親 会 社 株 主や 非 支 配株 主 と の 直接 的 な 取引 に よ ら ず、 親 会社
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株主 持 分 や非 支 配 株 主持 分 が 増加 す る た め、 資 本 取引 に は 該 当し な いと
して い る 。あ る い は 、権 利 失 効は 、 権 利 放棄 に よ る純 資 産 減 少と い う新
株予 約 権 者と の 直 接 的な 取 引 と、 払 込 金 額が 失 効 後も 会 社 に とど ま るこ
とに よ る 純資 産 の 増 加と い う 非直 接 的 取 引の ２ つ の要 素 で 構 成さ れ る。
その た め 、純 資 産 を 構成 す る 項目 間 の 振 替で あ っ ても 、 純 資 産の 増 加と
いう 非 直 接的 取 引 の 要素 が 直 接的 取 引 に よら な い 部分 と し て 包括 利 益お
よび 純 利 益に 含 め ら れる と 説 明さ れ て い る。  
 株 主 資 本と 純 利 益 の観 点 に おけ る 資 本 取引 お よ び純 資 産 と 包括 利 益の
観点 か ら の資 本 取 引 が混 在 し てい る 。 そ のた め 、 一方 で は 損 益取 引 とな
るも の が 、他 方 で は 資本 取 引 とし て 扱 わ れる 。 つ まり 、 株 主 資 本 と 純利
益と の 狭 義の ク リ ー ン・ サ ー プラ ス 関 係 およ び 純 資産 と 包 括 利益 の 広義
のク リ ー ン・ サ ー プ ラス 関 係 を同 時 に 満 たす こ と が困 難 で あ ると し てい
る。  
第 5 節  結び  
 本 章 で は、包 括利 益に 関 す る会 計 制 度 の国 際 的 生成 及 び 変 遷を 検 討 し、
各国 に お ける 包 括 利 益概 念 に おけ る 特 徴 を把 握 し た。  
まず 、 ア メリ カ に お いて 包 括 利益 計 算 書 が制 度 化 され る に 至 った 経緯
をみ た 後 に 、SFAC5、SFAC6 お よび SFAS130 で 包括 利 益概 念を 検 討 し
た。  
その 結 果 、SFAC5 に 規定 さ れ てい る 利 益 概念 の 特 徴と し て 、稼得 利益
と純 利 益 を明 確 に 異 なる 概 念 とし て 位 置 付け 、 企 業の 業 績 を 示す 尺 度と
して 重 要 性を 見 出 し てい る こ とが 明 ら か とな っ た 。  
さら に 、SFAC6 の 包 括利 益 の 定義 の 検 討 から 、持 分の 構 成 要 素で ある
包括 利 益 は第 １ 次 的 に定 義 さ れて い る 資 産、 負 債 から み れ ば 、二 重 に間
接的 に 定 義さ れ て い るこ と が 明ら か に な った 。  
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続い て 、SFAS130 は 包括 利 益 を純 利 益 と その 他 の 包括 利 益 に 区分 して
おり 、 企 業は 、 純 利 益の 金 額 を引 き 続 き 表示 す る こと が 要 求 され る こと
が確 認 さ れた 。  
次に 、 IA SBや FASBなど に お ける 会 計 基 準の 変 遷 をた ど り 、 純利 益 か
ら包 括 利 益へ の 業 績 計算 書 の ボト ム ラ イ ンの 移 行 が 1990年代 以降 の 世
界的 な 潮 流で あ っ た こと を 確 認し た 。さ らに 、 G4+１ 、 IA SBと ASBのジ
ョイ ン ト ・プ ロ ジ ェ クト 、 IA SBと FASBのジ ョ イ ント ・ プ ロ ジェ ク ト の
論点 整 理 と比 較 し た 結果 、 マ トリ ッ ク ス 方式 で は 、リ サ イ ク リン グ を禁
止す る 点 、純 利 益 の 内訳 表 示 がな い 点 、 およ び 企 業の 経 済 活 動を 営 業活
動や 金 融 活動 な ど の 機能 別 に 区分 す る 点 で G4+1の 推 奨 モデ ルと 首 尾 一
貫し て い る こ と が 明 らか と な った 。  
続い て 、 国際 比 較 の 観点 か ら 、イ ギ リ ス およ び 中 国に お け る 包括 利益
の導 入 と その 変 遷 に つい て も 考察 し た 。 その 結 果 、 イ ギ リ ス では 、 包括
利益 の 報 告 は か つ て は損 益 計 算書 と 総 認 識利 得 損 失計 算 書 の 2 つ の 財務
諸表 を 用 いる 方 法 の みが 認 め られ て い た こと が 明 らか に な っ た 。 一 方、
中国 で は 2009 年 に 包括 利 益 概念 が 導 入 され 、 そ の後 の 会 計 基準 の コン
バー ジ ェ ンス を 経 て 、 (近 年 のイ ギ リ ス と同 様 に )国 際 会 計 基準 第 1 号の
改訂 内 容 を反 映 し た 内容 に な って い る こ とが 明 ら かに な っ た 。  
最後 に 、日 本 の 包 括 利益 概 念 につ い て 理 論的 考 察 を行 っ た 。その 結 果、
筆者 は 、ク リ ー ン・サー プ ラ ス関 係 に は (1 )狭義 の クリ ー ン・サー プ ラ ス
関係 と (2 )広義 の ク リー ン・サ ープ ラ ス 関係 の 2 つが 存 在 す るこ と を はじ
めて 明 ら かに し た 。  
さ ら に 、 包 括 利 益 と 純 利 益 に は (1 )独 立 関 係 、 (2 )包 摂 関 係 、 (3 )一 部 共
有関 係 の いず れ か の 関係 が 存 在す る こ と をは じ め て 明 ら か に し、 そ れら
の内 容 に つい て も 明 らか に し た。  
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 な お 、 包括 利 益 基 準に お い て純 資 産 と 包括 利 益 の 広 義 の ク リー ン ・サ
ープ ラ ス 関係 、 討 議 資料 「 財 務会 計 の 概 念フ レ ー ムワ ー ク 」 にお い て株
主資 本 と 純利 益 の 狭 義の ク リ ーン ・ サ ー プラ ス 関 係と い う 二 層の ク リー
ン・ サ ー プラ ス 関 係 がみ ら れ る こ と を 明 らか に し た。 こ の た め、 新 株予
約権 の 所 有者 と の 直 接的 な 取 引の よ う に 、適 用 指 針第 17 号 では 損 益取
引と し て 扱わ れ る 一 方で 、 包 括利 益 基 準 では 資 本 取引 と し て 扱わ れ る項
目が 存 在 する 。 つ ま り、 株 主 資本 と 純 利 益と の 狭 義の ク リ ー ン・ サ ープ
ラス 関 係 およ び 純 資 産と 包 括 利益 の 広 義 のク リ ー ン・ サ ー プ ラス 関 係を
同時 に 満 たす こ と が 困難 で あ ると し て い る。  
注  
2 .こ の包 括 利 益概 念 は 、1985 年 公 表 の基 礎概 念 ス テー ト メ ン ト第 6 号 に
その ま ま 引き 継 が れ てい る (FASB [1985b ] )。  
3 .こ れ 以 外 に 税 金 、 廃 止 事 業 の 区 分 を 設 け る モ デ ル な ど 、 マ ト リ ッ ク ス
方式 と い って も 提 案 され た モ デル は 複 数 ある 。 こ れら の マ ト リッ ク ス方
式に お い て首 尾 一 貫 する の は 、包 括 利 益 計算 書 を 導入 す る こ とと 、 純利
益を 廃 止 する こ と で ある 。  
4 .フ ェー ズ C で は 、半期 や 四 半期 な ど の 期中 報 告 に関 す る 論 点が 取 り上
げら れ る 。  
5 .詳 しく は 、 以下 を 参照 さ れ たい 。  
http://www.fasb.org/project/financial_statement_presentation.sht
ml  
6 .再 評価 剰 余 金や 年 金調 整 項 目に 関 し て は 、2003 年 の 改 訂版 に引 き 続 き
リサ イ ク リン グ を 行 わな い よ うに 規 定 し てい る 。ま た 、2003 年の 改 訂版
と同 様 に 、異 常 損 益 項目 の 表 示を 禁 止 し てい る 。  
7.営 業 活 動、 投 資 活 動、 金 融 活動 の 分 類 は、 原 則 とし て 経 営 者が 行 う。
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また 、 キ ャッ シ ュ ・ フロ ー 計 算書 は 、 直 接法 に よ って 作 成 さ れな け れば
なら な い こと を 提 案 して い る 。  
8 .討 議 資 料 で は 、 税 金 の 影 響 も 、 純 利 益 、 そ の 他 の 包 括 利 益 、 廃 止 事 業
に関 す る もの を 区 分 して 表 示 する こ と が 提案 さ れ てい る 。  
9 .純 利 益 や そ の 他 の 包 括 利 益 の 区 分 と と も に 、 リ サ イ ク リ ン グ の 廃 止 意
見も 出 て いた が 、 当 該問 題 は 認識 や 測 定 とも か か わる た め 、 現段 階 では
そこ ま で 踏み 込 ま な いこ と が 明記 さ れ て いる 。  
10 .2007 年 に 改訂 さ れた IAS1 号 にお い ては 、 従 来の 貸 借 対 照表 や 損 益
計算 書 と いう 財 務 諸 表に 代 え て図 表 1－ ２の よ う な名 称 を 用 いる こ とが
推奨 さ れ てい る 。  
11 .津 守 [2002 ] ,152 頁。  
12 .大 日 方 [2002] ,389 頁。  
13 .一 般 に 認 め ら れ た 会 計 原 則 に よ り 払 込 資 本 そ の 他 の 資 本 項 目 の 直 接
的修 正 と して 認 識 す るよ う 要 求さ れ て い る項 目 で、SFAS130 が包 括 利益
の一 部 と はし て い な い項 目 が いく つ か あ る 。こ れ ら の項 目 は 、 SFAS130
の 公 表 後 も ダ ー テ ィ ー ・ サ ー プ ラ ス 項 目 と し て 存 在 し 続 け る た め 、
SFAS130 で 用い ら れる 意 味 での 包 括 利 益は 、 SFAC6 にお いて 定 義 され
る理 念 上 の包 括 利 益 と厳 密 に は一 致 し な い。  
14 .「 包 括利 益 の 表 示に 関 す る 会 計 基 準 」 ,第 4 項 。  
15 .「 包 括利 益 の 表 示に 関 す る 会 計 基 準 」 ,第 5 項 。  
16 .「 包 括利 益 の 表 示に 関 す る 会 計 基 準 」 ,第 21 項 。  
17 .「 財 務会 計 の 概 念フ レ ー ムワ ー ク 」 ,第 22 項 。  





第 2 章  修正国際基準におけるその他の包括利益の会計
処理  
 
第 1 節  はじめに  
企業 会 計 基準 委 員 会 は 、2013 年 6 月 に 企 業会 計 審 議会 に よ り 公表 され
た「 国 際 会計 基 準 ( IFRS)へ の対 応 の あ り方 に 関 する 当 面 の 方針 」を 受け
国際 会 計 基準 ( IFR S)のエ ン ド ース メ ン ト 手続 を 開 始し て い る 。  
 2015 年 6 月に 修 正国 際 基 準 (Japan ’s Modi f i ed  Internat ional  
Standards (JMIS) :  A ccount ing  Standard s  Compris ing  IFR Ss  and  the  
ASBJ  Modi f i cat ions )が 公 表 され た 。  
  修 正 国際 基 準 のな かで 、 日 本の 企 業 会 計基 準 委 員会 (A SBJ)は、 修 正 国
際基 準 (国際 会 計 基 準と 企 業 会計 基 準 委 員会 に よ る修 正 会 計 基準 に よ っ
て構 成 さ れる 会 計 基 準 )の 一 部を 構 成 し 、国際 会 計 基準 審 議 会 ( IA SB)によ
り公 表 さ れた 会 計 基 準及 び 解 釈指 針 に お ける そ の 他の 包 括 利 益に 関 する
会計 処 理 、表 示 及 び 開示 の 規 定に 対 す る 「削 除 又 は修 正 」 を 定め る こと
を目 的 と して い る 。  
 本 章 で は、 修 正 国 際基 準 に おけ る そ の 他の 包 括 利益 の 会 計 処理 に つい
て検 討 を 行い 、現 行 の IFRSs での 会 計 処理 と の 相違 点 を 明 らか に す るこ
とに し た い。  
 本 章 の 構成 は 次 の とお り で ある 。 ま ず 、修 正 国 際基 準 の 公 表ま で の経
緯を 概 観 し、次 に修 正国 際 基 準の 構 成 に つい て 検 討す る 。ASBJ は JMIS
修正 会 計 基準 第 2 号と し て 「そ の 他 の 包括 利 益 の会 計 処 理 (案 )」 を公 表
し、 IASB が 公 表し てい る 会 計基 準 等 に おけ る OC I に関 す る会 計 処 理、
表示 お よ び開 示 の 規 定に 対 す る「 削除 又 は修 正 」を 提 案し て いる 。JMIS
修正 会 計 基準 第 2 号 は、 IFRS に は、 OC I に 認識 す る 項目 に 関し て リ サ
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イク リ ン グ処 理 と ノ ンリ サ イ クリ ン グ 処 理が 混 在 して い る と して 、 すべ
ての OCI を リ サ イ クリ ン グ する よ う に 要求 し て いる 。  
 続 い て 、そ の 他 の 包括 利 益 のリ サ イ ク リン グ に つい て 検 討 を行 う 。 有
形固 定 資 産及 び 無 形 固定 資 産 の再 評 価 モ デル に 係 る再 評 価 剰 余金 に つい
ては 、 実 体資 本 維 持 の概 念 に 基づ く も の かど う か 議論 さ れ て いる も ので
あり 、ノ ン リ サイ ク リン グ 処 理と は 異 な る側 面 が 見受 け ら れ るた め 、「削
除又 は 修 正」 を 行 わ ない こ と を提 案 し て いる 。  
 
第 2 節  修正国際基準の公表までの経緯  
  修 正 国際 基 準 の 公表 ま で の経 緯 に つ いて 検 討 する こ と に した い 。これ
まで に 企 業会 計 審 議 会か ら 公 表さ れ た IFRS へ の対 応 に 関す る主 な 報 告
書は 次 の 通り で あ る 。  
2009 年 6 月 「我 が 国に お け る国 際 会 計 基準 の 取 扱い に 関 す る意 見 書 (中
間報 告 )」、  
2012 年 7 月 「国 際 会計 基 準 ( IFRS)へ の 対応 の あ り方 に つ い ての こ れ ま
での 議 論 (中 間 的 論 点整 理 )」、  
2013 年 6 月 「国 際 会計 基 準 への 対 応 の あり 方 に 関す る 当 面 の方 針 」 。  
 ま ず 、2009 年 6 月 に企 業 会 計審 議 会 か ら公 表 さ れた「 我 が 国に お ける
国際 会 計 基準 の 取 扱 いに 関 す る意 見 書 (中間 報 告 )  」では 、日本 企 業 への
IFRS の 適 用に 向 け た基 本 的 考え 方 と し て、 日 本 の会 計 関 係 者が 中 長 期
的な 展 望 を共 有 し た 上で 、 IFR S の 取 扱 いを 検 討 する 必 要 性 につ い て 述
べて い る 。こ れ は 、 今後 、 日 本を 除 く 世 界の す べ ての 主 要 な 金融 資 本市
場に お い て、 IFRS が用 い ら れる こ と と なる 可 能 性が あ る こ とを 背 景 に
して い る とさ れ る 。  
 こ の 時 期は 2007 年 8 月 の 東京 合 意 を 踏ま え た 、プ ロ ジ ェ クト 計 画 表
57 
 
に沿 っ て コン バ ー ジ ェン ス を 積極 的 に 進 めた 時 期 であ る 。 こ のよ う な活
動の 結 果 、 2008 年 12 月に 欧 州 連合 (EU)が 2004 年 から 開 始 した １ 回 目
の同 等 性 評価 が 行 わ れ、 ア メ リカ 会 計 基 準と 同 様 に 日 本 の 会 計基 準 は
IFRS と 同 等で あ る と 決 定 さ れて い る 。  
 中 間 報 告で は、2010 年 3 月 期 末 から 、国際 的 な 財務・事 業 活動 を 行 っ
てい る 上 場企 業 の 連 結財 務 諸 表に 、 IFR S の 任 意適 用 を 認め るこ と が 適
当で あ る とし て い る 。こ の 際 、少 な く と も任 意 適 用時 に お い て IFRS を
連結 財 務 諸表 作 成 企 業の 個 別 財務 諸 表 に 適用 せ ず 、連 結 財 務 諸表 の みに
適用 す る こと が 適 当 であ る と して い る 。  
 さ ら に 、中 間 報 告 では 、 国 際的 事 業 を 展開 す る 上場 企 業 等 の一 定 の要
件を 満 た す企 業 (特 定企 業 )に対 し て 2010 年 3 月 期 か ら「指 定国 際 会 計基
準」 を 適 用す る こ と を先 行 し て容 認 し 、 結果 的 に IFRS が 指 定国 際 会 計
基準 と さ れる こ と と なっ た 。  
 次 に 、 2012 年 7 月に 企 業 会計 審 議 会 から 公 表 され た 「 国 際会 計 基 準
( IFR S)へ の対 応 の あ り方 に つ いて の こ れ まで の 議 論 (中 間 的 論点 整 理 )」
では 、 連 単分 離 、 中 小企 業 等 への 対 応 を 前提 に 、 日本 の 会 計 基準 の あり
方を 踏 ま えた 主 体 的 コン バ ー ジェ ン ス 、 任意 適 用 の積 上 げ を 図り つ つ、
IFRS の 適 用の 目 的 や 日 本 の 経済 や 制 度 など に も たら す 影 響 を十 分 に 勘
案し 、 最 もふ さ わ し い対 応 を 検討 す べ き であ る と した 。  
 続 い て 、2013 年 6 月企 業 会 計審 議 会 か ら公 表 さ れた「 国 際 会計 基 準へ
の対 応 の あり 方 に 関 する 当 面 の方 針 」 で は、 ま ず 、 IFRS の 強制 適 用 に
つい て は 、 ① 現 在 の IFRS の内 容 に つ いて は 、 基本 的 考 え 方と し て 受け
入れ が 難 しい 項 目 や 、日 本 の 企業 経 営 や 事業 活 動 の実 態 に そ ぐわ ず 、導
入コ ス ト が過 大 で あ ると 考 え られ る 項 目 が一 部 存 在す る こ と 、 ② IASB
にお い て 開発 中 の 項 目も 存 在 する こ と 、 ③ア メ リ カの 動 向 な ど国 際 情勢
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に不 確 実 性 が 存 在 す るこ と 、 など か ら 、 末だ そ の 判断 を す べ き状 況 にな
いも の と 考え ら れ る とす る 。 一方 、 IFR S の 任 意適 用 に つい ては 、 任 意
適用 開 始 後 4 年を 経 過し て も IFR S 適 用 会社 が わ ずか 20 社 であ っ た こと
から そ の 積上 げ を 図 るこ と と して い る 。  
 こ の た め、 当 面 の 方針 で は 、 IFRS 任 意適 用 要 件の 緩 和 を 提案 し て い
る。 そ れ まで 連 結 財 務諸 表 規 則で は 、 ① 上場 企 業 であ る こ と 、 ② IFRS
によ る 連 結財 務 諸 表 に適 正 性 確保 へ の 取 組・ 体 制 整備 を し て いる こ と、
③国 際 的 な財 務 活 動 また は 事 業活 動 を 行 って い る こと 、と い う 3 つ の要
件を す べ て満 た し た 会社 を 特 定会 社 と し て IFRS の任 意 適 用 がで き る も
のと し て いた 。  
 こ れ に 対し 、 当 面 の方 針 で は、 上 記 の ②以 外 の ２つ の 要 件 が撤 廃 され
るこ と に なっ た 。 そ れに よ り 任意 適 用 の 要件 を 満 たす こ と に なる 会 社数
が変 更 前 の特 定 会 社 621 社 から 有 価 証券 報告 書 を 提出 す る す べて の 企 業
4021 社へ と 大幅 に 増加 し た 。  
 ま た 、 当面 の 方 針 では IFR S の 適 用 の 方法 と し て、 必 要 が あれ ば 一 部
基準 を 削 除ま た は 修 正し て 採 択す る エ ン ドー ス メ ント の 仕 組 みを 設 ける
こと し て いる 。 当 面 の 方 針 で は 、 企 業 会 計 基 準 委 員 会 (A SB J )に お い て 、
この エ ン ドー ス メ ン トさ れ た IFRS を 検 討し 、 そ の結 果 を 当 局が 指 定 す
るも の と して い る 。  
 そ の 後、企 業 会計 基準 委 員 会 (A SBJ)は 、2012 年 12 月 31 日 現在 の IFR S
を対 象 に エン ド ー ス メン ト の 手続 を 行 い 、2014 年 7 月に 公 開 草案「 修正
国際 基 準 (JMIS)」を 公表 し 、2015 年 6 月 にこ れ を 正式 に 承 認 して い る 。
修正 国 際 基準 は 、日 本が 会 計 基準 の 国 際 的な コ ン バー ジ ェ ン スに つ い て、
IFRS を 「 削除 ま た は修 正 」 する こ と で 承認 手 続 きを 行 っ て いく こ と を
示し た も ので あ る 1 9。  
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 修 正 国 際基 準 を 適 用す る 場 合は 、 A SBJ が採 択 した IFRS に、 以 下 の
企業 会 計 基準 委 員 会 によ る 修 正会 計 基 準 にお け る 削除 ま た は 修正 を 加え
るこ と と なる 。  
①  企業 会 計 基準 委 員 会 によ る 修 正会 計 基 準 第 1 号 「 の れ ん の 会 計 処 理 」 
②  企業 会 計 基準 委 員 会 によ る 修 正会 計 基 準 第 2 号「そ の 他 の包 括利 益 の
会計 処 理 」  
なお 、 今後 IFRS が 公表 さ れ るつ ど (ま たは 一 定 の時 間 お き に )、 エ ン
ドー ス メ ント 手 続 を 実施 す る 予定 と さ れ る。  
 修 正 国 際基 準 の 公 表に と も ない 、 日 本 の上 場 企 業が 適 用 す るこ と が可
能な 会 計 基準 は 、 日 本基 準 、 アメ リ カ 基 準、 ピ ュア IFRS、 修正 国 際 基
準 (JMIS)の 4 つ にな った 。   
  
第 3 節  修正国際基準の構成  
 修 正 国 際基 準 は 次 の 3 つ で 構成 さ れ て いる 。  
（ 1）  「修 正 国 際基 準 の 適 用」  
（ 2）  ASBJ が 採 択し た IFRSs  
（ 3）  「企 業 会 計基 準 委 員 会に よ る 修正 会 計 基 準」  
 ま ず 、 「修 正 国 際 基準 の 適 用」 は 、 修 正国 際 基 準に 準 拠 し た連 結 財務
諸表 を 作 成す る 場 合 には 、 企 業会 計 基 準 委員 会 に よる 修 正 会 計基 準 にお
ける 「 削 除又 は 修 正 」を 加 え た規 定 に 準 拠し な け れば な ら な い。 ま た、
「削 除 又 は修 正 」 を 行っ た 理 由を よ り 明 瞭に 示 す ため に 、 主 要な 論 点ご
とに 修 正 会計 基 準 に まと め る こと が 適 切 と考 え ら れる 。 さ ら に、 修 正会
計基 準 が IFRS か ら 派生 し た も の で あ る こと が よ り明 ら か に なる と 考 え
られ る 。  
 ASBJ が 採択 した IFRS と は IASB に より 公 表 され た 会 計 基準 等 の 41
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の会 計 基 準と 25 の 解釈 指 針 のリ ス ト で ある 。  
 企 業 会 計基 準 委 員 会に よ る 修正 会 計 基 準は エ ン ドー ス メ ン トさ れ た会
計基 準 の うち の ６ つ の基 準 の 一部 に 修 正 を加 え る ため に 公 表 され た 2 つ
の修 正 会 計基 準 (「の れん の 会 計処 理 」と「 その 他 の 包括 利 益 の 会計 処 理 」)
であ る 。  
 企 業 会 計基 準 委 員 会は 、 2013 年 6 月 に公 表 さ れた 「 国 際 会計 基 準
( IFR S)へ の対 応 の あ り方 に 関 する 当 面 の 方針 」 で IFRS を エ ンド ー ス メ
ント す る に当 た っ て 、公 益 お よび 投 資 者 保護 の 観 点か ら 、 ① 会計 基 準に
係る 基 本 的な 考 え 方 、 ② 実 務 上の 困 難 さ 、 ③ 周 辺 制度 と の 関 連 、 の 点を
勘案 す べ きで あ る と して い る 、  
 日 本 に おけ る 会 計 基準 に 係 る基 本 的 な 考え 方 及 び実 務 上 の 困難 さ の観
点か ら な お受 け 入 れ が難 し い との 結 論 に 達し た も のの み を 「 削除 ま たは
修正 」 す るこ と が 適 切で あ る と考 え ら れ る。 修 正 会計 基 準 が IFRS から
派生 し た もの で あ る こと を 明 確に す る た め「 削 除 また は 修 正 」は 必 要 最
少限 と す るこ と と し てい る 。  
1 .  のれ ん の 会計 処 理  
修正 国 際 基準 に お い ては 、 の れん は 耐 用 年数 に わ たっ て 、 定 額法 その
他の 合 理 的な 方 法 に より 規 則 的に 償 却 し なけ れ ば なら な い と 規定 さ れて
いる 。の れ ん の耐 用 年数 は、そ の 効果 の 及ぶ 期 間 によ る が、20 年 を超 え
ては な ら ない 。 償 却 費は 、 純 損益 に 認 識 しな け れ ばな ら な い とさ れ てい
る。  
 ア メ リ カに お い て は、 そ れ まで 40 年 償却 と さ れて い た の れん の 会計
処理 が 、 2001 年 か ら非 償 却 に変 更 さ れ た。 こ れ に対 応 し て IFR S で も、
2004 年 にコ ン バ ー ジェ ン ス の一 環 と し てそ れ ま で 20 年 償 却と さ れ てい
たの れ ん の会 計 処 理 が非 償 却 に変 更 さ れ たの で ある 2 0。  
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2 .  その 他 の 包括 利 益 の 会計 処 理  
 そ の 他 の包 括 利 益 の会 計 処 理は 、 日 本 の会 計 基 準に 係 る 基 本的 な 考え
方 と 相 違 が 大 き い た め 、 IASB に よ り 公 表 さ れ て い る 会 計 基 準 等 の 規定
に「 削 除 又は 修 正 」 を行 う こ とと し た 。  
 ノ ン リ サイ ク リ ン グ処 理 が 採用 さ れ て いる 項 目 につ い て、現行 の IFRS
の各 基 準 の う ち 、 次 のも の が 示さ れ て い る。  
①  そ の 他 の 包 括 利 益 を 通 じ て 公 正 価 値 で 測 定 す る 資 本 性 金 融 商 品 へ
の投 資 の 公正 価 値 の 変動  
②  純 損 益 を 通 じ て 公 正 価 値 で 測 定 す る 金 融 負 債 の 発 行 者 自 身 の 信 用
リス ク に 起因 す る 公 正価 値 の 変動  
③  確定 給 付 負債 ま た は 資産 （ 純 額） の 再 測 定  
企業 会 計 基準 委 員 会 は、 純 損 益は 包 括 的 な指 標 で ある べ き で あり 、そ
の他 の 包 括利 益 に 含 まれ た 項 目は す べ て 、そ の 後 、純 損 益 へ のリ サ イク
リン グ 処 理が 必 要 で ある と 考 えて い る 、 その 理 由 は、 次 の と おり で ある
(par.18 )。  
「純 損 益 は、 企 業 の 総合 的 な 業績 指 標 と して １ 株 当り 当 期 純 利益 な ど、
各 種 の 重 要 指 標 の 基 礎 と し て 使 用 さ れ て き て い る と さ れ て い る 」
(par.18 (1 ) )。  
（ 1）  一方 で 、「 全 会 計期 間を 通 算 した 包 括 利 益の 合 計 額も キ ャ ッ シュ ・
フ ロ ー の 合 計 額 と 一 致 す る が 、 当 委 員 会 は 、 包 括 利 益 は 、 資 産 及
び 負 債 に 係 る 企 業 の 財 務 業 績 の 報 告 の 観 点 か ら 目 的 適 合 的 で な い
測 定 値 の 変 動 が 含 ま れ て い る た め 、 純 損 益 に 代 わ る 総 合 的 な 業 績
指標 に な らな い と 考 えて い る 」 (p ar.18 (2 ) )。  
（ 2）  「 包 括 利 益 と 純 損 益 の 相 違 は 一 部 の 資 産 及 び 負 債 に つ い て 貸 借 対
照 表 で 使 用 さ れ る 測 定 基 礎 と 純 損 益 を 算 出 す る た め に 使 用 さ れ る
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測 定 基 礎 と の 相 違 か ら 生 じ る も の で あ り 、 本 質 的 に は 時 期 の 相 違
と考 え ら れる 」 (par.18(3 ) )。  
 こ の よ うな 理 由 に より IA SB 基 準 にお ける ノ ン リサ イ ク リ ング 項 目 に  
つい て 削 除又 は 修 正 が行 わ れ てい る 。  
 
第 4 節  その他の包括利益のリサイクリング  
現行 の IFRS に お い ては 、 様 々な テ ー マ に関 す る 会計 基 準 の なか で、
その 他 の 包括 利 益 に 認識 す る 項目 に つ い てリ サ イ クリ ン グ 処 理と ノ ンリ
サイ ク リ ング 処 理 が 混在 し て いる と さ れ る。2016 年 ６月 時 点 で以 下 に示
すそ の 他 の包 括 利 益 に認 識 す る項 目 に つ いて は 、 ノン リ サ イ クリ ン グ処
理が 要 求 され て い る 。  
1 . IFR S 第 9 号「金 融商 品 」 (2010 年 )  (以下「 IFR S 第 9 号 (2010 年 )」と
い う )に お け る そ の 他 の 包 括 利 益 を 通 じ て 公 正 価 値 で 測 定 す る 資 本 性 金
融商 品 へ の投 資 の 公 正価 値 の 変動 の 会 計 処理 に 関 する 規 定 に つい て 次の
「削 除 又 は修 正 」 を 行う （ par.4）。  
 「 5 .7 .5  項 の 取 消 不 能 な 選 択 を 行 っ た 資 本 性 金 融 商 品 へ の 投 資 に 係 る
利得 又 は  損 失 は、減 損損 失 (J -5 .7 .6B 項 参照 )を 認識 す る 場 合及 び 当 該投
資の 認 識 の中 止 を 行 うま で 、 その 他 の 包 括利 益 に 認識 し な け れば な らな
い。 当 該 投資 の 認 識 の中 止 を 行う 際 に は 過去 に そ の他 の 包 括 利益 に 認識
し た 利 得 又 は 損 失 の 累 計 額  を そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 か ら 純 損 益 に 組
替調 整 額 とし て 振 り 替え な け れば な ら な い 」（ J -5 .7 .6、 6A 項 ）。  
2 . IFR S 第 9 号 (2010 年 )に お け る純 損 益 を通 じ て 公正 価 値 で 測定 す る金
融負 債 の 発行 者 自 身 の信 用 リ スク に 起 因 する 公 正 価値 の 変 動 の会 計 処理
に 関 す る 規 定  に つ い て 次 の 「 削 除 又 は 修 正 」 を 行 う （ p ar.5）。「 5 .7 .7
項に 従 っ て純 損 益 を 通じ て 公 正価 値 で 測 定す る も のと し て 指 定し た 金融
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負債 の 認 識の 中 止 を 行う 際 に は、 過 去 に その 他 の 包括 利 益 に 認識 し た利
得又 は 損 失の 累 計 額 を、 そ の 他の 包 括 利 益累 計 額 から 純 損 益 に組 替 調整
額と し て 振り 替 え な けれ ば な らな い 。  
企業 が 金 融負 債 の 一 部分 を 償 還又 は 買 入 消却 す る 場合 に は 、 過去 にそ
の 他 の  包 括 利 益 に 認 識 し た 当 該 利 得 又 は 損 失 の 累 計 額 を 引 き 続 き 認 識
され る 部 分と 認 識  の中 止 を 行う 部 分 と に、償 還日 又 は 買入 消却 日 に おけ
るそ れ ら の部 分 の 公 正価 値 の 比率 に 基 づ いて 配 分 し、 認 識 の 中止 を 行う
部分 に つ いて そ の 他 の包 括 利 益累 計 額 か ら純 損 益 に 組 替 調 整 額と し て振
り替 え な けれ ば な ら ない 」（ 5 .7 .９Ａ 項 ）。  
3 . IA S 第 19 号「 従 業員 給 付 」 (  以下「 IAS 第 19 号 」と い う 。 )に お ける
確 定 給 付 負 債 又 は 資 産 (純 額 )の 再 測 定 の 会 計 処 理 に 関 す る 規 定 に つ い て
次の 「 削 除又 は 修 正 」を 行 う （ par.6）。  
「 そ の 他 の 包 括 利 益 に 認 識 し 資 本 の 独 立 の 区 分 に 累 積 し て い た 確 定
給付 負 債 又は 資 産 (純額 )の 再測 定 は 、原 則と し て 各期 の 発 生 額に つ い て、
従 業 員 の 平 均 残 存 勤 務 期 間 (予 想 さ れ る 退 職 時 か ら 現 在 ま で の 平 均 的 な
期間 )で 按分 し た 額 を 、毎期 そ の他 の 包 括利 益 累 計額 か ら 純 損益 に 組 替調
整 額 と し て 振 り 替 え る 。 た だ し 、 当 期 の 確 定 給 付 負 債 又 は 資 産 (純 額 )の
再測 定 の 発生 額 に つ いて 、 翌 期か 純 損 益 に組 替 調 整額 と し て 振り 替 える
方法 を 用 いる こ と が でき る 」（ Ｊ 1 -122Ａ 項）。  
「確 定 給 付制 度 の 廃 止ま た は 縮小 が 発 生 した 場 合 は、 そ の 他 の包 括利
益 に 認 識 し 資 本 の 独 立 の 区 分 に 累 積 し て い た 確 定 給 付 負 債 ま た は 資 産
（純 額 ） の再 測 定 の 累計 額 の うち 、 確 定 給付 制 度 の廃 止 ま た は縮 小 に関
する 金 額 を、 確 定 給 付制 度 の 廃止 ま た は 縮小 が 発 生し た 時 点 にお け る確
定給 付 制 度債 務 の 現 在価 値 の 比率 そ の 他 合理 的 な 方法 に よ り 算定 し 、そ
の他 の 包 括利 益 累 計 額か ら 純 損益 に 組 替 調整 額 と して 振 り 替 えな け れば
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なら な い」（ Ｊ -122B 項）。  
この よ う な提 案 に つ いて 修 正 国際 基 準 第 ２号 「 そ の他 の 包 括 利益 の会
計処 理 」 は次 の よ う な理 由 を 示し て い る （ par.18）。  
 第 一 に、「 純 損益 は、 企 業 の総 合 的 な 業績 指 標 とし て 1 株当 た り 当期
純利 益 な ど、 各 種 の 重要 指 標 の基 礎 と し て使 用 さ れて き て い る。 企 業の
価値 を 評 価す る 際 に 、財 務 諸 表利 用 者 は 、通 常 、 当該 企 業 へ の将 来 の正
味キ ャ ッ シュ ・ イ ン フロ ー の 見込 み を 評 価す る た めに 、 フ ロ ー情 報 に依
拠す る こ とが 多 く 、 純損 益 は 彼ら が 参 照 でき る 最 も有 用 な 指 標の １ つで
ある と 指 摘さ れ て き た。 こ れ らの 利 用 者 は、 純 損 益情 報 の 完 全性 が キャ
ッシ ュ ・ フロ ー と の 整合 性 で 裏付 け ら れ てい な い 場合 に は 、 純損 益 が有
用で な く なる と 考 え るか も し れな い 。 リ サイ ク リ ング 処 理 を 行う 場 合、
全会 計 期 間を 通 算 し た純 損 益 の合 計 額 と キャ ッ シ ュ・フ ロ ー の合 計 額 (全
期間 の キ ャッ シ ュ・フロ ー )は一 致 す る が、ノ ンリ サ イ クリ ング 項 目 が生
じる と 純 損益 に 反 映 され な い キャ ッ シ ュ・フ ロ ーが 存 在 する こと と な り、
純損 益 の 性格 が 変 質 する と も に、 純 損 益 の総 合 的 な業 績 指 標 とし て 有用
性が 低 下 する と 考 え られ る 」 (par.18 (1 ) )。  
 第 二 に、「 一 方 で 、全会 計 期 間を 通 算 し た包 括 利 益の 合 計 額 もキ ャ ッシ
ュ・ フ ロ ーの 合 計 額 と一 致 す るが 、 当 委 員会 は 、 包括 利 益 は 、資 産 及び
負債 に 係 る企 業 の 財 務業 績 の 報告 の 観 点 から 目 的 適合 的 で な い測 定 値の
変動 が 含 まれ て い る ため 、 純 損益 に 代 わ る総 合 的 な業 績 指 標 に な ら ない
と考 え て いる 、 包 括 利益 は 、 投資 の 目 的 に応 じ た キャ ッ シ ュ ・フ ロ ーの
不確 実 性 が残 っ て い る段 階 で の測 定 値 に よる 純 資 産の 単 な る 期間 差 額で
ある が 、 純損 益 は 、 投資 の 目 的に 応 じ て 投資 に 企 業の 事 業 活 動の 成 果に
関す る 不 確実 性 が 十 分に 減 少 した 時 点 で の実 際 の 成果 情 報 を 提供 す るも
ので あ る と考 え ら れ る。  
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 ま た 、 IA SB に よ り 公 表 さ れ た 「 財 務 報 告 に 関 す る 概 念 フ レ ー ム ワー
ク」 で は 、目 的 適 合 性に 関 し て、 予 測 価 値、 確 認 価値 又 は そ れら の 両方
を有 す る 場合 に は 、 意思 決 定 に相 違 を 生 じさ せ る こと が で き ると し てい
るが 、 純 損益 は 過 去 の評 価 に 関す る フ ィ ード バ ッ クを 提 供 す る実 際 の成
果情 報 で ある た め 、 確認 価 値 を有 す る と 考え ら れ る 」 (par.18(2 ) )。  
 第 三 に 、「 包 括 利 益と 純 損 益の 相 違 は 、一 部 の 資産 及 び 負 債に つ いて
貸借 対 照 表で 使 用 さ れる 測 定 基礎 と 純 損 益を 算 出 する た め に 使用 さ れる
測定 基 礎 との 相 違 か ら生 じ る もの で あ り 、本 質 的 には 時 期 の 相違 と 考え
られ る 。 リサ イ ク リ ング 処 理 を行 う こ と によ り 、 概念 上 、 全 会計 期 間を
通算 し た 純損 益 の 合 計額 は 、 全会 計 期 間 を通 算 し た包 括 利 益 の合 計 額と
等し く な る 」 (par.18(3 ) )。  
 第 四 に 、「 ま た 、 受託 責 任 の観 点 か ら もリ サ イ ク リ ン グ 処 理が 必 要で
ある と 考 えて い る 。 受託 責 任 の観 点 か ら は、 純 損 益は 包 括 的 であ る べき
であ り 、 たと え 一 部 の取 引 又 は事 象 が 非 反復 的 と 考え ら れ る 場合 で あっ
ても 、 経 営者 の 能 力 の評 価 に 影響 が 生 じ るた め 、 純損 益 に 含 めら れ るべ
きで あ る と考 え る 」 (par.18 (4 ) )。  
 こ の よ うに 、企 業 会計 基 準 委員 会 の 修 正会 計 基 準第 2 号「 その 他 の 包
括利 益 の 会計 処 理 」 (以 下 「 修正 会 計 基 準第 2 号 」 とい う 。 )で は 、上 記
の 1 か ら 3 に つ いて 、ノ ン リサ イ ク リン グ処 理 に「 削 除 又は 修正 」する
こと を 提 案し て い る 。し か し 有形 固 定 資 産及 び 無 形固 定 資 産 の再 評 価モ
デル に 係 る再 評 価 剰 余金 に つ いて は 、 実 体資 本 維 持の 概 念 に 基づ く もの
かど う か 議論 さ れ て いる も の であ り 、 ノ ンリ サ イ クリ ン グ 処 理と は 異な
る側 面 が 見受 け ら れ るた め 、「削 除 又 は 修正 」を 行 わ ない こ とを 提 案 して
いる 2 1。  
 筆 者 は 、こ れ に つ いて 、実 体 資 本維 持 の概 念 に 基づ く も の であ れ ば 資本
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剰余 金 で あり 、 そ の 他の 包 括 利益 に は 該 当し な い と考 え る 。 しか し 、議
論さ れ て いる 状 況 の ため 、 そ の他 の 包 括 利益 に 含 める 一 方 で 、リ サ イク
リン グ し て利 益 剰 余 金に 入 れ る会 計 処 理 が考 え ら れる 。  
 有 形 固 定資 産 及 び 無形 固 定 資産 の 測 定 に再 評 価 モデ ル を 選 択す る 場合
の評 価 差 額は 一 時 的 項目 と な る。 こ の 項 目を リ サ イク リ ン グ しな い 根拠
とし て 、 この 項 目 が 資本 維 持 修正 と し て の性 質 を 有す る か ら だと さ れて
いる 。 し かし 、 今 日 の会 計 基 準は 実 質 資 本維 持 概 念や 実 体 資 本維 持 概念
では な く 、名 目 資 本 維持 概 念 に基 づ い て いる 。 た とえ ば 、 固 定資 産 売却
損益 を 純 利益 の 計 算 に含 め る 会計 実 務 が その 一 つ の例 で あ る 。も し も固
定資 産 再 評価 損 益 が 資本 維 持 修正 に 該 当 する な ら 、そ れ は 資 本剰 余 金に
含め る べ きで あ る 。した が って O C I に 含 める べ き では な い と 考え る 。各
国の 包 括 利益 の 定 義 では 、 所 有主 、 出 資 者と の 直 接的 取 引 に よる 持 分の
変動 な い し純 資 産 の 増減 は 包 括利 益 か ら 除外 さ れ るが 、 資 本 維持 修 正に
該当 す る 持分 変 動 の 除外 を 示 す文 言 が な い。 し た がっ て 、 筆 者は 、 固定
資産 再 評 価差 額 も O C I と し て計 上 し、当 該 有 形 固 定資 産 の 認 識中 止 時 に
リサ イ ク リン グ を 行 い、利 益剰 余 金 に 入 れる こ と が適 当 で あ る と 考 え る。 
 
第 5 節  結び  
 本 章 で は、 修 正 国 際基 準 に おけ る そ の 他の 包 括 利益 の 会 計 処理 に つい
て検 討 を 行い 、 現 行 の IFRS の会 計 処 理 との 相 違 点を 明 ら か にし た 。  
 ま ず 、 修正 国 際 基 準の 公 表 まで の 経 緯 を概 観 し 、 日 本 が 会 計基 準 の国
際 的 な コ ン バ ー ジ ェ ン ス に つ い て 、 IFR S を 「 削 除 又 は 修 正 」 す る こ と
で承 認 手 続き を 行 っ てい く こ とを 示 し た もの で あ る こ と が 確 認で き た。  
 次 に 修 正国 際 基 準 の構 成 に つい て 検 討 した 。 A SBJ は JMIS 修 正 会計
基準 第 2 号と し て 、「そ の 他 の包 括 利益 の会 計 処 理 (案 )」を 公表 し 、IA SB
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が公 表 し てい る 会 計 基準 等 に おけ る OCI に関 す る 会計 処 理 、表 示お よ び
開示 の 規 定に 対 す る 「削 除 又 は修 正 」 を 提案 し て いる 。  
 ま た 、 その 他 の 包 括利 益 の リサ イ ク リ ング に 関 する 問 題 意 識を 検 討し
た。 そ の 結果 、 そ の 他の 包 括 利益 の 会 計 処理 は 、 日本 の 会 計 基準 に 係る
基 本 的 な 考 え 方 と 相 違 が 大 き い た め 、 IA SB に よ り 公 表 さ れ て い る 会計
基準 等 の 規定 に 「 削 除又 は 修 正」 を 行 う こと と し た こ と が 明 らか に なっ
た。  
 OCI の すべ て を リ サイ ク リ ング す る の か 、リ サ イ クリ ン グ を一 部 にと
どめ る の かは 、 企 業 財務 業 績 とし て 、 当 期純 利 益 と包 括 利 益 のい ず れを
重視 す る かと い う 問 題で あ る 。こ の 問 題 に 関 し て 、日 本 が す べて の OCI
のリ サ イ クリ ン グ を 要求 し て いる 。し か しな が ら 、そ れは 、 OCI に 貸 借
対照 表 と 損益 計 算 書 との 連 結 環と し て の 役割 を 担 わせ て い る にす ぎ ず、
損益 お よ び包 括 利 益 計算 書 、 包括 利 益 以 上に 当 期 純利 益 に 財 務業 績 とし
ての 有 用 性を 見 い だ して い る こと が 明 ら かで あ る と考 え ら れ る。  
これ は 、 貸借 対 照 表 と異 な っ た役 割 が 損 益計 算 書 には あ り 、 目的 適合
性の 視 点 から 当 期 純 利益 の 有 用性 を 強 調 して い る もの で あ る 。 IASB は、
リサ イ ク リン グ を し ない 項 目 には 、 財 務 業績 と し ての 有 用 性 がな い と考
えて い る 。  
 日 本 で は、企 業 の 業績 を 判 断す る 一 般 的指 標 と して は 、 OCI より も純
利益 を 重 視す る 見 方 が依 然 主 流と な っ て いる 。 本 章に お け る 検討 か ら筆
者は 、 中 国企 業 は 経 営者 の 恣 意性 を 排 除 し、 投 資 家に と っ て 分か り やす
いと さ れる OCI の 取り 扱 い を透 明 化 す るた め に 、そ の他 資 本剰 余 金 の内 、
親会 社 に 属す る 部 分 に非 支 配 株主 に 属 す る部 分 を 加え た CI の観 点 から
OCI を 純 資産 に 影 響 させ な い ため 、貸 借 対照 表 に 新た に AOCI(その 他 の




19 .JMIS にお い て は 、こ れ に 対す る A SBJ の 反論 が 次 のよ うに 示 さ
れて い る 。  
「の れ ん の構 成 要 素 の一 部 が 超過 収 益 力 を示 す と する と 、競 争の 進
展に よ っ て通 常 は そ の価 値 が 減少 す る も ので あ り、の れ んの 償却 を
行わ な い とそ の 減 価 を無 視 す るこ と に な る。  
 耐 用 年 数 や 償 却 さ れ る パ タ ー ン に 関 す る 見 積 も り の 難 し さ は の
れん に 限 定さ れ た も ので は な く、有 形固 定資 産 の 減価 償 却 に つい て
も同 様 で ある 。  
 の れ ん は 企 業 結 合 に お い て 資 産 及 び 負 債 を 取 得 す る た め に 支 払
う投 資 原 価の 一 部 で ある 。当該 投 資 原価 と企 業 結 合後 の 収 益 との 間
で適 切 な 期間 対 応 を 図る 観 点 から 、投資 原価 の 一 部で あ る の れん に
つい て 償 却を 行 う こ とが 必 要 であ る 。   
 費 用 配 分 を 行 う 償 却 と 回 収 可 能 価 額 に 着 目 す る 減 損 テ ス ト は 目
的が 異 な って い る た め、減 損テ ス ト によ って 償 却 を補 う こ と はで き
ない と 考 えら れ る 」 (par .15 )。  
20 .の れ んの 非 償 却 を支 持 する IASB の 意見 は 次 のと お り で ある 。  
 「 企 業 結合 を 行 う にあ た っ て海 外 企 業 との イ コ ール・フ ッ ティン
グが 確 保 され る こ と が重 要 で あり 、非償 却と す る こと に 企 業 とし て
メリ ッ ト があ る 。   
 財 務 諸 表利 用 者 の 一部 は 、フ リ ー・ キ ャッ シ ュ・ フロ ー を 重視 し
て分 析 を 行っ て お り 、非 現 金支 出 費 用で ある の れ んの 償 却 費 を無 視
して 分 析 する 場 合 が ある 。こ の ため 、の れん を 非 償却 と し て も 、こ
う し た 財 務 諸 表 利 用 者 に よ る 分 析 の あ り 方 に 影 響 を 与 え な い 」
(par .16 )。  
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21 . IAS 第 16 号「 有 形 固 定 資 産」（ 以下「 IAS 第 16 号 」と いう 。）及
び IA S 第 38 号「 無 形資 産 」（ 以 下 「 IA S 第 38 号」 と い う。）に お け
る再 評 価 モデ ル に 係 る再 評 価 剰余 金 （ par.28）  
「 有 形 固 定 資 産 及 び 無 形 資 産 の 再 評 価 モ デ ル に 係 る 再 評 価 剰 余 金
につ い て は 、実 体資 本維 持 の 概念 に 基 づ くも の か どう か 議 論 され て
いる も の であ る 。  
 こ の 項 目 以 外 の そ の 他 の 包 括 利 益 に 認 識 す る 項 目 に リ サ イ ク リ
ン グ 処 理 と は 異 な る 側 面 が 見 受 け ら れ る た め 、「 削 除 又 は 修 正 」 を


















第 3 章  IASB 概念フレームワーク DP における包括利益概念  
 
第 1 節  はじめに  
 IA SB は 、「 ア ジ ェン ダ・コ ン サル テ ーシ ョ ン 2011」に 寄せ ら れ たコ
メン ト に 対応 し て IASB 単 独で「 財務 報 告に 関 す る概 念 フ レ ーム ワ ー ク」
を見 直 す プロ ジ ェ ク トに 着 手 し、2013 年 7 月 に ディ ス カ ッ ショ ン・ペー
パー (DP)「 財務 報 告 に関 す る 概念 フ レ ー ムワ ー ク の見 直 し」を公 表 し た。
IASB の DP で は 、と りわ け 、特 定 の項 目 につ い て 使用 す べ き 測定 を 選 択
する 際 に 、 IASB は 当該 測 定 が財 政 状 態 計算 書 と 純損 益 及 び OCI の計 算
書の 両 方 にお い て ど のよ う な 情報 を も た らす の か を考 慮 す べ きだ と 述べ
てい る 2 2。  
 2013 年 12 月の A SAF(A ccount ing  Standards  Advi sory  F orum： 会 計
基 準 ア ド バ イ ザ リ ー フ ォ ー ラ ム ) 会 議 に お い て 、 IA SB 議 長 Hans  
Hoogervors t 氏 は OCI の使 用 が 増え る こと へ の 抵抗 感 を 示 した 。その 後、
2014 年 2 月 に、彼 は 東京 で 開 催さ れ た 会 議で 議 演 し、そ の 中 で次 の よう
に述 べ た 。  
「ま と め ます と 、 純 損益 は 、 ある 期 間 に おけ る 財 務業 績 の 極 めて 重要
な指 標 で す。 十 分 な 厳格 さ を 提供 す る た めに は 、 純損 益 は で きる だ け包
括的 な も のと す べ き です 。 そ のた め 、 純 損益 は 必 然的 に や や 大ま か にな
りま す 。純損 益 の 完 全性 を 守 るた め に は 、 OCI に つい て 非 常 に慎 重 にな
らね ば な らず 、 最 後 の手 段 と して 使 用 す るだ け と すべ き で す 。我 々 の最
終的 な 結 論が 、OCI はル ー ル とい う よ り も例 外 で ある と い う こと に なれ
ば、 そ の ため の 概 念 的な 基 礎 を見 つ け る こと は 非 常に 困 難 と なり ま す。
もち ろ ん 、こ れ ら は 個人 的 な 非常 に 予 備 的な 考 え です 。 IA SB は今 後、
受け 取 っ た非 常 に 豊 富な フ ィ ード バ ッ ク を消 化 す る必 要 が あ るか ら で す 」
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2 3。  
 こ の よ うに 、 IA SB は OCI の 使 用を 限定 的 に 行う と い う 考え 方 を 示し
てい る 。  
 こ れ に 対し て 、 日 本で は 、 平成 22 年 6 月に 、 企 業会 計 基 準委 員 会 よ
り企 業 会 計基 準 第 25 号「 包 括 利益 の 表 示に 関 す る会 計 基 準 」が 公 表 さ
れ、 日 本 にお い て も 2010 年 4 月 以 後 に終 了 す る連 結 会 計 年度 よ り 包括
利益 の 表 示が 義 務 付 けら れ る こと と な っ た 。 な お 、企 業 会 計 基準 第 25
号は 、 個 別財 務 諸 表 には 適 用 され な い 。 日本 で は 純利 益 と 包 括利 益 につ
いて 、 そ れぞ れ 概 念 フレ ー ム ワー ク で 定 義し て お り、 両 者 の 差額 と して
OCI を 計 算し て い る が 、 IA SB の よう に OCI の 使 用を 限 定 的 に行 う とい
う考 え 方 は今 の と こ ろ見 ら れ ない 。  
 現 行 の IASB の概 念フ レ ー ムワ ー ク お よび 基 準 書に お い て 、純 損 益 に
関す る 規 程 は 限 定 的 で OCI との 区 分 に つ い て も 明 示 的 に 論 じ て い な い 。
しか し な がら 純 損 益 と OCI の定 義が IA S1 で 次 の よう に 示 され て い る
(par .7 )。 「 純損 益 は 収益 か ら 費用 を 控 除 した 合 計 額 (そ の 他 の包 括 利 益
の内 訳 項 目を 除 く )」で あり 、「 OCI は 、他の IFRS が 要 求 また は 許 容す
ると こ ろ によ り 純 損 益に 認 識 され な い 収 益お よ び 費用 (組 替 調整 額 を 含
む )」 で ある 。  
国際 会 計 基準 審 議 会 が公 表 す る国 際 財 務 報告 基 準 にお い て 、 資産 負債
アプ ロ ー チの 視 点 か ら導 か れ る包 括 利 益 を強 調 す るあ ま り 、 図表 3－ 1







図表 3－ 1 OCI に 含 まれ る 項 目と リ サ イ クリ ン グ  
I F R S 又 I F R S 案   テ ー マ  O C I に 含 ま れ る 項 目  リ サ イ ク リ
ン グ  
I A S 1 6  
I A S 3 8  
「 有 形 固 定 資 産 」  
「 無 形 資 産 」  
再 評 価 剰 余 金 の 変 動  行 わ な い  
I A S 1 9  
 
従 業 員 給 付 」  確 定 給 付 制 度 の 再 測
定  
行 わ な い  
I A S 2 1  
 
「 外 国 為 替 レ ー ト 変 動
の 影 響 」  
在 外 営 業 活 動 の 財 務
諸 表 の 為 替 換 算 調 整
額  
行 う  
I F R S 9  「 金 融 商 品 」  F V T O C I ※ 測 定 を 選
択 し た 資 本 性 金 融 商
品  
行 わ な い  
I A S 3 9  
 
「 金 融 商 品 ： 認 識 お よ
び 測 定 」  
売 却 可 能 資 産 の 再 評
価 に 係 る 利 得 /損 失  
行 う  
I A S 3 9  
 
「 金 融 商 品 ： 認 識 お よ
び 測 定 」  
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
ヘ ッ ジ の ヘ ッ ジ 手 段
に 係 る 利 得 お よ び 損
失 の 有 効 部 分  
 行 う  
I F R S 9  
 
「 金 融 商 品 」  公 正 価 値 オ プ シ ョ ン
を 適 用 し た 負 債 に つ
い て の 自 己 の 信 用 リ
ス ク 変 動 に 起 因 す る
公 正 価 値 の 変 化  
行 わ な い  
※ Financia l  Asse ts  at  fa i r  va lue  through other  comprehens ive  in come
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の略 で 「 その 他 の 包 括利 益 を 通じ て 公 正 価値 で 測 定す る 金 融 資産 」 のこ
と  
(出 典 )  IFRS に 基 づ いて 筆 者 が作 成  
本章 で は 、概 念 フ レ ーム ワ ー クの DP に おけ る 包 括利 益 概 念 につ い て、
特に 当 期 純利 益 と 包 括利 益 、 リサ イ ク リ ング の 概 念、 リ サ イ クリ ン グに
関す る ア プロ ー チ を 中心 に 日 本の 概 念 フ レー ム ワ ーク と の 比 較に も とづ
いて 検 討 を行 う 。  
 
第 2 節  概念 フ レ ー ムワ ー ク DP に おけ る 純 利 益 と包 括 利 益  
DP で は 、 財 務 諸 表 の 構 成 要 素 の う ち 、 純 損 益 及 び そ の 他 の 包 括 利 益
の計 算 書 の構 成 要 素 は収 益 お よび 費 用 で ある（ pa r .2 .5 )。A SB J で、収 益、
費用 、 純 利益 、 包 括 利益 が 構 成要 素 と さ れて い る のと は 対 照 的で あ る。
す な わ ち 、 A SB J で は 純 利 益 や 包 括 利 益 も 財 務 諸 表 の 構 成 要 素 と し て 、
定義 が 与 えら れ て い るが 、IA SB の D P で は純 利 益 およ び 包 括 利益 が 財務
諸表 の 構 成 要 素 と し ては 掲 げ られ て い な いし 、 定 義も 与 え ら れて い ない
ので あ る 。  
  D P では 収益 お よ び費 用 の 定義 が 次 の よう に 与 えら れ て い る。  
 収 益 ： 「当 該 会 計 期間 中 の 資産 の 流 入 若し く は 増価 又 は 負 債の 減 少の
形を と る 経済 的 便 益 の増 加 で あり 、 持 分 参加 者 か らの 出 資 に 関連 す るも
の以 外 の 持分 の 増 加 を生 じ さ せる も の 」 （ p a r . 2 .37） 。  
 費 用 ： 「当 該 会 計 期間 中 の 資産 の 流 出 若し く は 減価 又 は 負 債の 増 加の
形を と る 経済 的 便 益 の減 少 で あり 、 持 分 参加 者 へ の分 配 に 関 連す る もの
以外 の 持 分の 減 少 を 生じ さ せ るも の 」 （ pa r . 2 .3 7） 。     
  こ れ ら の収 益 お よ び費 用 の 定義 は 、O C I 項 目 を含 む 広 義の もの で あ る。
IA SB で は 、収 益 項 目 と費 用 項 目の 小 計 、また は 合 計と し て 純 利益 や 包括
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利益 が 計 算さ れ る 。 包括 利 益 は次 の よ う に計 算 さ れる こ と に なる 。  
      収 益 － 費 用＝ 包 括 利益  
 こ れ は、D P に お いて 、「 収 益 およ び 費用 の 項 目の す べ て は包 括 利 益合
計に 含 ま れる 」 （ pa r .8 .9） と記 述 さ れて いる こ と から も 明 ら かで あ る 。 
 D P で は 包 括 利 益 だ け で な く 純 利 益 も 企 業 の 財 務 業 績 を 表 示 す る の に
有効 で あ ると 認 め て いる 。 純 利益 は 収 益 ・費 用 の 一部 を 除 い た小 計 とし
て計 算 さ れる 。除 外 され る 項 目が O C I 項 目で あ る 。 O C I を 除 外し て 、純
利益 は 次 のよ う に 計 算さ れ る 。  
         （ 収 益－ O C I） － 費 用＝ 純 利 益  
 DP で は 、収 益 及 び費 用 の 項目 の 大 半 は純 損 益 に含 ま れ る 。こ れに は、
当初 認 識 から 生 じ る もの 、 資 産の 消 費 、 履行 義 務 の充 足 、 減 損な ど の他
の取 引 お よび 事 象 か ら生 じ る もの な ど が 含ま れ る とさ れ 、 原 価ベ ー スの
測定 か ら 生じ る す べ ての 金 額 と実 現 し た 利得 お よ び損 失 の 大 半が 含 まれ
ると さ れ てい る （ pa r .8 .8） 。  
 純 利 益 計算 に 含 ま れな い 項 目が O C I で あり 、大部 分 は 再測 定か ら 生 じ
る未 実 現 の利 得 お よ び損 失 で ある 。  
 こ の よ う に D P で は、 収 益 ・費 用 が 広 義に 概 念 規定 さ れ 、 包括 利 益の
計算 要 素 とさ れ て い る。 し た がっ て 、 こ の収 益 ・ 費用 は 当 該 会計 期 間中
の資 産・負 債の 変 動 を伴 う も のに 限 ら れ る 。換言 す れば 、過 年度 の 資 産 ・
負債 の 変 動を 伴 う 項 目は こ の 収益 ・ 費 用 には 含 ま れな い こ と にな る 。す
なわ ち 、こ の収 益・費用 の 概 念規 定 か ら は O C I 項 目 の リサ イ クリ ン グ の
根拠 が 見 いだ せ な い ので あ る 。  
 リ サ イ クリ ン グ は 過去 期 間 の資 産 ・ 負 債の 変 動 額の う ち 、 当期 に 実現
した 部 分 を純 利 益 計 算に 含 め る手 続 き で ある 。D P で はリ サ イ クリ ン グを
予定 し て いる 。 そ れ にも か か わら ず 、 収 益概 念 が それ を 予 定 しな い まま
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に規 定 さ れて い る。その 点 が A SB J の 概 念規 定 と の決 定 的 相 違点 で あ る。 
 A SB J の討 議 資料 で は、収益 お よ び費 用 は純 利 益 と結 び つ け て定 義 さ れ
てお り 、 純利 益 の 定 義は 包 括 利益 と の 関 係で 定 義 され て い る 。収 益 およ
び費 用 の 定義 を 検 討 する 前 に 、包 括 利 益 と純 利 益 の定 義 (第 3 章 )を 見て
おこ う 。  
 「 包 括 利益 と は 、 特定 期 間 にお け る 純 資産 の 変 動額 の う ち 、報 告 主体
の所 有 者 であ る 株 主 、子 会 社 の少 数 株 主 、お よ び 将来 そ れ ら にな り 得る
オプ シ ョ ンの 所 有 者 との 直 接 的な 取 引 に よら な い 部分 を い う 」（ pa r .8）。 
  こ れ に よる と 、 包 括利 益 の 本質 は 、 特 定期 間 に おけ る 純 資 産の 変 動額
であ る 。  
「純 利 益 とは 、 特 定 期間 の 期 末ま で に 生 じた 純 資 産の 変 動 額 （報 告主
体の 所 有 者で あ る 株 主、 子 会 社の 少 数 株 主、 お よ び前 項 に い うオ プ ショ
ンの 所 有 者と の 直 接 的な 取 引 によ る 部 分 を除 く 。 ）の う ち 、 その 期 間中
にリ ス ク から 解 放 さ れた 投 資 の成 果 で あ って 、 報 告主 体 の 所 有者 に 帰属
する 部 分 を言 う 。 純 利益 は 、 純資 産 の う ちも っ ぱ ら株 主 資 本 だけ を 増減
させ る 」 （ pa r .9） 。  
  こ れ に よる と 、 純 利益 は 特 定期 間 の 期 末ま で に 生じ た 純 資 産の 変 動額
のう ち 当 期中 に リ ス クか ら 解 放さ れ た 部 分で あ る 。純 利 益 の 本質 は 当期
中に リ ス クか ら 解 放 され た 純 資産 の 変 動 額で あ る 。こ の 純 利 益概 念 と結
びつ け て 収益 お よ び 費用 の 概 念が 規 定 さ れて い る 。  
 「 収 益 とは 、 純 利 益ま た は 少数 株 主 損 益を 増 加 させ る 項 目 であ り 、特
定期 間 の 期末 ま で に 生じ た 資 産の 増 加 や 負 債 の 減 少に 見 合 う 額の う ち、
投資 の リ スク か ら 解 放さ れ た 部分 で あ る 」（ pa r .13） 。  
 「 費 用 とは 、 純 利 益ま た は 少数 株 主 損 益を 減 少 させ る 項 目 であ り 、特
定期 間 の 期末 ま で に 生じ た 資 産の 減 少 や 負 債 の 増 加に 見 合 う 額の う ち、
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投資 の リ スク か ら 解 放さ れ た 部分 で あ る 」（ pa r .15） 。  
  A SB J の 収 益 概 念 は 過 去 の 資 産 の 増 加 ま た は 負 債 の 減 少 の う ち 、 当 該
期間 中 に リス ク か ら 解 放 さ れ た部 分 を 含 んで い る。そ れ 故に 、過去 の O C I
がリ ス ク から 解 放 さ れた 時 点 での リ サ イ クリ ン グ が可 能 に な って い る。
また 、 当 期中 に リ ス クか ら 解 放さ れ て い るこ と を 条件 に し て いる か ら、
純利 益 計 算か ら O C I が除 外 さ れる 。  
 A SB J の 費 用 概 念 は 過 去 の 資 産 の 減 少 ま た は 負 債 の 増 加 の う ち 、 当 該
期間 中 に リス ク か ら 解 放 さ れ た部 分 を 含 んで い る 点で 、 純 利 益計 算 から
の O C I 項 目 の 除外 と 、O C I 項目 の リ スク 解放 時 に おけ る リ サ イク リ ン グ
を可 能 に して い る 。  
 純 利 益 は上 記 の よ うに 概 念 規定 さ れ て いる が 、 純利 益 の 計 算は 損 益法
に基 づ き 、次 の よ う に行 わ れ る。  
   収 益－ 費 用 ＝ 純利 益  
包括 利 益 は次 の よ う に計 算 さ れる 。  
   包 括利 益 ＝ 純 利益 ＋ O C I 
  こ の よ うに 、A SB J の収 益お よ び費 用 の概 念 は、O C I を 含 まな い 狭 義の
概念 で あ る。 ま た A SB J は、 包 括利 益 、 純利 益 、 収益 お よ び 費用 の 定 義
を通 じ て 、収 益お よ び費 用 と O C I の区 別 を可 能 に し 、 O C I 項 目の リ サ イ
クリ ン グ を可 能 に し てい る 。   
  そ れ に 対し て 、IA SB の概 念 フ レー ム ワー ク に おい て は 、収益 お よ び費
用の 定 義を O C I を 含 む広 義 の 概念 と し て 規定 し て、包 括 利益 の計 算 を 可
能に し て いる 。 し か し、 純 利 益の 定 義 は ない 。 そ のた め 、 純 利益 計 算か
らの O C I の 除 外の 根 拠も 、一 定の O C I の リサ イ ク リン グ の 根 拠も 見 い だ
せな い 。  
  IA SB 概 念フ レ ー ムワ ー クの D P は 、収益 お よ び費 用 を 損 益お よ び その
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他の 包 括 利益 計 算 書 の構 成 要 素と し て 概 念規 定 を 行う 一 方 、 包括 利 益お
よび 純 利 益に つ い て は概 念 規 定を 行 わ ず に、 包 括 利益 を 収 益 およ び 費用
の合 計 と し、純 利益 を収 益 お よび 費 用 の 小計 と し てい る 点 に 特徴 が あ る。 
 IA SB の D P では純 利益 計 算 から O C I  を除 外 す るた め の ガ イダ ン ス と、
一 定 の O C I  項 目 の リ サ イ ク リ ン グ の た め の ガ イ ダ ン ス が 展 開 さ れ て い
る。 そ れ を次 節 で 検 討す る 。  
 
第 3 節  概念フレームワーク DP におけるリサイクリングの概念  
1 .リ サイ ク リ ング と は  
 IA SB は、 IAS1 で 組替 調 整 額 (リ サ イ クリ ン グ )に つ い て 次の よ う に示
して い る 。「 組 替 調 整額 (リ サイ ク リ ン グ )と は 、当 期 又 は 過去 の 期 間に
おい て そ の他 の 包 括 利益 で 認 識さ れ 、 当 期に お い て純 損 益 に 組み 替 えら
れた 金 額 をい う 」 (par .7 )。  
  そ し て 、 IA SB の 概念 フ レ ーム ワ ー ク DP は 、「 OCI に 認識 さ れ た利 得
およ び 損 失の 一 部 は 、実 現 時 又は 個 々 の 基準 が 定 める 時 点 で 純損 益 に振
り替 え ら れる 。 こ う した 振 替 は「 リ サ イ クリ ン グ 」と 呼 ば れ るこ と が  
ある 」 (par .8 .8 )と し てい る 。  
  そ の 他 の包 括 利 益 は、 当 期 の包 括 利 益 の構 成 要 素に な る が 、そ の 時点
では ま だ 当期 に 実 現 した 業 績 とは 考 え ら れて い な い。 そ の た め当 期 純利
益に は 含 めず に そ の 他の 包 括 利益 と し て 、包 括 利 益計 算 書 に 計上 し 、そ
の他 の 包 括利 益 累 計 額と し て 貸借 対 照 表 に計 上 さ れて い る 。 そし て それ
らが 実 現 した と き 、 つま り 業 績と し て 当 期純 利 益 に算 入 さ れ るべ き 時期
が到 来 し たと き に は 、そ の 他 の包 括 利 益 累計 額 か らい っ た ん 減額 し て当
期純 利 益 に振 り 替 え るこ と と され て い る 。こ の そ の他 の 包 括 利益 か ら当
期純 利 益 への 振 替 は 一般 に 「 リサ イ ク リ ング 」 と 呼ば れ て い る (FA SB  
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SFAS130 ,par .18 )。  
 FASB の 財 務 会計 基準 書 第 130 号 では 、リ サ イ ク リ ン グ に つい て 次 の
よう に 述 べて い る 。 「そ の 期 間の 純 利 益 の一 部 と して 表 示 さ れる 包 括利
益項 目 の うち 、 そ の 期間 あ る いは そ れ 以 前の 期 間 にお い て 、 その 他 の包
括利 益 の 一部 と し て すで に 表 示さ れ た 項 目の 二 重 計上 を 避 け るた め 、調
整が 行 わ れな け れ ば なら な い 。た と え ば 、当 期 中 に実 現 し 当 期純 利 益に
含め ら れ たが 、 発 生 した 年 度 に未 実 現 保 有利 得 と して そ の 他 の包 括 利益
にす で に 含め ら れ て いる 有 価 証券 投 資 に よる 利 得 は、 包 括 利 益に 二 度計
上さ れ る こと を 避 け るた め 、 純利 益 に 含 めら れ た 年度 に そ の 他の 包 括利
益か ら 控 除さ れ な け れば な ら ない 」 (par .18 )  。  
 リ サ イ クリ ン グ の 特徴 を 示 すた め 、 純 利益 の 表 示を 前 提 と して 、 その
他の 有 価 証券 の 評 価 額に つ い て、 リ サ イ クリ ン グ をし た 場 合 とし な い場
合の 簡 単 な設 例 を あ げる と 図表 3－ 2 の 通り で あ る。  
図表 3－ 2： リ サイ クリ ン グ をし た 場 合 とし な い 場合 の 比 較  



















リ サ イ ク リ ン グ す る 場
合  
0     200    200    300  － 200  100  
リ サ イ ク リ ン グ し な い
場合  
0     200    200    100      0  100  
(出 典 )倉 田 [ 2 0 0 4 ] 2 9 頁 。  
図表 3－ 2 か ら次 の ①か ら ④ を指 摘 す る こと が で きる 3 1。  
①  リ サ イ ク リ ン グ を し て も し な く て も 包 括 利 益 の 金 額 は 同 じ で あ る 。 
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②  リサ イ ク リン グ を す る場 合 と しな い 場 合 では 、純 利 益の 金 額 は異 な
る 。リサ イ クリ ン グ する 場 合 には 売 却 に よっ て 評 価差 額 が 実 現し た
期の 純 利 益は 現 行 の 純利 益 と 同じ に な る 。  
③  リサ イ ク リン グ を す る場 合 、２ 期分 の ト ータ ル で 純利 益 と 包 括利 益
は同 じ 300 で あ るが 、リ サ イ クリ ン グ し ない 場 合 、純 利益 100 と包
括利 益 300 は 異 なり 、純 利 益の 理 論的 意 味は な く なる 。し た がっ て 、
全体 利 益 と期 間 利 益 合計 の 一 致を 考 え る とリ サ イ クリ ン グ し ない
場合 、 純 利益 を 区 分 表示 す る 意味 は 全 く ない と い える 。  
④  リサ イ ク リン グ を す る場 合 、包 括 利 益と 純利 益 を 比べ る と、包括 利
益は 早 期 に損 益 を 認 識す る 。  
この よ う に、 リ サ イ クリ ン グ をす る 場 合 、 2 期 分 の トー タ ル で純 利 益
と包 括 利 益が 一 致 し てい る こ とが 確 認 で きる 。 も ちろ ん そ の 他有 価 証券
の売 却 が 完了 し た 期 の純 利 益 の数 値 は リ サイ ク リ ング に よ り その 他 の包
括利 益 が 、有 価 証 券 売却 益 と して 損 益 計 算書 を 経 由し て 算 出 され た もの
であ る 。 した が っ て 、純 利 益 の金 額 は ， 各期 の そ の他 の 包 括 利益 と して
早期 に 認 識・ 測 定 さ れた そ の 他の 包 括 利 益を 合 算 する こ と に よっ て 当期
の業 績 に 組み 込 ん だ 金額 （ 純 利益 と そ の 他の 包 括 利益 を 合 計 した 金 額）
とな っ て いる 。 ま た 、リ サ イ クリ ン グ の 金額 は 過 去の そ の 他 の包 括 利益
の金 額 に 一致 す る 。  
 こ の よ うに 、 そ の 他の 包 括 利益 は リ ス ク に さ ら され て い る 状態 で あっ
たと い え る。 し た が って 、 リ サイ ク リ ン グの 意 味 する も の は 、リ ス クか
ら解 放 さ れた そ の 他 有価 証 券 のリ ス ク の 総額 (リ スク か ら の 解放 額 )であ
ると い う こと が で き る。 こ の 金額 が 、 包 括利 益 計 算書 に 表 示 され る こと
で純 利 益 の情 報 価 値 を補 足 す る機 能 を 果 たし て い ると 考 え ら れる 。  
2 . IA SB と ASBJ の 比較  
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IASB で は、 純 利 益 を廃 止 し て、 包 括 利 益に 一 本 化し よ う と する 議 論
がた び た びな さ れ て きた 。し かし な が ら 、現 在 の IASB にお いて は 、2011
年６ 月 に 「そ の 他 の 包括 利 益 項目 の 表 示 ～ IAS 第 １号 の 改 訂 ～」 を 公 表
し、 そ の 他の 包 括 利 益項 目 を 「そ の 後 の 期間 に お いて 純 損 益 に振 り 替え
る項 目 （ リサ イ ク リ ング す る 項目 ） 」 と 「そ の 後 の期 間 に お いて 純 損益
に振 り 替 えな い 項 目 （リ サ イ クリ ン グ し ない 項 目 ）」 と を 区 分し て 表示
する こ と とし た 。こ のこ と は 、株主 資 本 と当 期 純 利益 の 狭 義 のク リ ー ン・
サー プ ラ ス関 係 が 成 立し な い 会計 処 理 が 一部 に 見 られ る こ と を示 し てい
る。  
 こ の よ うに 、 IA SB では 、リ サ イ クリ ング に 関 する 問 題 を FASB と の
共同 プ ロ ジェ ク ト に おい て 取 り扱 う こ と も想 定 し てい た が 、 現時 点 では
リサ イ ク リン グ を 行 うか 否 か を全 体 と し て決 定 す るの で は な く， 個 別の
IFRS の 基 準に 基 づ きリ サ イ クリ ン グ を 行う 項 目 を特 定 し て いる 。 従 っ
て、 IFRS にお い て は、 そ の 他の 包 括 利 益に 計 上 され た 項 目 につ い て 、
リサ イ ク リン グ を す るも の と しな い も の とが 混 在 して い る の であ る 。  
 こ の 結 果 、「 現 行 IFRS に お ける OCI 項目 の リ サイ ク リ ン グ有 無 の 混
在は 中 途 半端 な 折 哀 でし か な い。 一 部 の 項目 の み のリ サ イ ク リン グ では
純利 益 が 一致 の 原 則 やク リ ー ン ・ サ ー プ ラス 関 係 を満 た さ ず 、リ サ イク
リン グ を 行う 目 的 を 果た せ な い 」 (山 下 [2015 ] ,97 頁 )と さ れ る。  
しか し な がら 、 日 本 にお い て は 、 従 来 の 当期 純 利 益を 重 視 す る観 点か
ら、 リ サ イク リ ン グ が必 要 と され て い る 。 IA SB が新 た に 公 表し て い る
IFRS に お いて 、 リ サイ ク リ ング を 行 わ ない 項 目 が増 加 し て きた こ と に
よっ て 、 当期 純 利 益 その も の が変 質 し て くる こ と が懸 念 さ れ てい る 。  
 で は 、 IA SB と ASBJ を比 較 した 場 合 、そ の 他 の包 括 利 益 に計 上 さ れ
てい る 項 目に つ い て 、リ サ イ クリ ン グ の 可否 が 異 なる 項 目 が みら れ る。
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そこ で 図表 3－ 3 と 図表 3－ 4 を 比較 す ると 、 IA SB で は 、 確定 給 付 にお
ける 数 理 計算 上 の 差 異は 、 リ サイ ク リ ン グし な い 項目 に 含 ま れて お り、
ASBJ で は 、退 職 給 付に 係 る 調整 額 に つ いて は 、 リサ イ ク リ ング す る 項
目に 区 分 され て い る 。こ の よ うに 、 IA SB と ASBJ で は、 退 職給 付 に 係
る調 整 額 につ い て リ サイ ク リ ング を 行 う か否 か で 相違 が 見 ら れる 。  
 さ ら に 、図 表 3－ 3 から 、 IA SB の 規 定の 中 には OCI に 計上 さ れ た後
にリ サ イ クリ ン グ さ れな い 項 目が 複 数 存 在す る こ とが 確 認 で きる 。  
 ま た 、 ASBJ で は 、当 期 純 利益 を 重 視 する 観 点 から リ サ イ クリ ン グ を
必要 と し てい る が 、 図表 3－ 4 か ら土 地 再評 価 差 額金 に つ い ては 、 リ サ
イク リ ン グし な い 項 目に 区 分 され て い る こと が 分 かる 。 こ の こと は 、株
主資 本 と 純利 益 の 狭 義の ク リ ーン ・ サ ー プラ ス 関 係が 壊 れ 、 わが 国 で重
視さ れ て きた 実 現 利 益の 計 算 の枠 組 み が 一部 崩 れ るこ と に な ると い え る。 
 土 地 再 評価 差 額 金 は、 再 評 価後 の 金 額 が土 地 の 取得 原 価 と され る こと
から 、 売 却損 益 及 び 減損 損 失 等に 相 当 す る金 額 が 当期 純 損 益 に計 上 され
ない 取 扱 いと な っ て いる た め 、そ の 取 崩 額は 組 替 調整 額 に 該 当せ ず 、株
主資 本 等 変動 計 算 書 にお い て 利益 剰 余 金 への 振 替 とし て 表 示 され る (包
括利 益 の 表示 に 関 す る会 計 基 準第 31 項 )。  
 つ ま り 、土 地 再 評 価差 額 金 取崩 額 は 、 損益 計 算 書を 経 由 せ ずに 貸 借対
照表 の 純 資産 の 部 の その 他 の 利益 剰 余 金 に直 接 計 上さ れ 、 そ れと 同 額の
土地 再 評 価差 額 金 が 減少 す る こと に な る 。こ の た め、 そ の 他 の包 括 利 益
とは な ら ない 。  
 し か し 、土 地 再 評 価差 額 金 は、 土 地 の 売却 時 に 利益 剰 余 金 にさ れ るの
だか ら リ サイ ク リ ン グす べ き であ る と 筆 者は 考 え てい る 。  
 な お 、土地 再 評 価 差額 金 は 、1998 年 3 月に 施 行 され た 土 地 再評 価 法に
より 、1998 年 から 2002 年 ま での 間 に 1 回だ け 企 業が 任 意 に 保有 す る土
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地を 時 価 評価 す る こ とが で き る規 定 の 適 用に よ っ て認 識 さ れ た 項 目 であ
るた め 、 今後 は 新 た にこ の よ うな 問 題 が 生じ て こ ない も の と 考え ら れる
3 2。  
図表 3－ 3：  IASB その 他 の 包括 利 益 項 目の 表 示  
リサ イ ク リン グ す る 項目  リサ イ ク リン グ し な い項 目  
・在 外営 業 活動 体 の 財務 諸 表 に換 算
から 生 じ る為 替 差 額  
・キ ャ ッシ ュ フ ロー・ヘ ッ ジ手 段 に
係る 利 得 又は 損 失 の うち 有 効 と判





・再 評 価 剰余 金 の 変 動額  
・確 定給 付 にお け る 数理 計 算 上の 差
異  
・ OCI を 通じ て 公 正 価値 で 測 定さ
れる 資 本 性金 融 商 品 への 投 資 の利
得又 は 損 失  
・純 損益 を 通じ て 公 正価 値 で 測定 さ
れる と 指 定さ れ た 負 債に つ い て 、自
己の 信 用 リス ク 変 動 に起 因 す る公
正価 値 の 変動 部 分  
 
(出 典 )  園田 2015 年 21 頁 。   
図表 3－ 4： A SBJ その 他 の 包括 利 益 項 目の 表 示  
リサ イ ク リン グ す る 項目  リサ イ ク リン グ し な い項 目  
・そ の 他 有価 証 券 評 価差 額 金  
・繰 延 ヘ ッジ 損 益  
・為 替 換 算調 整 勘 定  
・退 職 給 付に 係 る 調 整額  
・土 地 再 評価 差 額 金  




第 4 節  概念フレームワーク DP におけるリサイクリングに関す
るアプローチ   
2013 年討 議 資料 は 、純 損 益と OCI の 区別 に つ いて 、 純 損 益を 定 義 す
るの で は なく 、純 損 益に 含 ま れる 項 目 は 幅広 い こ とか ら 、 OCI に認 識で
きる 項 目 の種 類 を 記 述す る こ とを 提 案 し てい る 。 DP で はリ サイ ク リ ン
グに つ いて 3 つ の ア プロ ー チ を示 し て い る 。ま ず ア プロ ーチ 1 は 、リ サ
イク リ ン グを 禁 止 す るも の で ある 。こ の アプ ロ ーチ 1 は、収 益及 び 費 用
の項 目 は 純損 益 及 び その 他 の 包括 利 益 の 計算 書 に 一度 だ け 認 識す べ きで
あり 、 し たが っ て リ サイ ク ル すべ き で は ない と い う見 解 で あ る
(par .8 .29 )。ア プ ロ ーチ 2 は ，現 行 の 純 利益 概 念 を残 し リ サ イク リ ン グ
を行 う と いう も の で ある 。これ に は、① OCI に 対 する 狭 い ア プロ ー チ (ア
プロ ー チ 2A )と② OC I に 対 する 広 い アプ ロー チ (アプ ロ ー チ 2B)が あ る 3 3。 
 こ の う ち① OCI に 対す る 狭 いア プ ロ ー チに は 、 橋渡 し 項 目 (br idging  
i tems )、 ミ スマ ッ チ のあ る 再 測定 (mismatched  remeasurements )が含 ま
れる 。一 方 、② OCI に対 す る 広い ア プ ロ ーチ に は 橋渡 し 項 目 、ミ スマ ッ
チの あ る 再測 定 及 び 一時 的 な 再測 定 ( t rans i to ry  remeasurements )が 含











図表 3－ 5： リ サイ クリ ン グ 要否 に 関 す るア プ ロ ーチ  
リ サ イ ク リ
ング  









しな い  
リ サ イ ク リ ン グ 禁
止ア プ ロ ーチ  
リ サ イ ク リ ン グ を 行 わ な
いと い う アプ ロ ー チ  






















狭 い ア プ ロ
ーチ  
橋渡 し 項 目と ミ ス マ ッチ
のあ る 再 測定 の み を 計上
し 、全 て を リサ イ ク ルす る








広 い ア プ ロ
ーチ  
橋渡 し 項 目と ミ ス マ ッチ
のあ る 再 測定 及 び 一 時的
な再 測 定 を計 上 し 、これ ら
の一 部 を リサ イ ク ル する
アプ ロ ー チ  
(出 典 ) 岩 崎 2013 年 145 頁の 一 部 を表 示  
 
OCI に 対 する 狭 い ア プロ ー チ では 、純 損 益を OCI 項 目 と 区 別す る ため
の原 則 と して 以 下 の 3 つ が 示さ れ て い る  (par .8 .40 )  。  
(a )  原則 1： 純 損益 に 表 示す る 収 益及 び 費 用 の項 目 は 、企 業 が あ る期 間
に 自 ら の 経 済 的 資 源 に 対 し て 得 た リ タ ー ン に 関 す る 主 要 な 情 報 源
を提 供 す る。  
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(b )  原則 2：す べ ての 収 益及 び 費 用の 項 目 は 、ある 項 目を OCI に 認識 す
るこ と で 当該 期 間 の 純損 益 の 目的 適 合 性 が高 ま る 場合 を 除 い て 、純
損益 に 認 識す べ き で ある 。  
( c )  原則 3：OCI に 認識 した 項 目 は、そ の後 に純 損 益 への 振 替 (リサ イ ク
ル )を し な け れ ば な ら な い 。 こ れ は 、 振 替 に よ り 目 的 適 合 性 の あ る
情報 が も たら さ れ る 場合 に 行 われ る 。  
これ に 対 して 、OCI に対 す る 広い ア プ ロ ーチ で は 、純損 益を OCI 項 目
と区 別 す るた め の 原 則と し て 以下 の 3 つが 示 さ れて い る (par .8 .81 及 び
par .8 .83 )  。  
 原 則 1： 純損 益 に 表示 す る 収益 及 び 費 用の 項 目 は、 企 業 が ある 期 間に
自 ら の 経 済 的 資 源 に 対 し て 得 た リ タ ー ン に 関 す る 主 要 な 情 報
源を 提 供 する 。  
 原 則 2： すべ て の 収益 及 び 費用 の 項 目 は、 あ る 項目 を OC I に認 識 する
こ と で 当 該 期 間 の 純 損 益 の 目 的 適 合 性 が 高 ま る 場 合 を 除 い て 、
純損 益 に 認識 す べ き であ る 。  
原則 3：過去 に OCI に認 識 し た項 目 は、振替 が 目 的適 合 性 の ある 情 報
をも た ら す場 合 、か つ 、そ の 場 合に の み 、純損 益 へ の振 替（ リ
サイ ク ル ）を す べ き であ る 。  
 2013 年 討 議資 料 は、OCI を「 橋 渡し 項目 」、「ミ ス マ ッ チの あ る 再測
定」 お よ び「 一 時 的 な再 測 定 」の 3 つ に 区分 し て 説明 し て い る。  
 「 橋 渡 し項 目 」 と は、 何 か ある 資 産 又 は負 債 を 再測 定 す る 場合 に 、当
該再 測 定 の影 響 の 全 体を 純 損 益に 反 映 す るこ と に より 、 通 常 は財 務 諸表
利用 者 に とっ て 最 も 目的 適 合 性が 高 く 理 解可 能 な 情報 が 提 供 され る 。し
か し 、 IASB は 時 に は 、 資 産 又 は 負 債 を 再 測 定 す べ き で あ る が 、 純 損益
にお け る 情報 は 財 政 状態 計 算 書で 使 用 す るの と は 異な る 測 定 を基 礎 と す
86 
 
べき だ と 決定 す る 可 能性 が あ る。 こ れ は 、両 方 の 測定 が 有 意 義で 理 解可
能で 明 確 に描 写 で き るこ と が 条件 と な る  (par .8 .55 )  。  
 例 え ば 、 2012 年 の公 開 草 案「 分 類及 び測 定： IFRS 第 9 号の 限 定 的修
正 」 (「 IFR S 第 9 号 2012 年 E D」 )で は 、「 IASB は 、所 定 の状 況 に おい
て、 負 債 性金 融 商 品 を財 政 状 態計 算 書 で は公 正 価 値で 測 定 す べき で ある
が、 純 損 益に 認 識 す る金 額 を 算定 す る た めに は 償 却原 価 で 測 定す べ きだ  
」と 提 案 して い る (par .8 .57 )  。  
「ミ ス マ ッチ の あ る 再測 定 」とは 、あ る 収益 又 は 費用 の 項 目 が 、資 産、
負債 又 は 過去 の 若 し くは 予 定 され た 取 引 の結 び 付 いた 集 合 体 の一 部 分だ
けの 影 響 を表 し て い るこ と が ある 。こ れ が生 じ る 可能 性 が あ るの は  、そ
の結 び 付 いた 集 合 体 の中 の 項 目の 1 つ (又は あ る 項目 の 一 部 分 )が 定 期的
に現 在 価 額に 再 測 定 され て い て、 結 び 付 きの あ る 項目 が 再 測 定さ れ ない
か又 は 認 識さ れ る と して も 後 の時 期 ま で 認識 さ れ ない 場 合 で ある 。 ミス
マッ チ の ある 再 測 定 が生 じ る のは 、 収 益 と費 用 の 項目 が 項 目 の結 び 付い
た  集 合 体 を 非 常 に 不 完 全 に し か 表 現 し な い た め に 、 IA SB の 意 見 で は 、
企業 が 当 期  に 自ら の資 源 に 対し て 得 た リタ ー ン に関 し て 目 的 適 合 性 の
乏し い 情 報し か 提 供 しな い 場 合で あ る 。 この 場 合 、ミ ス マ ッ チの あ る再
測定 を 純 損益 に 認 識 する と 、 純損 益 に 含 まれ る 金 額の 理 解 可 能性 と 予測
価値 を 低 下さ せ る こ とに な る (par .8 .62 )  。  
 例 え ば IFRS は 大 部分 の デ リバ テ ィ ブ を公 正 価 値で 測 定 す るこ と を 要
求し て い る。 デ リ バ ティ ブ を 予定 取 引 の ヘッ ジ に 使用 す る 場 合に 、 デリ
バテ ィ ブ 公正 価 値 の 変動 が 、 収益 又 は 費 用が 予 定 取引 か ら 生 じる 前 の報
告期 間 に 発生 す る こ とが あ る (par .8 .63 )  。  
「 一 時 的 な 再 測 定 」 と は 、 次 の よ う な 要 件 を 満 た す 項 目 で あ る
(par.8 .88)  。すな わ ち、(a )資産 の 実現 又 は負 債 の 決済 が 長 期 間に わ た り
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行わ れ る。 (b )当 期の 再測 定 が、資 産 又は 負債 の 保 有期 間 に わ たり 、すべ
て 元 に 戻 る か 又 は 著 し く 変 動 す る (い ず れ か の 方 向 に )可 能 性 が 高 い 。 ( c )
当期 の 再 測定 の 全 部 又は 一 部を OCI に 認識 す る こと に よ り 、企 業が 自ら
経済 的 資 源に 対 し て 得た リ タ ーン の 主 要 な指 標 と して の 純 損 益の 目 的適
合性 と 理 解可 能 性 が 高ま る 。  
 例 え ば、 確 定 給付 年金 負 債 又は 資 産 の 純額 の 再 測定 が 一 時 的な 再 測 定
の具 体 例 とし て あ げ られ る 。 個々 の 義 務 は、 従 業 員が 退 職 し 最終 的 には
死亡 す る につ れ て 決 済さ れ る こと に な る 。こ の 形態 の 決 済の 対象 期 間 は、
一般 的 に 長期 (す な わち 、 従 業員 の 寿 命 )と 見 ら れる (par .8 .90)  。  
 2 つ の アプ ロ ー チ では 原則 1 お よび 原 則 2 は 共通 で ある 。 OCI に 対す
る狭 い ア プロ ー チと OCI に 対 する 広 いア プロ ー チ の相 違 は 原 則 3 で ある 。 
 IA SB に よ る 当 期 純 利 益 と そ の 他 の 包 括 利 益 と の 区 分 に 見 ら れ る第 1
の問 題 点 は 、「 いっ たん そ の 他の 包 括 利 益を 介 在 させ る べ き 項目 」を「 橋
渡 し 項 目 (b r idging  i t ems ) 、 ミ ス マ ッ チ の あ る 再 測 定 (mismatched  
remeasurements )」 の 2 類 型［ ア プ ロー チ 2A の 場合 ］ 、あ るい は 「 一
時的 な 再 測定 ( t rans i tory  remeasurements )」を含 めた 3 類 型［ア プ ロー
チ 2B の 場 合］ に 分 類し て い るも の の 、 これ ら の 類型 に 含 ま れる 項 目が
なぜ 「 そ の他 の 包 括 利益 」 に 含ま れ る の かに 関 す る明 示 的 な 説明 を 欠い
てい る 点 に求 め ら れ る。  
 こ こ で、 図 表 3－ 6 は、 OC I に 対 する 狭い ア プ ロー チ (ア プロ ー チ 2A)
で橋 渡 し 項目 と ミ ス マッ チ の ある 再 測 定 の概 念 が どの よ う に 適用 で きる






図表 3－ 6 ア プ ロー チ 2A： 橋渡 し 項 目 及び ミ ス マッ チ の あ る再 測 定 の  



















(出 典 ) 企 業 会 計基 準委 員 会 [2013 ] ,177 頁。  
 一 方 、図表 3－ 7 は OCI に対 す る 広 いア プ ロ ーチ (ア プ ロー チ 2B )で 橋
渡し 項 目 とミ ス マ ッ チの あ る 再測 定 の 概 念及 び 一 時的 な 再 測 定の 概 念が
どの よ う に適 用 で き るの か を 示し て い る 。  
 OC I に 対 す る狭 いア プ ロ ーチ と OC I に 対 する 広 いア プ ロー チ の 相違
Y e s    
No             Y e s     
Y e s   
                                                                
                                                  
                                                          
                                           
                                                         
                                                            
                                                           
                                                                
                                                           
                                                
                                             
                                               
                                                 
                                                            
                                                     
                                                     
                                                  
                                                
         
                                                
                                                     
                                                  
                                                 
                                                 
                                                  
       
【再測定】              
そ の収 益 又は 費 用の 項目 は 、認 識 され てい る資 産又 は負 債 の現在 測
定値 の変動の結果か？                      
【ミスマッチのある測定】          
その収益又は費用の項目が、資産、負債又は過去の若しくは予定さ
れた取引の結び付いた集合体の一部分を非常に不完全にしか表現し
ないために、I A S Bの意見では、当該項目は、企業が当期に自らの
資源に対して得たリターンに関して目的適合性の乏しい情報しか提
供しないか？                         
【橋渡し項目】                
その収益又は費用の項目は、以下の両者の差額を表すものか？       
・純損益の決定に使用する測定値                 
・財政状態計算書に使用する再測定                    
【OCI に表示する】             
・橋 渡し項目 の場合： 純損益 に表示す る認識及 び測定 の基礎 に
従ってリサイクルする。                       
・ミ スマッチ のある再 測定の 場合：当 該項目を 対応す る項目 と
一緒に表示できる時にリサイクルする。                 
【純損益に表示する】 
No    
No          
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は、あ る項 目 が その 後リ サ イ クリ ン グ に 適格 と な らな い 場 合 があ っ て も、
OCI に 認 識さ れ る か 否か に あ る。 OCI に 対す る 広 いア プ ロ ー チは 、 OCI
に対 す る 狭い ア プ ロ ーチ 以 上 に広 い 収 益 およ び 費 用の 項 目 が 、 OCI に認
識さ れ る 可能 性 を 示 唆し て い る。 こ れ は 、資 産 お よび 負 債 の 定義 お よび
認識 基 準 にお い て 、 蓋然 性 基 準を な く し た場 合 に 該当 す る 。  
 つ ま り 、OCI に 対 する 狭 い アプ ロ ー チ では 、OCI に 認 識 す る項 目 を限
定す る 。一 方 で 、 OCI に認 識 され た 項 目は 必 ず リサ イ ク リ ング す る 。こ
れに 対 し て、 OCI に 対す る 広 いア プ ロ ー チで は 、狭い ア プ ロ ーチ と くら
べて OCI に 幅 広 い 項目 が 認 識さ れ る 。しか し 、認 識さ れ た 項目 の 一 部は
リサ イ ク リン グ さ れ ない 。  
 と こ ろ で現 行 の IFRS は 、 OCI の認 識や 、 リ サイ ク リ ン グに つ い て個
別の 会 計 基準 で 規 定 して お り 、な ぜ そ の よう な 処 理に な る の かに つ いて
の基 準 書 横断 的 な 説 明が 基 準 書に も 概 念 フレ ー ム ワー ク に も 示さ れ てい














図表 3－ 7 ア プロ ー チ 2B：橋渡 し 項 目 、ミ ス マッ チ の ある 再測 定 及 び

























































































図表 3－ 8 は 、OCI 項 目に DP に お ける 提 案を 適 用 した 場 合 の 影響 に つ
いて 検 討 した も の で ある 。  
 現 行 の IFRS で 要 求し て い る有 形 固 定 資産 及 び 無形 資 産 の 再評 価 は、
橋渡 し 項 目の 定 義 に 該当 し な いと 思 わ れ る。 IAS 第 16 号 「 有形 固 定資
産」 及 び IA S 第 38 号「 無 形 資産 」 に 従 えば 、 純 損益 に 認 識 され る 減価
償却 の 金 額が 再 評 価 後の 帳 簿 価額 を 用 い て算 定 さ れる か ら で ある 。 した
がっ て 、 減価 償 却 累 計額 控 除 後取 得 原 価 は、 有 意 義で 理 解 可 能な 明 確に
記述 で き る測 定 値 と はな ら な い。 さ ら に 、こ れ ら の基 準 は リ サイ ク リン
グを 認 め てい な い 。  
 IAS 第 16 号及 び IAS 第 38 号に 従 っ た 再評 価 は 、当 初は 、現在 原 価 測
定に よ り 生じ る 実 体 資本 維 持 修正 と な る こと を 意 図し て い た 。  
 し か し 、資 本 維 持 修正 は ふ つう 資 本 に 直接 計 上 され る の で 、再 評 価利
益と 損 失を OCI に 計上 す る こと は 、実 体資 本 維 持修 正 で あ ると い う 見解
とは 異 な るこ と に な る。  
 IAS 第 19 号 「 従 業員 給 付 」に 従 っ た 確定 給 付 年金 資 産 又 は負 債 の純
額の 再 測 定は 、 OCI に表 示 し た場 合 の 方 が適 切 に 伝達 で き る が 、ア プロ
ーチ 2A を適 用 す る と OCI には 認 識 さ れな い こ とに な る 。  
(a )  認 識 又 は 再 測 定 が 行 わ れ て い な い 結 び 付 き の あ る 項 目 が な い た め 、
ミス マ ッ チの あ る 再 測定 で は ない 。  
(b )  橋渡 し 項 目で は な い 。純 損 益に 認 識 され た累 計 額 は、負 債又 は資 産
の有 意 義 で理 解 可 能 な明 確 に 記述 で き る 測定 値 と 一致 し な い 。  
 IFR S 第 9 号 、 純 損益 を 通 じて 公 正 価 値で 測 定 する も の に 指定 し た金
融負 債 の 再測 定 は ミ スマ ッ チ のあ る 再 測 定と な る 可能 性 が あ る。 企 業自
身の 信 用 リス ク に よ る公 正 価 値の 変 動 は 、の れ ん の変 動 と リ ンク す る。
信用 リ ス クが 増 大 す るの で 、 のれ ん の 価 値が 減 少 する 。 自 己 創設 の れん
92 
 
は認 識 さ れな い の で 、の れ ん の価 値 の 変 動は 自 己 の信 用 に 対 する 関 連す
る影 響 と 同時 に は 認 識さ れ な い。  
 ミ ス マ ッ チ の あ る 再 測 定 と な る の に 必 要 な 考 え ら れ る 修 正 は 過 去 に
OCI に 認 識し た 金 額 を 、負 債 が 満期 前 に 移転 さ れ る場 合 に リ サイ ク ルす
る。  
 IFR S 第 9 号 、 資 本性 金 融 商品 に 対 す る指 定 さ れた 投 資 は 、運 用 可能
な減 損 モ デル が 開 発 でき な い 限り 、 橋 渡 し項 目 に もミ ス マ ッ チの あ る再
測定 に も 該当 し な い 可能 性 が 高い 。 さ ら に、 公 正 価値 は 一 般 に資 本 性金
融商 品 に つい て の 業 績の 目 的 適合 性 の あ る測 定 値 と考 え ら れ てい る 。  
図表 3－ 8  OCI 項目 への DP に お ける 提 案の 適 用  
I FRS 又
I FRS 案  
認 識 さ れ る 資 産 ま た は
負 債  
OCI 項 目  DP と の 関 連  
I FR S 9  
2 0 1 2 ED  
OCI を 通 じ て 公 正 価 値
で 測 定 す る 金 融 資 産  
割 引 率 の 変 動  
に よ る 部 分  
橋 渡 し 項 目  
保 険 契 約  
2 0 1 3  E D  
保 険 契 約  
 
割 引 率 の 変 動  
に よ る 部 分  
橋 渡 し 項 目  
IA S 1 6  
IA S 3 8  
IA S 6  
有 形 固 定 資 産  
無 形 固 定 資 産  
探 査 及 び 評 価 資 産  
再 評 価 益 ま た
は 戻 入 れ  
2 A :橋 渡 し 項 目  
2 B :一 時 的 な 再 測 定  
IA S 1 9  年 金 ―確 定 給 付 制 度 の
再 測 定  
ま た は 負 債 の 純 額  
再 測 定  一 時 的 な 再 測 定  
IA S 2 1  在 外 営 業 活 動 体 に 対 す
る 純 投 資 (及 び ヘ ッ ジ )  
為 替 差 額 ※  ミ ス マ ッ チ を 生 じ
る 再 測 定  
I FR S 9  
2 0 1 0 ED  
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 、  
ヘ ッ ジ 手 段  
公 正 価 値 の 変
動 の 有 効 部 分  
ミ ス マ ッ チ を 生 じ
る 再 測 定  
I FR S 9  純 損 益 を 通 じ て 公 正 価
値 で 測 定 す る も の に 指
定 し た 金 融 負 債  
発 行 者 自 身 の  
信 用 リ ス ク に
起 因 す る 公 正
価 値 の 変 動  
2 A :  ミ ス マ ッ チ を
生 じ る 再 測 定  
2 B :  一 時 的 な 再 測
定  
I FR S 9  資 本 性 金 融 商 品 に 対 す
る 指 定 さ れ た 投 資  
公 正 価 値 の 変
動  
2 A :  O CI と な ら な
い  
2 B :  一 時 的 な 再 測
定  
※在 外 営 業活 動 体 の 財務 諸 表 の換 算 か ら 生じ る 為 替差 額  
(出 典 )  企 業 会計 基 準 委員 会 [2013 ] ,  179 頁お よ び 186 頁 をも とに 作 成 。  
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IAS16 号 及び IA S38 号に お け る再 評 価 剰余 金 の 変動 に つ い て、 リ サ イ
クリ ン グ を行 わ な い 理由 は 、「 再 評価 に よ る資 産 の 帳簿 価 額 の 変動 損 益を
当期 純 利 益に 含 め て しま う と 、配 当 な ど で社 外 流 出す る こ と が可 能 にな
り ，実 体 資 本の 維 持 がで き な くな る た め 、当該 変 動 損益 を OCI を経 由 し
て 再 評 価 剰 余 金 と し て 認 識 し て い る 」 (山 田 [2014 ]166 頁 )か ら で あ る と
され る 。  
 IA S19 号に お ける 確定 給 付 制度 の 再 測 定に つ い て 、リ サ イ クリ ン グ を
行 わ な い 理 由 は 、 IFRS で は 当 期 純 利 益 へ の 振 替 に 関 す る 一 貫 し た 方 針
はな く 、 この 問 題 を 2011 年に 行 った IAS19 号の 修 正 で扱 うの は 時 期尚
早で あ る 。こ の よ う な振 替 の 時期 及 び 金 額を 決 定 する た め の 適切 な 基礎
を識 別 す るの は 困 難 であ る た めと さ れ る 。  
 IFR S9 号 に おけ る FVTOCI ( fa i r  va lue  through other  comprehens ive  
income： そ の 他 の 包 括 利 益 を 通 じ て 公 正 価 値 で 測 定 )測 定 を 選 択 し た 資
本性 金 融 商品 に つ い て、 リ サ イク リ ン グ を行 わ な い理 由 は 、 日本 の 持合
株式 に 配 慮し た も の 、持 合 株 式の 場 合 、 投資 先 と の営 業 上 の 良好 な 関係
の構 築 な ど純 粋 な 投 資に 対 す るリ タ ー ン 以外 の 要 因が そ の 保 有目 的 とさ
れる 。こう し た 投資 に対 す る 利得 及 び 損 失の 認 識 は一 度 だ け とす べ き で、
OCI に 利 得ま た は 損 失を 認 識 した 後 に 、純利 益 に 組み 替 え る こと は 不適
切で あ る とし て い る 。  
 IFR S9 号 に お け る 公 正 価 値 オ プ シ ョ ン を 適 用 し た 負 債 に つ い て の 自
己の 信 用 リス ク 変 動 に起 因 す る公 正 価 値 の変 化 の 金額 を リ サ イク リ ング
しな い 理 由は 、 売 買 目的 で 金 融負 債 を 保 有し て い る場 合 以 外 には 、 自分





図 表 3－ 9：橋 渡 し 項 目 及 び 経 過 的 な 再 測 定 の 概 念 の 、純 損 益 に 現 在 認 識 し
て い る 項 目 へ の 適 用  
I FR S  
 
認 識 さ れ る  
資 産 ま た 負 債  
現 在 の
純 損 益
項 目  
項 目 を 橋 渡 し 項 目 又 は 経 過 的 な 再 測
定 と す る 可 能 性 の あ る 特 徴  
IA S 第
3 7 号  
長 期 の 引 当 金
(廃 棄 、原 状 回 復
及 び 類 似 の 負 債
を 含 む )  
再 測 定  一 時 的 な 再 測 定 ：  
引 当 金 は 長 期 の 性 質 の も の と な る 可
能 性 が あ り 、 こ れ は 、 市 場 ベ ー ス の
イ ン プ ッ ト (割 引 率 な ど )の 小 さ な 変
動 が 、 当 期 に 認 識 さ れ る 再 測 定 に 重
大 な 影 響 を 与 え 得 る こ と を 意 味 す
る 。こ れ ら の 再 測 定 (例 え ば 、割 引 率
の 変 更 の 影 響 )の 諸 側 面 は 、引 当 金 の
存 続 期 間 に わ た り 著 し く 変 動 す る か
又 は 元 に 戻 る 可 能 性 が 高 い 。 こ れ ら
の 項 目 を 区 分 し て O C I に 認 識 す る こ
と は 、 再 測 定 の 他 の 内 訳 項 目 (例 え
ば 、コ ス ト の 増 加 )の 影 響 の 理 解 可 能
性 を 高 め る の に 役 立 つ 可 能 性 が あ
る 。 し か し 、 当 初 認 識 時 に 認 識 す る
損 失 を 事 後 の 再 測 定 と 異 な る 方 法 で
扱 う こ と は 不 整 合 か も し れ な い 。  
IA S 第
4 0 号  
投 資 不 動 産  再 測 定  橋 渡 し 項 目 ：  
投 資 不 動 産 を 再 評 価 し た 場 合 の 評 価
差 額 が 橋 渡 し 項 目 と な り う る 。  
な お 、 事 業 モ デ ル は 次 の 両 方 と な り
得 る 。 ( a )  不 動 産 の 賃 貸 か ら の キ ャ
ッ シ ュ ・ フ ロ ー の 回 収 、 ( b )  不 動 産
の 売 却 。  
IA S 第
4 1 号  
収 穫 時 点 前 の 生







一 時 的 な 再 測 定 ：  
生 物 資 産 は 長 期 で あ る 場 合 が あ り 、
こ れ は 、市 場 ベ ー ス の イ ン プ ッ ト (商
品 価 格 や 割 引 率 な ど )の 小 さ な 変 動
が 当 期 に 認 識 さ れ る 再 測 定 に 重 大 な
影 響 を 与 え 得 る が 、 一 定 期 間 に わ た
り 著 し く 変 動 す る 可 能 性 が 高 い こ と
を 意 味 す る 。 こ れ ら の 項 目 を 区 分 し
て OC I に 認 識 す る こ と は 、純 損 益 に
認 識 さ れ る 再 測 定 の 他 の 内 訳 項 目 に
関 す る 情 報 の 理 解 可 能 性 を 高 め る 可
能 性 が あ る (例 え ば 、成 長 に よ る 価 値
の 変 動 で 純 損 益 に 認 識 さ れ る も
の )  。 ( a )  
 
( a )  IA S 第 4 1 号 「 農 業 」 の 限 定 的 範 囲 の 改 善 の 提 案 は 、 一 部 の 果 実 生 成 型
生 物 資 産 を 有 形 固 定 資 産 と 同 じ 方 法 で 扱 う 可 能 性 が あ る 。 こ れ に よ り
IA S 第 1 6 号 の 再 評 価 モ デ ル が こ れ ら の 資 産 に 利 用 可 能 と な る 。  
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(出 典 ) 企 業 会 計基 準委 員 会 [2013 ] ,187 頁。  
図表 3－ 9 か ら明 ら かな よ う に、 DP の 提案 を 反 映し た 場 合 、 現 行 の
IFRS で 純 損益 に 認 識さ れ て いる い く つ かの 項 目 が概 念 的 に は 橋 渡 し 項
目ま た は 一時 的 な 再 測定 な どの OCI に 該当 す る 可能 性 が あ る。 例 え ば
IAS37 長 期の 引 当金 のう ち 資 産除 去 債 務 が 一 時 的 な再 測 定 に 、 IA S40 投
資不 動 産 が 橋 渡 し 項 目に 、 IAS41 収 穫 時 点前 の 生 物資 産 が 経 過的 な 再測
定に 該 当 する 可 能 性 があ る 。  
 
 リ サ イ クリ ン グ に 対す る 3 つの ア プ ロ ーチ  
  こ こ ま で検 討 し て きた 三 つ のア プ ロ ー チを 認 識 され る そ の 他の 包 括利
益の 種 類 とリ サ イ ク リン グ の 有無 に つ い て 対 比 す ると 次 の よ うに な る。  
[ア プ ロ ーチ １ ]  
      そ の他 の 包 括 利益 の 種 類        リサ イ ク リン グ の 有 無  
         橋 渡 し項 目                             無               
         ミ ス マッ チ項 目                        無               
         一 時 的項 目                             無  
   こ の ア プ ロ ー チ で は 認 識 さ れ る そ の 他 の 包 括 利 益 の 全 て を リ サ イ ク
リン グ し ない か ら 、 IA SB が 当 初に 予 定 して い た アプ ロ ー チ であ る 。  
[ア プ ロ ーチ ２ A ]  
      そ の他 の 包 括 利益 の 種 類        リサ イ ク リン グ の 有 無  
         橋 渡 し項 目                             有               
         ミ ス マッ チ項 目                        有               
   こ の ア プ ロ ー チ で は 現 在 認 識 さ れ て い る 一 時 的 項 目 の 認 識 が 行 わ れ
ない こ と にな る 。 一 時的 項 目 は各 国 で 広 く認 識 さ れて お り 、 リサ イ クリ




[ア プ ロ ーチ ２ B ]  
      そ の他 の 包 括 利益 の 種 類        リサ イ ク リン グ の 有 無  
         橋 渡 し項 目                             有               
         ミ ス マッ チ項 目                        有               
         一 時 的項 目                             無  
 IA SB の 現 在の 基 準 書で は こ のア プ ロ ー チが 取 ら れて い る 。 筆者 は 、こ
れら 三 つ のア プ ロ ー チに 加 え て、 第 4 の アプ ロ ー チを 指 摘 し たい 。  
[第 ４ の アプ ロ ー チ ]  
      そ の他 の 包 括 利益 の 種 類        リサ イ ク リン グ の 有 無  
         橋 渡 し項 目                             有               
         ミ ス マッ チ項 目                        有               
         一 時 的項 目                             有  
 日 本 のア プ ロ ーチ はこ れ で ある 。筆 者 は 20 18 年 3 月 に公 表さ れ た IA SB
の改 訂 概 念フ レ ー ム ワー ク で もこ の 方 向 を目 指 し てい る と 考 える 。  
 
第 5 節  結び  
 本 章 で は、IA SB 概 念フ レ ー ムワ ー ク の DP に お け る包 括 利益 概 念 につ
いて 、 日 本の 概 念 フ レー ム ワ ーク と の 比 較に も と づい て 検 討 を行 っ た。
その 結 果 、IA SB 概 念フ レ ー ムワ ー ク DP では 、包 括利 益 は 収益 － 費 用と
して 計 算 され る も の とし て 概 念規 定 さ れ てい る こ とが 明 ら か とな っ た。
これ は 、 日本 の 概 念 フレ ー ム ワー ク で 純 利益 が 収 益－ 費 用 と して 計 算さ
れる も の とし て 概 念 規定 さ れ てい る の と は大 き く 異な っ て い る。  
現行 の IA SB の 概念 フレ ー ム ワー ク お よ び基 準 書 は、 純 損 益 に関 す る
規程 が 限 定的 で OCI との 区 分 につ い て も明 示 的 に論 じ て い ない 。そ し て
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純損 益 と OCI の 定 義が IA S1 で示 さ れ てい る 。 概念 フ レ ー ムワ ー ク の
DP で は 、純 損 益の 意義 を 認 め、 そ の 情 報を 維 持 して い る 。 そし て 純 損
益へ の 区 分を 原 則 と し 、OCI を 限定 利 用 した 上 で 原則 的 に リ サイ ク ルを
維持 し て いる こ と か ら 、OCI の 少な く と も一 部 は その 後 純 損 益に 認 識 (リ
サイ ク ル )す る こ と とし て い る。  
 IA SB は資 産 お よ び負 債 の 現在 測 定 値 の変 動 (再測 定 )から 生じ る 収 益
また は 費 用の 一 部 が OCI に含 ま れ る とし て お り、 そ れ に 加え て 、 OCI
の使 用 を 限定 的 に 行 うと い う 考え 方 を 示 して い る 。さ ら に 、 OCI 項 目を
リサ イ ク リン グ す る かど う かは IASB が その つ ど 判断 し て い くと い う 立
場を 取 っ てい る 。  
 こ れ に 対し 、 日 本 では 、 純 利益 と 包 括 利益 に つ いて 、 そ れ ぞれ 概 念フ
レー ム ワ ーク で 定 義 し て い る が、 IASB のよ う に OCI の 使 用を 限 定 的に
行う と い う考 え 方 は 今の と こ ろ見 ら れ な い。 そ し て純 利 益 も 包括 利 益も
それ ぞ れ 別個 の 財 務 諸表 の 構 成要 素 と し て、 そ れ ぞれ 意 味 を もた せ て両
者の 連 結 環と し て OCI をと ら える 考 え 方を 取 っ てい る 。 こ こで OCI は
純利 益 と 包括 利 益 の 2 つ の 概念 を 結 合す るだ け で、会 計 の仕 組み の 中 で、
最終 的 には OCI が フル リ サ イク リ ン グ によ っ て 全部 消 滅 す るよ う に し
てい る 。  
現行 の IFRS は 、 OC I の認 識 や リサ イ ク リン グ に つい て 個 別 の会 計 基
準で 規 定 して お り 、 なぜ そ の よう な 処 理 にな る の かに つ い て の基 準 書横
断的 な 説 明が 基 準 書 にも 概 念 フレ ー ム ワ ーク に も 示さ れ て い ない 。 しか
しな が ら 、この よ う な状 況 は 、一部 の OCI 項目 の みの リ サ イク リ ン グと
なり 、 純 利益 が 一 致 の原 則 や クリ ー ン ・ サー プ ラ ス関 係 を 満 たさ な いた





22 . IASB の DP の 6 .35 項 。  
23 .企 業 会計 基 準 委 員会 , 2014 年 5 月 ,4 頁。  
24 .  討 議 資 料  2006 年 ,8 頁 。  
25 .な お 、包 括利 益 が 資産 と 負 債の 認 識 及 び測 定 に 依存 し て 計 算さ れ る利
益で あ る とい う 見 解 も存 在 す る (園 田 2015 年 ,9 頁 )。   
26 .討 議 資料 2006 年 ,9 頁。  
27 .  斉 藤 2008 年 , 52 頁。  
28 .園 田 2013 年 , 11 頁。  
29 .  企 業 会 計 基準 第 25 号 2010 年 ,5 頁 。  
30 .  企 業 会 計 基準 第 25 号 2010 年 ,30 頁 。  
31 .  倉 田 2004 年 , 27―34 頁 。  
32 .日 本 企 業 の 貸 借 対 照 表 に は 土 地 再 評 価 剰 余 金 が 記 載 さ れ て い る 可 能
性 が あ る 。 こ れ は 土 地 再 評 価 法 と い う 特 別 な 法 律 に よ っ て 、 1998 年 3
月 31 日か ら 2002 年 3 月 31 日 ま で の 会計 期 間 に 1 度 に 限 って 認 め られ
た再 評 価 によ る も の であ り 、 現在 で は 再 評価 は 認 めら れ て い ない 。 した
がっ て 、そ の間 に 土 地の 再 評 価を 行 い 、再評 価 差 額を OCI に計 上 し てい
た場 合 に は、 そ の リ サイ ク リ ング が 必 要 にな る 。 しか し 、 日 本に お ける
包括 利 益 計算 書 の 作 成 は 2010 年 9 月 以 降で あ り 、そ の 必 要 は無 い 。こ
の法 律 に 基づ い て 計 上さ れ た 再評 価 剰 余 金は 、 当 該土 地 が 売 却等 処 分さ
れた 時 に は売 却 損 益 とし て 純 利益 計 算 に 含め ら れ るが 、 再 評 価を 行 った
時点 で は 純資 産 に 直 記さ れ て 、包 括 利 益 計算 書 に は計 上 さ れ てい な いか
ら、 リ サ イク リ ン グ には 該 当 しな い 。  
33 .各 ア プ ロ ー チ に 対 す る 賛 成 論 と 反 対 論 は 次 の と お り で あ る (企 業 会 計




ー チ  
賛 成 論  反 対 論  
ア プ ロ
ー チ 1  
リ サ イ ク リ ン グ を な く す る と 複 雑
性 が 減 少 す る 。 例 え ば 、 リ サ イ ク
リ ン グ は 当 期 に 係 る 収 益 及 び 費 用
を 不 明 瞭 に す る 場 合 が あ る 。  
 
収 益 及 び 費 用 の す べ て の 項 目 が 包
括 利 益 計 算 書 に 1 回 だ け 認 識 さ れ
る の で 、 財 務 諸 表 の 理 解 可 能 性 が
高 ま る 可 能 性 が あ る 。  
 
組 替 調 整 額 は 収 益 又 は 費 用 の 定 義
を 満 た さ な い 場 合 が あ る 。  
 
純 損 益 が 利 益 操 作 の 影 響 を 受 け に
く く な る 。  
何 を 純 損 益 と O C I（ リ サ イ ク リ ン
グ な し ）に 表 示 す べ き な の か を 解
決 し な い 。  
 
I A S B が 基 準 を 開 発 又 は 改 訂 す る
際 に 、純 損 益 を O C I と ど の よ う に
区 別 す る の か を 決 定 す る 裁 量 を
過 大 に 与 え る 。  
 
一 部 の 利 得 又 は 損 失 が 純 損 益 に
最 後 ま で 認 識 さ れ な い 可 能 性 が
あ る た め 、リ サ イ ク リ ン グ の 禁 止
は 、企 業 が 自 ら の 経 済 的 資 源 に 対
し て 得 た リ タ ー ン と し て の 純 損
益 の 描 写 を 損 な う 。  
ア プ ロ
ー チ 2 A  
何 を O C I に 認 識 す る の か の 決 定 の
枠 組 み が 明 確 で あ り 、し た が っ て 、
I F R S に お け る 首 尾 一 貫 し た O C I
の 使 用 を も た ら す 可 能 性 が 高 く な
る 。  
 
リ サ イ ク リ ン グ の 一 貫 し た 取 扱 い
は 、 財 務 諸 表 の 複 雑 性 の 低 減 に 役
立 つ 。  
 
収 益 及 び 費 用 の す べ て の 項 目 が 最
終 的 に 純 損 益 に 認 識 さ れ る の で 、
企 業 が 自 ら の 経 済 的 資 源 に 対 し て
得 た リ タ ー ン と し て の 純 損 益 の 描
写 の 支 え と な る 。  
 
O C I 累 計 額 が そ れ ぞ れ の 項 目 に つ







現 在 O C I に 認 識 さ れ て い る 項 目
の 一 部 は 、橋 渡 し 項 目 又 は ミ ス マ
ッ チ の あ る 再 測 定 の 要 件 を 満 た
さ な い 。 一 部 の 人 々 は 、 こ れ ら の
項 目 は O C I に 認 識 す べ き だ と 考
え て い る の で 、橋 渡 し 項 目 及 び ミ
ス マ ッ チ の あ る 再 測 定 の 概 念 の
有 用 性 を 疑 問 視 し て い る 。  
 
I F R S の 将 来 の 進 展 に 従 っ て O C I
を 使 用 す る 柔 軟 性 を I A S B に あ ま
り 与 え な い 。  
 
常 に 項 目 を リ サ イ ク リ ン グ す る
場 合 、当 期 に つ い て 追 加 的 な 目 的
適 合 性 の あ る 情 報 を ほ と ん ど 提
供 し な い 収 益 及 び 費 用 の 項 目 が
純 損 益 に 生 じ る 可 能 性 が あ る 。  
 
リ サ イ ク リ ン グ は 収 益 及 び 費 用
の 項 目 を 繰 り 延 べ る も の で あ り 、
お そ ら く 、リ サ イ ク リ ン グ す る 期
間 に お け る 収 益 又 は 費 用 の 定 義
を 満 た さ な い 。  
ア プ ロ
ー チ 2 B  
O C I の 使 用 に つ い て の 枠 組 み を 提
供 す る が 、 基 準 を 開 発 又 は 改 訂 す
る 際 に I F R S の 進 展 に 従 っ て O C I
の 使 用 を 調 整 す る 若 干 の 裁 量 を
I A S B に 与 え る 。  
 
一 部 の 項 目 の 測 定 は イ ン プ ッ ト の
小 さ な 変 動 に 敏 感 す ぎ て 、 そ の 測
定 の 変 動 を 純 損 益 に 認 識 す る と 、
純 損 益 の 中 の 他 の 項 目 か ら の 基 本
的 な シ グ ナ ル を か き 消 す お そ れ が
あ る 。こ の ア プ ロ ー チ は 、I A S B が
こ れ ら の 項 目 に つ い て O C I で の 区
分 表 示 を 検 討 す る こ と を 可 能 に す
る 。  
I A S B が 基 準 を 開 発 又 は 改 訂 す る
際 の 裁 量 は 、 I F R S に お け る O C I
の 首 尾 一 貫 性 の 低 い 取 扱 い を 生
じ る お そ れ が あ る 。  
 
リ サ イ ク リ ン グ の 首 尾 一 貫 性 の
低 い 取 扱 い を 生 じ る 。 し た が っ
て 、「 リ サ イ ク リ ン グ な し 」や「 す
べ て リ サ イ ク リ ン グ 」の 選 択 肢 よ
り も 複 雑 で あ る 。  
 
一 部 の O C I 項 目 だ け を リ サ イ ク
ル す る こ と は 、純 損 益 の「 優 越 性 」
を 低 下 さ せ る 。一 部 の 項 目 の リ サ
イ ク リ ン グ を し な い こ と に よ り 、
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 こ の ア プ ロ ー チ は 、現 在 O C I に
認 識 し て い る 項 目 を よ り 密 接 に 反
映 す る 。  
リ サ イ ク リ ン グ は 必 ず し も そ の 後
の 期 間 に お け る 取 引 そ の 他 の 事 象
に 関 す る 十 分 に 目 的 適 合 性 の あ る
情 報 を 提 供 し な い 。 こ の ア プ ロ ー
チ は 、 ど の よ う に 場 合 に こ れ に 該
当 す る の か を 決 定 す る 裁 量 を
I A S B に 与 え る 。  
関 連 性 の あ る 取 引 又 他 の 事 象 が
純 損 益 に 決 し て 反 映 さ れ な い 結
果 と な る 可 能 性 が あ る 。  
 
O C I 累 計 額 が 一 部 の 項 目 に つ い
て 意 味 を 持 た な い 場 合 が あ る 。  
(出 典 ) 企 業 会 計基 準委 員 会 [2013 ] ,188―189 頁。  
34 .  IASB に よ る 当 期 純 利 益 と そ の 他 の 包 括 利 益 と の 区 分 に み ら れ る 問
題点 に つ いて は 、米 山 2015 年 ,57 -58 頁 を参 考 さ れた い 。ま た、2013 年
討議 資 料 に対 す る A SBJ の 提 案 を検 討 し た先 行 研 究 と し て 大 倉、 鈴 木、
藪下 [2016 ]が ある 。  
35 .第 1 の問 題 点 は 主と し て、「 当 期 純利 益に 対 す る客 観 的 な 定義 の 付 与」
が「 当 期純 利 益 に含 めて は な らな い 項 目 を客 観 的 に識 別 す る 基準 の 提 供」
と同 一 視 され て い る 点に 求 め られ る 。た だ、「 い った ん そ の 他の 包 括 利益
を介 在 さ れる 項 目 」 を「 橋 渡 し項 目 」、「 ミス マ ッ チの あ る 再 測定 」の 2
類型 、あ る い は「一 時的 な 再 測定 」を 含 めた 3 類 型に 分 類 す る方 法 が 抱












第 4 章  中国における包括利益  
 
第 1 節  はじめに  
1990 年代 の 後半 以 降、ア メリ カ や イギ リス を は じめ と す る 世界 各 国 で
包括 利 益 の報 告 制 度 の導 入 が 進め ら れ て いる 3 6。中 国 にお い ても 、会 計
基準 の 整 備を 進 め る 中で 包 括 利益 の 報 告 が導 入 さ れて い る 。 そこ で 本章
では イ ギ リス 、 ア メ リカ お よ び国 際 会 計 基準 に お ける 包 括 利 益の 報 告の
導入 を 踏 まえ 、 中 国 で包 括 利 益の 報 告 が どの よ う に導 入 さ れ たの か 、ま
た中 国 の 包括 利 益 の 報告 に は どの よ う な 特徴 が あ るか に つ い て取 り 上げ
検討 す る こと に し た い。  
 ま ず 、 イギ リ ス の ASB(A ccount ing  Standards  Board )は 1992 年 10
月 に FRS3(F inancia l  Report ing  Standards )『 財 務業 績 の 報告 (Report ing  
Financia l  Per fo rmance )』 を 公 表し た が 、そ の 中 で総 認 識 利 得損 失 計算
書 (S tandards  o f  To ta l  R ecogni zed  Gains  and  Losses )を導 入 した 。 A SB
は総 認 識 利得 損 失 計 算書 の 導 入の 理 由 に つい て 、「 報 告実 体 の 期間 中 の財
務業 績 を 評価 す る た めに は 、 当期 に 認 識 され た す べて の 利 得 、損 失 を考
慮に 入 れ る必 要 が あ る。 し た がっ て こ の 財務 報 告 基準 書 で は 、当 期 内に
認識 さ れ たあ ら ゆ る 種類 の 利 得と 損 失 に よっ て 株 主資 本 が ど の程 度 増減
して い る かを 示 す た め、 主 要 財務 諸 表 の 一つ と し て総 認 識 利 得損 失 計算
書を 作 成 する こ と を 要求 す る 」 (p ar.56 )とし て い る。  
 こ れ に より 、従来 積立 金 に 直接 加 減 さ れて 認 識 され て い た 項目 の う ち、
「株 主 と の資 本 取 引 を除 く 、 その 期 間 に 株主 に 帰 属す べ き す べて の 利得
損失 が 新 たに 導 入 さ れた 総 認 識利 得 損 失 計算 書 に おい て 開 示 され る こと
とな っ た 」 (p ar.27 )とさ れ て いる 。  
次に 、 ア メリ カ の FASB(Financia l  Account ing  Standards  Board )は
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1997 年に SFAS130(Statement  o f  F inancia l  Account ing  Standards )『 包
括利 益 の 報告 』 を 公 表し た 3 7。 その 背 景 とし て 、 その 当 時 の SFAS およ
び会 計 実 務が 包 括 主 義に 基 づ く損 益 計 算 書か ら 大 きく 逸 脱 し 、損 益 計算
書を 経 由 せず に 資 本 を直 接 増 減さ せ る 項 目を 徐 々 に増 や し て いる 現 状に
懸念 が 表 明さ れ 、 ク リー ン ・ サー プ ラ ス 関係 を 復 活さ せ 、 包 括主 義 損益
計算 書 に 回帰 す る 必 要性 が 説 かれ て い た こと が あ げら れ る。SFAS130 で
は、「 企 業は 包 括 利 益お よ び その 構 成 要 素を 、一 組 の 完全 な 財務 諸 表 を構
成す る 他 の財 務 諸 表 と同 程 度 に目 立 つ も のと し て 表示 さ れ る 財務 諸 表に
おい て 、 表示 し な け れば な ら ない 。 企 業 がそ の 財 務諸 表 に お いて 、 純利
益 を 包 括 利 益 の 中 の 1 つ の 構 成 要 素 と し て 表 示 し な け れ ば な ら な い 」
(par.22 )と し て い る 。 つ ま り 包 括 利 益 と そ の 構 成 要 素 を 報 告 し な け れ ば
なら な い が、「 こ の ステ ー ト メン ト は 、その 財 務 諸表 の 特 別 な様 式 を 要求
し な い 」 (par.23 )と 述 べ て い る 。 し た が っ て 基 準 書 に お け る 表 示 方 法 以
外 に 、 株 主 持 分 変 動 書 に お い て 表 示 す る こ と も 認 め ら れ て い る 。
SFAS130 に お いて 包括 利 益 を報 告 す る 目的 は 、「 出 資 者と して の 立 場に
よる 出 資 者と の 取 引 以外 の 、 当該 期 間 の 認識 さ れ る取 引 お よ び経 済 事象
から 生 じ る、企 業の すべ て の 持分 の 変 動 の測 定 値 を報 告 す る こと で あ る 」
(par.11)と され て い る。  
と こ ろ で 国 際 会 計 基 準 委 員 会 IA SC(Internat i onal  Account ing  
Standards  C ommit tee ) が 1997 年 に 公 表 し た IA S1(In ternat iona l  
Account ing  Standard)『 財 務 諸表 の 表 示 』で は 、包括 利 益 計 算書 の 作成
を強 制 せ ず、 こ れ に 代え て 株 主持 分 の 変 動を 表 示 する 計 算 書 の作 成 を義
務 づ け る こ と と し た (par.96 )。 た だ し 、 包 括 利 益 の 構 成 要 素 以 外 の 項 目
を 注 記 に よ り 表 示 す る 方 式 も 認 め る こ と と し (par.97 )、 包 括 利 益 計 算 書
と同 じ 様 式を 採 用 す る道 を 開 いた 。  
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その 後 、 2007 年 に 改訂 さ れた IAS1 は 、「 所 有者 の 立 場と して の 所 有
者と の 取 引に よ る 資 本の 変 動 以外 の 取 引 によ る 資 本の 変 動 」 (par.7 )を包
括利 益 と 定義 し た 。  
ここ で 、 包括 利 益 は 「純 損 益 」と 「 そ の 他の 包 括 利益 」 か ら なる 。企
業 は 単 一 の 包 括 利 益 計 算 書 か 2 つ の 計 算 書 (す な わ ち 純 損 益 の 内 訳 項 目
を表 示 す る第 1 の 計 算書 と 、純 損 益か ら 開始 し 、そ の 他の 包 括利 益 の 内
訳項 目 を 表示 す る 第 2 の 計 算書 )の い ずれ か に より 、あ る 期間 に 認 識し た
収益 お よ び費 用 の す べて の 項 目を 表 示 し なけ れ ば なら な い (par.81)。  
 中 国 に おい て は 、 中国 の 会 計基 準 と IFRS と の差 異 を 埋め るた め の コ
ンバ ー ジ ェン ス の 作 業を 進 め てい る が 、 さら に IFR S の ア ド プシ ョ ンに
つい て も 検討 が 行 わ れて い る 。  
 し か し 、2015 年 の 時点 で 中 国証 券 取 引 所は IFR S の ア ド プ ショ ン をし
ない と い う立 場 を 表 明し て い る。  
 こ れ ら の国 際 的 な 動向 に 基 づい て 、 中 国の 会 計 基準 は 改 定 が進 め られ
て い る 。 中 国 財 政 部 は 、 2006 年 に 「 企 業 会 計 準 則 」 を 公 表 し 、 そ の 第
30 号 で財 務 諸 表の 表記 方 法 を明 確 に し たが 、こ の 時点 で は 、ま だ包 括 利
益概 念 は 導入 さ れ て いな か っ た 。そ の 後 、2009 年に「 企 業会 計準 則 解 釈
第 3 号」を 公 表し て 正式 に 包 括利 益 概 念 を導 入 し、損 益計 算 書に 包 括 利
益と 関 係 のあ る 項 目 を追 加 す るよ う 要 求 して い る 。  
 特 に「企 業 会 計準 則解 釈 第 3 号 」では 、中 国 の会 計 基 準の 中に 、初め
てそ の 他 の包 括 利 益 と包 括 利 益を 追 加 し た。 そ の 他の 包 括 利 益は 税 効果
控除 後 、 企業 が 直 接 記入 す る 様々 な 利 得 と損 失 で あり 、 包 括 利益 は 企業
の純 利 益 およ び そ の 他の 包 括 利益 の 合 計 であ る 。  
この よ う に中 国 財 政 部は 、2006 年に『 企業 会 計 準則 』を公 表し 、そ の
第 30 号 で 財 務諸 表 の表 記 方 法を 明 確 に した う え で 、 2009 年に『 企 業 会
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計準 則 解 釈第 3 号 』を公 表 し 中国 の 会 計 基準 の 中 に 、初め て 、 正 式に 包
括利 益 概 念を 導 入 し た。 こ れ らの 会 計 基 準は 損 益 計算 書 に 包 括利 益 と関
係の あ る 項目 を 追 加 する よ う 要求 し て い る 。その 後 、中 国財 政部 は 2014
年に「企 業 会 計準 則 」の 改訂 を 行 い、そ れま で の『 企 業会 計 準則 』第 30
号を 廃 止 して 、 新 た に『 企 業 会計 準 則 』 第 30 号 (改定 30 号 準則 )を 公表
して い る 。新 し い 『 企業 会 計 準則 』 第 30 号で は 包 括利 益 概 念が 導 入 さ
れ、 損 益 計算 書 に お いて 「 そ の他 の 包 括 利益 」 「 包括 利 益 合 計」 の 記載
が要 求 さ れる と と も に、 所 有 者持 分 変 動 表に 包 括 利益 の 表 示 が必 要 にな
るな ど 2011 年 6 月 の IAS1 の 改訂 内 容 も反 映 さ れて い る 。  
本章 の 構 成は 次 の と おり で あ る。 第 2 節 では 、 ま ず、 中 国 の 包括 利 益
概念 が 生 成さ れ た 過 程を 概 観 し、包 括利 益の 開 示 につ い て 明 らか に す る。
次に 、包括 利 益 概念 及び 具 体 的方 法 を 示 す。さ らに 、 第 3 節 で、 中 国に
おけ る 包 括利 益 の 報 告の 必 要 性及 び 可 能 性の 分 析 を行 い 、そ れ に 加 え て、 
第 4 節 で 中国 に お け る包 括 利 益の 現 状 を 考察 し 、第 5 節 で 中 国に お ける
いく つ か の重 要 と 考 えら れ る 包括 利 益 の 研究 の 検 討を 通 じ て 今後 の 発展
方向 に つ いて 考 察 し たい 。  
 
第 2 節  中国における包括利益概念の生成  
1.受 託 責 任観 と 意 思 決定 有 用 性概 念  
中国 で は 、1978 年に 開始 さ れ た改 革 開 放 政策 以 来 、市場 経 済 体制 へ の
移行 プ ロ セス に お い て様 々 な 問題 が 起 こ って い る が、 企 業 会 計の 中 心課
題が 利 益 測定 か ら 企 業価 値 の 測定 へ と 変 容を と げ てき て い る と 考 え られ
る。 そ こ で測 定 す る べき 利 益 は、 一 般 投 資家 の た めの 分 配 可 能利 益 とし
ての 実 現 利益 で は な く、 投 資 家の 意 思 決 定に 有 用 な包 括 利 益 であ る と考
えら れ る に至 っ た と され る 。 その 考 え 方 は、 高 度 経済 成 長 期 を経 て 、さ
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らに 顕 著 にな っ て い る。 特 に 、 上 場 企 業 の営 業 活 動に 関 す る 財務 情 報の
完全 な 透 明性 か ら 投 資者 を は じめ と す る 利害 関 係 者は 大 き な メリ ッ トを
得る こ と がで き る よ うに 中 国 にお け る 会 計基 準 の 整備 は 市 場 の存 続 のた
めの 基 本 的な 条 件 で ある 。  
 ま ず 、はじ め に 2006 年 2 月 に 中 国財 政部 が 公 表し た『 企 業会 計 準 則』
の第 1 項 準則 お よ び 第 38 項 準 則 と新 し い会 計 の 体系 を 取 り 上げ る 3 8。  
 2006 年 2 月に 中 国財 政 部 が公 表 し た『企 業 会 計準 則 』で は包 括 利 益概
念は 示 さ れて い な い 、し か し 、中 国 の 会 計基 準 に おい て 初 め て会 計 目標
を明 確 に して い る 。 特に 利 得 と損 失 、 所 有者 持 分 変動 表 の 追 加、 公 正価
値測 定 の 属性 、 金 融 商品 の 認 識と 測 定 を 明確 に し てい る 。  
 次 に 、 2006 年 2 月に 中 国 財政 部『企 業会 計 準 則 ―基本 準 則』で 示さ れ
た会 計 目 標に つ い て 見て い く こと に し た い。 中 国 財政 部 『 企 業会 計 準則
―基 本 準 則 』 で は 「 財 務 会 計 報 告 の 目 的 は 、 財 務 会 計 報 告 は 、 財 務 会 計
報告 の 利 用者 に 企 業 の財 務 状 態、 経 営 成 績お よ び キャ ッ シ ュ ・フ ロ ーの
状況 に 関 する 会 計 情 報を 提 供 し、 企 業 経 営者 の 受 託責 任 の 履 行状 況 を反
映す る こ とに よ り 、 財務 会 計 報告 の 利 用 者の 経 済 的意 思 決 定 に資 す るこ
とに あ る 」 (第 四 条 )。  
 こ の よ うに 企 業 会 計準 則 で は 、受 託 責 任と 意 思 決定 有 用 性 とい う 2 つ
の会 計 目 的を 融 合 し てい る 。 この 目 的 は 、財 務 の 保護 と 投 資 者利 益 を同
時に 重 視 し、 財 務 報 告の 意 思 決定 有 用 性 を強 調 す る。  
 包 括 利 益の 特 徴 は 、企 業 の 利害 関 係 者 に有 用 な 情報 を 提 供 する 財 務会
計の 目 的 を一 定 程 度 良く す る こと で あ る 。  
 こ こ で 、受 託 責 任 観と 意 思 決定 有 用 性 概念 だ け でな く 、 企 業収 益 に関
する 報 告 の発 展 状 況 が重 視 さ れる 。  
 意 思 決 定有 用 性 は 投資 家 が 将来 キ ャ ッ シュ ・ フ ロー を 予 測 する の に役
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立つ 企 業 成果 等 を 開 示す る こ と に あ る 。 すな わ ち 、会 計 情 報 には 、 投資
家が 企 業 の不 確 実 な 成果 を 予 測す る の に 有用 で あ るこ と が 期 待さ れ てい
る。  
伝統 的 な 損益 計 算 書 は受 託 責 任観 が 中 心 であ り 受 託責 任 観 は 、事 業者
の過 去 の 経営 状 況 を 反映 す る もの と さ れ る。  
「い ま 、 中国 の 会 計 目標 は 伝 統的 受 託 責 任観 の か わり に 意 思 決定 有用
性を 重 視 して い る と いわ れ る 」 (陳 慧 [2010]2 頁 )。  
 中 国 に おけ る 包 括 利益 概 念 は 、2009 年 に中 国 財 政部 が 公 表 した「 企 業
会計 準 則 解釈 第 3 号 」で 初 めて 導 入さ れ た。こ のた め 中国 企 業は 会 計 実
務の 中 で この 規 定 を 適用 し て いた が、中 国財 政 部は 2014 年 に新 た に「 企
業会 計 準 則 」 第 30 号 (改 定 30 号 準 則 )を公 表 し 、企 業 会 計 準則 の 中 に包
括利 益 概 念が 導 入 さ れた 。  
 改 定 30 号準 則 は 国際 会 計 基準 第 1 号 ( IA S1 )の 2011 年 6 月の 改 訂 内容
も反 映 し てい る 。 つ まり 、 そ の他 の 包 括 利益 の 項 目は 、 IA S1 と同 様 に、 
(1 )  将 来 期 間 に 損 益 に 組 替 調 整 (リ サ イ ク ル )さ れ る こ と の な い そ の 他 の
包括 利 益 と、  
(2 )  将来 期 間 に損 益 に 組 替調 整 (リサ イ ク ル )され る そ の他 の 包 括 利益 の 2
種類 に 分 けて 表 示 し なけ れ ば なら な い と され て い る。  
 
2 .収 益費 用 観 (収 入 費用 観 )と 資 産 負債 観  
 会 計 上 の 伝 統 的 な 利 益 計 算 に 重 大 な 挑 戦 を 挑 ん だ の が 、 ア メ リ カ の
FASB 概念 フ レー ム ワー ク プ ロジ ェ ク ト によ っ て SFAC の公 表に 先 立 ち
公開 討 論 のた め の 資 料と し て 1976 年 に 公表 さ れ た、 討 議 資 料『 財 務会
計お よ び 報告 の た め の概 念 的 枠組 み ： 財 務諸 表 お よび そ の 測 定の 構 成要
素』 で あ った 。『討 議資 料 』 は会 計 上 の 測定 に 関 して 相 対 立 する 2 つ の
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アプ ロ ー チ、 す な わ ち資 産 負 債観 と 収 益 費用 中 心 観を 提 示 し てい る 。  
『討 議 資 料』 に よ れ ば、 資 産 負債 観 に お いて は 、 資産 及 び 負 債の 定義
に依 存 し て利 益 と そ の内 訳 要 素の 定 義 が 導か れ る 。そ れ と は 対照 的 に収
益費 用 中 心観 に お い ては 、 収 益お よ び 費 用な ら び にそ れ ら の 「関 連 」な
いし 「 対 応」 の 定 義 に依 存 し て利 益 の 定 義が 導 か れる 。 そ の 後に 、 必ず
しも 企 業 にと っ て の 経済 的 資 源や 義 務 で はな い も ので 資 産 負 債中 心 観に
おい て は 資産 負 債 に 含ま れ な いも の に つ いて も 、 期間 利 益 算 定上 必 要と
され る 範 囲内 に お い て、 貸 借 対照 表 上 の 資産 性 、 負債 性 が 認 めら れ るこ
とに な る 。  
収 益 費 用 中 心 観 に よ る 利 益 計 算 と 資 産 負 債 中 心 観 に よ る 利 益 計 算 の
最も 大 き な違 い は 、 資産 負 債 観に お い て は貸 借 対 照表 の 項 目 が経 済 的資
源お よ び 義務 を 表 す 資産 負 債 に限 定 さ れ 、そ の 要 件を 満 た さ ない も のは
貸借 対 照 表か ら 除 外 され る と いう こ と で ある 。  
中国 の 会 計理 念 は 収 益費 用 観 から “収 益 費用 観 を 基礎 と し て 、そ こに 資産
負 債 観 を 組 み 合 わ せ る と い う 考 え 方 ”に 変 化 し て き て い る と い わ れ る (鄭
麗人 [2010],34 頁 ) 3 9。  
新 会 計 基 準 に お け る 変 動 は 下 記 の 例 に 示 さ れ る よ う に 資 産 負 債 観 を
体現 し て いる 。  
①  『企 業 会 計準 則 ―基 本準 則 』に は 資産 、負債 、純資 産、収 益 、費 用 、
所有 者 利 益と い う 六 会計 要 素 を再 定 義 し てい る 。新 要素 の 定 義は 資
産か ら 出 発し 、経 済 利益 の 流 れに よ っ て それ ぞ れ の基 本 的 な 要素 を
定義 し 、 資産 負 債 観 の要 求 を 体現 し て い る。  
②  『企 業 会 計準 則 ―基 本準 則 』 第四 十 二 は 会計 の 測 定属 性 を 5 つ列 挙
して い る 。  
すな わ ち 、取 得 原 価 、取替 原 価 、実 現 可 能価 額 、現在 価 値 、公正 価
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値が そ れ であ る 。こ れ に よ り 真実 な 企 業 の財 務 状 況を 反 映 し てい る 。
貨幣 以 外 の資 産 交 換 、債 務の 再 構成 、資 産の 減 損 、金融 商 品 、投 資
用 不 動 産 、 非 共 同 支 配 の 下 の 会 社 合 併 な ど に 公 正 価 値 を 適 用 す る 。
金融 商 品 取引 は 公 正 価値 を 唯 一の 測 定 属 性と す る 。  
③  『企 業 会 計準 則 第 18 号 ―所得 税 』に お いて 、貸借 対 照 表債 務法 の 運
用は 資 産 負債 観 を 体 現し て い る 。貸 借 対 照表 債 務 法が 資 産 又 は負 債
の 帳 簿 価 額 と 課 税 基 準 の 差 異 に よ り 生 じ る 繰 延 税 金 資 産 と 繰 延 税
金負 債 の 根拠 と な っ てい る 。所 得税 費 用 につ い て 当期 所 得 税 と繰 延
税 金 資 産 と 繰 延 税 金 負 債 の 期 末 と 期 首 と を 比 べ て 決 定 す る 方 法 を
採用 し て いる 。この 方法 は 、収 益 の 確認 と測 定 が 資産 負 債 表 の資 産
と負 債 の 会計 概 念 の 要求 に 従 って お り 、資産 負 債 観を 体 現 し てい る
もの と 考 えら れ る 。  
④  『新 企 業 会計 準 則 』 第 1 号 「 棚卸 資 産」 第 14 条 は 、 後入 先 出法 を
禁止 し て いる 。償却 資産 の 減 損引 当 金、資産 と 負 債の 定 義 を 満た さ
ない 引 当 金項 目 と 繰 延項 目 は 貸借 対 照 表 に計 上 さ れな い 。こ のた め
資産 負 債 観を 体 現 し てい る 。  
 
3 .公 正価 値 の 使用  
 中 国 会 計基 準 に お ける 「 公 正価 値 」 の 使用 は 全 面的 で あ る と 考 え られ
るほ ど 広 範囲 に 及 ん でい る と いう 評 価 が 2006 年 の『 企 業 会計 準 則 』の
公 布 に よ っ て な さ れ て き て い る と い わ れ る (王 莉 婕 [2007],21 頁 )。 し か
し、 中 国 会計 基 準 の 内容 を 詳 細に み て い くと 、 国 際会 計 基 準 で求 め られ
てい る 「 公正 価 値 」 の広 範 な 適用 に 対 し て、 中 国 の会 計 基 準 では 「 公正
価値 」 の 採用 は 活 発 な市 場 の 存在 と 信 頼 しう る 程 度の 測 定 可 能性 が ある
場合 に 限 定さ れ 、 ま た個 別 の 準則 に お い て「 公 正 価値 」 の 使 用に 詳 細な
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条件 を 課 して い る と いう 特 徴 がみ ら れ る 。  
 2006 年 2 月『企 業会 計 準 則第 7 号 ―非貨 幣 性 資産 の 交 換 』では 、非 貨
幣性 資 産 の交 換 は 下 記の ① お よび ② の 2 つの 条 件 を同 時 に 満 たす 場 合に
は、 そ の 公正 価 値 と 支払 わ な けれ ば な ら ない 関 連 税金 費 用 を 受入 資 産の
取得 原 価 とし 、 公 正 価値 と 払 出資 産 の 帳 簿価 額 と の差 額 を 当 期の 損 益と
す る と 規 定 さ れ て い る (第 三 条 )。 ① 当 該 交 換 が 商 業 的 実 質 を 伴 っ て い る
こと 。 ② 受入 資 産 ま たは 払 出 資産 の 公 正 価値 が 信 頼性 を も っ て測 定 でき
るこ と 。 また 、 受 入 資産 お よ び払 出 資 産 のい ず れ の公 正 価 値 も信 頼 性を
もっ て 測 定で き る 場 合に は 、 受入 資 産 の 公正 価 値 の方 が 信 頼 性が よ り高
いこ と を 示す 確 実 な 証拠 が な い限 り 、 払 出資 産 の 公正 価 値 を 受入 資 産の
取得 原 価 を確 定 す る ため の 基 礎と す る 必 要が あ る 。  
 ま た 『 企業 会 計 準 則第 7 号 ―非貨 幣 性 資産 の 交 換  応 用 指 南』 の 三に
よれ ば 、 信頼 性 を も って 測 定 で き る と は 以下 の い ずれ か の 状 況に 合 致す
るこ と を 指す と さ れ る。 ① 受 入資 産 ま た は払 出 資 産に 活 発 な 市場 が 存在
する 。 ② 受入 資 産 ま たは 払 出 資産 に 活 発 な市 場 が 存在 し な い が、 同 種ま
たは 類 似 する 資 産 の 活発 な 市 場が 存 在 す る。 ③ 受 入資 産 ま た は払 出 資産
に同 種 ま たは 類 似 す る資 産 の 比較 可 能 な 市場 取 引 が存 在 し な い場 合 、評
価技 法 を 用い て そ の 公正 価 値 を確 定 し な けれ ば な らな い 。さ らに 、『 企業
会計 準 則 第 7 号 ―非 貨幣 性 資 産の 交 換 』 では 、 財 務諸 表 の 注 記と し て開
示す べ き 項目 と し て 4 つ 規定 し て いる (第 十 条 )。 そ の なか の 1 つ には 受
入資 産 、払 出 資 産の 公正 価 値 およ び 払 出 資産 の 帳 簿価 額 が 含 まれ て い る。 
 と こ ろ で中 国 の 企 業会 計 準 則 第 7 号 の「非 貨 幣性 資 産の 交 換 」に おけ
る「 公 正 価値 」 の 使 用は 、 内 容上 は 国 際 会計 基 準 とほ ぼ 同 様 であ る と考
えら れ る 。し か し 中 国会 計 基 準に お け る 「公 正 価 値」 の 使 用 は国 際 会計
基準 と は 大き な 差 が 存在 す る 。まず 、国 際会 計 基 準で は 、「 公正 価 値 」測
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定の 対 象 は長 期 資 産 と長 期 負 債に ま で 及 んで お り、で き るだ け多 く の「 公
正価 値 」 情報 を 測 定 開示 さ せ る内 容 に な って い る 。国 際 会 計 基準 の 多く
の基 準 は 「公 正 価 値 」と 「 原 価」 を 選 択 適用 と し 、事 実 上 「 公正 価 値」
によ る 測 定を 推 奨 し てい る と も考 え ら れ る。 し か し、 中 国 の 非金 融 商品
に関 係 す る会 計 基 準 にお け る 「公 正 価 値 」の 使 用 は慎 重 で あ る。 こ のた
め中 国 で は「 取 得 原 価」 に よ る測 定 を 原 則と す る もの と 考 え られ る 。  
 中 国 に おい て も 包 括利 益 は 「純 損 益 」 と「 そ の 他の 包 括 利 益」 か らな
る。 包 括 利益 の 開 示 が導 入 さ れる 前 の 会 計実 務 に おい て 、 中 国の 利 益報
告書 は 損 益計 算 書 で あ っ た 。 しか し 、 中 国に お い ても 純 利 益 の報 告 が成
熟し て お り、 そ の 他 の包 括 利 益を ど の よ うに 報 告 すれ ば 、 良 いか が 改革
への 鍵 で ある と さ れ てい た 。そし て、「 未実 現 利 得」と「 未 実現 損 失 」の
報告 は 公 正価 値 の 使 用に よ っ て分 離 す る こと は で きな い も の とさ れ てい
たの で あ る 。  
4.利 得 と 損失  
(1 )利得 と 損失 の 定 位問 題  
  会 計要 素 は 会計 対象 の 具 体的 な 分 類 であ り 、経 済 的 内容 に基 づ い て会
計対 象 に 分類 す る 。  
FASB は 会 計要 素 を 資産 、 負 債、 所 有 者 の投 資 、 収益 、 所 有 者収 入 、営
業利 益 、 費用 、 利 得 、損 失 、 包括 利 益 と して い る 。  
ASB は 会計 要 素を 資 産、負債 、所 有 者 利 益、引当 金、利 得、損失 と し て
いる 。 そ して 、 利 得 の中 に 収 入と 狭 義 の 利得 を 含 んで い る 。 また 、 損失
に費 用 と 狭義 の 損 失 を含 ん で いる 。  
IASC は 会計 要 素 を 資産 、負債 、所 有 者 の投 資 、収 益、費 用 とし て い る。
そし て 、 収益 は 利 得 を含 み 、 費用 は 損 失 を含 ん で いる 。  
FASB で は 利 得 、 損 失 は 独 立 の 会 計 要 素 と し て 定 義 さ れ て い る 。  A SB
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で は 広 義 の 利 得 と 損 失 の 概 念 を 採 用 し て い る 。 IASC で は 狭 義 の 利 得と
損失 の 概 念を 採 用 し てい る 。 それ ら は 収 益と 費 用 に含 ま れ て いる 。 すべ
ての 利 得 と損 失 は 、 会計 要 素 とし て は な らな い と され て い る 。  
 中 国 で は国 際 会 計 基準 の 利 得と 損 失 の 概念 を 2006 年 頃 に 導入 し た。
定義 を 比 較す る と 、 利得 と 損 失及 び 収 入 と費 用 の 性質 は 非 常 に類 似 して
いる 。 所 有者 持 分 の 増加 ま た は減 少 に 関 係な く 、 それ ら の 違 いは 収 入お
よび 費 用 は企 業 の 日 常生 活 の 中で 発 生 し た経 常 的 な項 目 で あ るの に 対し
て、 利 得 と損 失 は 、 企業 の 非 日常 的 活 動 で発 生 し た非 経 常 的 な項 目 であ
る点 で あ る。  
(2 )利得 と 損失 の 分 類問 題  
2006 年 の 『企 業 会 計 準 則 ―基 本 準 則 』 で は 利 得 と 損 失 は次 の 二 つ に
分か れ て いた 。1 つ は、直 接 当期 の 損 益 に計 上 さ れる 利 得 と 損失 、もう
1 つは 直 接 所有 者 持 分に 計 上 され る 利 得 と損 失 で ある 。ここ で、直 接 当
期 の 損 益 に 計 上 さ れ る 利 得 と 損 失 は 、 企 業 の 日 常 活 動 に 関 係 す る 各 利
得 と 損 失 が 含 ま れ る 。 例 え ば 、 非 流 動 資 産 の 処 分 利 益 、 非 貨 幣 性 資 産
の交 換 利 益、債 務 再 編利 益 、寄付 金 な ど であ り 、「 営 業 外収 入 」に 計 上
さ れ る 。 一 方 、 例 え ば 、 損 失 を 含 む 、 非 貨 幣 性 資 産 の 処 分 損 失 、 交 換
損 失 、 債 務 再 編 損 失 、 公 益 的 寄 付 金 支 出 な ど は 「 営 業 外 支 出 」 に 計 上
さ れ る 。 し か し 直 接 所 有 者 持 分 に 計 上 さ れ る 利 得 と 損 失 は 、 投 下 資 本
や 所 有 者 関 係 の 利 益 ま た は 損 失 を 所 有 者 に 利 益 分 配 す る こ と で 持 分 変
動 に つ な が る 当 期 損 益 に 計 上 す る べ き で は な い と 考 え ら れ る 。 こ の た
め中 国 に おい て も 包 括利 益 が 導入 さ れ た もの と 考 えら れ る 。  
(3 )利得 と 損失 の 表 示問 題  
企業 の 資 産に 関 す る 利得 と 損 失は 、 販 売 金融 資 産 で手 に 入 る もの の公
正価 値 の 変化 と 資 産 の分 類 方 法の 下 で の 投資 対 象 単位 の 他 の 企業 の 資産
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の変 化 な ど、 資 産 負 債表 の 中 に 利 益 剰 余 金と し て 反映 さ れ る 。損 益 計算
書の 中 に 公正 価 値 の 変化 、 損 益会 計 、 商 取引 金 融 資産 、 取 引 財政 的 負債
と投 資 不 動産 、（ 公 正 価 値 モ デル で 測 定 され る ）デ リ バテ ィ ブ、ヘ ッジ な
ど公 正 価 値の 変 化 か ら生 じ て いる 現 在 の 利得 と 損 失で 、 利 得 と損 失 は 包
括利 益 が 導入 さ れ る まで 直 接 所有 者 持 分 に 記 録 さ れて い た 。  
 
第 3 節  中国における包括利益の報告  
1 .  包括 利 益 の報 告 の 必 要性  
包括 利 益 の報 告 は 、 会計 情 報 利用 者 に 情 報と 意 思 決定 の 前 提 を提 供す
る。 包 括 利益 計 算 書 は、 実 現 利益 と 未 実 現利 益 の 報告 を 反 映 する 。 これ
らは 各 収 益項 目 の 安 定性 、 持 続性 、 比 較 可能 性 及 び経 営 者 の 努力 程 度に
区別 さ れ る。 収 益 の 実現 状 況 の全 面 情 報 を提 供 す る。 投 資 者 に対 し て所
有者 持 分 の増 加 の 詳 細情 況 を 提供 す る 。 どん な 収 益を 長 期 に わた っ て獲
得す る こ とが で き る のか 。ど んな 収 益 を 臨時 に 獲 得し た の か (非 経 常 性 )。
この よ う に包 括 利 益 の報 告 は 投資 者 の 経 済的 意 思 決定 に 有 用 な財 務 情報
の有 用 性 と合 致 し て いる 。  
包括 利 益 の報 告 は 会 計制 度 に おけ る 会 計 情報 の 開 示、 利 益 操 作の 防 止、
会計 情 報 の粉 飾 行 為 の防 止 、 投資 者 利 益 の保 護 、 資本 市 場 の 健全 な 発展
の促 進 に とっ て 役 立 つと さ れ る。さ らに 、包 括 利益 の 報 告は 臨時 的 (非経
常 )損 益 を通 じ た 会 社の 純 利 益の 調 節 や 、会 計 に関 す る 公正 性、比 較可 能
性の 問 題 から 生 じ る 会計 情 報 を通 じ た 投 資者 か ら の 不 信 任 お よび 中 小株
主の 利 益 の侵 害 を 防 止す る 結 果に つ な が り、 ひ い ては 資 本 市 場の 発 展に
つな が る 。包 括 利 益 の報 告 は 実現 利 益 と 未実 現 利 益を 区 別 し 、上 場 企業
の経 営 成 績を 明 ら か にし 、 上 場企 業 の 利 益操 作 の 問題 を 抑 制 する 結 果を
もた ら す と考 え ら れ てい る (秦捷 [2007 ] ,17 頁 )。    
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包括 利 益 の報 告 は 会 計基 準 の 国際 的 な コ ンバ ー ジ ェン ス や 、 資本 市場
のグ ロ ー バル な 発 展 や、 各 国 会計 制 度 の 差異 の 縮 小に つ な が ると と もに
各 国 の 会 計 情 報 の 比 較 可 能 性 を 向 上 さ せ る と 考 え ら れ る 。 中 国 の WTO
加盟 後 、 中国 企 業 の 会社 は 国 際的 に 発 展 して お り 、包 括 利 益 の報 告 の 中
国へ の 導 入は 、 中 国 の会 計 情 報と 国 際 企 業の 公 表 する 会 計 情 報の 差 異を
縮小 さ せ 、会 計 情 報 の比 較 可 能 性 を 高 め 、企 業 の 資金 調 達 コ スト を 下げ
る結 果 を もた ら す と 考え ら れ る。  
2 .  採用 さ れ た包 括 利 益 の報 告 方 式  
中国 で 採 用さ れ た 包 括利 益 の 報告 方 式 に は次 の 3 つの 方 式 が ある 。  
①  一計 算 書 方式 (一 表 法 )  
一計 算 書 方式 は、純 利益 と そ の他 の 包 括 利益 を ま とめ て 表 示 する 。
包 括 利 益 の 純 利 益 表 と 全 部 利 得 、 損 失 表 を 一 つ の 表 で 示 し た 、 収
益 と 包 括 利 益 の 報 告 を 言 う 。 一 計 算 書 方 式 の メ リ ッ ト は 、 (1 )企 業
が 所 有 す る 包 括 利 益 項 目 が １ つ の 表 に 示 さ れ る た め 、 会 計 情 報 利
用 者 の 理 解 と 分 析 に と っ て 便 利 で あ る 。 (2 )会 計 情 報 利 用 者 に 対 し
て そ の 他 の 包 括 利 益 の 透 明 性 を 高 め 、 報 告 の 理 解 可 能 性 と 会 社 間
の 報 告 の 比 較 可 能 性 を 高 め る 。 (3 )会 計 情 報 利 用 者 が よ く 知 っ て お
り 、 中 国 で 広 く 使 わ れ て い る 包 括 利 益 の 計 算 書 方 式 と い う 点 で あ
る。  
②  二計 算 書 方式 (両 表 法 )  
二 計 算 書 方 式 は 、 伝 統 的 な 損 益 計 算 書 、 す な わ ち 、 包 括 利 益 の 純
利 益 表 と 全 部 利 得 損 失 表 の 二 つ の 表 で 示 し た 、 収 益 と 包 括 利 益 の
報 告 を 言 う 。 二 計 算 書 方 式 は 、 企 業 の 財 務 業 績 は 単 一 の 損 益 計 算
書 に 反 映 す る 現 状 を 変 え て 、 企 業 の 財 務 業 績 は 損 益 計 算 書 と 全 部
利得 損 失 表と い う 2 つの 表 に 反映 さ れ て いる と 考 えて い る 。この 2
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つ の 表 は 企 業 の 基 本 財 務 諸 表 で 重 要 な 地 位 を 占 め て い る 。 こ の よ
う に 、 純 利 益 表 と 全 部 利 得 損 失 表 は 、 企 業 の あ る 時 期 の 経 営 業 績
を反 映 し、会 計情 報 利用 者 の 意思 決 定 に 役立 つ と いう こ と で ある 。 
し か し 、 別 の 面 か ら 見 て 、 二 計 算 書 方 式 は 使 用 者 に 純 利 益 と 包 括
利益 の 2 種類 の 異 なっ た 業 績報 告 を 同 時に 主 要 な財 務 情 報 とし て
提供 す る 。その 結 果 、二計 算 書 方式 で は 純利 益 と 包括 利 益 の うち 、
い っ た い ど の 財 務 情 報 に よ る 意 思 決 定 が よ り 役 に 立 つ の か と い う 、
利用 者 の 迷い を 解 消 する の が 難し い と さ れる (汪晓麗 [2007 ] ,25 頁 )。 
 
③  変動 表  
変 動 計 算 書 で は 、 従 来 の 損 益 計 算 書 構 造 を 重 視 し て お り 、 純 利 益
に 対 し て 包 括 利 益 の 目 的 適 合 性 や 有 用 性 を そ れ ほ ど 高 く 評 価 し て
いな い よ うに 見 受 け られ る 。国 際会 計 基 準は 、 1997 年 8 月 に承 認
され た 改訂 IAS1『 財務 諸 表 の表 示』で は、包括 利 益 計算 書 に相 当
す る 計 算 書 の 強 制 は 見 送 ら れ 、 こ れ に 代 え て 株 主 持 分 の 変 動 の 表
示 が 義 務 づ け ら れ た 。 し か し 、 こ の や り 方 に も 明 ら か な 不 足 が あ
る と 考 え ら れ る 。 な ぜ な ら 持 分 変 動 表 に お い て 包 括 利 益 と そ の 内
訳 を 報 告 す る 、 つ ま り 、 包 括 利 益 を 反 映 す る 収 益 性 を 反 映 し て 足
り な い こ と や 、 そ の 他 の 包 括 利 益 の 透 明 性 を 高 め る に は 足 り な い
こと が 指 摘で き る 。  
 
3 .  包括 利 益 報告 方 式 の 選択  
 包 括 利 益報 告 の 3 つの 方 式 のう ち、中 国の 会 計 実務 に お い て、一 計算
書方 式 を 採用 し て い る企 業 が 多い と い わ れる 。そ の 理由 と し て次 の 3 つ
の理 由 が 示さ れ て い る (汪晓麗 [2007] ,27 頁 ) 4 0。  
115 
 
①  損益 計 算 書の 注 記 に おい て 包 括利 益 の 内 訳を 表 示 する た め 。  
現在 、 中 国の 会 計 基 準と 会 計 制度 が 規 定 する そ の 他の 包 括 利 益項 目は
少な い 。 例え ば 外 貨 換算 差 額 、資 産 評 価 差額 、 金 融資 産 の 公 正価 値 変動
など わ ず かで あ り 、 これ ら を わざ わ ざ 二 つの 計 算 書で 表 示 す る意 義 は乏
しい も の と考 え ら れ る。 こ の ため 、 損 益 計算 書 の 注記 に お い て包 括 利益
とそ の 他 の包 括 利 益 を表 示 す る。 注 記 中 、純 利 益 は第 一 行 、 そし て その
他の 包 括 利益 の 金 額 を例 示 す る、 最 後 の 純利 益 と その 他 の 包 括 利 益 の金
額を 加 え ると 包 括 利 益総 額 を 得る こ と が でき る 。  
②単 一 の 業績 観 の も とで 、 一 計算 書 方 式 を採 用 し てい る た め 。  
 中 国 の 財務 諸 表 の 情報 利 用 者が ま す ま す公 正 価 値概 念 に 慣 れる 一 方 で、
収益 実 現 概念 は 徐 々 に薄 れ て きて い る 。 そし て 収 益実 現 原 則 を考 え る損
益計 算 書 と包 括 利 益 表を 連 結 する 一 計 算 書方 式 で 財務 業 績 の 報告 を 行 い、
総額 収 益 情報 を 反 映 する 。 異 なる 使 用 者 情報 の 需 要を 満 た す ため に 、注
記で 伝 統 的な 情 報 を 提供 す る とと も に 、 使用 者 に より 有 用 な 情報 を 提供
する 。  
③二 計 算 書方 式 の 概 念を も と に、 総 合 収 益表 を 作 成す る た め 。  
 中 国 の 市場 経 済 の 発展 に と もな い 、 各 種資 本 市 場は ま す ま す完 備 して
きて い る 、企 業 の 財 務業 績 に 影響 す る 事 項と 状 況 は必 然 的 に 増加 し てい
る。 各 資 産の 現 在 の 価値 や 公 正価 値 が 入 手し や す い場 合 、 中 国の 会 計実
務は 早 め に資 産 の 公 正価 値 を 反映 す る と いう 。 一 方、 そ の 他 の包 括 利益
の内 容 が 増え て い る 。さ ら に 、そ の 他 の 包括 利 益 に関 連 す る 金額 も ます
ます 大 き くな り 、 両 方の 相 関 情報 が ア ッ プし 、 ま た現 在 の 純 利益 の もと
で生 ま れ た大 き な ミ スマ ッ チ を避 け る こ とが で き ると 考 え ら れる 。  
4 .  中国 に お ける 包 括 利 益の 意 義  
中 国 で は 包 括 利 益 の 制 度 化 に つ い て 次 の よ う な 意 義 が あ げ ら れ て い
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る (王 莉 婕 [2007],20 頁 )。  
まず 、 企 業の 利 益 操 作を 制 御 でき る こ と があ げ ら れる 。 会 計 計算 にお
いて 、 未 認識 の 利 得 また は 損 失を 、 資 産 の置 き 換 えな ど の 方 法に よ って
当期 の 損 益に 変 化 さ せる の が 最も 一 般 的 な利 益 操 作の 方 法 で ある と いわ
れる 。 し かし 、 財 務 報告 は 、 当期 の 経 営 成果 を 包 括利 益 の 報 告で 採 用す
る場 合 、 上記 の 方 法 など に よ って 利 益 を 操る 可 能 性を 根 本 的 に防 止 する
こと が で き、 そ れ に よっ て 会 計情 報 を 真 実に し 、 より 信 頼 で きる よ うに
する こ と がで き る 。 この 点 に 関し て 、 現 在、 上 場 企業 に つ い て、 情 報開
示、 広 範 な投 資 家 の 合法 的 な 権益 を 保 護 し、 資 本 市場 の 健 全 な発 展 を促
進す る こ とが 重 要 で ある と 考 えら れ て い る。  
次に 、資産 の 実 質価 値を 有 効 に反 映 す る こと が で きる こ と が あげ ら れ る。
包括 利 益 にお い て 、 資産 は 公 正価 値 を 示 し、 歴 史 的原 価 で 測 定す る ので
はな い た め、 資 産 の 実質 価 値 を有 効 に 反 映す る こ とが で き る 。中 国 企業
の資 産 の 時価 総 額 は いく つ か の要 素 （ 例 えば 価 格 や予 測 の 変 動） の 影響
で変 化 が 大き い た め 、い く つ かの 企 業 、 特に 伝 統 のあ る 老 舖 企業 の 保有
資産 の 現 実的 な 公 正 価値 と 資 産の 帳 簿 価 額と の 差 額、 す な わ ち一 種 の予
想損 益 を 明ら か に し て、 企 業 の財 務 状 況 と経 営 成 績を よ り 全 面的 に 反映
する こ と がで き る 。 これ は 投 資家 と 債 権 者の 投 資 意思 決 定 と 与信 の 意思
決定 の た めに 有 用 な 客観 的 根 拠を 提 供 し てい る 。  
続い て 、  デ リ バテ ィブ に 関 する 公 正 価 値の 変 動 を反 映 で き るこ と が あ
げら れ る 。 包 括 利 益 の開 示 が 導入 さ れ る まで は 歴 史的 原 価 の 原則 と 実現
の原 則 に 基づ い て 、 多く の デ リバ テ ィ ブ に関 す る 公正 価 値 は 、貸 借 対照
表や 損 益 計算 書 の 中 で反 映 さ れる こ と は な か っ た が、 そ の よ うな 会 計処
理は 巨 大 なリ ス ク を 含ん で い る も の と 考 えら れ る ため で あ る 。  
さら に 、当 期 の 企業 収益 を 全 面的 に 反 映 する こ と がで き る こ とが あ げ ら
117 
 
れる 。  
 
第 4 節  中国における包括利益の展望  
 中 国 で は 、 そ の 他 の 包 括 利 益 は 会 計 準 則 の 規 定 に 従 い 、 (1 )と (2 )の 2
種類 に 分 けら れ た 。  
(1 )将来 に おい て 、規 定の 条 件 を満 た し た 時に 損 益 に組 替 調 整 され る その
他の 包 括 利益 。 な お 、そ の 他 の包 括 利 益 の具 体 的 内容 は 図 表 4－ 1 で示
す。  
①売 却 可 能金 融 資 産 の公 正 価 値変 動 に よ り生 じ る 損益  
②持 分 法 で会 計 処 理 する 、 被 投資 企 業 の 将来 会 計 期間 に お い て規 定 の条
件を 満 た した 時 に 、 損益 に 振 り替 え ら れ るそ の 他 の包 括 利 益 に対 す 持分
額  
③  キャ ッ シ ュ・ フ ロ ー ・ヘ ッ ジ 手段 に 係 る 損益  
④  為替 換 算 調整 勘 定 等  
(2 )将来 期 間に お い て 、損 益 に組 替 調 整 され る こ との な い そ の他 の 包 括利
益。  
これ は 主 に、 確 定 給 付制 度 負 債ま た は 資 産の 純 額 の再 測 定 に より 生じ
る変 動 、 持分 法 で 会 計処 理 す る被 投 資 企 業の 将 来 会計 期 間 に おい て 損益









図表 4－ 1： 連 結所 有者 持 分 変動 表 (そ の他 包 括 利益 項 目 )  






1 売却 可 能 金融 資 産 の公 正 価 値変 動 に よ る損 益 金 額    
(一 )  売 却 可 能 金 融 資 産 の 公 正 価 値 変 動 に よ る 損 益 計
上の 関 連 する 税 効 果 額  
  
過 年 度 そ の 他 包 括 利 益 か ら 当 期 損 益 に 計 上 す る 変 動
額  
  
小計    
2 持分 法 適 用被 投 資 企業 の そ の他 包 括 利 益    
(一 )  持 分 法 適 用 被 投 資 企 業 の そ の 他 包 括 利 益 計 上 の
関連 す る 税効 果 額  
  
過 年 度 そ の 他 包 括 利 益 か ら 当 期 損 益 に 計 上 す る 変 動
額  
  
小計    
3 キャ ッ シ ュ・フ ロ ー・ヘ ッ ジ の公 正 価 値変 動 に よる
損 益 金 額 の 公 正 価 値 変 動 に よ る 損 益 計 上 の 関 連 す る
税効 果 額  
  
  
過 年 度 そ の 他 包 括 利 益 か ら 当 期 損 益 に 計 上 す る 変 動
額  
  
小計    
4 人民 元 以 外の 財 務 諸表 に よ る外 貨 換 算 差額    
(一 )  国 外 に 関 連 す る 当 期 損 益 に お け る 外 貨 換 算 額
(純 )  
  
小計    
5 その 他    
(一 )  そ の 他 包括 利 益 に計 上 の 関連 す る 税 効果 額    
過 年 度 そ の 他 包 括 利 益 か ら 当 期 損 益 に 計 上 す る 変 動
額  
  
小計    
合計    
(出 典 )『準 則 30』 よ り作 成  
包括 利 益 は資 産 、負 債の 認 識 や測 定 の 基 礎を 強 調 し 、そ れ に もと づ い て
全面 的 に 、真 実 の 企 業の 収 益 を反 映 す る 。包 括 利 益を 導 入 す るこ と で、
中国 の 国 有企 業 の 管 理を 強 化 する う え で 、と て も 重要 な 意 義 があ る とさ
れる 。 か なり 以 前 か ら、 中 国 では 多 く の 企業 が 一 方的 に 企 業 の利 益 を強
調し 、 資 産管 理 の 不 厳格 に 加 え、 資 産 の 測定 の 不 合理 な ど の 影響 で 、国
有企 業 の 資産 の 流 失 、浪 費 現 象を 生 じ さ せて お り 、非 常 に 重 大な 損 失が
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発生 し て いる 。 包 括 利益 は 直 接純 資 産 の 変動 に よ って 計 算 す るか ら 、資
本の 維 持 増加 と 収 益 の計 算 と を全 面 的 に 結び 付 け て、 そ の 計 算は よ り厳
密で 、 正 確に 行 わ れ 、直 感 的 に、 収 益 は より 真 実 を反 映 す る 4 1。  
 包 括 利 益は か つ て 貸借 対 照 表に 直 接 認 識 さ れ て いた 未 実 現 収益 項 目を
表示 し て 、そ れ ら を 適切 に 再 分類 と 報 告 する こ と で、 財 務 報 告者 に 全面
的で 、 よ り早 め の 企 業業 績 情 報を 提 供 す る。 さ ら に公 正 と 披 露原 則 を示
す。 証 券 市場 の 有 効 性を 高 め 、証 券 市 場 の健 全 性 、安 定 し た 発展 を 促進
する た め に、 中 国 企 業が グ ロ ーバ ル な 企 業活 動 な らび に 資 本 市場 の 国際
化を 進 め る中 、 包 括 利益 の 報 告に つ い て も 従 来 の 国ご と に 異 なる 会 計基
準に 基 づ いて 作 成 さ れた 財 務 諸表 に よ る 国際 比 較 は困 難 で あ り、 会 計情
報と し て 不十 分 で あ ると の 認 識が 高 ま っ てき て い た。 こ れ ら の国 際 的な
動向 に 基 づい て 、 包 括利 益 の 報告 だ け に とど ま ら ず今 後 は 財 務諸 表 の表
示全 体 を 見直 し て い く必 要 が ある の か も しれ な い 。  
 中 国 の おか れ た 状 況は 、 包 括利 益 報 告 の品 質 を 高め る こ と で、 一 般株
主、 公 衆 の利 益 、 財 務報 告 の 良好 な 関 係 を維 持 す るこ と で あ ると さ れて












図表 4－ 2： 中 国に おけ る 会 計シ ス テ ム  
           
1999 年「 会 計法 」  
 
2000 年「 企 業財 務 会計 報 告 条例 」 
           
2006 年「 基 本準 則 」  
 
2006 年「 具 体準 則 」   2010 年「 公 開草 案 」  
(出 典 )  劉 ［ 2011］ , 82 頁 。  
中 国 の 企 業 会 計 改 革 の 基 本 的 な 構 造 か ら み て 、「 基 本 準 則 」 が 中 華 人
民共 和 国 国内 で 設 立 され た す べて の 企 業 に適 用 さ れ、 概 念 フ レー ム ワー
クの 役 割 を果 た し て いる 。「 具 体 準則 」お よび「 小 企業 会 計準 則」は、「 基
本準 則 」 の下 で 、 大 中企 業 と 小企 業 に 適 用さ れ る 。公 開 草 案 は「 基 本 準
則」 に 従 い小 企 業 の 資産 、 負 債、 所 有 者 持分 な ど の認 識 、 測 定お よ び開
示の 要 求 を規 定 す べ きで あ る が、 小 企 業 の属 性 に より 、 適 切 な簡 素 化が
必要 で あ る。 た と え ば、 時 価 では な く 、 取得 原 価 で測 定 を 行 い、 キ ャッ
シュ ・ フ ロー 計 算 書 の作 成 は 企業 の 任 意 とさ れ る 。こ の こ と から 、 中国
にお け る 会計 シ ス テ ムは 図表 4－ 2 の よ うな 構 造 であ る と 思 われ る 。つ
まり 、 公 開草 案 は 大 中企 業 と 同じ 「 基 本 準則 」 を 適用 す る 。  
 
第 5 節  中国における包括利益に関する研究  
 鄭 麗 人 (2010 )は 、「 西方 の 各 準則 は 機 構 を制 定 し て 包 括 利 益 報告 の ため
にす べ て の努 力 を 報 告し て 、包 括 利 益は すで に 一 種の 趨 勢 に なっ て い る。
中国 の 新 しい 会 計 準 則の 体 系 の下 で 収 益 の確 定 は 収入 と 費 用 を基 礎 とし
121 
 
て、 適 度 に資 産 負 債 観を 結 び つけ た 財 務 会計 の 目 標の 転 換 に 加え 、 会計
要素 の 定 義の 改 善 及 び測 定 属 性の 拡 張 が ある 。 包 括利 益 は 中 国の 運 用に
必要 な 条 件を 提 供 し てい る 。 しか し 、 私 た ち は 、 中国 と 西 洋 の国 の 差と
不足 を は っき り 認 識 しな け れ ばな ら ず 、 まだ 包 括 利益 の 報 告 の基 本 的な
条件 に 満 足し て お ら ず、 市 場 は完 璧 で は ない 。 ま だ関 連 す る 会計 準 則の
規範 と 指 導 に お い て 包括 利 益 の要 素 及 び 認識 と 測 定が な い 。 中国 の 現在
の環 境 の 下で 、 収 益 報告 の 改 善は 中 国 の 現実 的 な 国情 に 基 づ いて 海 外の
研究 成 果 を、 中 国 の 包括 利 益 報告 を 構 築 する う え で、 合 理 的 に参 考 にし
なけ れ ば なら な い 」 (47 頁 )。筆 者 は 、中 国に お け る包 括 利 益 の報 告 は 世
界の 多 く の国 々 で 推 進さ れ て いる こ と か ら、 中 国 の包 括 利 益 の改 革 をこ
れか ら も 進め な け れ ばな ら な い と 考 え る 。そ し て 、包 括 利 益 の報 告 の推
進は 、 財 務報 告 の 改 革の 重 要 な内 容 で あ る と 考 え る。 さ ら に 、包 括 利益
の測 定 理 論お よ び 報 告理 論 の 発展 を 推 進 する と と もに 、 収 益 の報 告 の意
思決 定 に おけ る 有 用 性を 向 上 させ る と 考 える 。  
 徐 娟 娟 (2010 )は 、「 経 済 的 な 環 境 の 変 化 に 伴 っ て 、 経 済 活 動 は ま す ま
す複 雑 に なっ て き た 。上 場 企 業の 利 益 操 作が 絶 え ず、 そ れ に よる 弊 害が
広が っ て いて 、 証 券 市場 の 一 般投 資 家 と して 、 投 資家 は 上 場 企業 の 収益
情報 に 十 分関 心 を 持 って い る 。 こ の よ う な利 益 操 作は 、 資 本 市場 の 有効
な運 営 に 不利 な 影 響 を与 え て いる 。 企 業 の収 益 報 告に と っ て 、 包 括 利益
導入 前 の 収益 報 告 は 、主 に 企 業の 管 理 責 任と 管 理 業績 を 反 映 して い る。
しか し な がら 、 こ の よう な 方 式 は 明 ら か に人 々 が 収益 情 報 に 対す る 意思
決定 の た め に 有 用 な 会計 情 報 のニ ー ズ に 適合 し て いな い 。 そ のた め 、企
業の 収 益 報告 の 改 善 には 、 包 括利 益 を 中 心 と す る 収益 報 告 書 の指 導 思想
を確 立 し 、経 済 発 展 の ニ ー ズ に適 応 し な けれ ば な らな い 。 包 括利 益 は、
資産 、 負 債の 認 識 と 測定 を 基 礎と し て い る。 企 業 の収 益 を 全 面的 に 反映
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する こ と がで き る 。 包括 利 益 を実 現 し て 中国 の 国 有企 業 の 管 理を 強 化す
るこ と は 非常 に 重 要 な意 義 を 持っ て い る 。長 い 間 、中 国 の 多 くの 企 業が
一方 的 に 利益 を 強 調 する た め 、資 産 管 理 に厳 し い 。資 産 の 測 定 の 不 合理
など の 要 因の 影 響 に 加え て 、 国有 企 業 の 資産 の 浪 費、 流 失 を 招い た 。損
失と い う 現象 は 非 常 に深 刻 で ある 。 全 収 益は 資 産 の変 動 に よ って 計 算さ
れた も の であ る 。 こ れは 、 資 本 の 増 減 と 包括 利 益 の計 算 を 有 機的 に 結合
させ 、 そ の計 算 は よ り厳 密 で 、正 確 に 行 われ 、 直 観的 に 、 収 益は よ り 真
実で あ る 。こ れ は 、 企業 の 資 産、 負 債 及 び資 本 な どの ハ ー ド ウェ ア を計
算し て 管 理し 、 企 業 の長 期 的 な運 営 と 発 展能 力 を 重視 し 、 資 産運 営 効果
を向 上 さ せる 。 さ ら に、 総 収 益報 告 は 、 収益 表 を 迂回 し て 資 産負 債 表に
直接 認 識 した 未 実 現 収益 項 目 に集 中 し 、 分類 と 報 告を 適 切 に 行う 。 利用
者に よ り 全面 的 に 提 供す る こ とが で き る 。さ ら に タイ ム リ ー な企 業 の業
績情 報 は 、さ ら に 公 認と 十 分 な開 示 の 原 則 を 体 現 し、 そ れ に よっ て 証券
市場 の 有 効性 を 向 上 させ 、証券 市 場 の健 全で 、安定 的 な 発展 を保 証 す る。
また 、 中 国の 市 場 の 健全 な 発 展、 中 国 の 企業 が 世 界に 向 か う こと を 促進
して 、 中 国に 対 し て 会計 制 度 の国 際 協 調 など は す べて 非 常 に 重要 な 役割
を果 た し てい る 」 (46 頁 )。筆 者は 、中 国 の包 括 利 益の 報 告 は 、上 場 企業
の利 益 操 作を 抑 制 す ると と も に、 中 国 の 国有 企 業 で問 題 と な って い る資
産の 浪 費 や流 出 を 防 止す る 可 能性 を 持 つ ので は な いか と 考 え てい る 。  
 し か し 、「 中 国 の 資 本 市 場 は 海 外 企 業 に 開 放 さ れ て い な い た め 、 IFRS
に完 全 に 準拠 し た 財 務諸 表 を 作成 す る 必 要性 は ア メリ カ や 日 本と く らべ
て極 め て 低い 」 (王昱〔 2018〕 , 141 頁 )とさ れ る 。  
赵彦峰 (2009)は 、財 務諸 表 の 主要 な 変 化 につ い て ま と め て い る 。そ れ
によ る と、「 財 務 諸 表の 理 念 につ い て 変 化が 発 生 し て お り 、財務 諸 表 の目
標を 意 思 決定 有 用 性 、報 告 書 間 の 関 係 の 内在 的 一 致性 、 報 告 書 を 中 心と
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した 財 務 状況 に 変 更 され て い る 」 (赵彦峰 [2009],19 頁 )。  
 
第 6 節  結び  
 2014 年 に 中国 財 政部 は 、新 準 則に あ った 38 項 目 の「 具 体準 則 」を 追
加お よ び 改訂 し た 。  
 新 準 則 では 、 営 業 損益 の 区 分表 示 に 変 更が あ っ た。 す な わ ち、 旧 準則
では 純 額 で表 示 し て いた「 その 他 業務 利 益」を 総額 表 示と し 、「そ の 他 業
務収 入 」、「そ の 他 業 務原 価 」 にわ け 、 そ れぞ れ 「 主要 営 業 収 入」、「 主要
営業 原 価 」と合 算 し 、「 営 業収 入 」、「 営 業原 価 」と して 表 示 する よ う にな
った 。  
 さ ら に 、金 融 商 品 の評 価 に つい て 「 公 正価 値 評 価」 概 念 が 導入 さ れ、
そ れ に 伴 っ た 変 動 損 益 を 「 公 正 価 値 変 動 収 益 (損 失 )」 と し て 認 識 し 、 損
益計 算 書 上に 単 独 表 示 す る こ とに な っ た 。ま た、「 資 産 減損 」の概 念 が新
準則 8 号「 資産 の 減 損 」によ っ て 一層 明 確 に さ れ 、新 準則 で は損 益 計 算
書上 に 単 独表 示 す る こと に な った 。  
 中 国 財 政部 は 2014 年 1 月 26 日に 「 企業 会 計 準則 第 30 号 ―財務 諸 表
の表 示 」を 公布 し た 。今回 の 改 訂に お い て、「 包括 利 益 」の 変動 を 重 視す
る形 式 の 損益 計 算 書 およ び 所 有者 持 分 変 動表 の 雛 型の 表 示 を 採用 し てい
る。 た だ し、 実 務 上 はす で に 中国 財 政 部 発行 の 「 企業 会 計 準 則講 解 」を
適用 し て おり 、 今 回 の改 訂 で 基準 上 、 明 確化 さ れ たも の で 、 表示 に 関す
る実 務 上 の影 響 は な いと さ れ る。  
 本 章 で は 、 中 国 に お け る 包 括 利 益 に 関 す る 問 題 点 の 考 察 を と お し て 、
中国 の 包 括利 益 の 本 質を 明 ら かに す る こ とを 試 み てい る 。  
 第 一 節 では 、 中 国 にお け る 包括 利 益 概 念が 生 成 され た 過 程 を概 観 し、
包括 利 益 の開 示 に つ いて 明 ら かに し た 。 特に 、 中 国会 計 基 準 の整 備 を進
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める 中 で 包括 利 益 の 報告 が 2014 年 に 新 しい「 企 業会 計 準 則 」第 30 号 (改
訂 30 号 準 則 )に 導 入 され て い るこ と や 、 イギ リ ス 、ア メ リ カ およ び 国際
会計 基 準 にお け る 包 括利 益 の 報告 の 導 入 を踏 ま え 、中 国 に お いて も 包括
利益 の 報 告が 導 入 さ れた 経 緯 につ い て 取 り上 げ 検 討を 行 っ た 。  
その 結 果 、 中 国 に お ける 包 括 利益 概 念 は 2009 年に 中 国 財 政部 が 公表
した「 企 業会 計 準 則 解 釈 第 3 号」で 初め て導 入 さ れ、2014 年の「 企 業会
計準 則 」第 30 号 の 公 表に よ り 国際 会 計 基 準第 1 号の 2011 年 6 月の 改 訂
内容 も 反 映さ れ て い るこ と が 明ら か と な った 。  
 第 二 節 では 、 包 括 利益 概 念 及び 具 体 的 方法 を 考 察し た 。 ま ず、 受 託責
任観 と 意 思決 定 有 用 性概 念 に つい て 確 認 した 。次に 、収 益 費 用観 (収 入費
用観 )と 資産 負 債 観 につ い て 検討 し た 。さら に 公 正価 値 の 使 用お よ び 利得
と損 失 に つい て 検 討 した 。そ の 結果 、国 際会 計 基 準で 求 め ら れて い る「公
正価 値 」 の広 範 な 適 用に 対 し て、 中 国 の 会計 基 準 では 「 公 正 価値 」 の採
用は 活 発 な市 場 の 存 在と 信 頼 しう る 程 度 の測 定 可 能性 が あ る 場合 に 限定
され 、 ま た個 別 の 準 則に お い て 「 公 正 価 値」 の 使 用に 詳 細 な 条件 を 課し
てい る と いう 特 徴 が みら れ る こと が 明 ら かに な っ た。  
第三 節 で は、 中 国 に おけ る 包 括利 益 の 報 告の 必 要 性及 び 可 能 性を 分析
した 。中国 で 採用 さ れた 包 括 利益 の 報 告 方式 に は 次の 3 つ が ある 。一計
算 書 方 式 (一 表 法 )は 、 純 利 益 と そ の 他 の 全 面 利 益 を ま と め て 表 示 す る 。
包括 利 益 の純 利 益 表 と全 部 利 得、 損 失 表 を一 つ の 表で 示 し た 、収 益 と包
括 利 益 の 報 告 を 言 う 。 二 計 算 書 方 式 (両 表 法 )は 、 伝 統 的 な 損 益 計 算 書 、
すな わ ち、包 括 利益 の純 利 益 表と 全 部 利 得、損 失表 の 二 つの 表で 示 し た、
収益 と 包 括利 益 の 報 告を 言 う 。変 動 表 、 すな わ ち 変動 計 算 書 では 、 従来
の損 益 計 算書 構 造 を 重視 し て おり 、 純 利 益に 対 し て包 括 利 益 の目 的 適合
性や 有 用 性を そ れ ほ ど高 く 評 価し て い な いよ う に 見受 け ら れ る。  
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本研 究 で 筆者 は、中 国で は ア メリ カ や 日 本と 異 な り、一計 算 書方 式 (一
表法 )が 企業 で 多 く 採用 さ れ てい る こ と が明 ら か にし た 。こ の点 は 中 国の
包括 利 益 の会 計 の 1 つの 大 き な特 徴 で あ ると い え る。  
 第 四 節 では 、 中 国 にお け る 包括 利 益 の 現状 及 び 今後 の 発 展 方向 に つい
て考 察 した 4 2。 そ の 結果 、 中 国で は 国 際 会計 基 準第 1 号の 2011 年 6 月
の改 訂 内 容が 反 映 さ れ、 包 括 利益 報 告 の 品質 が 高 まっ て お り 、引 き 続き
会計 シ ス テム が 整 備 され て い るこ と が 明 らか と な った 。  
 第 五 節 では 、 中 国 にお け る 包括 利 益 に 関す る 先 行研 究 に つ いて 、 重要
と考 え ら れる も の を い く つ か 取り 上 げ て 検討 を 行 った 。 筆 者 は、 中 国の
包括 利 益 の改 革 を こ れか ら も 進め な け れ ばな ら な いと 考 え て おり 、 包括
利益 の 報 告の 推 進 は 、財 務 報 告の 改 革 の 重要 な 内 容で あ る と 考え る 。  
中国 の 包 括利 益 の 会 計に つ い ては 、 ア メ リカ や IASB と の コ ンバ ージ
ェン ス の 観点 か ら 導 入さ れ た と考 え ら れ てお り 、 中国 の 大 学 の研 究 者か
らも ア メ リカ や IASB と ほと ん ど かわ ら ない 制 度 が整 え ら れ たの で は な
いか と 指 摘さ れ て い た 。しか し 、 第 4 章 の検 討 か ら 、顕著 な 違異 点 が 存
在す る こ とが 明 ら か とな っ た 。こ の 事 実 は、 包 括 利益 の 会 計 が中 国 に導
入さ れ る 際に 中 国 の 経済 、 社 会環 境 に 適 合す る よ うに 調 整 さ れた 結 果で
ある の か 、あ る い は 中国 企 業 の経 営 行 動 と欧 米 企 業の 経 営 行 動の 差 異か
ら生 じ た 結果 で あ る のか 、ある い は 別の 理由 に よ って 生 じ た もの な の か、
今後 、 更 に検 討 す る 必要 が あ ると 考 え る 。い ず れ にせ よ 、 筆 者は 中 国の
財務 諸 表 の理 念 に つ いて 変 化 が発 生 し て おり 、 包 括利 益 の 測 定理 論 およ
び報 告 理 論の 発 展 が 推進 さ れ てい る と と もに 、 包 括利 益 の 報 告の 進 展 に
とも な い 会計 情 報 の 有用 性 の 向上 に つ な がっ て い ると 考 え る 。  
注  
36 .中 国 では 包 括 利 益の こ と を全 面 収 益 とよ ん で いる 。  
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37 .包 括 利益 研 究 委 員会 編 ,1998 年 ,33 -34 頁。  
38 .  図 表 4－ 3 に示 すと お り 、 2006 年 2 月 15 日 、 中国 財 政部 は 「 国際
財務 報 告 基準 」へ の コン バ ー ジェ ン ス を 目指 す べ く「新 企 業 会計 準 則」
を制 定 し た。「 新 企 業会 計 準 則 」は 2007 年 1 月 1 日 か ら 中 国国 内 のす
べて の 上 場企 業 に 強 制適 用 さ れ、 ま た 2008 年 1 月 1 日か ら は新 た に
大型 国 有 企業 、 金 融 機関 、 深 圳市 等 に 所 在す る 大 中型 企 業 に も、 強制
適用 さ れ た。 新 準 則 の適 用 は 段階 的 に 進 んで お り 、強 制 適 用 対象 外の
その 他 の 大中 型 企 業 に対 し て は、 新 準 則 の早 期 適 用が 奨 励 さ れて いる
が、「 企業 会 計 制度 」も い ま だ適 用 可 能 であ る と され る 。  
  ま た 、 2014 年 1 月 か ら 3 月に か け て、 財 務 部は 新 準 則 の国 際 財 務
報 告 基 準 へ の コ ン バ ー ジ ェ ン ス を さ ら に 加 速 す る た め 、「 具 体 準 則 」
を追 加 あ るい は 一 部 改訂 し た 。当 該追 加・改 訂新 基 準は 2014 年 7 月 1
日か ら 施 行さ れ て い る。 企 業 会計 準 則 の 外商 投 資 企業 へ の 実 際の 適用  
 に あ た って は 、 企 業所 在 地 の財 政 当 局 等の 対 応 も重 要 で あ る。  
  中 国 財政 部 は 原 価計 算 基 準の 新 し い 制度 と し て、「企 業 製 品原 価 計算
制度 」 を 2013 年 8 月 16 日 に公 布 し 、 2014 年 1 月 6 日か ら 施行 し て
いる 。 対 象と な る 企 業は 金 融 保険 業 以 外 の大 中 型 企業 で あ り 、業 種と
して は 製 造業 、 農 業 、卸 売 、 建設 、 不 動 産、 採 掘 、交 通 運 輸 、情 報通









図表 4－ 3 現 行の 中国 企 業 会計 制 度  
 
 
(出 典 )  K P M G  i n s i g h t  Vo l . 11 / M a r. 2 0 1 5  
39 .中 国 の包 括 利 益 の 報 告 の 研究 を 行 っ た先 行 研 究に 鄭 麗 人 [2010]が あ
る。  
40 .包 括 利益 の 研 究 を行 っ た 先行 研 究 に 汪晓麗 [2007]が あ る 。  
41 .徐 娟 娟 ,全 面 収 益 報告 研 究 ,山西 財 政 大学 ,修 士 論文 , 2010 年。  
42 .中国 に お け る 包 括 利 益 の研 究 で 次 の よ うな 3 つ の 問題 が 指 摘 され て
いる <https : / / ba ike .ba idu .com/ i tem/ >。  
 
「債 務 再 構築 に 関 す る問 題  
現在 の 損 益計 算 書 で は、 債 権 者で あ ろ う と債 務 者 であ ろ う と 、債 務
（原 注 1 ）図 表 の日 付 は規 定 の施 行 日 を指 す。  
（原 注 2 ）上 場 企 業 とは上 海 と深 圳 証 券 取 引 所 に上 場 している会 社 を指 す。  
（原 注 3 ）銀 行 業 監 督 管 理 委 員 会 管 轄 の金 融 企 業 には外 資 系 企 業 も含 む。  
新企業会計基準  





旧 企 業 会 計
基準  




並  存  
 上場会社  2007～（注 2）  
 大型国有企業  2008～  
 銀行業監督管理委員会管轄
の金融企業  2008～（注 3）  
 一 部 の省 ・市 に所 在 するすべ
ての大中型企業  2008 年～  
企業会計制度  
 2001 .1 .1～株式会社  
 2002 .1 .1 .～外商投資企業  
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整理 に よ る収 益 を 確 認し な い 。債 務 者 は 、債 務 を 返済 す る 資 産の 公 正価
値が 債 務 帳簿 価 額 を 下回 っ て いる 場 合 、 その 差 額 は資 本 に 計 上さ れ てい
る。 債 権 者が 譲 渡 さ れた 非 現 金資 産 は 、 未収 債 権 の帳 簿 価 額 に支 払 うべ
き関 連 税 額を 加 算 し て、 帳 簿 価額 と し て いる 。 包 括利 益 表 の 理念 に 従っ
て、 債 務 整理 に よ る 収益 は 包 括利 益 に 計 上す べ き であ る 。 し かし 、 その
包括 利 益 表に は 、 こ の項 目 は 反映 さ れ て いな い 。  
非貨 幣 性 取引 に 関 す る問 題  
「 企 業 会 計 準 則 ―非 貨 幣 性 取 引 」 の 規 定 に よ っ て 、 企 業 が 発 生 し た 非
貨幣 性 取 引は 、 資 産 の帳 簿 価 値を 交 換 し て支 払 わ なけ れ ば な らな い こと
に関 連 し てい る 税 の 費用 と し て資 産 へ の 入金 価 値 とし な け れ ばな ら な い。
この 規 定 に基 づ い て 、現 在 の 会計 制 度 の 下で は 、 確認 し な い 資産 置 換損
益、 企 業 収益 の 表 を 作成 す る 全面 的 に は 、受 入 資 産の 公 正 価 値と 交 換引
渡資 産 の 帳簿 価 値 差 額を 全 面 的に 収 益 計 上す る 。 しか し 、 こ のプ ロ ジェ
クト は 、 この 包 括 利 益表 に 反 映 さ れ て い ない 。  
会計 政 策 の累 積 的 影 響額 の 変 更に 関 す る 問題  
現行 の 会 計制 度 の 規 定に よ っ て、 会 計 政 策の 変 更 は、 遡 及 調 整法 によ
って 累 積 影響 数 を 計 算し 、 累 積影 響 数 調 整期 間 の 初め に 収 益 を残 す こと
とさ れ て いる 。 重 大 な会 計 上 の誤 謬 を 処 理す る 場 合、 訂 正 し た金 額 で期
首の 収 益 を調 整 し 、 未分 配 利 益の 中 に 計 上す る 。 この 二 つ の 項目 が 当期
利益 表 に 計上 さ れ て いな い 場 合に は 、 上 記の 全 面 収益 表 に も 反映 さ れな
い。 私 見 では 、 こ の 二つ の 違 いは 全 面 的 な収 益 表 に表 示 さ れ るべ き だと
考え て い る。上記 2 つの 差 異 によ っ て、各期 間 に 利益 が 割 り 当て ら れ て
いな い た め、 貸 借 対 照表 に お ける 資 産 と 所有 者 の 権益 に 影 響 を与 え る数
値は 、 包 括利 益 表 に 反映 さ れ るべ き で あ る。  
この 二 つ の違 い は 以 前の 年 度 に蓄 積 さ れ たも の で 、当 期 間 の 経営 に大
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きな 関 係 がな い た め 、利 潤 表 に入 れ る べ きで は な い。 全 面 的 な収 益 表の
要求 に 従 って 、 以 前 の年 度 損 益調 整 は 全 面損 益 を 計上 す べ き 項目 で あっ

























第 5 章  IASB 概念フレームワーク公開草案（ ED）におけ
る純損益とその他の包括利益の表示  
 
第 1 節  はじ め に  
 IA SB の 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク に よ れ ば 、「 一 般 目 的 財 務 報 告 の 目 的 は 、
現在 及 び 潜在 的 な 投 資者 、 融 資者 及 び 他 の債 権 者 が企 業 へ の 資源 の 提供
に関 す る 意思 決 定 を 行う 際 に 有用 な 、 報 告企 業 に つい て の 財 務情 報 を提
供す る こ とで あ る 」（ par.OB2）とさ れ る 。概 念 フ レー ム ワ ーク 公 開 草案
(ED)では 、 資 産・ 負 債・ 持 分 ・収 益 ・ 費 用の 定 義 を行 っ て い る。  
 資産とは、「企業が過去の事象の結 果として支配している現在の経済
的資源である 」(par .4 .4)とし て いる 。こ の定 義 か ら 、資 産 の 本質 は 経 済
的資 源 で ある こ と が わか る 。  
 負債とは、「企業が過去の事象の結 果として経済的資源を移転する現
在の義務である」(p ar .4 .4)と し、そ の 本 質を 経 済 的資 源 を 引 き渡 す 義務
とし て い る。  
 そ し て 、持 分 と は 、「 企 業 のす べ て の 負債 を 控 除し た 後 の 資産 に 対す
る残 余 持 分で あ る 」 (par .4 .4 )。  
  収 益 お よび 費 用 は この 持 分 と結 び つ け て、次 のよ う に 定義 され て い る。 
 「 収 益 とは 、 持 分 の増 加 を 生じ る 資 産 の増 加 又 は負 債 の 減 少（ 持 分請
求権 の 保 有者 か ら の 拠出 に 関 する も の を 除く ） で ある 」 （ par .4 .48 )。  
 「 費 用 とは 、 持 分 の減 少 を 生じ る 資 産 の減 少 又 は負 債 の 増 加（ 持 分請
求権 の 保 有者 へ の 分 配を 除 く ）で あ る 」 （ par .4 .49）。  
  こ の よ うに 収 益 お よび 費 用 が持 分 の 増 減と し て 概念 規 定 さ れて い る。
収益 お よ び費 用 概 念 が、 O C I を 含 む 広義 のも の で ある 点 も D P と同じ で




 現 行 の IASB の 概 念フ レ ー ムワ ー ク で は、 純 利 益と そ の 他 の包 括 利益
(OCI )の 定義 が 示 さ れて お ら ず、そ れら の定 義 は IAS1「 財務 諸表 の 表 示」
で示 さ れ てい る 。  
 IA S1 で は 、包 括 利益 合 計 、純 損益 、その 他 の 包括 利 益 (OCI)、組替 調
整額 の 諸 概念 を 示 し てい る 。 まず 、 包 括 利益 合 計 とは 「 あ る 期間 に 、取
引ま た は 他の 事 象 か ら生 じ る 持分 の 変 動 であ り 、 純損 益 及 び その 他 の包
括 利 益 の す べ て の 構 成 要 素 を 含 む 」（ p ar.7） も の で あ る 。 純 損 益 は 「 収
益か ら 費 用を 差 し 引 いた 合 計 額 」（ par.7）であ り 、「 純 損 益を 示 すた め『 純
利益 』と い う用 語 を 用い る こ とが 可 能 」（ par.８ ）で あ る 。OCI とは 、「 他
の IFRS に よっ て 要 求ま た は 許容 さ れ る こと に よ り純 損 益 に 認識 さ れな
い収 益 及 び費 用 の 項 目 」（ par.7） であ る 。 OC I を純 利 益 に組 替え る 会 計
処理 で あ る組 替 調 整 によ っ て もた ら さ れ る組 替 調 整額 に つ い ては 、「 当期
また は 過 去の 期 間 に おい て 、 その 他 の 包 括利 益 と して 認 識 さ れ、 当 期に
おい て 純 利益 に 組 替 えら れ た 金額 」（ par.7） と定 義 さ れて い る。  
 2013 年 に IASB より 、デ ィ ス カッ シ ョン・ペ ー パ ー (DP)「 財 務報 告 に
関 す る 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク の 見 直 し 」 が 公 表 さ れ た 。 DP に 対 す る コ メ
ン ト を 検 討 し た う え で 、 2015 年 に 公 開 草 案 (ED)「 財 務 報 告 に 関 す る 概
念フ レ ー ムワ ー ク 」 が公 表 さ れて い る 4 3。  
 本 章 の 目的 は 、 概 念フ レ ー ムワ ー ク の ED に お ける 純 損 益と そ の 他の
包括 利 益 概念 に つ い て、 特 に DP と ア メ リカ 基 準 と日 本 基 準 との 比 較 を
通じ て 検 討を 行 う こ とで そ の 特徴 を 明 ら かに す る とと も に 課 題を 示 すこ
とで あ る 。  
 




  ED で は 、 財 務 業 績 の 報 告 に お け る 収 益 ・ 費 用 は 、 純 損 益 計 算 書 で 開
示 さ れ る 純 損 益 と そ の 他 の 包 括 利 益 (OC I)に 区 分 し (7 .19 項 )、 企 業 が 当
該期 間 に 得た リ タ ー ンを 示 す こと 等 を 目 的と す る 純損 益 計 算 書に お いて
計上 さ れ る収 益 ・ 費 用は 企 業 の財 務 業 績 に関 す る 情報 の 主 要 な源 泉 であ
って 、 純 損益 は 企 業 の財 務 業 績に つ い て 高度 に 要 約さ れ た 描 写を 提 供す
ると さ れ てい る 。 す なわ ち ED では 、 純 損益 が 投 資家 に よ る 企業 価 値評
価に と っ ての 主 要 な 情報 源 と 位置 づ け ら れて い る 。こ の た め ED で は、
すべ て の 収益 項 目 及 び費 用 項 目を 純 損 益 に含 め る とい う 反 証 可能 な 仮定
を置 く と いう 提 案 を 行っ て い る。 す な わ ち 、 反 証 され な い 限 り、 収 益項
目又 は 費 用項 目 を OCI に含 め るこ と は でき な い こと に な る 。  
 な お 、 現在 価 額 に より 測 定 され る 資 産 又は 負 債 に関 す る 収 益又 は 費用
で、 そ れ を純 損 益 か ら除 外 す るこ と が 純 損益 の 目 的適 合 性 を 高め る 場合
に反 証 可 能と す る こ とが 提 案 され て い る (鶯 地 [2015 ] ,11 頁 )。  
 こ こ で 、 純 損 益 を 財 務 業 績 に 関 す る 主 要 な 源 泉 で あ る と す る 理 由 は 、
「純 損 益 計算 書 が 実 務で 使 用 され て い る 方法 と も 整合 す る こ とに 留 意 し、
すな わ ち 多く の 利 用 者が 、 純 利益 に か か る合 計 ま たは 小 計 を 、出 発 点ま
たは 企 業 の財 務 業 績 の主 要 な 指標 の い ず れか と し て分 析 に 織 り込 ん でい
る」 (par.BC7 .39)た めで あ る 。  
  一 方 で 、純 損 益 計 算書 は 財 務業 績 に 関 する 情 報 の唯 一 の 源 泉で は ない
こと も 強 調し 、業 績 の深 い 理 解に は OCI に含 め ら れた 収 益 及び 費 用 ―す
な わ ち 、 す べ て の 認 識 さ れ た 収 益 及 び 費 用 ― の 分 析 が 必 要 に な る
(par.BC7 .40 )とし て いる 。  
 ED で は 、 当 期 純 利 益 を 財 務 業 績 に 関 す る 主 要 な 情 報 源 で あ る と の 考
え方 を 明 確に し て お り、 純 損 益の 目 的 適 合性 が 強 く意 識 さ れ る内 容 にな
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って い る とい わ れ る (鶯 地 [2015 ] ,13 頁 )。  
しか し E D で は 、 純 損益 を 厳 密に 定 義 す るこ と は 実行 可 能 で はな く、
適切 で も ない た め DP と同 様 に 、純 利 益 の定 義 が 示さ れ て い ない 。 そし
て包 括 利 益か ら OCI を区 分 す る基 準 も 明ら か に され て い な い。  
その 理 由 とし て 、E D に 寄 せら れ た コメ ント に お いて 、「 企 業の 業 績 に
は多 く の 側面 が あ り 、ど の 単 一の 業 績 数 値も す べ ての 利 用 者 のニ ー ズに
適 合 す る も の で は な い と い う 意 見 が あ っ た (par.BC7 .32 )こ と 、 収 益 及 び
費用 の 項 目を 2 つ の 明確 な 区 分に 分 離 し て 、一 方 の 区分 に 含 まれ る すべ
ての 項 目 が同 じ 特 徴 を共 有 す るよ う に す るた め に 使用 で き る 単一 の 特徴
はな い (par.BC7 .34 )こと 。 OCI の 使用 の それ ぞ れ に説 明 が あ るが 、 そ れ
ら の ケ ー ス の す べ て の 基 礎 に あ る 単 一 の 概 念 的 根 拠 は な い こ と
(par.BC7 .35 )が示 さ れて い る とい う 」 (杉山 [2016 ] ,140 頁 )。  
そ の 結 果 、 IA SB は 、 ど の よ う な 場 合 に 収 益 又 は 費 用 の 項 目 を 純 損 益
計 算 書 又 は OCI に 含 め る べ き な の か を 定 義 す る か ま た は 精 密 に 記 述 す
るこ と は 、実 現 可 能 では な く 適切 で も な いと 判 断 し、 そ の 代 わり に 「概
念フ レ ー ムワ ー ク 」 に、 こ の トピ ッ ク 及 び事 後 的 な分 類 変 更 に関 す るハ
イ レ ベ ル の ガ イ ダ ン ス を 記 載 す る こ と を 提 案 し て い る (par.BC7.36)と さ
れる (杉 山 [2016] ,140 頁 )。  
図表 5－ 1 は 利益 概 念に 関 する E D と ア メリ カ 、日 本 の概 念 フレ ー ム ワ
ーク を 比 較し た も の であ る 。 図表 5－ 1 によ る と 、 ED の 特 徴は 、 FASB
概念 書 お よび A SBJ 討議 資 料 と異 な り 利 益概 念 、 すな わ ち 純 利益 と 包括
利益 に つ いて 定 義 を 行わ ず 、 すな わ ち 純 利益 と 包 括利 益 を 反 証可 能 な推
定 に よ っ て 当 期 の 収 益 お よ び 費 用 を 純 損 益 計 算 書 も し く は OCI に 区 分
する 方 法 を採 っ て い るこ と で ある 。 こ の ため 、 収 益お よ び 費 用を 純 損益
計 算 書 か ら 除 外 す る こ と が 情 報 の 目 的 適 合 性 を 高 め る こ と と な る 場 合
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(反 証 可 能 な 場 合 )を 除 き 、 す べ て の 収 益 お よ び 費 用 を 純 損 益 計 算 書 に 含
める 。 そ して 反 証 可 能な 場 合 に該 当 す る 収益 お よ び費 用 は そ の他 の 包括
利益 に 含 めら れ る 。  
 一 方 、 FASB 概念 書及 び A SBJ 討議 資 料に お け る利 益 概 念 の定 義 は 、
どの よ う な純 損 益 が 投資 家 に とっ て 有 用 であ る の かに つ い て のそ れ ぞれ
の考 え 方 を表 し て い る。 FASB 概 念 書及 び ASBJ 討 議 資料 で は利 益 概 念
の定 義 を 示す こ と で 包括 利 益 と純 利 益 の 区分 を 明 確に す る と とも に 、ど
の よ う な 場 合 に OC I が 純 損 益 に リ サ イ ク リ ン グ さ れ る の か に つ い て の
根拠 を 導 くこ と と な る。 な お 、稼 得 利 益 は、 財 務 諸表 の 構 成 要素 と して
は扱 わ れ てい な い 。  
図表 5－ 1   利 益 概 念に 関 する E D と 概 念フ レ ー ムワ ー ク の 比較  
項 目  ED    FA S B 概 念 書   A S B J 討 議 資 料  
包 括 利 益   包 括 利 益 と は 、 出 資 者
以 外 の 源 泉 か ら の 取 引
と の 他 の 事 象 及 び 環 境
要 因 か ら 生 じ る 一 期 間
に お け る 営 利 企 業 の 持
分 の 変 動 で あ る 。 包 括
利 益 は 、 出 資 者 に よ る
投 資 お よ び 出 資 者 へ の
分 配 か ら 生 じ る も の 以
外 の 、 一 期 間 に お け る
持 分 の 全 て の 変 動 を 含
む  
(No . 6 ,p a r. 7 0 )。  
包 括 利 益 と は 、 特 定
期 間 に お け る 純 資 産
の 変 動 額 の う ち 、 報
告 主 体 の 所 有 者 で あ
る 株 主 、 子 会 社 の 少
数 株 主 、 及 び 将 来 そ
れ ら に な り 得 る オ プ
シ ョ ン の 所 有 者 と の
直 接 的 な 取 引 に よ ら
な い 部 分 を い う ( 第
3 章 8 項 )。  
純 利 益  純 損 益 計 算 書 に
含 め ら れ る 収 益
及 び 費 用 は 、企 業
の 当 期 の 財 務 業
績 に 関 す る 情 報
の 主 要 な 源 泉 で
あ る (E D 7. 2 1 )。  
す べ て の 収 益 及
び 費 用 を 純 損 益
計 算 書 に 含 め る
と い う 反 証 可 能
な 推 定 を 設 け る  
(E D 7 . 2 3 - 7 . 2 4 )。  
収 益 及 び 費 用 を
純 利 益 に 類 似 す る 概 念
と し て 、 稼 得 利 益 が 説
明 さ れ て い る  
(Ｎ o . 5 ,p a r. 3 3 )。  
稼 得 利 益 は 現 行 の 純 利
益 と 同 一 で は な く 、 前
期 損 益 修 正 の 累 積 的 影
響 額 は 含 ま れ な い  
(Ｎ o . 5 ,p a r. 3 3 - 3 4 )。  
稼 得 利 益 は 、 一 会 計 期
間 に 実 質 的 に 完 了 し た
( ま た は す で に 完 了 済
み の ) 営 業 循 環 過 程 に
関 連 す る 資 産 流 入 額 が
純 利 益 と は 、 特 定 期
間 の 期 末 ま で に 生 じ
た 純 資 産 の 変 動 額 の
う ち 、 そ の 期 間 中 に
リ ス ク か ら 解 放 さ れ
た 投 資 の 成 果 で あ っ
て 、 報 告 主 体 の 所 有
者 に 帰 属 す る 部 分 を
い う 。 純 利 益 は 、 純
資 産 の う ち も っ ぱ ら
株 主 資 本 だ け を 増 減
さ せ る (第 3 章 9 項 )。 
135 
 
純 損 益 計 算 書 か
ら 除 外 す る こ と
が 情 報 の 目 的 適
合 性 を 高 め る こ
と と な る 場 合 に
は 反 証 と な る  
(E D 7. 2 4 )。  
反 証 可 能 な 場 合
に 該 当 す る 収 益
及 び 費 用 は 、そ の
他 の 包 括 利 益 に
含 め ら れ る
(E D 7. 2 4 )。  
 
直 接 的 ま た は 間 接 的 で
あ る と を 問 わ ず 、 当 該
営 業 循 環 過 程 に 関 連 す
る 資 産 流 出 額 を 超 過 す
る (ま た は 超 過 し な い )
程 度 と 密 接 な 関 係 に あ
る 当 該 会 計 期 間 の 業 績
の 測 定 値 で あ る 。  
(Ｎ o . 5 ,p a r. 3 6 )。  
 
包 括 利 益
と 純 利 益
の 関 係  
収 益 又 は 費 用 が
あ る 期 間 に お い
て O CI に 含 め ら
れ る 場 合 に は 、そ
れ が 将 来 の ど こ
か の 期 間 に お い
て 純 損 益 計 算 書
に リ サ イ ク リ ン
グ さ れ る と い う
反 証 可 能 な 推 定
を 設 け る
(E D. 7 . 2 6 )。  
こ の 振 替 は 、そ の
将 来 の 期 間 に お
い て 純 損 益 計 算
書 に 含 め ら れ る
情 報 の 目 的 適 合
性 が 高 ま る 時 点
で 行 わ れ る
(E D. 7 . 2 6 )。  
上 記 の 推 定 が 反
証 さ れ る 可 能 性
が あ る の は 、例 え
ば 、振 替 が 純 損 益
計 算 書 に お け る
情 報 の 目 的 適 合
性 を 高 め る こ と
と な る 期 間 を 識
別 す る た め の 明
確 な 基 礎 が な い
場 合 で あ る
(E D 7. 2 7 )。  
包 括 利 益 に は 含 め ら れ
る が 、 稼 得 利 益 に は 含
め ら れ な い 諸 項 目 は 、
出 資 者 に よ る 投 資 お よ
び 出 資 者 へ の 分 配 か ら
生 じ る 持 分 (純 資 産 )の
変 動 、 前 期 損 益 修 正 の
影 響 額 、 純 資 産 の そ の
他 の 変 動 ( 特 定 の 保 有
損 失 )で あ る  
(No . 5 ,p a r. 3 9 , 4 2 )。  
包 括 利 益 の う ち 、  
( 1 ) 投 資 の リ ス ク か
ら 解 放 さ れ て い な い
部 分 を の ぞ き ( 2 ) 過
年 度 に 計 上 さ れ た 包
括 利 益 の う ち 期 中 に
投 資 の リ ス ク か ら 解
放 さ れ た 部 分 を 加
え 、( 3 )少 数 株 主 損 益
を 控 除 す る と 、 純 利
益 が 求 め ら れ る ( 第
3 章 12 項 )。  




第 3 節  概念フレームワーク (ED)におけるリサイクリングの概
念  
 E D で は 、あ る 期間 の収 益・費 用 が OCI に含 め ら れる 場 合、将来 の い
ずれ か の 期間 に お い て純 損 益 計算 書 に 振 り替 え ら れる こ と が 推定 さ れる
とし 、 OCI が 計 上 さ れる 例 と して 、複 数 の測 定 基 礎が 用 い ら れて い る場
合を 挙 げ て、 振 替 は 必然 的 な 結果 で あ る とし て い る。 そ の う えで 振 替が
純損 益 計 算書 に お け る情 報 の 目的 適 合 性 を高 め る 期間 を 識 別 でき な い場
合に は 、こ の 推定 は 反証 可 能 であ り 、そ の場 合 に は当 該 収 益・費 用は OCI
に含 め る べき で は な いと 示 唆 され て い る 4 4。  
 リ サ イク リ ン グに つい て は、資 産 また は負 債 の 売却 な ど に よる 認 識 の中
止時 に 純 損益 に 含 め られ る 収 益・ 費 用 に は、 当 該 資産 ・ 負 債 に関 し てま
だ純 損 益 計算 書 に 含 めら れ て いな い 収 益 ・費 用 が 含ま れ る た め、 過 去に
OCI に 含 めら れ た 収 益・ 費用 は 、戻 入さ れて い る 場合 を 除 き 、現 時点 で
純損 益 に 含め ら れ る こと に な ると 説 明 し てい る (par.BC7 .52 )。  
  し か し 、場 合 に よ って 収 益 ・費 用 の 純 損益 計 算 書へ の 振 替 が、 ど の期
間に お い ても 純 損 益 計算 書 に おけ る 情 報 の目 的 適 合性 を 高 め ると は 限ら
ず、振 替の 適 切 な基 礎が な い こと に な る 。振 替 の適 切 な 基礎 がな け れ ば、
こう し た 特定 の 収 益・費 用項 目 を もと も と OCI に含 め る べ きで は な いと
考え ら れ るが (par.B C7.56)、 IA SB は 、「 概念 フ レ ーム ワ ー ク 」に 振 替 が
適切 で あ る可 能 性 が ある の か に関 す る 具 体的 な ガ イダ ン ス を 含め る こと
を提 案 し てお ら ず 、 個々 の 基 準 を 開 発 す る際 に 決 定す る こ と を予 想 して
お り (par.BC7 .57)、 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク の 範 囲 は 限 定 的 で あ る こ と を 補
足し て い る。  
 こ の よ うに E D で は、 一 度 、 OCI に 含 めた 項 目 につ い て は 、そ の 後に
純 損 益 に 組 み 替 え る (リ サ イ ク リ ン グ す る )と い う 反 証 可 能 な 仮 定 を 置 い
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てい る 。 つま り 、 反 証で き な い限 り 、 す べて の 項 目は リ サ イ クリ ン グす
ると い う こと で あ る (鶯 地 〔 2015〕 ,11 頁 )。  
 
第 4 節  概念フレームワーク ED と DP、アメリカ基準、日本基
準との比較  
1 .  IASB の スタ ン ス  
IASB で は 、 こ れ ま で に 純 利 益 を 廃 止 し て 、 包 括 利 益 に 一 本 化 し よ う
とす る 議 論が た び た びな さ れ てき て い る 。し か し 、 IASB は 、 2011 年 6
月に「 そ の 他 の包 括 利益 項 目 の表 示 ―IAS 第 1 号の 改 訂 ―」を公 表 し 、そ
の 他 の 包 括 利 益 (OC I)項 目 を 「 そ の 後 の 期 間 に 純 損 益 に 振 り 替 え る 項 目
(リ サ イ ク リ ン グ 項 目 )」 と 「 そ の 後 の 期 間 に 純 損 益 に 振 り 替 え な い 項 目
(リ サ イ クリ ン グ し ない 項 目 )」 に 区 分 して 表 示 する こ と と した 。  
 こ の よ う に 、 IA SB は 、 リ サ イ ク リ ン グ す る か ど う か を 概 念 フ レ ー ム
ワ ー ク や 会 計 基 準 で 包 括 的 に 規 定 す る の で は な く 、 IFR S の 個 別 の 会 計
基準 で リ サイ ク リ ン グを す る 項目 を 規 定 して い る 。し た が っ て、 図表 5
－ 2 か ら も分 か るよ う に IFR S では 、 そ の他 の 包 括利 益 に 計 上さ れ る 項
目に つ い て、 リ サ イ クリ ン グ をす る も の とし な い もの と が 混 在し て いる










図表 5－ 2  IASB そ の他 の 包 括利 益 (OCI )項 目 の 表示  
リサ イ ク リン グ す る 項目  リサ イ ク リン グ し な い項 目  
・在外 営 業事 業 体 に 対す る 純 投資 の
ヘ ッ ジ に 係 る 利 得 及 び 損 失 の 有 効
部分  
・OCI を 通じ て 公 正 価値 で 測 定す る
金融 資 産 に係 る 利 得 及び 損 失  
・在外 営 業活 動 体 の 財務 諸 表 の換 算
から 生 じ る為 替 差 額  
・キャ ッ シュ・フ ロ ー・ヘ ッ ジ手 段
に 係 る 利 得 又 は 損 失 の う ち 有 効 と
判定 さ れ る部 分  
・オプ シ ョン の 時 間 的価 値 の 価値 変
動  
・先渡 契 約の 先 渡 要 素の 価 値 の変 動  
・有形 固 定資 産 お よ び無 形 固 定資 産
の 再 評 価 に 伴 う 再 評 価 剰 余 金 の 変
動額  
・確定 給 付に お け る 数理 計 算 上の 差
異  
・OCI を 通じ て 公 正 価値 で 測 定さ れ
る 資 本 性 金 融 商 品 へ の 投 資 の 利 得
又は 損 失  
・純損 益 を通 じ て 公 正価 値 で 測定 す
ると 指 定 され た 負 債 につ い て 、自 己
の 信 用 リ ス ク 変 動 に 起 因 す る 公 正
価値 の 変 動部 分  
・OCI を 通じ て 公 正 価値 で 測 定す る
資 本 性 金 融 商 品 に 対 す る 投 資 を ヘ
ッ ジ す る ヘ ッ ジ 手 段 に 係 る 利 得 及
び損 失  
(出 典 ) IFRS に 基 づい て 筆 者が 作 成  
2 .  リサ イ ク リン グ に 関 する IFR S の 規 定  
  IFRS で は、そ の 他の 包 括 利益 (OCI )に計 上 し た後 に 、当 期純 利 益 に組
替 調 整 (リ サ イ ク リ ン グ )し な い 会 計 処 理 、 い わ ゆ る ノ ン リ サ イ ク リ ン グ
処理 を 採 用し て い る 。 2017 年 5 月に 公 表さ れ た IFRS 第 17 号 「 保 険契
約 」を除 い て、「 そ の 他の 包 括 利益 を 通 じ て公 正 価 値で 測 定 す る資 本 性金
融商 品 へ の投 資 の 公 正価 値 の 変動 」、「 純 損益 を 通 じて 公 正 価 値で 測 定す
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る金 融 負 債の 発 行 者 自身 の 信 用リ ス ク に 起因 す る 公正 価 値 の 変動 」、「確
定給 付 負 債又 は 資 産 の再 測 定」、「 有 形 固 定資 産 及 び無 形 資 産 の再 評 価モ
デル に 係 る再 評 価 剰 余金 」、「 その 他 の 包 括利 益 を 通じ て 公 正 価値 で 測定
する 資 本 性金 融 商 品 に対 す る 投資 を ヘ ッ ジす る ヘ ッジ 手 段 に 係る 利 得及
び損 失 」 がノ ン リ サ イク リ ン グ処 理 と な って い る 。し か し 、 この よ うな
ノン リ サ イク リ ン グ 処理 は 、 当期 純 利 益 の会 計 情 報と し て の 有用 性 の低
下に つ な がる と 考 え られ る 。  
 現 行 の IFRS に お いて は、個 別 の会 計 基準 に お いて OCI の扱 い が 定め
られ て お り、 リ サ イ クリ ン グ され る も の と リ サ イ クリ ン グ が 禁止 さ れる
もの と が ある 。  
3 .  概念 フ レ ーム ワ ー ク DP  
  DP で は IA SB の 予備 的 見 解と し て 「 概念 フ レ ーム ワ ー ク 」で は 純損
益を 合 計 又は 小 計 と して 要 求 すべ き だ と して い る 。そ し て 純 損益 の 表示
を要 求 す るこ と と な ると 、「 リサ イ ク リ ング す べ きか ど う か 」と いう 検討
の余 地 が 生ま れ て く る 。リ サ イ クリ ン グ は 、再 測 定 の際 に OCI とし て 取
り扱 っ た 項目 に つ い て 、売却 な ど で実 現 した 際 に OCI か ら 純損 益 の 項目
に振 り 替 える 手 続 き のこ と で ある 。  
  DP で は 、まず「 リサ イ ク リン グ を 一 切禁 止 す るア プ ロ ー チ 」を 明 確
に否 定 す ると と も に 、リサ イ ク リン グ を 行う 以 下の 2 つ の ア プロ ー チを
提示 し て、ど ち らが 妥当 で あ るか 意 見 を 求め て い る。そ のう ち の 1 つ が 、
OCI に対 す る 狭い ア プロ ー チ (ア プ ロ ー チ 2A )で あ り 、も う 1 つ が OCI
に対 す る 広い ア プ ロ ーチ (ア プロ ー チ 2B)であ る 。こ れら 2 つ のア プ ロ ー
チの 違 い は 、OCI の 対象 範 囲 が異 な る こ とと リ サ イク リ ン グ の取 扱 いに
ある 。 OCI の 対 象範 囲が 狭 い 「ア プ ロ ー チ 2A」 で は、 す べ て の OCI を
リサ イ ク リン グ す る 。逆 に 、 OCI の対 象範 囲 が 広い 「 ア プ ロー チ 2B」
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では 、 一 部リ サ イ ク リン グ し ない 項 目 が ある 。   
  こ の よ うに DP で は OCI のリ サ イ ク リン グ に 対す る 3 つ のア プ ロ ーチ
が示 さ れ てい た が 、 ED で は いっ た ん OCI に含 め た 項目 に つい て は 、そ
の後 す べ て純 損 益 に リサ イ ク リン グ す る とい う 反 証可 能 な 仮 定を 設 けて
いる 。 こ の仮 定 が 反 証さ れ る 可能 性 が あ るの は 、 例え ば 、 振 替が 純 損益
計算 書 に おけ る 情 報 の目 的 適 合性 を 高 め るこ と と なる 期 間 を 識別 す るた
めの 明 確 な基 礎 が な い場 合 で ある (par.E D7 .27 )と され る 。  
4 .  アメ リ カ 基準  
 FASB 概 念書 で は 、収 益 及 び利 得 の 認 識に 際 し て、 実 現 お よび 実 現可
能と い う 用語 を 用 い てい る 。FASB 概 念 書に お い ては 、「 実 現し た お よび
実現 可 能 とい う 用 語 は、 厳 密 な意 味 で 用 いら れ て おり 、 非 貨 幣性 資 産の
現金 ま た は現 金 請 求 権へ の 転 換ま た は 転 換可 能 性 に焦 点 が 合 わさ れ てい
る」 (SFAC3,par.83 )と説 明 さ れて い る 。  
 包 括 利 益と 純 利 益 を区 分 す る根 拠 を 明 らか に す るこ と は 、 OCI の リサ
イク リ ン グを 含 む 両 者の 関 係 を明 確 に す るこ と で もあ る 。  
 「 実 務 面で は 実 現 した 利 益 を会 計 上 の 利益 と 認 識す べ き で あり 、 金融
商品 の ト レー デ ィ ン グや 一 定 のデ リ バ テ ィブ 取 引 のよ う に 公 正価 値 の測
定値 を 直 ちに 純 損 益 に含 め る 会計 処 理 は 限定 的 で 、USGAPP でも 同 様の
取り 扱 い にな っ て い るた め 、OCI の リ サ イク リ ン グ強 制 は 堅 固の よ うに
うか が え るが 、ア メ リカ に お いて は 長 期 的な 基 準 開発 に ど こ まで も OCI
のリ サ イ クリ ン グ を 前提 と し てい る わ け では な く 、国 際 的 な 議論 の 場で
も容 易 に 理解 が 得 ら れな い 」 との 指 摘 も ある 4 5。  
 ア メ リ カ 会 計 基 準 (SFA S130 )公 表 以 降 に 包 括 利 益 の 価 値 関 連 性 を 例 証
した も の とし て 、「 純 利益 を 所 与と し て も その 他 の 包括 利 益 及 びそ の 個別
項 目 」 な ど 、 包 括 利 益 に 有 用 性 が 認 め ら れ る 結 果 が 報 告 さ れ て い る 4 6。
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な お 、 2009 年 6 月 の SFAS168 の 公 表 に よ り 、 SFAS130 は
ASC(Account ing  Standards  C od i f i ca t i on) の Topic220 「 包 括 利 益
(Comp rehens ive  Income)」に 規 定 され て いる 。  
5 .  日本 基 準  
 日 本 にお い て は 、これ ま で 当期 純 利 益 を重 視 す る観 点 か ら 、リ サイ クリ
ング が 必 要と さ れ て いる 。 IA SB が 新 た に公 表 し てい る IFR S に お い て、
リサ イ ク リン グ を 行 わな い 項 目が 増 加 し てき た こ とに よ っ て 、当 期 純利
益そ の も のが 変 質 し てく る こ とが 懸 念 さ れて い る 。  
 日 本 に おい て 全 て の OC I が リ サ イク リン グ の 対象 と な っ てお り 4 7、
IFRS の 規 定 は 日 本 に お け る 会 計 基 準 に 係 る 基 本 的 な 考 え 方 と 相 違 が 大
きい た め 、修 正 会 計 基準 第 2 号「 そ の他 の包 括 利 益の 会 計 処 理」(以 下「 修
正会 計 基 準第 2 号」とい う 。 )で は、ノ ン リサ イ ク リン グ 処 理 に「 削 除又
は修 正 」 する こ と を 提案 し て いる 。 し か し有 形 固 定資 産 及 び 無形 固 定資
産の 再 評 価モ デ ル に 係る 再 評 価剰 余 金 に つい て は 、実 体 資 本 維持 の 概念
に基 づ く もの か ど う か議 論 さ れて い る も ので あ り 、ノ ン リ サ イク リ ング
処理 と は 異な る 側 面 が見 受 け られ る た め 、「 削 除 又は 修 正 」を 行わ な い こ
とを 提 案 して い る 。  
 ASBJ は 包括 利 益 を純 利 益と OCI の「 積み 上 げ 」を 包 括 利益 と し てと
らえ ず 、 財務 状 態 と 財務 業 績 の観 点 か ら 包括 利 益 と純 利 益 の 両利 益 概念
を「 並 行」さ せる 試 みを 提 案 して い る。同時 に 、 OCI を「 連 結環 」とし
て定 義 す るこ と で リ サイ ク リ ング の 定 義 を導 く ス タン ス を 取 って い る。  
6 .  概念 フ レ ーム ワ ー ク ED 
  ED では 、純 損 益 の定 義 が され な い こ とか ら 、包 括 利益 の 純損 益 と OCI
への 区 分 につ い て も 、 OCI の 純損 益 へ の リサ イ ク リン グ に つ いて も 、純
損益 計 算 書の 情 報 の 目的 適 合 性を 高 め る か否 か と いう 抽 象 的 な説 明 に終
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始し て い る。 ま た 、 リサ イ ク リン グ が 反 証さ れ る 例と し て 、 純損 益 計算
書の 情 報 の目 的 適 合 性を 高 め るこ と と な る期 間 を 識別 す る た めの 明 確な
基礎 が な い場 合 を 示 すと と も に、 リ サ イ クリ ン グ につ い て は 概念 フ レー
ム ワ ー ク で ガ イ ダ ン ス を 示 す の で は な く 、 IFRS の 個 別 の 基 準 ご と の 対
応に 委 ね ると し て い る。  
ED は 、 リ サ イ ク リ ン グ の 手 続 を 行 う こ と で 、 損 益 計 算 書 情 報 の 有 用
性は 一 般 に向 上 す る と指 摘 す る一 方 で 、 どの よ う なタ イ ミ ン グで リ サイ
クリ ン グ を行 え ば 損 益計 算 書 情報 の 有 用 性が 向 上 する の か に 関し て 明確
なこ と が いえ な い ケ ース も 存 在す る と し てい る 。  
E D は 、「 財 務 業 績 に 関 す る 情 報 」 に つ い て 、 次 の よ う に 述 べ て い る 。 
(1 )  財務 業 績 に関 す る 情 報を 効 率 的か つ 効 果 的に 伝 達 する た め に 、収 益及
び 費 用 は 財 務 業 績 の 計 算 書 に お い て 、 次 の い ず れ か に 分 類 さ れ る 。  
(a )純損 益 計算 書 、 (b )そ の 他 の包 括 利 益 。  
(2 )  純損 益 計 算書 の 目 的 は、 次 の とお り で あ る。  
(a )  企 業 が 当 期 中 に 自 ら の 経 済 的 資 源 に 対 し て 得 た リ タ ー ン を 描 写 す
る。  
(b )  将来 キ ャ ッシ ュ・フ ロー の 見 通し の 評 価 及び 企 業 の資 源 に つ いて の
経営 者 の 受託 責 任 の 評価 に 有 用な 情 報 を 提供 す る 。  
第 5 節  結び  
 本 章 で は、 概 念 フ レー ム ワ ーク の ED にお け る 純損 益 と そ の他 の 包括
利益 の 表 示に つ い て 考察 し た 結果 、 次 の よう な 結 果が 明 ら か にな っ た。  
 ま ず 、概 念 フレ ー ムワ ー ク (ED)にお け る純 損 益 とそ の 他 の 包括 利 益 に
つい て 検 討し た 。ED の 特 徴は 、FASB 概念 書 お よび A SBJ 討議 資 料 と異
なり 利 益 概念 に つ い て定 義 を 行わ ず 、 反 証可 能 な 推定 に よ っ て当 期 の収
益 お よ び 費 用 を 純 損 益 計 算 書 も し く は OCI に 区 分 す る 方 法 を 採 っ て い
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るこ と で ある 。 一 方 、 FASB 概 念 書 及び ASBJ 討 議 資 料に お ける 利 益 概
念の 定 義 は、 ど の よ うな 純 損 益が 投 資 家 にと っ て 有用 で あ る のか に つい
ての そ れ ぞれ の 考 え 方を 表 し てい る 。  
FASB 概念 書 及び A SBJ 討議 資 料で は 利 益概 念 の 定義 を 示 す こと で 包
括利 益 と 純利 益 の 区 分を 明 確 にす る と と もに 、ど の よ うな 場 合に OCI が
純損 益 に リサ イ ク リ ング さ れ るの か に つ いて の 根 拠を 導 く こ とと な る。
なお 、 稼 得利 益 は 、 財務 諸 表 の構 成 要 素 とし て は 扱わ れ て い ない 。  
 次 に 、概 念 フレ ー ムワ ー ク (ED)にお け るリ サ イ クリ ン グ の 概念 に つ い
て検 討 し た 。ED で は 、ある 期 間の 収 益・費 用が OCI に 含 め られ る 場 合、
将来 の い ずれ か の 期 間に お い て純 損 益 計 算書 に 振 り替 え ら れ るこ と が推
定さ れ る とし 、 OCI が計 上 さ れる 例 と し て 、複 数 の測 定 基 礎 が用 い られ
てい る 場 合を 挙 げ て 、振 替 は 必然 的 な 結 果で あ る とし て い る 。  
さら に 、 概念 フ レ ー ムワ ー クの E D と DP とア メ リカ 基 準 と 日本 基 準の
比較 を 通 じて 概 念 フ レー ム ワ ーク の ED にお け る 純損 益 と そ の他 の 包括
利益 の 表 示の 特 徴 に つい て 検 討を 行 っ た 。 そ の 結 果、 そ の 他 の包 括 利益
に計 上 さ れる 項 目 に つい て 、 リサ イ ク リ ング を す るも の と し ない も のと
が混 在 し てい る 状 況 にあ る こ とが 明 ら か にな っ た 。  
 ED で は 、 純 損 益 を 厳 密 に 定 義 す る こ と は 実 行 可 能 で は な く 、 適 切 で
もな い た め DP と 同 様に 、 純 利益 の 定 義 が示 さ れ てい な い 。 そし て 包括
利益 か ら OCI を区 分す る 基 準も 明 ら か にさ れ て いな い 。 こ れに 対 し て、
ASBJ は 概念 フ レー ムワ ー ク で純 利 益 を 定義 す べ きで あ り 、 それ が で き
ない 中 で OCI に つ いて も 結 果的 に 定 義 され て お らず 、定 義 され て い ない
OCI を 2 つに 区 分し たと し て も 、OCI に 関す る 情 報を 伝 達 す るう え で 改
善に つ な がる と は 考 えら れ な いと い う 立 場を 表 明 して い る 。  
 さ ら に 、 E D で は 、 再 測 定 と い う 用 語 を 用 い て い る が 、 IFRS 基 準 の
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OCI 項 目 の 中に は 必 ずし も 再 測定 か ら 生 じた も の では な い 項 目が 含 まれ
てい る ので A SBJ は 再測 定 と いう 用 語 の 再検 討 を 求め て い る 。  
注  
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第 6 章  包括利益会計基準・実務の変遷  
                                          
第 1 節  はじめに  
 包 括 利 益は 2018 年時 点 で 、ア メ リ カ 、イ ギ リ ス、 中 国 、 日本 お よび
IASB の設 定 し た IFRS を適 用 す る世 界の 多 く の国 の 企 業 で制 度 化 され
てい る 。 しか し 、 包 括利 益 の 会計 基 準 お よび 会 計 実務 に は 、 世界 の 主要
国の 間 で 重要 な 相 違 点が 存 在 して い る と 考え ら れ る。  
 そ こ で 本 章 で は 、 ア メ リ カ 、 イ ギ リ ス 、 IA SB お よ び 日 本 に お い て包
括利 益 が どの よ う に 生成 し 、 発展 し 、 そ して 制 度 化し て き た のか に つい
て概 観 し 、今 後 の あ るべ き 姿 を模 索 し て いき た い 。本 章 の 構 成は 以 下の
とお り で ある 。  
 ま ず 、第 2 節で は アメ リ カ で包 括 利 益 概念 が 生 成さ れ、発 展し て き た
過程 を 概 観す る と と もに 、 包 括利 益 の 開 示に つ い て明 ら か に する 。  
 次 に 、 第 3節で は イギ リ ス にお け る 包 括利 益 の 導入 の 経 緯 につ い て 概
観す る 。 続い て 、 第 4節 では 、 国 際会 計 基準 に お ける 包 括 利 益の 変 遷 に
つい て 、導 入 の経 緯 、 2008年 に 公表 さ れ た討 議 資 料の 概 要 お よび「 基 本
財務 諸 表 」に 関 す る リサ ー チ ・プ ロ ジ ェ クト の 概 要を 中 心 に 検証 す る。  
また 、第 5 節で は 、日本 に お ける 包 括 利 益表 示 に つい て 、包 括利 益 導 入
の背 景 と 包括 利 益 の 概念 お よ びそ の 具 体 的表 示 方 法と 日 本 に おけ る 包括
利益 の 実 証研 究 の レ ビュ ー の 概要 を 示 し た。第 6 節 で は、包 括利 益 の定
義 、 包 括 利 益 の 表 示 、 組 替 調 整 (リ サ イ ク リ ン グ )、 ク リ ー ン ・ サ ー プ ラ
ス関 係 、 その 他 の 包 括利 益 の 構成 要 素 に つい て 、 アメ リ カ 、 イギ リ ス、
中国 、 日 本お よ び IASB の 国際 比 較 を行 う。 最 後 に、 第 7 節 では 本 章 の




第 2 節  アメリカにおける包括利益  
1 .  包括 利 益 概念 の 生 成  
「包 括 利 益」 概 念 が アメ リ カ では じ め て 示さ れ た のは 1980 年に 公表
の概 念 書 第 3 号 (SFAC3)『 営 利 企業 の 財務 諸 表 の構 成 要 素 』で あ る とさ
れ る 4 7。 FASB は 、 こ の 基 準 書 で 、 そ れ ま で 厳 密 な 定 義 を せ ず に 利 益
(earnings ) と い う 用 語 を 用 い て き た 概 念 に 対 し 、 改 め て 「 包 括 利 益
( c omprehens ive  income)」と い う 用語 を 用い る こ とと し 、 利 益と い う 用
語 は そ れ 以 降 異 な る 意 味 (つ ま り 稼 得 利 益 と い う 意 味 )で 用 い る こ と と し
た (企 業 財務 制 度 研 究会 〔 1988〕 ,5 頁 )。 SFAC3(SFAC 6)に おい て 包 括利
益の 定 義 は次 の よ う に示 さ れ てい る 。「 包括 利 益 とは 、出 資 者以 外 の 源泉
から の 取 引そ の 他 の 事象 お よ び環 境 要 因 から 生 じ る一 期 間 に おけ る 営利
企業 の 持 分の 変 動 で ある 。 そ れは 出 資 者 によ る 投 資お よ び 出 資者 へ の分
配 か ら 生 じ る 以 外 の 、 一 期 間 に お け る 持 分 の す べ て の 変 動 を 含 む 」
(SFAC6 ,par.70 )。こ の定 義 か ら包 括 利 益 とは 資 本 取引 に よ ら ない 企 業の
持分 (純 資産 )の 変動 額を 意 味 して い る 。  
 よ っ て 、包 括 利 益 は、 営 業 活動 お よ び 財務 活 動 のみ な ら ず 、価 格 変動
など の 環 境要 因 か ら 生じ る 持 分の 変 動 を 含む 概 念 とし て 位 置 付け ら れ 、
諸定 義 に おい て も、資産 、負債 、持分 、持分 の 変 動 (＝ 包 括 利益 )、収 益 、
費用 、 利 得、 損 失 の 順で 規 定 され て い る こと か ら 、資 産 負 債 アプ ロ ーチ
を具 体 化 して い る と いえ る 。 また 、 資 産 と負 債 の 定義 に 依 拠 させ ら れ、
両者 の 差 額と し て 持 分が 定 義 され て い る ため 、 持 分の 構 成 要 素で あ る包
括利 益 は 第１ 次 的 に 定義 さ れ てい る 資 産 、負 債 か らみ れ ば 、 二重 に 間接
的に 定 義 され て い る こと と な る。 こ の こ とは 同 時 に、 包 括 利 益の 大 きさ
を把 握 す るこ と は で きる が 、 評価 差 額 の 集合 で あ るた め 、 包 括利 益 概念
につ い て は、 明 ら か でな い と いう こ と が でき る 。 別の 表 現 を 用い る なら
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ば、 包 括 利益 は 、 資 産お よ び 負債 の 従 属 概念 で あ るこ と か ら 、資 産 およ
び負 債 の 評価 に 依 存 した 概 念 であ る 。  
一方 、包 括利 益 に 対 置さ れ る 概念 と し て 稼得 利 益（ earnings）が 存在
する 。 た だし 、 稼 得 利益 は 、 包括 利 益 よ りも 狭 義 のま た は 対 象範 囲 の狭
い異 な る 概念 を 呼 称 する た め に用 い ら れ 、明 確 な 定義 付 け は なさ れ てい
ない （ SFAC3）。  
FASB より 1984 年 に 公 表 さ れ た 概 念 書第 5 号 「 Recogni t ion  and  
Measurement  in  F inancia l  Statements  o f  Ｂ usiness  Enter pr ises :営利
企業 の 財 務諸 表 に お ける 認 識 と測 定 」（ 以下 、 SFAC5）では 、包括 利 益
と稼 得 利 益と の 関 係 を明 確 に し、 稼 得 利 益は 、 「 一会 計 期 間 中に 実 質的
に完 了 し た（ ま た は すで に 完 了し た ） キ ャッ シ ュ から キ ャ ッ シュ へ のサ
イク ル に 関係 し た 資 産の 流 入 額が 、 同 サ イク ル と 直接 ま た は 間接 的 に関
係し た 資 産の 流 入 額 をど れ だ け上 回 っ て いる か に 主と し て 関 わる 当 該会
計 期 間 中 の 業 績 を 示 す 測 定 値 （ a  measure  o f  p er fo rmance ） 」
(SFAC5 ,par .36 )と 定 義さ れ て いる 。   
よ っ て 、 稼 得 利 益 は 、 収 益 と 費 用 の 対 応 に よ り 把 握 さ れ る こ と か ら 、
収益 費 用 アプ ロ ー チ を具 体 化 して い る と いえ る 。 ただ し 、 稼 得利 益 は現
行の 純 利 益（ net  income）と必 ず し も同 一で な い こと か ら 4 8、たと え ば 、
当期 に 認 識さ れ た あ る種 の 過 年度 修 正 は 、純 利 益  へ は含 め ら れる が 稼得
利益 か ら 除か れ る 。 当期 に 認 識さ れ た あ る種 の 過 年度 修 正 と は、 会 計方
針の 変 更 に伴 う 累 積 的影 響 額 であ る 。た だし 、異 常 項目（ extraord inary  
i tems） お よ び廃 止 事業 （ dis cont inued  op era t ions） に 伴 う 損益 は 、 稼
得利 益 へ 含め ら れ る 。   
 そ こ で 、な ぜ こ の よう に 稼 得利 益 あ る いは 純 利 益の 構 成 要 素と し ての
扱い が 異 なる の か 、SFAC5 で は 、稼 得 利 益を い か なる 意 味 で 捉え て 重要
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性を 見 出 して い る の かと い う 点に 着 目 し 、稼 得 利 益と 純 利 益 との 関 係を
確認 す る 。   
 FASB は 、財 務 報 告の 目 的 を、 財 務 諸 表利 用 者 の意 思 決 定 に有 用 な情
報を 提 供 する こ と と した 上 で 、稼 得 利 益 を一 会 計 期間 の 業 績 を示 す 測定
値と 捉 え 、他 の 会 計 期間 に 属 する 諸 項 目 は可 能 な 限り 排 除 し てい る 。さ
らに 、 純 利益 か ら 一 定の 項 目 を除 い た 概 念と し て 稼得 利 益 を 改め て 規定
して い る 点に 着 目 す るな ら ば、こ れ は、純 利益 概 念 本来 の 目 的 に照 ら し、
その 目 的 に合 致 す る 測定 値 を 求め る 過 程 にお い て 、稼 得 利 益 概念 が 規定
され て き たこ と に 起 因す る と 理解 さ れ る 。よ っ て SFAC5 で は、 稼 得利
益に つ い て企 業 業 績 を示 す 尺 度と し て 捉 え、 そ の よう な 意 味 で純 利 益よ
りも 重 要 性を 見 出 し てい る と 考え ら れ る 。  
 次 に 、SFAC5 に お ける 稼 得 利益 と 包 括 利益 と の 関係 を 確 認 する 。稼得
利 益 と 包 括 利 益 は 、 と も に 同 一 の 広 範 な 内 訳 要 素 ―収 益 、 費 用 、 利 得 お
よ び 損 失 ―を 有 す る が 、 必 ず し も 同 一 で な い こ と か ら 、 包 括 利 益 へ 含 め
られ る が 稼得 利 益 か ら除 か れ る要 素 と し て、 会 計 方針 の 変 更 に伴 う 累積
的影 響 額 およ び 当 期 に認 識 さ れた あ る 種 の純 資 産 の変 動 が 挙 げら れ る。
そし て 、 包括 利 益 と 稼得 利 益 は、 利 益 数 値の 安 定 性、 リ ス ク 、予 測 可能
性が そ れ ぞれ 異 な る こと か ら 、明 確 に 区 分す る 必 要が あ る と して い る。  
 SFAC5 に規 定 さ れて い る 利益 概 念 の 特徴 と し て、稼 得 利 益と 純 利 益と
は明 確 に 異な る 概 念 とし て 位 置付 け 、 企 業の 業 績 を示 す 尺 度 とし て 重要
性を 見 出 して い る 点 が挙 げ ら れる 。 こ の よう に 、 情報 の 有 用 性の 観 点よ
り稼 得 利 益に 重 き を 置き 、 純 利益 と の 間 に一 定 の 距離 を 有 す るが 故 に、
SFAC5 に お け る 企 業 の 業 績 を 示 す 測 定 値 で あ る 稼 得 利 益 と 広 汎 な 測 定
値で あ る 包 括 利 益 と の目 的 の 役割 は よ り いっ そ う 明確 に 位 置 付け ら れる
と理 解 さ れる 。  
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「包 括 利 益と は 、 取 引そ の 他 の事 象 が 企 業に 及 ぼ す影 響 に つ いて 広範
な測 定 値 であ り 、 そ れは 出 資 者に よ る 投 資お よ び 出資 者 へ の 分配 か ら生
じる 持 分 の変 動 を 除 き、 取 引 その 他 の 事 象お よ び 環境 要 因 か らも た らさ
れる 一 会 計期 間 の 企 業の 持 分 につ い て 認 識さ れ る すべ て の 変 動か ら 構成
され る 」 (par.39 . )。  
2 .  業績 測 定 と稼 得 利 益  
 企 業 の 業績 を 表 す 利益 を 「 稼得 利 益 」 と呼 ん で 、そ れ を 包 括利 益 のそ
の他 の 内 訳要 素 と 区 別し て い る。 次 の 図 表 6－ 1 は 具体 的 指 針を 示 して
いる 。  
図表 6－ 1 稼 得利 益認 識 上 の指 針  
純利 益 の 内訳 要 素  
収 益  稼 得 プ ロ セ ス を 伴 う も の  稼 得 さ れ 、 か つ 実 現 し て い る
か、 実 現 可能 な も の  
費 用  稼 得 プ ロ セ ス を 伴 う も の  稼 得 さ れ 、 か つ 実 現 し て い る
か、 実 現 可能 な も の  
利得  稼 得プ ロ セ ス を伴 わ な いも の  実 現し て い るか 、実 現 可能
なも の  
損失  稼 得プ ロ セ ス を伴 わ な いも の  実 現し て い るか 、実 現 可能
なも の  
稼得 利 益  
 前 期 損 益修 正 の 累 積的 影 響 額  
 資 本 等 取引 に よ ら ない そ の 他の 持 分 の 変動  
包括 利 益  
(出 典 ) SFAC,p ars .63 -77 項 を 参 考に 筆 者作 成  
まず 「 収 益・ 費 用 」 の認 識 に 際し て は 「 稼得 さ れ 」か つ 「 実 現」 して
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いる か ま た「 実 現 可 能」 な 状 態に な っ て いる こ と が求 め ら れ る。  
 稼 得 利 益に 含 ま れ る「 利 得・損 失」に つい て は、「 実現 」ない し は「 実
現可 能 」 な状 態 に あ るこ と が 認識 に あ た って の 具 体的 な 要 件 とさ れ てい
るが 、「稼 得 す る」 こと は 必 ずし も 要 件 とさ れ て いな い 。  
 と こ ろ で、現 行の 包括 主 義 によ る 損 益 計算 書 に 示さ れ て い る「 純 利益 」
には 、 通 常、 SFAC にお い て 稼得 利 益 か らは 除 か れて い る 会 計方 針 の変
更に と も なう 累 積 的 影響 額 が 含め ら れ て いる 。  
3 .  稼得 利 益 と包 括 利 益  
 稼 得 利 益 に 含 ま れ る 利 得 ・ 損 失 は 、「 実 現 」 し て い る か 「 実 現 可 能 」
であ る こ とが 認 識 基 準と な っ てい る 。「 実現 可 能 」な 状態 に なっ て い れば
すべ て の 資産 ・ 負 債 の評 価 損 益が 「 稼 得 利益 」 と して 認 識 可 能か と いう
とそ う で はな い。た とえ ば 、「 その 他 の 持分 の 変 動」とし て 例示 さ れ てい
る「 固 定資 産 とし て 分類 さ れ てい る 市 場 性あ る 持 分有 価 証 券 」は、「実 現
可 能 」 な 状 態 (実 現 可 能 基 準 を 満 た し て い る )と 考 え ら れ る が 、 稼 得 利 益
には 含 め られ て い な い。 稼 得 利益 の 中 に 実現 し た もの の み な らず 実 現可
能な も の も含 め る こ とに つ い て 、SFAC では 次 の よう に 説 明 さ れ て い る。 
 「 製 品 また は そ の 他の 資 産 が、 そ れ ら がさ ほ ど の努 力 も 要 せず 信 頼で
きる 確 定 可能 な 価 格 で売 却 で きる と い う 理由 で 、 容易 に 実 現 可能 で ある
場 合 に は (例 え ば 、 特 定 の 農 産 物 、 貴 金 属 お よ び 市 場 性 あ る 有 価 証 券 )、
収益 お よ びあ る 種 の 利得 損 失 は、 そ の 生 産の 完 了 また は 変 動 の時 点 で認
識さ れ る 」 (SFAC5,par.84e . )  。  
 利 益の 本 質を 純 資 産の 増 加 額で あ る と 措定 す れ ば、 利 益が 生じ る 企 業
活動 の 範 囲に よ っ て 、稼 得 利 益概 念 と そ の他 の 包 括利 益 概 念 に分 類 する
こと が で きる 。  
 た だ し 、稼 得 利 益 と純 利 益 の違 い を 厳 密に い え ば 、 当 期 に 認識 さ れる
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前期 損 益 修正 の 累 積 的影 響 額 が含 め ら れ るか 否 か にあ り 、 稼 得利 益 は基
本的 に 他 の会 計 期 間 に帰 属 す る項 目 を 可 能な 限 り 除外 し た 。 一会 計 期間
の業 績 を 示す 測 定 値 であ る (SFAC5,par.34)。  
 包 括 利 益は 「 実 現 可能 」 な 状態 に は な いと い う 理由 に よ っ て、 経 営成
績に 含 め るこ と が 妥 当で は な いと さ れ て いる 。  
 そ の 他 の包 括 利 益 は「 一 時 的な 時 価 の 変動 」 で ある と い う 理由 に よっ
て、 純 利 益か ら 除 外 され て い ると い う こ とで あ る 。  
4 .  資産 負 債 中心 観 と 収 益費 用 中 心観  
 『 討 議資 料』4 9 は 会 計上 の 測 定に 関 し て 相対 立 する 2 つ のア プ ロ ー チ 、
すな わ ち 資産 負 債 中 心観 と 収 益費 用 中 心 観を 提 示 し、 そ の ど ちら を 選択
する の か によ っ て 利 益測 定 の 構造 が 異 な って く る こと を 指 摘 し、 発 生主
義会 計 に おけ る そ れ まで の 収 益費 用 を 中 心と し た 利益 計 算 が 唯一 絶 対の
もの で は ない こ と を 示し た (企業 財 務 制 度研 究 会 [1988 ] ,13 -14 頁 )。『 討議
資料 』 に よれ ば 、 資 産負 債 中 心観 の も と で、 資 産 およ び 負 債 の定 義 にも
とづ い て 利益 と そ の 内訳 要 素 の定 義 が 導 かれ る 。 これ に 対 し て、 収 益費
用中 心 観 のも と で 、収益 お よ び費 用 な ら びに そ れ らの「 関 連 」な いし「 対
応」 の 定 義に も と づ いて 利 益 の定 義 が 導 か れ て い る。  
 資 産 負 債中 心 観 と 収益 費 用 中心 観 に よ る利 益 計 算の 最 も 大 きな 違 い は、
資産 負 債 中心 観 で は 貸借 対 照 表項 目 が 経 済的 資 源 およ び 義 務 を示 す 資産
負債 に 限 定さ れ 、 そ れ以 外 の もの は 貸 借 対照 表 か ら除 外 さ れ る。 そ の一
方で 、 対 価の 支 払 い を伴 わ な い経 済 的 資 源も 貸 借 対照 表 に 含 めら れ る場
合が あ る こと で あ る 。  
5 .  包括 利 益 計算 書 の 制 度化  
 そ の 後 、 FA SB は 金 融 商 品 プ ロ ジ ェ ク ト (F inancia l  Instrument  
Pro j ec t )を 1986 年 に開 始 し 、 8 つ の金 融商 品 取 引 5 0 に つ いて 基 準 書を
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1988 年ま で に公 表 して い る 。  
 こ れ ら の基 準 書 で 金融 資 産 およ び 金 融 負債 を 公 正価 値 で 測 定・ 評 価す
る こ と に よ り 認 識 さ れ た 未 実 現 評 価 損 益 の 表 示 方 法 を 検 討 す る た め 、
FASB は 包 括 利 益 プ ロ ジ ェ ク ト (Pro je ct  on  repor t ing  comprehens ive  
income)を 1995 年 9 月 に 立 ち 上 げ 、 公 開 草 案 (ED)「 包 括 利 益 の 報 告
(Report ing  Comp rehens ive  Income)」を 1996 年 6 月 に SFAS130「 包 括
利益 の 報 告 (R epor t ing  Comprehens ive  Income)」 を 1997 年 6 月に そ れ
ぞれ 公 表 して い る 。 これ に よ り包 括 利 益 計算 書 が 制度 化 さ れ た 5 1。  
 SFA S130 で は 、 当期 純 利 益と そ の 他 の包 括 利 益 (OCI )の 2 つ の利 益 に
分類 し (FASB [1997 ]par .84 )、包 括利 益 の表 示 を 1 計 算 書 方 式、 2 計算 書
方式 、 お よび 持 分 変 動計 算 書 方式 の い ず れか で 行 うこ と が 求 めら れ てい
る。  
 な お 、 そ の 他 の 包 括 利 益 (OCI )に つ い て は 組 替 調 整 ( re c lass i f i cat i on  
ad jus tment )が必 要 とさ れ て いる (FA SB[1997 ]par .18)。  
 2011 年 6 月 、FASB は ASU2011―05「 包括 利 益 の表 示 (Presentat i on  o f  
Comprehens ive  Income)」を 公 表 した 。 さら に FA SB は 2013 年 2 月 に
ASU2013―02 ｢包 括 利 益 (Top ic220 ) :そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 か ら の 組 替
調整 額 の 報告 (Comp rehens ive  Income(Topic220) :  
Repor t ing  o f Amounts Reclass i f i ed  Out  o f A ccumulated  Other 
Comprehens ive Income)」を 公表 し た 。ASU2011―05 は 2011 年 12 月
15 日か ら 、 ASU 2013－ 02 は 2012 年 12 月 15 日 か ら 公開 企業 に そ れぞ






第 3 節  イギリスにおける包括利益  
（ 1）  イギ リ ス にお け る 包 括利 益 の 導入  
 イ ギ リ ス に お い て 包 括 主 義 に 基 づ く 財 務 報 告 制 度 が 導 入 さ れ た の は
1974 年 の SSAP6『 異常 損 益 項目 お よ び 過年 度 修 正』 に お い てで あ る。
こ の 基 準 書 に お い て 、 イ ギ リ ス 会 計 基 準 委 員 会 (ASC )は 異 常 損 益 項 目 や
過年 度 修 正等 を 損 益 計算 書 を 経由 せ ず に 期首 の 留 保利 益 も し くは 積 立金
に直 接 加 減し て 処 理 する 、 そ れま で の い わゆ る 積 立金 会 計 を 改め 、 すべ
ての 異 常 損益 項 目 お よび 過 年 度損 益 修 正 を損 益 計 算書 上 で 開 示す る 包括
主義 損 益 計算 書 を は じめ て 採 用し た (企 業財 務 制 度研 究 会［ 1998］ , 44 頁
5 2 )。  
 ASC は この SSAP6 にお い て、 包 括 主 義へ の 移 行の 必 要 性 につ い て次
のよ う な 見解 を 示 し た。 つ ま り財 務 諸 表 の利 用 者 の経 営 成 績 に対 す る判
断と そ の 企業 間 の 比 較可 能 性 を高 め る た めに は 、 損益 計 算 書 から 異 常損
益項 目 と 過年 度 修 正 項目 を 除 外す る 当 期 業績 主 義 は不 適 当 だ とい う ので
ある (企 業財 務 制 度 研究 会 [1988 ] ,44 頁 )。  
 SSAP6 に か わ っ て 1992 年 に 公表 さ れ た FRS3『 財 務 業 績の 報 告 』に
おい て は 、SSAP6 に おけ る 上 記の 2 つ の 問題 点 が 次の よ う な 形で 克 服さ
れる こ と とな っ た (企業 財 務 制度 研 究 会 [1988 ] ,45 頁 )。ま ず 、異 常 損益 に
算入 で き る項 目 が 極 めて 厳 格 に制 限 さ れ るこ と に なっ て 、 異 常項 目 前利
益の 計 上 に関 す る 経 営者 の 恣 意性 の 介 入 の余 地 が 排除 さ れ た (par.6 )。さ
らに 、 従 来積 立 金 に 直接 加 減 され て 認 識 され て い た項 目 の う ち、 株 主と
の資 本 取 引を 除 く 、 その 期 間 に株 主 に 帰 属す べ き すべ て の 利 得損 失 が、
新た に 導 入さ れ た 総 認識 利 得 損失 計 算 書 にお い て 開示 さ れ る こと と なっ
た (p ar.27 )。   
 イ ギ リ ス の ASB は 1992 年 10 月 に FRS3 を公 表 し たが 、そ の 中 で総
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認識 利 得 損失 計 算 書 (STR GL)(s tatement  o f  t o ta l  re cogni zed  ga ins  and  
losses )を導 入 し た。 FASB が包 括利 益 の 検討 を 開 始し た の も 、イ ギ リ ス
で総 認 識 利得 損 失 計 算書 が 制 度化 さ れ て いる こ と が 1 つ の き っか け であ
った と 考 えら れ よ う 。FRS3 に おい て 総 認識 利 得 損失 と は、「 報告 実 体 が、
特定 の 会 計期 間 に 認 識し た あ らゆ る 利 得 と損 失 の 総額 で 、 株 主に 帰 属す
るか 株 主 が負 担 す る もの 」 (par.8 )と定 義 され て い る。  
 イ ギ リ スに お い て は、 利 得 とは 収 益 と 呼ば れ る こと も あ る 通常 の 事業
活動 か ら 発生 す る 利 得を 含 む 。ま た 損 失 とは 、 通 常の 事 業 活 動か ら 発生
する 費 用 を含 む も の であ る 。 アメ リ カ で 使用 す る 利得 ・ 損 失 とい う 用語
と比 べ る と、 収 益 ・ 費用 も 含 むよ り 広 い 概念 で あ るこ と に 留 意す る 必要
があ ろ う 。  
 一 方 、FASB に よ る包 括 利 益の 定 義 は 、「 出資 者 以外 の 源 泉か ら の 取引
その 他 の 事象 お よ び 環境 要 因 から 生 じ る  一 期 間に お け る  営 利企 業 の持
分の 変 動 であ る 。包 括的 利 益 は出 資 者 に よる 投 資 およ び  出 資者 へ の 分配
か ら 生 じ る も の 以 外 の 、 一 期 間 に お け る 持 分 の す べ て の 変 動 を 含 む 」
(SFAC6 ,par .70 )で あ る。 FASB の包 括 利 益も 総 認 識利 得 損 失 も共 に 、株
主か ら の 出資 と 株 主 への 配 当 を除 い た 一 期間 に お ける 株 主 持 分の 変 動を
示す も の であ る 。 し たが っ て 、ア メ リ カ の SFAS130 で も 、 総認 識 利得
損失 を 包 括利 益 の 同 等物 と 表 現し て い る 。  
 FRS3 にお い て ， 総認 識 利 得損 失 計 算 書が 基 本 財務 諸 表 を 構成 す る 1
つの 計 算 書と し て 位 置づ け ら れた 。 こ の 総認 識 利 得損 失 計 算 書に は 、損
益計 算 書 に開 示 さ れ ない 株 主 に帰 属 す る 剰余 金 の 変動 で あ る 資産 再 評価
益、 外 貨 換算 調 整 の 変動 額 な どが 計 上 さ れる 。 こ れに よ っ て 、利 益 ・株
主持 分 の 単一 開 示 方 式か ら 、 利益 ・ 株 主 持分 の 構 成要 素 の 多 元的 開 示が
可能 と な り、 財 務 諸 表利 用 者 によ っ て 企 業業 績 の 理解 ・ 分 析 が容 易 とな
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る 。 FRS3 は 、 従 来 の 単 一 業 績指 標 の 強 調 か ら 移 行し 、 業 績 の 重 要 な構
成要 素 を 強調 す る 多 元的 な 情 報セ ッ ト ・ アプ ロ ー チを 採 用 し た 5 3。  
 ま た 、 イギ リ ス の 概念 フ レ ーム ワ ー ク とし て 位 置づ け ら れ る財 務 報告
原則 (Sta tement  o f  Pr inc ip l es  f or  F inancia l  Report ing ,以 下、 SPFR と
表記 す る )に お い て も、総 認 識利 得 損 失 計算 書 が 明記 さ れ て いる 、さ らに、
SPFR は 、 再測 定 時 の段 階 に おい て 混 合 測定 シ ス テム を 採 用 する 。 混合
測定 シ ス テム と は 、 取得 原 価 と時 価 の 双 方を 採 用 する 測 定 基 準で あ り、
同じ 貸 借 対照 表 項 目 であ っ て も、 た と え ば特 定 の 有価 証 巻 に は時 価 、土
地、 建 物 につ い て は 原価 を 強 制適 用 す る 評価 シ ス テム で あ る 。  
 
第 4 節  IASB における包括利益  
1 .  包括 利 益 導入 の 経 緯  
 IA SB にお い て 包 括利 益 の 報告 を 巡 る 議論 の 開 始は 、イ ギ リス の FRS3
『財 務 業 績の 報 告』及び ア メ リカ の SFAS130『 包括 利 益 の報 告』の 公表
に影 響 を 受け て い た 。 2001 年 から 2004 年に か け て、 IASB はイ ギ リ ス
の ASB と 共 同で 、業 績報 告 プ ロジ ェ ク ト また は 包 括利 益 の 報 告プ ロ ジェ
クト を 行 って き た 。 これ ら の 共同 プ ロ ジ ェク ト で は、 業 績 表 示の あ り方
につ い て 検討 さ れ て いる 。  
 IA SB(こ の当 時は IASC)に お いて も 、 1996 年 7 月 公表 の 公開 草 案 第
53 号『 財 務諸 表 の 表 示』で、包括 利 益 計 算書 に 相 当す る 計 算 書の 導 入が
提案 さ れ てい た 。 し かし 、 こ の提 案 に 対 して 反 対 意見 が 強 か った こ とか
ら、 1997 年 7 月 の 国際 会 計 基準 委 員 会 ( IA SC)理 事会 で 承 認 され た 基 準
書『 財 務 諸表 の 表 示 』で は 、 包括 利 益 計 算書 の 作 成を 強 制 せ ず、 こ れに
代え て 株 主持 分 の 変 動を 表 示 する 計 算 書 の作 成 を 義務 づ け る こと と し た。
ただ し 、 包括 利 益 の 構成 要 素 以外 の 項 目 を注 記 に より 表 示 す る方 式 も認
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める こ と とし 、包 括 利益 計 算 書と 同 じ 様 式を 採 用 する 道 を 開 いた (企 業財
務制 度 研 究会 ［ 1998］ ,283 頁 )。  
 2001 年 から 2004 年に か け て 、IASB はイ ギ リ スの A SB と共 同 で 業績
報告 プ ロ ジェ ク ト (Per formance  Report ing  Pro je ct )また は 包 括利 益 の 報
告プ ロ ジ ェク ト （ Repor t ing  C o mp reh en s ive  I nco me  Pr o j e c t） と し て 、
業績 表 示 のあ り 方 に つい て 検 討し て き た 。そ の 間 に提 案 さ れ たの が 、マ
トリ ッ ク ス業 績 計 算 書（ 図 表 6－ 2）で ある 。  
図表 6－ 2 マ トリ ッ クス 業 績 計算 書  
 再測 定 前 の損 益  再測 定 か ら生 じ
る損 益  
合計  
営業 活 動  ｘｘ ｘ   ｘ  ｘｘ ｘ  
金融 活 動  ｘｘ        ｘ  ｘｘ  
包括 利 益  ｘｘ ｘ   ｘ  ｘｘ ｘ  
(出 典 )  辻 山 ［ 2004］ ,11 頁。  
マト リ ッ クス 業 績 計 算書 で は 、リ サ イ ク リン グ を 禁止 す る 点 、純 利益
の内 訳 表 示が な い 点 、お よ び 企業 の 経 済 活動 を 営 業活 動 や 金 融活 動 など
の機 能 別 に区 分 す る 点で G4+1 の 推 奨 モ デル と 首 尾一 貫 し て いる 。 こ れ
に加 え て 、マ ト リ ッ クス 業 績 計算 書 で は 、「 再 測 定前 の 損 益 」と 「 再測
定か ら 生 じる 損 益 」 に 区 分表 示 す る点 が 、これ ま で の業 績 計算 書 と 大き
く異 な っ てい る 。 こ れは 、 G4+1 の特 別 報告 書 や ポジ シ ョ ン ・ペ ー パ ー
の立 場 を 発展 さ せ 、 情報 セ ッ ト ・ ア プ ロ ーチ を さ らに 徹 底 し たフ ォ ーマ
ット で あ ると も い え る。   
 IA SB は 、 ASB と マト リ ッ クス 業 績 計 算書 に つ いて 検 討 し つつ 、 2003
年 12 月 に IAS 第 1 号「 財 務 諸表 の 表 示 （ Presenta t ion  o f  F inancia l  
Statements） 」 の 改訂 版 を 公表 し 、 2005 年 1 月 以 降 に開 始す る 事 業年
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度か ら 、 当該 基 準 の 適用 を 義 務付 け た 。 2003 年当 時の IAS 第 1 号 の 改
訂版 で は 、損 益 計 算 書の ボ ト ムラ イ ン を 純利 益 と しつ つ 、 ア メリ カ の
SFAS130 のそ の 他 の包 括 利 益に 該 当 す る為 替 換 算調 整 勘 定 、再評 価 剰余
金、 売 却 可能 有 価 証 券の 未 実 現評 価 損 益 の期 中 変 化額 を 純 利 益に 加 えた
認識 収 益 費用 （ 包 括 利益 に 相 当す る ） を 株主 資 本 等変 動 計 算 書あ る いは
認識 収 益 費用 計 算 書 （包 括 利 益計 算 書 に 相当 す る ）に お い て 開示 す るよ
うに 義 務 付け た 。   
 IA S第 1号 で は、そ の他 の 包 括利 益 に 相 当す る 項 目に つ い て リサ イ クリ
ング を 要 求し て い た が、 再 評 価剰 余 金 に 関し て は リサ イ ク リ ング を 禁止
し、 利 益 剰余 金 に 直 接振 り 替 える 会 計 処 理を 要 求 した 。  
2004 年 11 月 に 、 IA SB は ASB と の ジ ョ イン ト ・ プロ ジ ェ ク トを 解 消
し 、新た に FASB と のジ ョ イ ント・プ ロ ジェ ク ト であ る 財 務 諸 表 の 表 示
プロ ジ ェ クト（ Financia l  Statement  Presentat i on  p ro jec t）を立 ち 上 げ
た。この プ ロ ジェ ク トで は、企 業 の業 績 表示 に 関 して 、フ ェ ーズ A か ら
フェ ー ズ Ｃの ３ つ の フェ ー ズ に分 け て プ ロジ ェ ク トが 進 め ら れる 予 定で
あり 、これ ま で フェ ーズ A と フェ ー ズ B に関 し て、議 論 が行 われ て き た。
フェ ー ズ A で は、主 とし て ア メリ カ 基 準 と国 際 会 計基 準 の 相 違を 減 らす
こと に 焦 点が あ て ら れた 。その 結 果 を受 けて 、2007 年に 、IA S 第 １ 号「 財
務諸 表 の 表示 （ Presenta t i on  o f  F inancia l  S ta tements )」 の 改訂 版 が 公
表さ れ た 。 2007 年 の改 訂 で IA SB で は 包 括 利 益 計 算 書 を 導 入 し て い る 。
一方 、フ ェ ーズ Ｂ で は 、 2008 年 11 月 に 討議 資 料 (DP)「 財 務 諸表 の 表示
に関 す る 予備 的 見 解 」が 公 表さ れ た。こ の討 議 資 料 (DP)では 、企 業 の事
業活 動 を 営業 活 動 と 投資 活 動 に区 分 し て 開示 す る こと や 、 金 融活 動 につ




図表 6－ 3 包 括利 益の 報 告 をめ ぐ る IASB の 動向  
IASB の 動向  
2001 年  IASB は A SB と共 同で 、 業 績報 告 プ ロ ジェ ク ト また は 包 括 利益
の報 告 プ ロジ ェ ク ト を発 足  
2003 年  IASB は IAS1「財 務 諸表 の 表 示」 の 改 訂 版を 公 表  
2004 年  IASB は FASB と 共 同で 、財務 諸 表の 表 示プ ロ ジ ェク ト を 立 ち上
げ  
2007 年  IASB は IAS1「財 務 諸表 の 表 示」 の 改 訂 版を 公 表  
2008 年  IASB は 討議 資 料「 財務 諸 表 の表 示 に 関 する 予 備 的見 解 」を 公表  
(出 典 )  IA SB の ホー ムペ ー ジ より 作 成  
2 .  討議 資 料 (DP)の 特徴  
IASB・ FASB の DP では 、 次 のよ う な 特 徴が あ る とさ れ る 5 4。  
まず 、 DP で 提 案さ れる 表 示 モデ ル の 基 本的 目 的 とし て 、 (a )財 務 諸 表
項目 間 の 相互 関 連 性 (Port rays a  cohes ive  f inanc ia l  p i c t ure  o f  an  
ent i ty ’ s  a ct i v i t ie s  )、 (b )将来 の キ ャッ シュ・フ ロ ー予 測 に 有用 な 区 分表
示、( c )利 用 者が 企 業 の財 務 的 流動 性 お よ び弾 力 性 を評 価 す る のに 役 に立
つよ う に 表示 す る こ とが 掲 げ られ て お り 、次 の よ うな 区 分 表 示が 提 案さ
れて い る 。  
財務 諸 表 の様 式 と し て 、 (a )価 値 を創 出 する (事 業活 動 )の情 報と こ れ ら
の事 業 活 動の た め の 資金 も し くは 資 金 を 調達 す る (財 務 活 動 )情報 と に 分
ける が 、 さら に 事 業 活動 に 関 する 情 報 は 営業 活 動 と投 資 活 動 に関 す る情
報に 分 け て区 分 表 示 し、 資 金 調達 の 源 泉 (非 所 有 者と 所 有 者 )別に 表 示 す
るこ と 、(b )非 継 続 事 業と 継 続 事業 と の 区 分、( c )法 人 所得 税 に 関す る 情報
の区 分 表 示、 を 要 求 して い る 。  
次に DP で は 、主 要 な財 務 諸 表と し て 財 務状 態 計 算書 、 包 括 利益 計 算
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書、 キ ャ ッシ ュ ・ フ ロー 計 算 書が 示 さ れ てい る 5 5。財 政 状 態 計算 書
(Sta tement  o f  F inancia l  Pos i t ion )は 、 現在 の 資 産、 負 債 、 持分 の 区 分
では な く 、主 な 活 動 (営 業 、 投資 お よ び 財務 )ご とに わ け 、 事業 お よ び財
務区 分 に おけ る 資 産 およ び 負 債を 表 示 す る。  
包括 利 益 計算 書 は 、 すべ て の 企業 は 単 一 の包 括 利 益計 算 書 に その 他の
包括 利 益 項目 を 独 立 のセ ク シ ョン に 区 分 表示 し 、 純利 益 (pro f i t  or  l oss
もし く は net  income)の 小計 と 包 括利 益 の総 計 が 示さ れ る よ うに 表 示 す
る。 ま た 、ど の 項 目 をそ の 他 の包 括 利 益 に計 上 す るか お よ び リサ イ クリ
ング を 行 うか ど う か につ い て は、 財 務 諸 表の 表 示 問題 で は な く会 計 処理
の問 題 で ある と 判 断 した た め 、同 プ ロ ジ ェク ト と して は 各 項 目の 会 計処
理を 扱 う 基準 に し た がう と し てい る 。  
キャ ッ シ ュ・ フ ロ ー 計算 書 は 、純 利 益 を 正味 営 業 キャ ッ シ ュ ・フ ロー
金額 に 調 整す る 間 接 法に よ る 表示 で は な く、 営 業 活動 に 関 す る入 金 およ
び支 払 の 主な カ テ ゴ リー を 個 別に 表 示 す る直 接 法 によ る 表 示 をし な けれ
ばな ら な い。  
なお 、 キ ャッ シ ュ ・ フロ ー を 包括 利 益 に 調整 す る 新し い 明 細 表が 含ま
れて い る 。  
 2007 年 の IAS 第 １号 の 改 訂版 に お い て、 包 括 利益 と 純 利 益の 開 示 に
直接 関 係 する 変 更 点 は、 資 本 取引 以 外 の 純資 産 の 期中 変 化 額 を業 績 とし
て包 括 利 益計 算 書 に 計上 す る こと が 義 務 付け ら れ た点 で あ る 。し か し、
2007 年の IAS 第 １ 号の 改 訂 版で は 、ア メリ カ の SFA S130 で推 奨 さ れて
いる 包 括 利益 計 算 書 のみ を 業 績計 算 書 と する 一 計 算書 方 式 に 限定 せ ず、
損益 計 算 書と 包 括 利 益計 算 書 の両 方 を 開 示す る 二 計算 書 方 式 を選 択 適用
する こ と がで き る 。 また 、 リ サイ ク リ ン グが 求 め られ て い る 。 IAS 第 1
号が 2007 年に 改 訂 され た の と時 を 同 じ くし て 、2007 年 7 月に イ ギ リス
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にお い て も、FRS 第 3 号 の 改訂 版 が 公 表さ れ た。こ れ まで のイ ギ リ スの
アプ ロ ー チを 転 換 し 、そ の 他 の包 括 利 益 に該 当 す る売 却 可 能 有価 証 券の
未実 現 評 価損 益 な ど に関 し て 、リ サ イ ク リン グ を 義務 付 け る こと に なっ
た 5 6。  
 一 方 、フ ェ ーズ Ｂ では 、 2008 年 11 月 に討 議 資 料「 財務 諸 表の 表 示 に
関す る 予 備的 見 解」が公 表 さ れた 。この 討議 資 料 (DP)で は、企業 の 事 業
活動 を 営 業活 動 と 投 資活 動 に 区分 し て 開 示す る こ とや 、 金 融 活動 に つい
ては 資 金 調達 の 源 泉 に基 づ い て開 示 す る こと が 要 請さ れ て い る。こ れは、
1990 年後 半に G4+１で 検 討 され た 機 能 別分 類 と 首尾 一 貫 し てい る 。 さ
らに 、 業 績計 算 書 だ けで は な く、 貸 借 対 照表 や キ ャッ シ ュ ・ フロ ー 計算
書な ど の いず れ の 財 務諸 表 も 、営 業 活 動 、投 資 活 動、 金 融 活 動に 区 分表
示す る こ とに よ り 、 財務 諸 表 間の 連 携 を より 明 確 にす る こ と を目 的 とし
てい る 点 も、 こ れ ま でと は 異 なる 特 徴 で ある 5 7。 図表 6－ 4 は、 討 議 資
料 (DP)で提 案 さ れた 開示 フ ォ ーマ ッ ト を 要約 し た もの で あ る 。  
 こ の 提 案に つ い て FASB と IA SB は 、財 務 諸 表の 透 明 性 が高 ま る とい
う共 通 の 見解 を 表 明 して い る。ま た、討 議 資 料 (DP)で は、財 務諸 表 の 構
成要 素 を 詳細 に 開 示 する 目 的 が、 将 来 キ ャッ シ ュ ・フ ロ ー の 予測 に 有用
な情 報 を 提供 す る こ とで あ る と明 記 さ れ てい る 。 企業 の 経 済 活動 を 機能
別に 分 類 する こ と や 、廃 止 事 業を 個 別 に 表示 す る こと は 、 こ れま で のイ
ギリ ス と のジ ョ イ ン ト ･プ ロジ ェ ク トに おい て 、IASB が主 張し て き たこ
とと 首 尾 一貫 し て い るが 、 リ サイ ク リ ン グを 行 っ た上 で 純 利 益を 維 持す
るこ と が 明示 さ れ て いる こ と から 、 こ れ はア メ リ カの 見 解 を 反映 し たも
ので あ る。し かし 、討議 資 料 (DP)は、損 益計 算 書 を完 全 に 廃 止し て 、包
括利 益 計 算書 に 統 一 する 。 そ れに 伴 っ て 、従 来 の ボト ム ラ イ ンで あ る純
利益 を 包 括利 益 の 内 訳項 目 と し、 包 括 利 益を ボ ト ムラ イ ン と して 位 置付
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ける 内 容 とな っ て い る。ま た、純 利益 が 機 能別 に 分 類表 示 さ れ るよ う に、
その 他 の 包括 利 益 項 目に 関 し ても 、為替 換算 調 整 勘定 以 外 は 、営 業 活動 、
投資 活 動 、金 融 活 動 に分 類 表 示す る こ と を要 求 し てい る 点 が 特徴 的 であ
る 5 8。  
図表 6－ 4  2008 年 討 議資 料 に おけ る 財 務 諸表 の 表 示  
財政 状 態 計算 書  包括 利 益 計算 書  キャ ッ シ ュ ･フ ロー 計
算書  
事業 活 動  
・営 業 資 産と 営 業 負 債  
・投 資 資 産と 投 資 負 債  
事業 活 動  
・営 業 収 益と 営 業 費 用  
・投 資 収 益と 投 資 費 用  
事業 活 動  
・営業 キ ャ ッシ ュ ･フ ロ
ー  
・投資 キ ャ ッシ ュ ･フ ロ
ー  
金融 活 動  
・金 融 資 産  
・金 融 負 債  
金融 活 動  
・金 融 資 産収 益  
・金 融 負 債費 用  
金融 活 動  
・金 融 資 産関 連 キ ャ ッ
シュ ･フロ ー  
・金 融 負 債関 連 キ ャ ッ
シュ ･フロ ー  
法人 税 等 関連 項 目  継続 的 な 事業 活 動 に か
かる 法 人 税等  
法人 税 等  
廃止 事 業  廃止 事 業 （税 引 後 ）  廃止 事 業  
 その 他 の 包括 利 益 （ 税
引後 ）  
 
持分  包括 利 益  持分  




3 .  「基 本 財 務諸 表 」 に 関す る リ サー チ ・ プ ロジ ェ ク ト  
 国 際 会計 基 準 審議 会 ( IASB )は 2016 年 11 月 に 2017 年 か ら 2021 年 まで
の作 業 計 画を 公 表 し 、そ の 中 で「 財 務 報 告に お け るコ ミ ュ ニ ケー シ ョン
の改 善 」 につ な が る プロ ジ ェ クト に 力 を 入れ る こ とが 決 定 さ れた 。 その
よう な プ ロジ ェ ク ト の一 環 と して 、「 基 本財 務 諸 表」に関 す る リ サ ー チ ・
プロ ジ ェ クト が 新 た に設 け ら れた 5 9。  
 基 本 財務 プ ロ ジェ クト は 、財 務 業 績計 算書 、キャ ッ シ ュ・フ ロー 計 算 書、
財務 状 態 計算 書 及 び 持分 変 動 計算 書 の そ れぞ れ に つい て 表 示 の改 善 を図
るこ と を 目的 と し て いる 。  
 基 本 財務 諸 表 プロ ジェ ク ト では 、損 益 計算 書 の 表示 の 改 善 のた め に 、図
表 6－ 5 の よ うに 、 以下 の 5 つの 案 が 示 され て い る。  
（ 1）  損益 計 算 書に 、「利 息及 び 税 金控 除 前 利 益 (EBIT )」 の表 示 を 求 め  
る (図 表 5 の ※ 1 )  。  
（ 2）  損益 計 算 書に 、「営 業利 益 」 の表 示 を 求 める (図表 5 の ※ 2 )。  
（ 3）  損 益 計 算 書 に 、「 非 経 常 項 目 を 除 外 し た 業 績 指 標 」 を 表 示 す る 際
のガ イ ダ ンス を 提 供 する (図表 5 の ※ 3 )。  
（ 4）  業種 ご と に基 本 財 務 諸表 の 記 載例 を 示 す 。  










図表 6－ 5  損 益 計 算 書の 表 示 の改 善 案  
             損 益 計算 書  
収益  
     下 記 を 除 く全 ての 収 益 及び 費 用  
経常 的 営 業利 益 ※ 3  
     非 経 常 収 益及 び費 用  
営業 利 益 ※ 2  
     非 営 業 収 益及 び費 用  
EBIT※ 1  
    金 融 収 益 及 び 費 用  
税引 前 利 益  
    税 金  
当期 利 益  
( 出 典 ) ： Account ing  S tandards  Ad v isory  Forum Meet ing ,March  
2017 ,Agenda  Paper9 より  
 
第 5 節  日本における包括利益  
1 .  包括 利 益 導入 の 背 景  
 日 本 の 企 業 会 計 基 準 委 員 会 は 、 国 際 会 計 基 準 に 対 応 す る た め 、 2009
年 7 月 に「 財務 諸 表 の表 示 に 関す る 論 点 の整 理 」を 公 表し た 。そ の中 で
包括 利 益 の表 示 に つ いて は 、当 期 純 利益 の表 示 の 維持 を 前 提 とし た 上 で、
日本 に お いて も 導 入 を短 期 的 に検 討 す る 方向 性 を 示し 、2009 年 12 月「包
括利 益 の 表示 に 関 す る会 計 基 準」 を 公 開 草案 と し て公 表 し た 。  
  そ れ を 踏ま え 、 企 業会 計 基 準委 員 会 は 2010 年 6 月 に 企 業会 計 基 準第
25 号「 包 括利 益 の 表 示に 関 す る会 計 基 準 」を 公表 し て いる 。この 基 準の
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導入 に よ り 、日 本 企 業に お け る包 括 利 益 情報 は 、2011 年 3 月 末決 算 期 以
降に 連 結 業績 計 算 書 にお い て 計上 さ れ る こと と な って い る 。 なお 、 企業
会計 基 準第 25 号 は 個別 財 務 諸表 に は 適 用さ れ な い。  
2 .  包括 利 益 表示 形 式  
日本 企 業 にお け る そ の他 の 包 括利 益 類 似 項目 は 、2007 年 3 月 末決 算期
以降 、 評 価・ 換 算 差 額等 期 中 変動 額 と し て株 主 資 本等 変 動 計 算書 に 計上
され る こ とと な っ た 。  
包括 利 益 情報 の 表 示 形式 と し て ､SFAS 第 130 号 にお け る容 認 規定 で あ
る株 主 持 分変 動 計 算 書形 式 に 類似 し た 方 法を 示 し てお り 、 包 括利 益 項目
に当 た る 金額 に つ い ては 表 示 され て い な い。こ のこ と か ら、A SBJ で は、
当該 基 準 を公 表 し た 時点 に お いて は 従 来 の損 益 計 算書 構 造 を 重視 し てお
り、 純 利 益に 対 し て 包括 利 益 の目 的 適 合 性や 有 用 性を そ れ ほ ど高 く 評価
して い な いよ う に 見 受け ら れ る。  
2010 年 6 月 に企 業 会計 基 準第 25 号『 包括 利 益 の表 示 に 関 する 会 計 基
準』を 公 表し て お り 、そ の 中 で、『包 括 利益 』の 名称 の 導 入 と、包 括 利益
情報 の 表 示形 式 と し て一 計 算 書形 式 と 二 計算 書 形 式の い ず れ かを 採 用す
るこ と を 規定 し て い る。 当 該 基準 の 公 表 によ り A SB J は 、 IASB を中 心
とす る 包 括利 益 情 報 の開 示 に 関し て こ れ を受 け 入 れる 姿 勢 を 示し た と考
えら れ る 。  
包括 利 益 の表 示 の 形 式と し て は、 ① 当 期 純利 益 を 構成 す る 項 目と その
他の 包 括 利益 の 内 訳 を単 一 の 計算 書 に 表 示す る 方 法 (1 計 算書 方式 [  図 表
6－ 6 を参 照 ] )と 、② 当期 純 利 益を 構 成 す る項 目 を 表示 す る 第 一の 計 算書
(従 来 の 損 益 計 算 書 と 同 じ )と 、 そ の 他 の 包 括 利 益 の 内 訳 を 表 示 す る 第 2
の計 算 書 から な る 方 法 (2 計 算 書 方式 [  図 表 6－ 7 を参 照 ] )が ある (企 業会
計基 準 委 員会 . [2012 ] .par.33)。  
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図表 6－ 6  【 1 計 算 書 方 式 】  
<連 結 損 益及 び 包 括 利益 計 算 書 >  
売上 高                         10 ,000  
 
- - - - - - - -  
税金 等 調 整前 当 期 純 利益          2 ,200  
法人 税 等                         900  
当期 純 利 益             1 ,300  
(内 訳 )  
親会 社 株 主に 帰 属 す る当 期 純 利益  1 ,000  
非支 配 株 主に 帰 属 す る当 期 純 利益   300  
その 他 の 包括 利 益 ：  
その 他 有 価証 券 評 価 差額 金          530  
繰延 ヘ ッ ジ損 益                    300  
為替 換 算 調整 勘 定                 △ 180  
持分 法 適 用会 社 に 対 する 持 分 相当 額   50  
その 他 の 包括 利 益 合 計           700  
包括 利 益                         2 ,000  
 
(内 訳 )  
親会 社 株 主に 係 る 包 括利 益         1 ,600  
非支 配 株 主に 係 る 包 括利 益           400  





図表 6－ 7  【 2 計 算 書 方 式 】  
<連 結 損 益計 算 書 >  
売上 高                        10 ,000  
 
- - - - - - - -      
税金 等 調 整前 当 期 純 利益         2 ,200  
法人 税 等                         900  
当期 純 利 益            1 ,300  
非支 配 株 主に 帰 属 す る当 期 純 利益   300  
親会 社 株 主に 帰 属 す る当 期 純 利益  1 ,000  
 
<連 結 包 括利 益 計 算 書 >  
当期 純 利 益             1 ,300  
その 他 の 包括 利 益 ：  
その 他 有 価証 券 評 価 差額 金          530  
繰延 ヘ ッ ジ損 益                    300  
為替 換 算 調整 勘 定                 △ 180  
持分 法 適 用会 社 に 対 する 持 分 相当 額  50  
その 他 の 包括 利 益 合 計           700  
包括 利 益                         2 ,000  
(内 訳 )  
親会 社 株 主に 係 る 包 括利 益         1 ,600  
非支 配 株 主に 係 る 包 括利 益           400  




  一 計 算 書方 式 の メ リッ ト は 一覧 性 、 明 瞭性 、 理 解可 能 性 等 の点 で 利点
が あ る こ と で あ り 、 IFRS の 概 念 的 な 考 え 方 と 一 致 し て お り 、 IA SB と
FASB の 検 討の 方 向 性と も 一 致し て い る 。 デ メ リ ット と し て は業 績 計算
書の ボ ト ムラ イ ン に 当期 純 利 益が 表 示 さ れな い 、 当期 純 利 益 を重 視 する
従来 か ら の考 え 方 と 親和 性 が 低い こ と で ある 。 一 方、 二 計 算 書方 式 のメ
リッ ト は 、当 期 純 利 益を 重 視 する 従 来 か らの 考 え 方と 親 和 性 が高 い 、 業
績計 算 書 のボ ト ム ラ イン に 当 期純 利 益 と 包括 利 益 の両 方 が 表 示さ れ る こ
とで あ る 。デ メ リ ッ トと し て は 損 益 計 算 書の ボ ト ムラ イ ン と 、包 括 利益
計算 書 の スタ ー ト ラ イン が つ なが ら な い こと で あ る 。  
 こ こ で第 1 章第 4 節の 議 論 によ る と 、包括 利 益 と当 期 純 利 益 を 一 部 共
有す る 部 分が あ る が それ ぞ れ 異な る 内 容 を有 す る と考 え る 見 方に 立 つ場
合と 独 立 した 別 々 の 概念 で あ ると 考 え る 見方 に 立 つ場 合 は 、 二計 算 書方
式が ふ さ わし い こ と にな る 。 一方 、 当 期 純利 益 は 包括 利 益 に 含ま れ ると
考え る 見 方に 立 つ 場 合、 一 計 算書 方 式 が ふさ わ し いこ と に な る。  
 な お 、筆 者は 、第 1 章第 4 節 で示 し た よう に 包 括利 益 と 当 期純 利 益を
一部 共 有 する 部 分 が ある が そ れぞ れ 異 な る内 容 を 有す る と 考 える 立 場か
ら二 計 算 書方 式 が 望 まし い と 考え る 。  
3 .  その 他 包 括利 益 の 対 象項 目  
  日 本で は 、そ の 他の 包 括 利益 に 相 当 する 項 目 とし て 、個 別貸 借 対 照表
の純 資 産 の部 に 評 価 ・換 算 差 額等 が 存 在 して い る が、 包 括 利 益の 表 示に
関す る 会 計基 準 が 公 表さ れ た こと に 伴 い 、今 後 は 連結 貸 借 対 照表 の 純資
産の 部 で は「 その 他 の包 括 利 益累 計 額」、連 結 包括 利 益計 算 書で は「そ の
他の 包 括 利益 」 と し て扱 わ れ るこ と に な る。 日 本 でそ の 他 の 包括 利 益と
され る 項 目は 、 そ の 他有 価 証 券評 価 差 額 金、 繰 延 ヘッ ジ 損 益 、土 地 再評
価差 額 金 、為 替 換 算 調整 勘 定 から 構 成 さ れる 。 な お、 こ れ ら の項 目 はす
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べて 繰 延 税金 資 産 、 繰延 税 金 負債 を 加 減 した 金 額 を記 載 し て いる 。  
4 .  日本 に お ける 包 括 利 益に 関 す る実 証 研 究  
 包 括 利 益の 情 報 有 用性 、 利 益調 整 後 の 包括 利 益 に対 す る 市 場反 応 など
につ い て 実証 研 究 が 行わ れ て きて い る 。 包括 利 益 の情 報 有 用 性に 関 する
検証 で は 、若 林 (2001)は 、為 替 換算 調 整 勘定 の 期 中変 化 額 を その 他 包 括
利益 、 株 価を 企 業 価 値と 仮 定 し、 包 括 利 益と 株 価 の関 連 性 を 分析 し た。
分析 の 結 果、 増 分 情 報内 容 の 観点 か ら 、 当期 純 利 益を 所 与 と した 場 合、
為替 換 算 調整 勘 定 の 変化 額 は 株価 変 化 を 追加 的 に 説明 し う る 増分 情 報内
容を 有 し てい な い こ とを 明 ら かに し た 。 また 、 若 林 (2002)は 、当 期 注 記
で示 さ れ てい た 有 価 証券 の 評 価損 益 を そ の他 の 包 括利 益 と み なし て 、株
式リ タ ー ン に 対 す る 情報 内 容 の研 究 を 行 って い る 。そ の 結 果 、増 分 情報
に関 連 す るモ デ ル で は、 有 価 証券 の 評 価 損益 は 純 利益 を 所 与 とし た 場合
に、株 主リ タ ー ンを 追加 的 に 説明 せ ず、相対 情 報 に関 連 す る モデ ル で は、
純利 益 が わず か で は ある が 包 括利 益 よ り 株式 リ タ ーン に 対 し てよ り 強い
説明 力 を 有す る こ と が発 見 さ れて い る 。  
井手 (2004 )は 、日 本 企業 が 開 示し て い る 純資 産 直 入項 目 の 内 、そ の 他
有価 証 券 差額 金 と 為 替換 算 調 整勘 定 に 情 報価 値 が ある の か 否 かを 検 証し
た。 検 証 の結 果 か ら 、株 式 収 益率 と 純 利 益ま た は 包括 利 益 と の間 に 正の
相関 が 確 認さ れ て い る。 し か し、 株 式 収 益率 と そ の他 の 包 括 利益 項 目と
の間 に は 正の 相 関 は 確認 さ れ てい な い 。 つま り 、 純利 益 に 対 して 、 包括
利益 が 増 分情 報 内 容 を持 っ て いな い と い う結 果 に なっ て い る 。  
久保 田 ・ 竹原 (2005 )は、 株 式 超過 収 益 率 に対 す る 包括 利 益 と 純利 益 の
相対 情 報 の研 究 と そ の他 の 包 括利 益 の 増 分情 報 に つい て ア メ リカ 基 準を
採用 す る 日本 企 業 を 対象 に 行 って い る 。 その 結 果 、株 式 超 過 収益 率 に対
して 、 包 括利 益 と 純 利益 の 相 対情 報 の 違 いは 明 ら かに で き な かっ た もの
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の、 未 実 現有 価 証 券 損益 と 最 少年 金 債 務 調整 額 の 増分 情 報 内 容が 明 らか
にさ れ て いる 。  
若林 (2008 )は 、純 利 益と 包 括 利益 の 相 対 情報 に 関 する 検 定 を 行う 際 、
リス ク 指 標に 着 目 し てい る 。 リス ク 指 標 とし て は 個別 証 券 リ ター ン の標
準偏 差 、 市場 ベ ー タ 値、 残 差 リタ ー ン の 分散 を 用 い、 純 利 益 の方 が 包括
利益 よ り 投資 リ ス ク の評 価 に 関係 が 強 い と結 論 づ け て い る 、 また 、 その
他の 包 括 利益 の 合 計 額が 純 利 益を 所 与 と した 場 合 に、 増 分 情 報を 有 する
かを 検 定 した 結 果、市場 ベ ー タ値 に 対 し ての み 有 意な 結 果 と なっ て い る。 
 井 手・山 下 (2008)は 、日本 企 業 が開 示 して い る 自己 資 本 直 入項 目 (その
他有 価 証 券評 価 差 額 金、為 替換 算 調 整勘 定、繰 延ヘ ッ ジ 損益 )の一 期 間 変
動額 と 株 式収 益 率 と の関 係 を 統計 的 に 検 証し た 。 検証 結 果 か ら、 包 括利
益の 総 額 の方 が 純 利 益よ り も 株式 収 益 率 との 関 係 がや や 強 い こと 、 純利
益の み の 情報 よ り も 純利 益 に 自己 資 本 直 入項 目 の 一期 間 変 動 額に 関 する
情報 を 加 えた 方 が 株 式収 益 率 との 関 連 が より 強 い こと 、 包 括 利益 の 総額
より も 純 利益 に 自 己 資本 直 入 項目 の 一 期 間変 動 額 を加 え た 情 報の 方 が株
式収 益 率 との 関 連 が 多少 あ る こと が 明 ら かに さ れ てい る 。  
 久 保 田 (2008 )は 、 アメ リ カ 基準 に よ っ て連 結 財 務諸 表 を 開 示す る 日 本
企業 を 対 象と し て 、 当期 純 利 益と 包 括 利 益の 相 対 情報 内 容 と 、そ の 他の
包括 利 益 の構 成 要 素 の増 分 情 報内 容 を 検 証し た 。 分析 の 結 果 から 、 株式
収益 率 、 経営 者 報 酬 とと も に 、当 期 純 利 益と 包 括 利益 の 間 に 相対 情 報内
容に 統 計 的に 有 意 な 差異 は 認 めら れ な か った 。 一 方、 そ の 他 の包 括 利益
を構 成 す る項 目 の 内 、未 実 現 有価 証 券 評 価益 と 最 小年 金 債 務 調整 額 につ
いて は 情 報内 容 の 増 加が 認 め られ た 。  
 菅 野 (2008 )は、 純 利益 、 包 括利 益 、 純 利益 の 構 成要 素 、 包 括利 益 の 構
成要 素 に 関し て 予 測 能力 の 検 討を 行 っ て いる 。 そ の結 果 、 ボ トム ラ イン
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の数 値 と なり 得 る 純 利益 お よ び包 括 利 益 に着 目 し た場 合 、 純 利益 が 包括
利益 よ り 高い 予 測 能 力を 示 し 、純 利 益 お よび 包 括 利益 の 構 成 要素 に 着目
した 場 合 、純 利 益 の 構成 要 素 の方 が 包 括 利益 の 構 成要 素 よ り 高い 予 測能
力を 示 し てい る 。 ま た、 ボ ト ムラ イ ン の 数値 と 利 益の 構 成 要 素を 比 較し
た場 合 、 利益 の 構 成 要素 の 方 が高 い 予 測 能力 を 示 す結 果 と な って い る。
純利 益 の 構成 要 素 が 最も 予 測 能力 が 高 い と結 論 づ けて い る 。  
 八 重 倉 ・若 林 (2008)は 、純 利 益と 包 括 利益 に 関 して 、 第 1 に持 続 性 と
予測 可 能 性の 分 析 を 行い 、第 2 に企 業 評 価の 正 確 性に つ い て 検討 を 行っ
てい る 。第 1 の 検 討 では 、将 来 の 業績 指 標と し て 次年 度 の 純 利益 、包 括
利益 、 営 業キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ーを 用 い 、 すべ て の 場合 に お い て純 利 益の
方が 持 続 性と 予 測 可 能性 が 高 いと さ れ て いる 。第 2 の 検討 で は、純 利益
と包 括 利 益を そ れ ぞ れ業 績 指 標と し て 割 引残 余 利 益モ デ ル に よっ て 企業
評価 を 行 い、 評 価 誤 差の 平 均 、メ デ ィ ア ン、 標 準 偏差 、 評 価 誤差 の 絶対
値の 平 均 を比 較 し た 結果 、 純 利益 を 用 い た場 合 の 方が 小 さ い 誤差 で ある
こと が 明 らか に な っ てい る 。  
 大 日 方 (2009 )は 、 純利 益 と 包括 利 益 の 有用 性 を 比較 し て い る。
SUR(seeming ly  unre lated  regress ion)分析 の 結 果、以 下 の 事実 が 判 明し
た。 持 続 性は 、 純 利 益の ほ う が高 い と は 言え な い 。適 時 性 は 、予 想 とは
異な り 、 包括 利 益 の 方が 常 に 優れ て い る とは 言 え なか っ た 。 保守 性 に関
して は 、 純利 益 と 包 括利 益 と の間 に 有 意 な差 異 は 観察 さ れ な かっ た 。価
値関 連 性 と株 価 の in fo rmativeness に つ いて は 、 純利 益 と 包 括利 益 と の
間に 決 定 的な 差 異 は なく 、 い ずれ か 一 方 が優 れ て いる と 言 え るほ ど の強
い証 拠 は 観察 さ れ な かっ た 。 この 実 証 結 果は 、 業 績報 告 の 会 計基 準 設定
に対 し て 重要 な 貢 献 をし て い る。  
 根 建 (2014 )は「 包 括利 益 の 表示 に 関 す る会 計 基 準」 適 用 前 後に お け る
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当期 純 利 益と 包 括 利 益の 情 報 有用 性 を 相 対的 に 比 較し 、 基 準 適用 前 にお
ける 包 括 利益 の 価 値 関連 性 が 高い と い う 結果 が 得 られ た 。 し かし 、 当期
純利 益 に 対す る 相 対 的な 位 置 づけ は 、 基 準適 用 後 の包 括 利 益 のほ う が高
まり つ つ ある こ と も 明ら か に した 。 ま た 、利 益 調 整後 の 包 括 利益 に 対す
る市 場 反 応に 関 す る 検証 で は 、根 建 (2014)は 経営 者 によ る そ の他 の 有 価
証券 の 売 却行 動 に よ り利 益 調 整を 行 っ て いる 企 業 の当 期 純 利 益と 包 括利
益の ど ち らが 会 計 利 益情 報 と して 有 用 か 検証 し た 。分 析 結 果 は、 包 括利
益と 当 期 純利 益 の 情 報内 容 に 有意 な 差 が なか っ た とさ れ た 。  
 井 手 (2017 )は、 包 括利 益 の 開示 に よ り 提供 さ れ る情 報 が 、 わが 国 の 証
券市 場 に おい て 情 報 とし て 価 値が あ る の かを 検 討 する た め 、 包括 利 益に
関す る 項 目と 株 価 の 変動 と の 関係 を 統 計 的な 手 法 を用 い て 分 析し た 。具
体的 に は 一会 計 期 間 にお け る 自己 資 本 直 入項 目 の 変動 を OCI 項目 と 想
定し 、 そ の他 有 価 証 券評 価 差 額金 の 開 示 が強 制 適 用さ れ る 2002 年 3 月
末日 を 決 算日 と す る 事業 年 度 以降 を 調 査 の対 象 期 間と す る 。 しか し 、包
括利 益 情 報が 純 利 益 情報 よ り も株 式 収 益 率と の 関 連が 強 い 証 拠を 見 出す
こと は で きな か っ た 。一 方 、 純利 益 お よ びそ の 他 有価 証 券 評 価差 額 金の
一期 間 変 化額 が 株 価 変化 率 と の関 係 が 強 いこ と が 確認 で き た 。ま た 、純
利益 の み の情 報 よ り も純 利 益 に自 己 資 本 直入 項 目 に関 連 す る 情報 を 加え
た方 が 株 価変 化 率 と の関 連 が より 強 い こ とを 確 認 でき た 。 た だし 、 為替
換算 調 整 勘定 の 一 期 間変 動 額 の変 数 に つ いて は 、 弱い 有 意 水 準し か 確認
でき な か った 。  
 
第 6 節  アメ リ カ 、 イギ リ ス 、 中 国 、 日 本、 IASB の 比 較  
 本 節 で は、 こ れ ま での 研 究 にも と づ い て包 括 利 益の 定 義 、 包括 利 益の
表 示 、 組 替 調 整 (リ サ イ ク リ ン グ )、 ク リ ー ン ・ サ ー プ ラ ス 関 係 、 そ の 他
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の包 括 利 益の 構 成 要 素 に つ い て、ア メリ カ 、イ ギ リス 、中国 、日 本 、IASB
の比 較 を 行う 6 1。  
 図 表 6－ 8 は 包 括 利益 の 定 義に 関 す る アメ リ カ 、 イ ギ リ ス 、中 国 、日
本、 IASB の 比 較を 行 った も の であ る 。ア メリ カ 、日 本 お よび 中国 は 概 念
フレ ー ム ワー ク の 中 で包 括 利 益の 定 義 を おい て い るの に 対 し 、 イ ギ リス
およ び IASB は 概 念 フレ ー ム ワー ク に 包 括利 益 の 定義 を お い てお ら ず、
イギ リ スは UK . 4 . 1 0 0 の 中に IASB は IA S1 号「 財 務 諸表 の 表示 」に 定 義
が示 さ れ てい る 。  
図 表 6－ 8 か ら 明 ら かな よ う に、 ア メ リ カ、 イ ギ リス 、 中 国 、日 本、
IASB の 包括 利 益 は 、その 定 義 に関 し て 大 きな 相 違 はな い も の と考 え られ
る 。な お 、イ ギリ ス では 、 EU 規制 対 象 企業 の 連 結財 務 諸 表 作成 上 、 EU
版 IFRS が 適用 さ れ てい る 。 また 、 中 国 では 、 一 般に 企 業 会 計準 則 が概
念フ レ ー ムワ ー ク と みな さ れ ると い う 。  
これ ら の 定義 を 包 括 利益 の 本 質と 制 約 条 件に 分 け て分 析 す る 。  
１． こ れ らの 定 義 に 見ら れ る 包括 利 益 の 本質 は 、 持分 の 変 動 、資 本 の変
動、 純 資 産の 変 動 ま たは 所 有 者持 分 の 変 動で あ る 。  
   ア メ リ カ と 中 国 は 包 括 利 益 を 所 有 者 ま た は 出 資 者 持 分 の 変 動 と し て
いる 点 で 共通 し て い る。 イ ギ リス と 国 際 会計 基 準 で は 資 本 の 変動 と して
いる 。 意 味す る と こ ろは 所 有 主持 分 と 異 なら な い 。日 本 だ け は純 資 産の
変動 と し てい る 。 こ の違 い は 包括 利 益 の 帰属 に 関 して 相 違 を もた ら す。
日本 で は 包括 利 益 の うち 純 利 益は 株 主 に 帰属 す る が、 そ の 他 の包 括 利益
は株 主 に 帰属 し な い 。こ の 違 いが 定 義 に 表れ て い る。  
２． こ れ らの 定 義 に 含ま れ る 制約 条 件 は 次の 二 つ であ る 。  
  （ １ ） 一会 計 期 間 中の 変 動   こ の 制 約 条件 の 下 に包 括 利 益 は計 算 され
る。 こ の 制約 条 件 か らリ サ イ クリ ン グ の 問題 が 生 じる 。  
  （ ２ ）出 資 者と の 取引 に よ る変 動、所 有者 と の 取引 に よ る 変動 、株主 、
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非 支 配 株 主 、  及 び 新 株 予 約 権 者 と の 直 接 的 取 引 に よ る 変 動 は 除 外 さ れ
る。  
  こ の 制 約条 件 に よ って 、 一 会計 期 間 に おけ る 資 本金 、 資 本 剰余 金 、新
株予 約 権 の変 動 及 び 利益 剰 余 金か ら の 配 当に よ る 減少 が 包 括 利益 か ら除
外さ れ る 。ア メ リ カ 基準 の 出 資者 並 び に 国際 会 計 基準 、 イ ギ リス 基 準及
び中 国 基 準 に お け る 所有 者 も 非支 配 株 主 及び 新 株 予約 権 者 を 含む と 解さ
れる 。 し かし 、 日 本 の定 義 に 含ま れ る オ プシ ョ ン 所有 者 と の 直接 取 引に
よる 変 動 の除 外 は 、 新株 予 約 権の 失 効 や 自己 新 株 予約 権 の 処 分に 伴 う変



















図表 6－ 8 包 括利 益の 定 義  








包 括 利 益 と
は 、 出 資 者 以
外 の 源 泉 か ら
の 取 引 そ の 他
の 事 象 お よ び
環 境 要 因 か ら
生 じ る 一 期 間
に お け る 営 利
企 業 の 持 分 の
変 動 で あ る 。
包 括 利 益 は 出
資 者 に よ る 投
資 お よ び 出 資
者 へ の 分 配 か
ら 生 じ る 以 外
の 、 一 期 間 に
お け る 持 分 の
す べ て の 変 動
を 含 む 。  
 
包 括 利 益
合 計 と は 、
所 有 者 と
し て の 立
場 で の 所
有 者 と の
取 引 に よ
る 資 本 の
変 動 以 外
の 取 引 又
は 事 象 に
よ る あ る
期 間 に お
け る 資 本
の 変 動 を
い う 。  
 
包 括 利 益
は 企 業 が
あ る 一 期
間 に お い
て 所 有 者
と し て の
立 場 で 所
有 者 と の
間 で 実 施
し た 取 引
以 外 の 取
引 又 は 事
象 に よ り
生 じ た 所
有 者 持 分
の 変 動 。  
 
包 括 利 益 と
は 、 特 定 期
間 に お け る
純 資 産 の 変
動 額 の う
ち 、 報 告 主
体 の 所 有 者
で あ る 株
主 、 子 会 社
の 少 数 株
主 、 及 び 将
来 そ れ ら に
な り 得 る オ
プ シ ョ ン の
所 有 者 と の
直 接 的 な 取
引 に よ ら な
い 部 分 を い
う 。  
包 括 利 益
合 計 と は 、
所 有 者 と
し て の 立
場 で の 所
有 者 と の
取 引 に よ
る 資 本 の
変 動 以 外
の 取 引 又
は 事 象 に
よ る あ る
期 間 に お
け る 資 本
の 変 動 を
い う 。  
 
 
*概 念 フレ ー ム ワー クの 中 に 包括 利 益 の 定義 を お いて い な い 。  







図表 6－ 9 包 括利 益の 表 示  









一 計 算 書
方式  
二 計 算 書
方式  
株 主 持 分
変 動 計 算
書 方 式 の
いず れ か  
 
一 計 算 書
方式  
二 計 算 書
方式  
一計 算 書 方式  
二計 算 書 方式  
 
一 計 算 書
方式  
二 計 算 書
方式  
 
一 計 算 書
方式  
二 計 算 書
方式  
 
一 計 算 書
方式  
二 計 算 書
方式  
(出 典 ) 各 国 の 会計 基準 を も とに 筆 者 が 作成  
図 表 6－ 9 は 包 括 利 益の 表 示 に関 す る ア メリ カ 、 イギ リ ス 、 中国 、日
本お よ び IASB の比 較 を 行 っ たも の で あ る。ア メリ カ は SFAS130 号で 一 計
算書 方 式 、二計 算 書 方式 、株 主 持分 変 動 計算 書 方 式を 認 め て いた 。一 方、
イギ リ ス、中 国 、日 本、 IASB は 一 計算 書 方式 と 二 計算 書 方 式 を 認 め て い
る。  
図 表 6－ 9 から 明 ら かな よ う に、 ア メ リ カ は SFAS130 号 で認 めら れ て
いた 持 分 変動 計 算 書 方式 を ASCTopic220 移 行 時に 廃 止し て いる 。 な お、
二 計 算 書 方 式 に つ い て は 容 認 し て い る 。 IASB も 二 計 算 書 方 式 容 認 を容
認し て い る。 こ の た めア メ リ カ と IA SB はと も に 一計 算 書 方 式の 方 が二
計算 書 方 式よ り も よ り望 ま し いと 考 え て いる よ う に理 解 で き る。し かし、
現実 の 企 業実 務 で は アメ リ カ の企 業 で も IASB の 作 成す る IFRS を 適 用
する 世 界 の多 く の 国 の企 業 で も二 計 算 書 方式 が 多 く採 用 さ れ てい る よう
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であ る 。  
筆者 は 、第 1 章 第 4 節の 考 察 より 、包 括 利益 と 当 期純 利 益 を 一部 共有
する 部 分 があ る が 、 それ ぞ れ 異な る 内 容 を 有 す る 利益 概 念 で ある と 考え
る立 場 か ら二 計 算 書 方式 が 望 まし い と 考 えて い る 。  
一方 、 日 本の 包 括 利 益の 表 示 に関 す る 会 計基 準 で は二 計 算 書 方式 とと
もに 、 一 計算 書 方 式 の選 択 も 認め る こ と とし て い る。  
なお 、 日 本で は 二 計 算書 方 式 を採 用 し て いる 企 業 がほ と ん ど であ ると
され る が 、中 国 で は 一計 算 書 方式 を 採 用 して い る 企業 が ほ と んど で ある



















図表 6－ 10 組 替 調 整 (リ サイ ク リ ング )  















リ サ イ ク
リ ン グ す
る 項 目 と
リ サ イ ク
リ ン グ し
な い 項 目
の 区 分 表
示 を 認 め
てい な い。 
IASB と ほ
ぼ同 じ  
 
リ サ イ ク
リ ン グ さ
れ な い 項
目 と リ サ
イ ク リ ン
グ す る 項
目 に 分 け
て 表 示 し
な け れ ば  
なら な い 。 
A S BJ は  
全 て の 項
目 を リ サ
イ ク リ ン
グ す る 。  
個 別 の
IFRS の 規
定 に も と
づ き 将 来
リ サ イ ク
リ ン グ を
し な い 項
目 と リ サ
イ ク リ ン
グ を す る
項 目 の 2
つ の グ ル
ー プ に 分
け て 表 示
す る こ と
を 要 求 し
てい る  
 
(出 典 ) 各 国 の 会計 基準 を も とに 筆 者 が 作成  
図 表 6－ 10 は 組 替 調 整 (リ サイ ク リ ング )に関 す る アメ リ カ、イギ リ ス 、
中国 、 日 本お よ び IASB の比 較 を行 っ た もの で あ る。  
図表 6－ 10 か ら明 らか な よ うに 、 ア メ リカ は リ サイ ク リ ン グす る 項 目
とリ サ イ クリ ン グ し ない 項 目 の区 分 表 示 を認 め て おら ず 、 原 則と し て全
ての OCI を リ サ イ クリ ン グ する こ と を 規定 し て いる 。一 方 、日本 は 、全
ての 項 目 をリ サ イ ク リン グ す るた め 、 こ のよ う な 区分 表 示 は 行わ れ てい
な い 。 こ れ に 対 し て 、 イ ギ リ ス 、 中 国 、 IASB は リ サ イ ク リ ン グ を しな
い項 目 と リサ イ ク リ ング を す る項 目 の 2 つに 分 け て表 示 す る こと を 規定
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して お り 顕著 な 違 い がみ ら れ る。  
図表 6－ 11 狭 義 の クリ ー ン ・サ ー プ ラ ス関 係  
アメ リ カ  イギ リ ス  中国  日本  IASB  
成 立 す る
可 能 性 が
ある  
成 立 し て
いな い  
成 立 し て
いな い  
成 立 し て
いる  
成 立 し て
いな い  
(出 典 ) 各 国 の 会計 基準 を も とに 筆 者 が 作成  
 
図表 6－ 12 広 義 の クリ ー ン ・サ ー プ ラ ス関 係  
アメ リ カ  イギ リ ス  中国  日本  IASB  
成 立 し て
いる  
成 立 し て
いる  
成 立 し て
いる  
成 立 し て
いる  
成 立 し て
いる  
(出 典 ) 各 国 の 会計 基準 を も とに 筆 者 が 作成  
図 表 6－ 11 は 狭義 の ク リ ー ン・ サ ー プ ラス 関 係 に関 す る ア メリ カ 、 イ
ギリ ス 、 中国 、 日 本 およ び IASB の 比較 を行 っ た もの で あ る 。  
図表 6－ 10 か ら 明ら かな よ う に 、イ ギ リ ス 、中 国 、 IA SB は リサ イ ク リ
ン グ を し な い 項 目 が あ る た め 、 図 表 6－ 11 に 示 す よ う に 狭 義 の ク リ ー
ン・ サ ー プラ ス 関 係 は 成 立 し てい な い 。 一方 、 日 本は 狭 義 の クリ ー ン・
サー プ ラ ス関 係 が 成 立し て い る。 ま た 、 アメ リ カ はそ の 他 の 包括 利 益に
含ま れ る すべ て の 項 目が そ の 後に 純 利 益 に振 り 替 えら れ る 可 能性 が ある
ため 、その よ う な場 合は 狭 義 のク リ ー ン・サ ー プラ ス 関 係が 成立 し う る。  
図表 6－ 12 か ら 明ら かな よ う に 、各 国 と も純 資 産 と包 括 利 益 の間 の 広






図表 6－ 13 そ の 他 の包 括 利 益の 構 成 要 素  
ア メ リ カ  イ ギ リ ス  中 国  日 本  IA S B  
売 却 可 能 有 価
証 券 の 未 実 現
保 有 損 益  
そ の 他 の 包 括 利
益 ( O CI ) を 通 じ
て 公 正 価 値 で 測
定 す る 金 融 資 産
に 係 る 利 得 お よ












差 額 金  
そ の 他 の 包 括
利 益 (O CI ) を
通 じ て 公 正 価
値 で 測 定 す る
金 融 資 産 に 係
る 利 得 お よ び
損 失  
キ ャ ッ シ ュ ・
フ ロ ー ・ ヘ ッ
ジ を 目 的 と し
た デ リ バ テ ィ
ブ の 評 価 損 益  
キ ャ ッ シ ュ ・ フ
ロ ー ・ ヘ ッ ジ 手
段 に 係 る 利 得 及
び 損 失  
ヘ ッ ジ




キ ャ ッ シ ュ ・
フ ロ ー ・ ヘ ッ
ジ 手 段 に 係 る
利 得 及 び 損 失  
為 替 換 算 差 額  在 外 営 業 活 動 体
の 財 務 諸 表 の 換
算 か ら 生 じ る 為
替 差 額  
為 替 換
算 調 整
勘 定  
為 替 換
算 調 整
勘 定  
在 外 営 業 活 動
体 の 財 務 諸 表
の 換 算 か ら 生
じ る 為 替 差 額  
年 金 に 関 す る
遅 延 認 識 項 目
(純 損 益 、過 去
勤 務 債 務 、 移
行 時 差 異 )  
確 定 給 付 制 度 の
再 測 定  




確 定 給 付 制 度
の 再 測 定  
海 外 事 業 へ の
純 投 資 の ヘ ッ
ジ 損 益  
そ の 他 の 包 括 利
益 ( O CI ) を 通 じ
て 公 正 価 値 で 測
定 す る 資 本 性 金
融 商 品 に 対 す る
投 資 を ヘ ッ ジ す
る ヘ ッ ジ 手 段 に
係 る 利 得 及 び 損
失 の 有 効 部 分  
  そ の 他 の 包 括
利 益 (O CI ) を
通 じ て 公 正 価
値 で 測 定 す る
資 本 性 金 融 商
品 に 対 す る 投
資 を ヘ ッ ジ す
る ヘ ッ ジ 手 段
に 係 る 利 得 及
び 損 失 の 有 効
部 分  
満 期 保 有 証 券
の 分 類 か ら 売
却 可 能 有 価 証
券 の 分 類 に 変
更 さ れ た 債 券
の 未 実 現 保 有
損 益  
そ の 他 の 包 括 利
益 ( O CI ) を 通 じ
て 公 正 価 値 で 測
定 す る も の と し
て 指 定 さ れ た 資
本 性 金 融 商 品 へ
の 投 資 に よ る 利  
得 及 び 損 失  
  そ の 他 の 包 括
利 益 (O CI ) を
通 じ て 公 正 価
値 で 測 定 す る
も の と し て 指
定 さ れ た 資 本
性 金 融 商 品 へ
の 投 資 に よ る
利 得 及 び 損 失  
報 告 企 業 の 財
務 諸 表 で 取 引
が 連 結 、 結 合
純 損 益 を 通 じ て
公 正 価 値 で 測 定




 純 損 益 を 通 じ
て 公 正 価 値 で


















(出 典 ) 各 国 の 会計 基準 を も とに 筆 者 が 作成  
 図 表 6－ 13 は そ の他 の 包 括利 益 (OCI )の 構 成 要素 に 関 す るア メ リ カ、
イギ リ ス 、中 国 、 日 本お よ び IASB の比 較 を 行 っ たも の で あ る。  
 図 表 6－ 13 に 示 さ れた そ の 他の 包 括 利 益の 構 成 要素 の う ち 、ア メ リカ、
日本 は す べて の 項 目 をリ サ イ クリ ン グ す る。 イ ギ リス と IA SB は そ の 他
の 包 括 利 益 (O CI )を 通 じ て 公 正 価 値 で 測 定 す る 金 融 資 産 に 係 る 利 得 お よ び
損 失 、 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ・ ヘ ッ ジ 手 段 に 係 る 利 得 及 び 損 失 、 在 外 営 業 活
動 体 の 財 務 諸 表 の 換 算 か ら 生 じ る 為 替 差 額 、 先 渡 契 約 の 先 渡 要 素 の 価 値 の
変 動 及 び 金 融 商 品 の 外 貨 ベ ー シ ス ・ ス プ レ ッ ド の 価 値 の 変 動 、 オ プ シ ョ ン
の 時 間 的 価 値 の 価 値 変 動 を リ サ イ ク リ ン グ す る 。 一 方 、 確 定 給 付 制 度 の 再
ま た は 持 分 法
で 会 計 処 理 さ
れ る 権 利 を 与
え ら れ た 場 合
長 期 投 資 の 性
格 の 企 業 内 の
外 貨 取 引 の 損
益  
指 定 さ れ た 特 定
の 負 債 に つ い て
、 信 用 リ ス ク の
変 動 に 起 因 す る
公 正 価 値 の 変 動




と し て 指 定 さ
れ た 特 定 の 負
債 に つ い て 、
信 用 リ ス ク の
変 動 に 起 因 す
る 公 正 価 値 の
変 動 の 金 額  
減 損 の 一 部 が
損 益 と し て 認
識 さ れ な か っ
た 場 合 の 売 却
可 能 と 満 期 保
有 に 分 類 さ れ
た 債 券 の 一 時
的 で な い 減 損
に 関 し て そ の
他 の 包 括 利 益
で 認 識 さ れ た
金 額  
先 渡 契 約 の 先 渡
要 素 の 価 値 の 変
動 及 び 金 融 商 品
の 外 貨 ベ ー シ ス
・ ス プ レ ッ ド の
価 値 の 変 動  
  先 渡 契 約 の 先
渡 要 素 の 価 値
の 変 動 及 び 金
融 商 品 の 外 貨
ベ ー シ ス ・ ス
プ レ ッ ド の 価
値 の 変 動  
以 前 に 減 損 に
よ る 評 価 減 を
行 っ た 売 却 可
能 有 価 証 券 の
公 正 価 値 の そ
の 後 の 減 少 ま
た は 増 加  
オ プ シ ョ ン の 時
間 的 価 値 の 価 値
変 動  
  オ プ シ ョ ン の
時 間 的 価 値 の
価 値 変 動  
 再 評 価 差 額 金 の
変 動  
  再 評 価 差 額 金
の 変 動  
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測 定 、そ の 他 の 包 括 利 益 (O CI )を 通 じ て 公 正 価 値 で 測 定 す る 資 本 性 金 融 商 品
に 対 す る 投 資 を ヘ ッ ジ す る ヘ ッ ジ 手 段 に 係 る 利 得 及 び 損 失 の 有 効 部 分 、 そ
の 他 の 包 括 利 益 (O CI )を 通 じ て 公 正 価 値 で 測 定 す る も の と し て 指 定 さ れ た
資 本 性 金 融 商 品 へ の 投 資 に よ る 利 得 及 び 損 失 、 純 損 益 を 通 じ て 公 正 価 値 で
測 定 す る も の と し て 指 定 さ れ た 特 定 の 負 債 に つ い て 、 信 用 リ ス ク の 変 動 に
起 因 す る 公 正 価 値 の 変 動 の 金 額 、 再 評 価 差 額 金 の 変 動 を リ サ イ ク リ ン グ し
な い 。 ア メ リ カ は そ の 他 の 包 括 利 益 に 市 場 性 の あ る 有 価 証 券 と 特 定 の デ
リバ テ ィ ブ証 券 の 未 実現 損 益 、外 国 通 貨 換算 損 益 、最 小 限 年 金修 正 の 影
響額 を 収 容 す る と い う会 計 基 準を 設 定 し たが 、 純 利益 を 重 視 する 点 でイ
ギリ ス と も国 際 会 計 基準 と も 異な っ て い る。 一 方 、日 本 は そ の他 の 包括
利益 の 構 成要 素 と し て「 そ の 他有 価 証 券 評価 差 額 金、 繰 延 ヘ ッジ 損 益、
為 替 換 算 調 整 勘 定 、退 職 給 付 に 係 る 調 整 額 」を 規 定し て い る 。これ ら の そ
の他 の 包 括利 益 の 項 目は 繰 延 税金 資 産 、 繰延 税 金 負債 を 控 除 した 金 額で
ある 。 イ ギリ ス お よ び IA SB で はそ の 他 の包 括 利 益に 計 上 さ れる 項 目に
つい て 、 リサ イ ク リ ング を す るも の と し ない も の とが 混 在 し てい る 状況
にあ る 。 中国 で は そ の他 の 包 括利 益 の 構 成要 素 と して 「 有 価 証券 や デリ
バテ ィ ブ など に か か わる 評 価 差額 、持分 法適 用 会 社に 対 す る 持分 相 当 額、
為替 換 算 調整 勘 定 、 ヘッ ジ 損 益」 が ふ く まれ る 。  
  
第７節  結び  
 本 章 で は、 ア メ リ カ、 イ ギ リス 、 IA SB にお ける 包 括 利益 計算 書 の 制
度化 を 概 観し 、 中 国 およ び 日 本も 含 め て 制度 化 に 伴う 様 々 な 問題 を 検討
した 。  
 本 章 で 検討 し た 包 括利 益 に 関す る 主 要 な内 容 と その 結 果 は 次の と おり
であ る 。  
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1 .  「 包 括 利 益 」概 念が は じ めて 示 さ れ たの は 1980 年 に 公 表さ れ た 概念
書第 3 号 (SFAC3)『 営利 企 業 の財 務 諸 表 の構 成 要 素』 に お い てで あ る。
SFAC5 に 規定 さ れ てい る 利 益概 念 の 特 徴と し て 、稼 得 利 益 と純 利 益 とは
明確 に 異 なる 概 念 と して 位 置 付け 、 企 業 の業 績 を 示す 尺 度 と して 重 要性
を見 出 し てい る 点 が 挙げ ら れ る。 ア メ リ カに お け る「 包 括 利 益計 算 書」
の制 度 化 は、 金 融 資 産・ 負 債 の公 正 価 値 によ る 評 価基 準 に よ って 認 識さ
れる 未 実 現損 益 の 処 理と し て 、従 来 の 損 益計 算 書 の延 長 も し くは 拡 張と
して 「 包 括利 益 計 算 書」 が 1997 年 に 制 度化 さ れ た。  
2 .  イ ギ リ スで は 、そ の他 の 包 括利 益 に 相 当す る 概 念の 用 語 は 特に 定 めて
いな い が 、総 認 識 利 得損 失 計 算書 に は 、 損益 計 算 書に 開 示 さ れな い 株主
に帰 属 す る剰 余 金 の 変動 で あ る資 産 再 評 価益 、 外 貨換 算 調 整 の変 動 額な
どが 計 上 され る 。 つ まり 、 資 産再 評 価 益 、外 貨 換 算調 整 の 変 動額 な どが
その 他 の 包括 利 益 の 構成 項 目 と考 え ら れ る。  
3 . IA SB は 、イギ リ スの FR S3『財 務 業 績の 報 告 』と ア メ リ カの SFAS130
『包 括 利 益の 報 告 』 の公 表 に 影響 を 受 け て包 括 利 益の 報 告 を 巡る 議 論を
開始 し た。2007 年 の IAS 第１ 号『財 務 諸表 の 表 示』の 改訂 版に お い て、
包括 利 益 と純 利 益 の 開示 に 直 接関 係 す る 変更 点 は 、資 本 取 引 以外 の 純資
産の 期 中 変化 額 を 業 績と し て 包括 利 益 計 算書 に 計 上す る こ と が義 務 付け
られ た 点 であ る。そ の後 、 IA SB は 2016 年 11 月に 2017 年か ら 2021 年
まで の 作 業計 画 を 公 表し 、 そ の中 で 「 財 務報 告 に おけ る コ ミ ュニ ケ ーシ
ョン の 改 善」 に つ な がる プ ロ ジェ ク ト に 力を 入 れ るこ と が 決 定さ れ た。
その よ う なプ ロ ジ ェ クト の 一 環と し て、「 基 本財 務 諸 表 」に 関す る リ サー
チ・ プ ロ ジェ ク ト が 新た に 設 けら れ た 。  
4 .日 本の 会 計 基準 に おい て 、 純利 益 が 損 益計 算 書 のボ ト ム ラ イン と し て
重視 さ れ てい た 。し かし 、 SFAS130 と 改訂 版 IA S1 に お い て、純 利益 ま
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での 業 績 を示 す 損 益 計算 書 と 純利 益 か ら 包括 利 益 の業 績 を 示 す包 括 利益
計算 書 に よる 2 計 算 書方 式 に よる 報 告 が 認め ら れ てい る 。 そ れゆ え 、
ASBJ が 1 計 算 書 方 式も 2 計 算書 方 式も 認め て いる 1 つ の理 由と し て は、
アメ リ カ およ び 国 際 財務 報 告 基準 へ の コ ンバ ー ジ ェン ス を は かる こ とに
ある と 考 えら れ る 。  
 包 括 利 益の 表 示 に おけ る こ れか ら の 日 本の 姿 勢 は、 収 益 ・ 費用 ア プロ
ーチ を 重 視し つ つ 、 資産 ・ 負 債ア プ ロ ー チの 現 状 を認 め 、 コ ンバ ー ジェ
ンス の 国 際的 動 向 に 合わ せ な がら 包 括 利 益を 財 務 諸表 の 構 成 要素 の 一つ
とし て 加 えて い く よ うに 思 わ れる 。  
5 .包 括利 益 の 情報 有 用性 、 包 括利 益 に 対 する 市 場 反応 な ど に つい て 実 証
研究 が 行 われ て き て いる 。 若 林 (2001)は 、分 析 の 結果 、 増 分 情報 内 容 の
観点 か ら 、当 期 純 利 益を 所 与 とし た 場 合 、為 替 換 算調 整 勘 定 の変 化 額は
株価 変 化 を追 加 的 に 説明 し う る増 分 情 報 内容 を 有 して い な い こと を 明ら
かに し た 。 井 手 (2004)は 、検 証 の結 果 、 株式 収 益 率と 純 利 益 また は 包 括
利益 と の 間に 正 の 相 関が 確 認 して い る 。 しか し 、 株式 収 益 率 とそ の 他の
包括 利 益 項目 と の 間 には 正 の 相関 は 確 認 して い な い。 つ ま り 、純 利 益に
対し て 、 包括 利 益 が 増分 情 報 内容 を 持 っ てい な い とい う 結 果 にな っ てい
る。  
久保 田 ・ 竹原 (2005 )は、 株 式 収益 率 と 経 営者 報 酬 との 関 連 性 につ い て
分析 を 行 った 結 果 、 株価 と の 関連 性 と い う点 で は 、 当 期 純 利 益、 包 括利
益の 相 対 情報 内 容 に は優 劣 は ない も の の 、 そ の 他 の包 括 利 益 の構 成 項目
であ る 未 実現 有 価 証 券評 価 益 と最 小 年 金 債務 調 整 額 は 、 投 資 家の 情 報を
増加 さ せ るこ と を 明 らか に し てい る 。  
若林 (2008 )は 、リ ス ク指 標 に 着目 し て 純 利益 と 包 括利 益 の 相 対情 報 に
関す る 検 定を 行 っ た 結果 、 純 利益 の 方 が 包括 利 益 より 投 資 リ スク の 評価
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に関 係 が 強い こ と を 明ら か に して い る 。 井手 ・ 山 下 (2008)は 、日 本 企 業
が開 示 し てい る 自 己 資本 直 入 項目 (そ の 他有 価 証 券評 価 差 額 金 、為替 換算
調整 勘 定 、繰延 ヘ ッ ジ損 益 )の一 期 間 変 動額 と 株 式収 益 率 と の関 係 を 統計
的に 検 証 した 結 果 、 包括 利 益 の総 額 の 方 が純 利 益 より も 株 式 収益 率 との
関係 が や や強 い こ と を明 ら か にし て い る 。  
菅野 (2008 )は 、ボ ト ムラ イ ン の数 値 と な り得 る 純 利益 お よ び 包括 利 益
に着 目 し た場 合 、 純 利益 が 包 括利 益 よ り 高い 予 測 能力 を 示 し 、純 利 益お
よび 包 括 利益 の 構 成 要素 に 着 目し た 場 合 、純 利 益 の構 成 要 素 の方 が 包括
利益 の 構 成要 素 よ り 高い 予 測 能力 を 示 し てい る 。 また 、 ボ ト ムラ イ ンの
数値 と 利 益の 構 成 要 素を 比 較 した 場 合 、 利益 の 構 成要 素 の 方 が高 い 予測
能力 を 示 す結 果 と な って い る 。純 利 益 の 構成 要 素 が最 も 予 測 能力 が 高い
と結 論 づ けて い る 。  
八重 倉 ・ 若林 (2008 )は、 純 利 益と 包 括 利 益に 関 し て、 第 1 に 持続 性 と
予測 可 能 性の 分 析 を 行い 、第 2 に企 業 評 価の 正 確 性に つ い て 検討 を 行っ
てい る 。第 1 の 検 討 では 、将 来 の 業績 指 標と し て 次年 度 の 純 利益 、包 括
利益 、 営 業キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ーを 用 い 、 すべ て の 場合 に お い て純 利 益の
方が 持 続 性と 予 測 可 能性 が 高 いと さ れ て いる 。第 2 の 検討 で は、純 利益
と包 括 利 益を そ れ ぞ れ業 績 指 標と し て 割 引残 余 利 益モ デ ル に よっ て 企業
評価 を 行 い、 評 価 誤 差の 平 均 、メ デ ィ ア ン、 標 準 偏差 、 評 価 誤差 の 絶対
値の 平 均 を比 較 し た 結果 、 純 利益 を 用 い た場 合 の 方が 小 さ い 誤差 で ある
こと が 明 らか に な っ てい る 。  
大日 方 (2009 )は、 純 利益 と 包 括利 益 の 有 用性 を 比 較し て い る 。根 建
(2014 )の 分 析 結果 で は、 包 括 利益 と 当 期 純利 益 の 情報 内 容 に 有意 な 差 が
なか っ た とさ れ た 。 井手 (2017 )は 、具 体 的に は 一 会計 期 間 に おけ る 自 己
資本 直 入 項目 の 変 動 を OCI 項目 と 想 定 し 、その 他 有 価証 券 評価 差 額 金の
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開示 が 強 制適 用 さ れ る 2002 年 3 月 末 日 を決 算 日 とす る 事 業 年度 以 降 を
調査 の 対 象期 間 と す る。 し か し、 包 括 利 益情 報 が 純利 益 情 報 より も 株式
収益 率 と の関 連 が 強 い証 拠 を 見出 す こ と はで き な かっ た 。 一 方、 純 利益
およ び そ の他 有 価 証 券評 価 差 額金 の 一 期 間変 化 額 が株 価 変 化 率と の 関係
が強 い こ とが 確 認 で きた 。 ま た、 純 利 益 のみ の 情 報よ り も 純 利益 に 自己
資本 直 入 項目 に 関 連 する 情 報 を加 え た 方 が株 価 変 化率 と の 関 連が よ り強
いこ と を 確認 で き た 。た だ し 、為 替 換 算 調整 勘 定 の一 期 間 変 動額 の 変数
につ い て は、 弱 い 有 意水 準 し か確 認 で き なか っ た 。  
6 .  包 括 利 益の 定 義 、包括 利 益 の表 示 、組替 調 整 (リ サ イ ク リン グ )、クリ
ーン ・ サ ープ ラ ス 関 係、 そ の 他の 包 括 利 益の 構 成 要素 に つ い て、 ア メリ
カ 、 イ ギ リ ス 、 中 国 、 日 本 、 IA SB の 比 較 を 行 っ た 。 そ の 結 果 、 イ ギリ
ス と IA SB は、 概 念 フレ ー ム ワー ク の 中 で包 括 利 益 を 定 義 し てお ら ず 、
個別 の 基 準で 定 義 し てい る の に対 し 、 ア メリ カ 、 中国 、 日 本 は包 括 利益
の定 義 を 概念 フ レ ー ムワ ー ク の中 で 規 定 して い る が定 義 に 関 して 大 きな
相違 が な いこ と が 明 らか と な った 。  
次に 、 包 括利 益 の 表 示に つ い て各 国 と も 一計 算 書 方式 と 二 計 算書 方式
を認 め て いる が 、 会 計実 務 上 は、 日 本 で は二 計 算 書方 式 を 採 用し て いる
企業 が ほ とん ど で あ るの に 対 して 中 国 で は 一 計 算 書方 式 を 採 用し て いる
企業 が ほ とん ど で あ り、 顕 著 な相 違 が 見 られ る 。 さら に 、 イ ギリ ス 、中
国 、 IASB は リ サ イ ク リ ン グ す る 項 目 と リ サ イ ク リ ン グ し な い 項 目 に分
けて 表 示 する の に 対 し、 ア メ リカ は リ サ イク リ ン グ す る 項 目 とリ サ イク
リン グ し ない 項 目 の 区別 表 示 を認 め て い ない 。 ま た、 日 本 は 全て の 項目
をリ サ イ クリ ン グ す るた め 、 この よ う な 区分 表 示 は行 わ れ て いな い 。  
 続 い て、各 国 とも 広義 の ク リー ン・サ ープ ラ ス 関係 が 成 立 して い る が、
狭義 の ク リー ン・サ ープ ラ ス 関係 が 成 立 して い る のは 日 本 の み (ア メ リカ
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につ い て は成 立 す る 可能 性 が ある )で あ るこ と が 明ら か と な った 。さ ら に、
その 他 の 包括 利 益 の 構成 要 素 につ い て 各 国で 相 違 が存 在 す る こと が 明ら
かと な っ た。  
注  
47、 1985 年 SFAC6『財 務 諸 表の 構 成 要 素』 に 改 訂さ れ て い る。  
48、 津 守 〔 2002〕 , 152 頁 。  
49、『討 議 資 料』 と は FASB 概念 フ レ ーム ワ ー クプ ロ ジ ェ クト が SFAC
の公 表 に 先立 ち 公 開 討論 の た めの 資 料 と して 1976 年に 公 表 した 討 議資
料『 財 務 会計 お よ び 報告 の た めの 概 念 的 枠組 財 務 諸表 お よ び その 測 定の
構成 要 素 』を い う 。  
50、SFA S105「 オフ バラ ン ス シー ト・リ スク を と もな う 金 融 商品 お よ び
信用 リ ス クが 高 い 金 融商 品 に 関す る 情 報 開示 」、 SFAS107「 金融 商 品の
公正 価 値 に関 す る 開 示」、 SFA S119「 金 融派 生 商 品お よ び 金 融商 品 の公
正価 値 に 関す る 開 示 」、 SFA S114「 貸 付 金減 損 に 関す る 債 権 者側 に よる
会計 」、SFAS115「 負 債証 券 お よび 持 分 証 券へ の 特 定投 資 に 関 する 会 計 」、
SFAS118「 貸 付 金 減 損 に 関 す る 債 権 者 側 に よ る 会 計 ―利 益 の 認 識 お よ び
開 示 ―」 、 SFA S125「 金 融 資 産 の 移 転 お よ び サ ー ビ ス 業 務 、 な ら び に 負
債の 消 滅 に関 す る 会 計 」、お よび SFAS133「金 融 派 生商 品 お よび ヘ ッ ジ
活動 に 関 する 会 計 」 であ る 。  
51、な お 、ア メ リ カ で包 括 利 益が 制 度 化 され た 理 由の 1 つ に 、イギ リス
で 1992 年 に公 表 さ れた FR S3『財 務 業 績の 報 告 』に 総 認 識 利得 損 失 計算
書が 基 本 財務 諸 表 と して 取 り 入れ ら れ て いる こ と があ る と さ れる 。  
52、 な お 、 ASC は 1990 年 ASB に改 組 され た 。  
53、 菊 谷 [2002] ,108 頁。  
54、 洪 慈 乙［ 2010］ ,90 -91 頁 。  
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55、企 業 の将 来 キ ャ ッシ ュ・フ ロー を 予 測す る の に有 用 で あ るよ う に情
報を 区 分 表示 す る 。  
56、 再 評 価剰 余 金や 年金 調 整 項目 に 関 し ては 、 2003 年の 改 訂版 に 引 き
続き リ サ イク リ ン グ を行 わ な いよ う に 規 定し て い る
（ IA SB,2007a ,par.95）。 ま た 、 2003 年 の改 訂 版 と同 様 に 、 異常 損 益 項
目の 表 示 を禁 止 し て いる （ IA SB ,2007a ,par.87)。  
57、営業 活 動、投 資 活動 、金融 活 動の 分 類は 、原則 と して 経 営者 が 行 う
（ FASB,2008 ,and  IASB ,2008 ,paras .2 .39 -2 .41 )。 ま た 、 キ ャ ッ シ ュ ・
フロ ー 計 算書 は 、 直 接法 に よ って 作 成 さ れな け れ ばな ら な い こと を 提案
して い る 。  
58、純 利 益や そ の 他 の包 括 利 益の 区 分 と とも に 、リ サイ ク リ ン グ を 廃止
する 意 見 も出 て い た が、 当 該 問題 は 認 識 や測 定 と もか か わ る ため 、 現段
階で は そ こま で 踏 み 込ま な い こと が 明 記 され て い る。  
59、 A SAF Meet ing ,March2017 ,Agend a Paper9。  
60、 財 務 諸 表 の 表 示 に 関 し て 、 営 業 費 用 を 総 額 で 表 示 し 、 そ の 内
訳 を 開 示 し て い な い 企 業 や 「 そ の 他 」 の 項 目 が 大 き い た め 、 企 業
間 比 較 が 難 し い こ と が あ る な ど の 意 見 に 対 応 す る た め 、 各 表 示 項
目 の 内 訳 の 開 示 を 要 求 す る 原 則 ま た は ガ イ ダ ン ス を 設 け る こ と









(参 考 )図表 6－ 14  リ サイ ク リ ング に つ い ての 比 較 (包 括 利 益 導入 直 後 )  
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(SFA S130 )  
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『金 融 資 産
およ び 金 融
負債 の 会 計
処理 』では 、
recyc le  
(リ サ イ ク
ル、 振 替 処
理 )と い う用
語が 使 用 さ
れて い る 。  
 
「そ の 他 の包 括
利益 」 と して 計
上さ れ た 未実 現
損益 等 は 、次 期
以降 に 実 現損 益
とな っ た 時点 で
純利 益 に 計上 す
る。 そ れ と同 時
に同 額 を その 他
の包 括 利 益か ら
控除 す る 。た だ
し、 年 金 の最 小
負債 調 整 はこ の
処理 を 行 わず 、
為替 換 算 調整 勘
定は 前 述 の通 り
実現 し た 場合 の
みで あ る こと が
明確 に さ れて い
る。  
 
「そ の 他 の
包括 利 益 」
とし て 計 上
され た 未 実
現損 益 等 、
次期 以 降 に
実現 損 益 と
なっ た 時 点
で純 利 益 に
計上 す る 。
それ と 同 時
に同 額 を そ
の他 の 包 括
利益 か ら 控
除す る 。 た
だし 、 年 金
の最 小 負 債
調整 は こ の
処理 を 行 わ
ない 。  
 
リサ イ ク ル
は行 わ な い。 
 
改定 IA S1『  
財務 諸 表 の
表示 』 で 統
一さ れ て お
らず 、 構 成
要素 に よ っ
て異 な っ て
いる 。  
(出 典 ) 企 業 財 務 制 度 研 究 会 『 包 括 利 益 を め ぐ る 論 点 』 企 業 財 務 制 度 研
究会 , 1998 年 ,301 頁 。  
61、包括 利 益 情報 の 表示 に 関 する ア メ リ カ、IA SB、日 本の 比 較を 行 っ た





第 7 章  包括利益をめぐる理論的考察－ OCI とリサイクリングの
理論的考察を中心に－  
 
第 1 節  はじめに  
 包 括 利 益に 関 す る 会計 基 準 の中 で OCI (o ther  comprehens ive  income :
そ の 他 の 包 括 利 益 )と リ サ イ ク リ ン グ ( r ecyc l ing :組 替 調 整 )に つ い て 、 ア
メリ カ 、 イギ リ ス 、 中国 、 日 本お よび IASB の設 定 した IFRS を 適用 す
る世 界 の 140 カ国 以 上の 国 で OCI とし て 区分 表 示 され る べ き 損益 項 目 や、
それ ら の 損益 項 目 の リサ イ ク リン グ の 可 否や 、 リ サイ ク リ ン グの タ イミ
ング に つ いて 詳 細 な 会計 ル ー ルが 設 け ら れて い る 。し か し 、 これ ら の論
点に つ い ては 現 在 も 世界 の 主 要国 の 間 で 重要 な 相 違点 が 存 在 して い るも
の と 考 え ら れ る 。 そ こ で 本 章 で は 、 ま ず 、 第 2 節 で 包 括 利 益 に 関 す る
FASB と IASB の 会 計規 定 の 比較 検 討 を もと に ア メリ カ と IASB の包 括
利益 に 関 する 規 程 の 特徴 と 相 違点 を 明 ら かに す る 。次に 、第 3 節で IFR S
の ノ ン リ サ イ ク リ ン グ 処 理 に つ い て 、 リ ン ス マ イ ヤ ー
(L insmeier,ThomasJ . ) [2016 ]の 見 解 に も と づい て 理 論 的 考察 を 行う 。 続
いて 、第 4 節 で、 ク リー ン・サ ー プ ラス 関係 に お ける 検 討 を 行う 。その
後 、第 5 節で 2018 年 3 月 29 日 に公 表 され た 新 しい IA SB 概念 フ レ ーム
ワー ク の 規定 の 検 討 を行 う 。第 6 節で 、これ ま で の研 究 を ふ まえ 当 期純
利益 と 包 括利 益 の 役 立ち に 関 する 比 較 検 討を 行 う。第 7 節は 結び で あ る。 
 
第 2 節  包括利益に関する FASB と IASB の会計規定の検討  
  FASB の 概 念 報告 書第 6 号 は、 包 括 利 益を 次 の よう に 定 義 して い る 。  
 「 包 括 利益 と は 、 出資 者 以 外の 源 泉 か らの 取 引 その 他 の 事 象お よ び環
境要 因 か ら生 じ る 一 期間 に お ける 営 利 企 業の 持 分 の変 動 で あ る。 そ れは
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出資 者 に よる 投 資 お よび 出 資 者へ の 分 配 から 生 じ るも の 以 外 の、 一 期間
にお け る 持分 の す べ ての 変 動 を含 む 」 (par .70 )。  
  ま た 、 FASB の 概 念報 告 書 第 5 号 は、 稼得 利 益 につ い て 次 のよ う に 記
述し て い る。  
「稼 得 利 益の 中 心 は 、企 業 の 産出 物 の 対 価と し て 取得 し た も のま たは
取得 す る と合 理 的 に 見込 ま れ るも の (収 益 )お よ び当 該 産 出 物を 生 産 し、
分配 す る ため に 犠 性 とな る も の (費 用 )に ある 。 稼 得利 益 に は 、企 業 の 付
随的 ま た は周 辺 的 取 引の 成 果 なら び に 環 境か ら 生 じる そ の 他 の事 象 およ
び環 境 要 因の 影 響 (利得 お よ び損 失 )も 含め ら れ る 」 (par.38)。  
 「稼 得 利 益と 包 括 利益 は 、と もに 同 一 の広 範 な 内訳 要 素 ―収益 、費 用 、
利 得 お よ び 損 失 ―を も っ て い る が 、 あ る 種 の 利 得 お よ び 損 失 は 包 括 利 益
には 含 ま れる が 、 稼 得利 益 か らは 除 外 さ れる の で 、必 ず し も 同一 と いう
わけ で は ない 」 (par .42 )。  
そし て FASB の財 務 会計 基 準 書第 130 号 は、リ サイ ク リ ング につ い て
次の よ う に述 べ て い る 6 2。「 そ の期 間 の 純利 益 の 一部 と し て 表示 さ れる
包括 利 益 項目 の う ち 、そ の 期 間あ る い は それ 以 前 の期 間 に お いて 、 その
他の 包 括 利益 の 一 部 とし て す でに 表 示 さ れた 項 目 の二 重 計 上 を避 け るた
め、 調 整 が行 わ れ な けれ ば な らな い 。 た とえ ば 、 当期 中 に 実 現し 当 期純
利益 に 含 めら れ た が 、発 生 し た年 度 に 未 実現 保 有 利得 と し て その 他 の包
括利 益 に すで に 含 め られ て い る有 価 証 券 投資 に よ る利 得 は 、 包括 利 益に
二度 計 上 され る こ と を避 け る ため 、 純 利 益に 含 め られ た 年 度 にそ の 他の
包括 利 益 から 控 除 さ れな け れ ばな ら な い 」 (p ar .18)。  
  こ の よ うに FASB の規 定 に は包 括 利 益 、稼 得利 益 、リ サ イ クリ ン グに
つい て 上 記の よ う な 定義 あ る いは 記 述 を 見出 す こ とが で き る が、 リ ンス
マイ ヤ ー によ る と 、そこ で は OCI 項 目 とし て 稼 得利 益 か ら 除外 さ れ る利
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得ま た は 損失 の 特 性 は明 ら か にさ れ て お らず 、 ま た、 稼 得 利 益に は 付随
的 ま た は 周 辺 的 な 取 引 の 結 果 も 含 ま れ る と 記 述 さ れ て い る の で 、 FASB
の現 行 の 概念 フ レ ー ムワ ー ク にお け る 定 義あ る い は記 述 は 、 OCI 項 目を
純利 益 項 目か ら 区 別 する こ と に役 立 た な いし 、 リ サイ ク リ ン グの 根 拠も
示さ れ て いな い 6 3。  
一 方 、 IASB で は 、 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク で 包 括 利 益 と 純 利 益 が 定 義 さ
れて お ら ず 、IA S1 号で 規 定 され て い る 。し かし 概 念 フレ ー ムワ ー ク の改
訂に 向 け た審 議 の 中 でも 包 括 利益 と 純 利 益の 定 義 は示 さ れ て おら ず 、包
括利 益 から OCI を 区分 す る 基準 も 示 さ れて い ない 6 4。  
さら に 、 IA SB で は 、こ れ ま で純 利 益 を 廃止 し て 、包 括 利 益 に一 本 化
しよ う と する 議 論 が たび た び なさ れ て き た。 し か しな が ら 、 現在 の とこ
ろ、 IASB に お い て は、 2011 年 ６月 に 公表 し た「そ の 他 の 包括 利 益 項目
の表 示 ―IAS 第１ 号 の改 訂 ―」に よ り、その 他 の 包括 利 益 項 目を「 そ の 後
の期 間 に お い て 純 損 益に 振 り 替え る 項 目 （リ サ イ クリ ン グ す る項 目 ）」
と「 そ の 後の 期 間 に おい て 純 損益 に 振 り 替え な い 項目 （ リ サ イク リ ング
しな い 項 目） 」 に 区 分表 示 し てい る 。 こ れは 、 株 主資 本 と 当 期純 利 益の
クリ ー ン ・サ ー プ ラ ス関 係 が 成立 し な い ケー ス が 一部 で 生 じ るこ と を示
して い る 。  
なお 、 ア メリ カ 基 準 では 、 そ の他 の 包 括 利益 (OCI )に 含 ま れ るす べ て
の項 目 が その 後 の 期 間に 純 損 益に 振 り 替 えら れ る 可能 性 が あ るた め 、
IASB の よう な 区 分 表示 は 存 在し な い 。  
 と こ ろ で、 IASB は、 現 時 点で リ サ イ クリ ン グ を行 う か 否 かを 全 体 と
して IFR S や 概 念 フ レー ム ワ ーク で 決 定 する の で はな く ， 個 別の IFR S
の基 準 に 基づ き リ サ イク リ ン グを 行 う 項 目を 特 定 して い る 。 この た め
IASB で は、 そ の 他 の包 括 利 益に 計 上 さ れる 項 目 に、 リ サ イ クリ ン グ を
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する も の とし な い も のが 混 在 する 結 果 に なっ て い るの で あ る 。  
 し か し なが ら、現 行 IFRS にお ける OCI 項目 の リサ イ ク リン グ の 有無
の混 在 は 中途 半 端 な 折哀 で し かな い 。 一 部の 項 目 のみ の リ サ イク リ ング
では 純 利 益が 一 致 の 原則 や ク リー ン ・ サ ープ ラ ス 関係 を 満 た さず 、 リサ
イク リ ン グを 行 う 目 的を 果 た せな い と 考 えざ る を 得な い 6 5。  
 
第 3 節  IFRS のノンリサイクリング処理に関する検討  
 IFRS で は、そ の 他の 包 括 利益 (OCI )項目 の 一 部を 当 期 純 利益 に 組 替調
整 (リ サ イク リ ン グ )しな い 。 これ を ノ ン リサ イ ク リン グ 処 理 とい う 。  
 2017 年 5 月に 公 表さ れ た IFRS 第 17 号 を 除 いて 、 「そ の他 の 包 括利
益を 通 じ て 公 正 価 値 で測 定 す る資 本 性 金 融商 品 へ の投 資 の 公 正価 値 の変
動」 、 「 純損 益 を 通 じて 公 正 価値 で 測 定 する 金 融 負債 の 発 行 者自 身 の信
用リ ス ク に起 因 す る 公正 価 値 の変 動 」 、 「確 定 給 付負 債 又 は 資産 の 再測
定」 、 「 有形 固 定 資 産お よ び 無形 資 産 の 再評 価 モ デル に 係 る 再評 価 剰余
金」 、 「 その 他 の 包 括利 益 を 通じ て 公 正 価値 で 測 定す る 資 本 性金 融 商品
に対 す る 投資 を ヘ ッ ジす る ヘ ッジ 手 段 に 係る 利 得 及び 損 失 」 のノ ン リサ
イク リ ン グ処 理 が 要 求さ れ て いる 。  
 こ れ に 対し て 2015 年 6 月 に 公 表さ れ た日 本 の 修正 国 際 基 準 (JMIS)は 、
す べ て の OCI 項 目 の リ サ イ ク リ ン グ が 望 ま し い と い う 立 場 に も と づ い
て、 「 そ の他 の 包 括 利益 を 通 じて 公 正 価 値で 測 定 する 資 本 性 金融 商 品へ
の投 資 の 公正 価 値 の 変動 」 、 「純 損 益 を 通じ て 公 正価 値 で 測 定す る 金融
負債 の 発 行者 自 身 の 信用 リ ス クに 起 因 す る公 正 価 値の 変 動 」 、「 確 定給
付負 債 又 は資 産 の 再 測定 」に つ いて 、そ れぞ れ IFRS の「 削 除又 は 修 正」
を行 っ て いる 。  
 さ ら に 、2016 年改 正会 計 基 準で「 そ の 他の 包 括 利益 を 通 じ て公 正 価 値
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で測 定 す る資 本 性 金 融商 品 に 対す る 投 資 をヘ ッ ジ する ヘ ッ ジ 手段 に 係る
利得 及 び 損失 」 に つ いて も IFRS の 「 削 除又 は 修 正」 を 行 っ てい る 。  
この よ う な提 案 に つ いて 修 正 国際 基 準 第 ２号 「 そ の他 の 包 括 利益 の会
計処 理 」 は次 の よ う な理 由 を 示し て い る （ par.18）。  
 第 一 に、純 損益 は 、企 業 の総 合 的な 業 績指 標 と して 1 株 当 たり 当 期 純
利益 な ど 、各 種 の 重 要指 標 の 基礎 と し て 使用 さ れ てき て い る 。企 業 の価
値を 評 価 する 際 に 、 財 務 諸 表 利用 者 は 、 通常 、 当 該企 業 へ の 将来 の 正味
キャ ッ シ ュ ・ イ ン フ ロー の 見 込み を 評 価 する た め に、 フ ロ ー 情報 に 依拠
する こ と が多 く 、 純 損益 は 彼 らが 参 照 で きる 最 も 有用 な 指 標 の１ つ であ
ると 指 摘 され て き た 。こ れ ら の利 用 者 は 、純 損 益 情報 の 完 全 性が キ ャッ
シュ ・ フ ロー と の 整 合性 で 裏 付け ら れ て いな い 場 合に は 、 純 損益 が 有用
でな く な ると 考 え る かも し れ ない 。 リ サ イク リ ン グ処 理 を 行 う場 合 、全
会計 期 間 を通 算 し た 純損 益 の 合計 額 と キ ャッ シ ュ ・フ ロ ー の 合計 額 は一
致す る が 、ノ ン リ サ イク リ ン グ項 目 が 生 じる と 純 損益 に 反 映 され な いキ
ャッ シ ュ ・フ ロ ー が 存 在 す る こと と な り 、純 損 益 の性 格 が 変 質す る とと
もに 、純損 益 の 総合 的な 業 績 指標 と し て 有用 性 が 低下 す る と 考え ら れ る。 
 第 二 に 、一 方 で 、 全会 計 期 間を 通 算 し た包 括 利 益の 合 計 額 もキ ャ ッシ
ュ・ フ ロ ーの 合 計 額 と一 致 す るが 、 当 委 員会 は 、 包括 利 益 は 、資 産 及び
負債 に 係 る企 業 の 財 務業 績 の 報告 の 観 点 から 目 的 適合 的 で な い測 定 値の
変動 が 含 まれ て い る ため 、 純 損益 に 代 わ る総 合 的 な業 績 指 標 にな ら ない
と考 え て いる 。 包 括 利益 は 、 投資 の 目 的 に応 じ た キャ ッ シ ュ ・フ ロ ーの
不確 実 性 が残 っ て い る段 階 で の測 定 値 に よる 純 資 産の 単 な る 期間 差 額で
ある が 、 純損 益 は 、 投資 の 目 的に 応 じ て 投資 に 企 業の 事 業 活 動の 成 果に
関す る 不 確実 性 が 十 分に 減 少 した 時 点 で の実 際 の 成果 情 報 を 提供 す るも
ので あ る と考 え ら れ る。  
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 ま た 、 IA SB に よ り 公 表 さ れ た 「 財 務 報 告 に 関 す る 概 念 フ レ ー ム ワー
ク」 で は 、目 的 適 合 性に 関 し て、 予 測 価 値、 確 認 価値 又 は そ れら の 両方
を有 す る 場合 に は 、 意思 決 定 に相 違 を 生 じさ せ る こと が で き ると し てい
るが 、 純 損益 は 過 去 の評 価 に 関す る フ ィ ード バ ッ クを 提 供 す る実 際 の成
果情 報 で ある た め 、 確認 価 値 を有 す る と 考え ら れ る。  
 第 三 に 、包 括 利 益 と純 損 益 の相 違 は 、 一部 の 資 産及 び 負 債 につ い て貸
借対 照 表 で使 用 さ れ る測 定 基 礎と 純 損 益 を算 出 す るた め に 使 用さ れ る測
定基 礎 と の相 違 か ら 生じ る も ので あ り 、 本質 的 に は時 期 の 相 違と 考 えら
れる 。 リ サイ ク リ ン グ処 理 を 行う こ と に より 、 概 念上 、 全 会 計期 間 を通
算し た 純 損益 の 合 計 額は 、 全 会計 期 間 を 通算 し た 包括 利 益 の 合計 額 と等
しく な る 。  
 第 四 に 、ま た 、 受 託責 任 の 観点 か ら も リサ イ ク リン グ 処 理 が必 要 であ
ると 考 え てい る 。 受 託責 任 の 観点 か ら は 、純 損 益 は包 括 的 で ある べ きで
あり 、 た とえ 一 部 の 取引 又 は 事象 が 非 反 復的 と 考 えら れ る 場 合で あ って
も、 経 営 者の 能 力 の 評価 に 影 響が 生 じ る ため 、 純 損益 に 含 め られ る べき
であ る と 考え る 。  
 こ の よ うに 、企 業 会計 基 準 委員 会 の 修 正国 際 基 準第 2 号「 その 他 の 包
括利 益 の 会計 処 理 」 (以 下 「 修正 会 計 基 準第 2 号 」 とい う 。 )で は 、上 記
の IFRS で 要求 さ れ てい る ノ ンリ サ イ ク リン グ 処 理の う ち 、 「有 形 固定
資 産 お よ び 無 形 資 産 の 再 評 価 モ デ ル に 係 る 再 評 価 剰 余 金 」 を 除 い て 、
IFRS の 「 削除 又 は 修正 」 を 提案 し て い る。  
しか し 、 有形 固 定 資 産及 び 無 形固 定 資 産 の再 評 価 モデ ル に 係 る再 評価
剰余 金 に つい て は 、 実体 資 本 維持 の 概 念 に基 づ く もの か ど う か議 論 され
てい る も ので あ り 、 ノン リ サ イク リ ン グ 処理 と は 異な る 側 面 が見 受 けら
れる た め、「 削 除又 は修 正 」 を行 わ な い こと を 提 案し て い る 。  
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ここ で 検 討が 必 要 と なる の は 、 (1 )  OC I とし て 区 分表 示 す べ きな のは
どの よ う な項 目 か 、 (2 )  OCI に 区分 表 示 され る 項 目は 純 利 益 にリ サ イク
ルす べ き かで あ る と 考え ら れ る。  
 リ ン ス マイ ヤ ー に よる と 、 これ ら の 論 点に 答 え を出 す た め には 、 次の
2 つの こ と が必 要 で ある と いう 6 6。  
(a )  純 利 益 項 目 (純 利 益 を 構 成 す る 項 目 )と の 違 い を 明 ら か に す る OCI 項
目 (OCI とし て 区 分 表示 さ れ る項 目 )の 定義 を 開 発す る こ と 。  
(b )  OCI の 金 額 を純 利 益 にリ サ イ クル す る こ とに よ っ て OCI 項 目を 包 括
利益 と 純 利益 と い う 2 つ の 異 なる 業 績 測 定値 で 2 回 に わた っ て報 告 す
べ き で あ る と い う こ と の 根 拠 と な る 純 利 益 の 報 告 目 的 を 識 別 す る こ
と。  
この う ち 、 (a )は 純 利益 項 目と OCI 項 目を 区 分 表示 す る こ との 根 拠に
かか わ る もの で あ り 、ま た、 (b )はリ サ イ クリ ン グ の根 拠 に か かわ る もの
であ る 。  
その 結 果 、リ ン ス マ イヤ ー は 、 FASB の 現行 の 概 念フ レ ー ム ワー クに
お け る 定 義 あ る い は 記 述 に は (a )と (b )の い ず れ の 根 拠 も 示 さ れ て い な い
こと を 明 らか に し て いる 。 さ らに 、 リ ン スマ イ ヤ ーは ア メ リ カの 会 計基
準ま た は IFR S のも とで 現 在 、 OCI と し て区 分 表 示さ れ て い る項 目 に 共
通し た 固 有の 特 性 を 見出 す こ とが で き る かど う か 検討 し て い る 6 7。この
問題 に つ いて 、 2011 年 12 月 に FASB と IASB は 、 「 その 他の 包 括 利益
およ び 稼 得利 益 の 表 示」 と 題 する 会 議 を 合同 で 開 催し 、 そ の 結果 、 検討
した す べ ての OCI 項目 に つ いて 、同 一 の特 性 を 有す る 損 益 項目 が 純 利益
項目 の 中 に少 な く と も 1 つ は 見出 さ れ る とい う 。つ ま り、 OCI 項目 を純
利益 項 目 から 区 別 す るた め の 根拠 と な る 特性 は 見 出せ な か っ たと い う 6 8。 
この よ う に、 リ ンス マイ ヤ ー〔 2016〕 に 基づ く 検 討か ら 、 FASB の 現
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行の 概 念 フレ ー ム ワ ーク に お ける 定 義 あ るい は 記 述か ら は 、 純利 益 項目
と OCI 項目 を 区 分 表示 す る 根拠 も 、リ サイ ク リ ング の 根 拠 も示 さ れ ない
こと が 明 らか に な っ た。 さ ら に、 ア メ リ カの 会 計 基準 ま た は IFRS のも
とで 現 在 、OCI と し て区 分 表 示さ れ て い る項 目 に 純利 益 項 目 から 区 別す
るた め の 根拠 と な る 特性 は 見 出せ な か っ た。  
この 検 討 結果 か ら 、 リン ス マ イ ヤ ー 〔 2016〕 が 示 す (a )と (b )の 2 つ を
新た に 規 定し な い 限 り 、OCI と リサ イ ク リン グ に 関す る 問 題 を理 論 的に
解決 す る のは 困 難 で ある こ と が明 ら か と なっ た と 考え ら れ る 。  
 な お 、 筆者 は こ の 問題 に つ いて 次 の よ うに 考 え てい る 。  
 リ ン ス マイ ヤ ー が 指摘 す る よう に 、FA SB の概 念 フ レー ム ワー ク に は、
純利 益 と O C I を区 別 する た め の理 論 的 に 厳密 な 規 準は な い 。しか し 、稼
得利 益 の 記述 で 実 現 と実 現 可 能性 に 言 及 して い る 。純 利 益 の 大部 分 は稼
得利 益 で ある 。 純 利 益に 含 め られ る ほ と んど の 項 目が 実 現 ま たは 実 現可
能で あ る 。そ の 他 包 括利 益 に 含ま れ る ほ とん ど の 項目 は 未 実 現で あ るか
実 現 可 能 で は な い 。 リ ン ス マ イ ヤ ー が 指 摘 す る よ う に 例 外 は あ る が 、
FA SB に お け る 純 利 益 と 包 括 利 益 の 区 別 の 基 準 は 、 事 実 上 、 実 現 ま た は
実現 可 能 性で あ る と 考え る 。  
  と こ ろ で、 日 本 の 概念 フ レ ーム ワ ー ク では 、 純 利益 を 当 期 まで の 包括
利益 の う ち、 当 期 中 にリ ス ク から 解 放 さ れた 部 分 と 規 定 し て いる 。 これ
より 、日本 の 概 念フ レー ム ワ ーク に お け る純 利 益と O C I の 区 別の 基 準 は
リス ク か らの 解 放 で ある と 考 えら れ る 。  
 
第 4 節  クリーン・サープラス関係における検討  
クリ ー ン ・サ ー プ ラ スは 、 一 般に 「 す べ ての 損 益 項目 が 、 損 益計 算書
に記 載 さ れる こ と に よっ て 、 貸借 対 照 表 の資 本 の 部の 利 益 剰 余金 の 発生
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原因 の す べて が あ き らか に な って い る こ と」と理 解 さ れて い る 6 9。すな
わち 、 利 益剰 余 金 が 全て 過 去 から 現 在 ま での 当 期 純利 益 で 構 成さ れ てい
るこ と を 意味 し て い る。 こ れ は、 純 利 益 と利 益 剰 余金 の 変 動 が一 致 する
と考 え ら れて き た も ので あ り 、企 業 評 価 に役 立 つ 関係 と 捉 ら れて い る。  
 ク リ ー ン・ サ ー プ ラス 関 係 の維 持 が 必 要と さ れ るの は 、 株 主資 本 価値
が会 計 利 益の 関 数 と して 説 明 され る た め に、 つ ま り会 計 利 益 が投 資 意思
決定 の 指 標と し て 、 将来 の 株 主資 本 価 値 の予 測 情 報で あ る た めに は 、株
主資 本 が 会計 利 益 の 変動 と は 無関 係 に 増 減し な い こと が 必 要 であ る と考
えら れ る (徳 賀 [2007 ] ,  92 頁 )  。  
 し た が って 、 ク リ ーン ・ サ ープ ラ ス 関 係を 維 持 する こ と に より 利 益剰
余金 が 資 本取 引 の 変 動を 受 け ず、 会 計 利 益の 変 動 のみ を 受 け るた め 、将
来の 株 主 資本 価 値 の 予測 情 報 とし て 投 資 意思 決 定 に利 用 で き る。さ らに、
資本 取 引 を除 く 株 主 資本 の 変 動と 利 益 が 一致 す る ため 、 会 計 情報 の 信頼
性、 目 的 適合 性 が 得 られ る と され る 。 会 計情 報 の 目的 適 合 性 とは 、 将来
の業 績 の 予測 に 役 立 つと い う 予測 価 値 と 過去 の 予 測の 確 認 又 は修 正 に役
立つ と い うフ ィ ー ド バッ ク 価 値の 2 点 が 備わ っ て いる こ と で ある が 、ク
リー ン ・ サー プ ラ ス 関係 を 維 持し た 利 益 情報 は こ のよ う な 情 報価 値 を備
える と 思 われ る 。  
 こ れ に 対し て 、 ダ ーテ ィ ・ サー プ ラ ス とは 、 過 年度 に 計 上 され た 一部
の項 目 が 、損 益 計 算 書 を 経 由 しな い で 、 利益 剰 余 金に 含 ま れ てい る 状態
であ る 。 たと え ば 、 その 他 有 価証 券 評 価 差額 金 が 売却 益 と し て実 現 した
場合 、 損 益計 算 書 に は計 上 さ れず に 利 益 剰余 金 に 含ま れ る と する 。 この
よう な 状 態を ダ ー テ ィ・ サ ー プラ ス と い う。  
 こ の ダ ーテ ィ ・ サ ープ ラ ス は、 例 え ば 、 そ の 他 有価 証 券 の 評価 差 額の
処理 の 場 合に か つ て 見ら れ た こと か ら 明 らか な よ うに 、 一 致 の原 則 が成
198 
 
り立 た な くな る と い う問 題 が ある の で ク リー ン ・ サー プ ラ ス 関係 を 回復
させ る 必 要が あ る 。 包括 利 益 会計 基 準 に よれ ば 、 包括 利 益 の 表示 に よっ
て提 供 さ れる 情 報 は 、投 資 家 等の 財 務 諸 表利 用 者 が企 業 全 体 の事 業 活動
につ い て 検討 す る の に役 立 つ こと が 期 待 され る と とも に 、 貸 借対 照 表と
の 連 繋 (純 資 産 と 包 括 利 益 と の ク リ ー ン ・ サ ー プ ラ ス 関 係 )を 明 示 す る こ
とを 通 じ て 、財 務 諸 表の 理 解 可能 性 と 比 較可 能 性 を高 め る (企業 会 計 基準
第 25 号 [2010 ] ,21 頁 )と し てい る 。 こ のよ う に 形式 的 に は 、純 資 産 と包
括利 益 の クリ ー ン ・ サー プ ラ ス関 係 が 回 復さ れ て いる 。  
 し か し なが ら 、 包 括利 益 計 算書 に よ り 包括 利 益 が表 示 さ れ 、包 括 利益
と純 資 産 との 間 で ク リー ン・サ ー プ ラス 関係 が 維 持さ れ て い ると し て も、
中心 と し て捕 ら え ら れて い る のは 、 従 来 か ら の 損 益計 算 書 で 表示 さ れて
いる 当 期 純利 益 に 関 する 情 報 であ り 、 純 利益 概 念 の維 持 が 優 先さ れ てい
る。  
 包 括 利 益の 表 示 は 、こ の 株 主資 本 と 当 期純 利 益 の 狭 義 の ク リー ン ・サ
ープ ラ ス 関係 を 維 持 した ま ま 、純 資 産 と 包括 利 益 の広 義 の ク リー ン ・サ
ープ ラ ス 関係 を 維 持 しよ う と する も の で ある 。 こ のよ う に 、 クリ ー ン・
サー プ ラ ス関 係 は 、 利益 を 当 期純 利 益 に 限定 す る もの で は な い。 利 益を
当期 純 利 益と す る と 、貸 借 対 照表 の 株 主 資本 と の 狭義 の ク リ ーン ・ サー
プラ ス 関 係は 維 持 さ れる 。 一 方で 、 利 益 を包 括 利 益と 捉 え る と、 包 括利
益の 定 義 より 、 貸 借 対照 表 の うち 、 資 本 取引 に よ って 生 じ た 金額 を 除い
た金 額 は 、包 括 利 益 の増 減 に 基づ く も の であ る か ら、 包 括 利 益と 純 資産
の広 義 の クリ ー ン ・ サー プ ラ ス関 係 は 維 持さ れ る 。こ の よ う に、 ク リー
ン・ サ ー プラ ス 関 係 が当 期 純 利益 の み な らず 包 括 利益 に つ い ても 成 立し
てい る 。  
 こ の 当 期純 利 益 と 株主 資 本 のク リ ー ン ・サ ー プ ラス 関 係 が 重視 さ れて
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いる こ と から 、 リ サ イク リ ン グの 手 続 き が強 く 支 持さ れ て い る。 そ のた
め、 一 度 その 他 の 包 括利 益 に 入れ た 未 実 現利 益 が 実現 し た 時 には 、 この
金額 を そ の他 の 包 括 利益 か ら 控除 し て 、 当期 純 利 益に 実 現 と して 繰 り入
れる リ サ イク リ ン グ を行 う こ とに よ り 、 クリ ー ン ・サ ー プ ラ ス関 係 が維
持さ れ る 。  
 そ の 他 の包 括 利 益 がリ ス ク から 解 放 さ れた と き 、つ ま り 、 業績 と して
当期 純 損 益に 計 上 さ れる べ き 時に は 、 そ の他 の 包 括利 益 か ら いっ た ん差
し引 い て 当期 純 損 益 に振 り 替 える こ と と され て い る。 そ の 他 の包 括 利益
から 純 損 益へ の 振 替 は、組 替 調整 (リサ イ クリ ン グ )と 呼 ば れ、クリ ー ン ・
サー プ ラ ス関 係 の 維 持に 必 要 であ る 。 し たが っ て 、包 括 利 益 の開 示 は有
価証 券 の 保有 意 図 の 解釈 を 利 用し た 機 会 主義 的 な 利益 操 作 を 無意 味 化す
る効 果 も 有し て い る 。純 利 益 にお い て 、 経営 者 の 期待 や 計 画 を反 映 させ
ると 同 時 に、 包 括 利 益の 開 示 によ っ て 経 営者 の こ のよ う な 操 作が 抑 止さ
れる と す れば 、 業 績 開示 の 透 明性 は 一 層 高ま る こ とが 期 待 さ れる 。  
 リ ス ク から 解 放 さ れた 利 益 の情 報 価 値 の重 要 性 にか ん が み れば 、 リサ
イク リ ン グに よ っ て 報告 利 益 の情 報 価 値 は高 ま る と考 え ら れ る。 ま た、
リス ク か ら解 放 さ れ てい な い ため に 有 価 証券 の 公 正 価 値 の 変 動に よ っ て、
その 金 額 が変 化 す る とい う 性 質を そ の 他 の包 括 利 益が 有 し て いる こ とを
考え れ ば 、そ の 変 化 が金 融 商 品等 の 公 正 価値 の 変 動に よ る も のな の か、
それ と も 、リ ス ク か ら解 放 さ れた た め に 当期 純 損 益に 振 り 戻 され た 結果
によ る も のか を 、 リ サイ ク リ ング を 行 う こと に よ って 、 投 資 家は 識 別す
るこ と が でき る 。 し たが っ て 、包 括 利 益 概念 の 下 で当 期 純 損 益を 報 告す
る際 に 当 期純 損 益 の 情報 価 値 を損 な わ な い た め に は、 リ サ イ クリ ン グを




図表 7－ 1  ク リ ー ン ・サ ー プ ラス 関 係 に よる 包 括 利益 及 び 当 期純 利 益  
 
 (出 典 ) 曹昱 [2012 ] ,104 頁 。  
 
第 5 節  IASB 新概念フレームワークの規定の検討  
1.  新概 念 フ レー ム ワ ー ク に お け る純 利 益 と 包括 利 益  
 国 際 会 計基 準 審 議 会 ( IASB )は 2018 年 3 月 29 日 に「財 務 報 告に 関 す る
概念 フ レ ーム ワ ー ク 」を 公 表 した 7 0。  
 新 し い 概念 フ レ ー ムワ ー ク でも 、 財 務 諸表 の 構 成要 素 は 資 産、 負 債、
持分 、 収 益お よ び 費 用の 5 項 目で あ る 。 E D と 同 様に 、 純 利益 お よ び包
括利 益 は 構成 要 素 に 含ま れ て いな い 。 し たが っ て 、純 利 益 と 包括 利 益の
定義 も 行 われ て い な い 。純利 益 及び 包 括 利益 は 、 E D にお け ると 同 様 に、
収益 お よ び費 用 の 合 計又 は 小 計に 過 ぎ な い。 収 益 およ び 費 用 は次 の よう
に定 義 さ れて い る 。  
  収 益 と は、 「 結 果 とし て 持 分の 増 加 を 生じ る 資 産の 増 加 ま たは 負 債の
減少 で 、 持分 請 求 権 者の 拠 出 によ ら な い 部分 で あ る 」 （ pa r . 4 .68） 。  
  費 用 と は、 「 結 果 とし て 持 分の 減 少 を 生じ る 資 産の 減 少 ま たは 負 債の
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増加 で 、持 分請 求 権 者に 対 す る分 配 に よ らな い 部 分で あ る 」（ p a r . 4 .6 9）。 
  こ の よ うに 、 収 益 およ び 費 用は 持 分 を 増減 さ せ る資 産 ・ 負 債の 増 減と
して 定 義 され て い る が、 財 務 業績 の 表 示 のた め に は収 益 お よ び費 用 に関
する 情 報 が必 要 で あ ると さ れ てい る 。 し たが っ て 、新 し い 概 念フ レ ーム
ワー ク で も 、D P や E D と同 様に 、損 益 法 によ る 純 利益 又 は 包 括利 益 の計
算が 予 定 され て い る 。す な わ ち、 次 の 計 算式 が 予 定さ れ て い る。  
  収 益 － 費用 ＝ 包 括 利益  
（収 益 － O C I)－費 用 ＝純 利 益  
 新 し い概 念 フ レー ムワ ー ク では 、異な る取 引 や 異な る 事 象 が異 な る 性質
を持 つ 収 益や 費 用 を 生じ さ せ ると し 、 異 なる 性 質 の収 益 お よ び費 用 に関
する 情 報 を区 分 し て 表示 す る こと で 、 財 務諸 表 利 用者 に よ る 財務 業 績の
理解 を 促 進で き る と 考え ら れ てい る（ p a r . 4 . 72）。その た め 、収益 お よび
費用 は 次 の二 つ に 分 類さ れ る 。  
 純 損 益 計算 書  
  OCI 
  OCI の 明確 な 定 義 も収 益・費 用項 目 と の区 別 の 基準 も 明 示 され て はい
ない が 、 ＯＣ Ｉ 項 目 が資 産 及 び負 債 の 再 評価 か ら 生じ る も の であ り 、未
実現 で あ るか 、 リ ス クか ら 解 放さ れ て い ない 点 で は、 Ｆ Ａ Ｓ Ｂや Ａ ＳＢ
Ｊと 異 な らな い と 思 われ る 。  
 新 し い 概念 フ レ ー ムワ ー ク では 、 OCI とリ サ イ クリ ン グ に 関し て 、そ
の他 の 包 括利 益 (OCI )と し た 項目 を 原 則 とし て リ サイ ク リ ン グす る こ と
とし て い る。 し か し 、そ れ が 有用 な 情 報 を提 供 し ない 場 合 、 IASB は 、
基準 開 発 の際 に 、 リ サイ ク リ ング し な い こと を 決 定す る 場 合 があ る とし
てい る 。た だ し、そ れに 関 す る具 体 的 な ガイ ダ ン スは 含 ま れ てい な い (秋
葉 [2018] ,34 頁 )。  
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2 .純 利益 と 包 括利 益 の分 類 と 表示  
新し い 概 念フ レ ー ム ワー ク は 「財 務 業 績 計算 書 の 収益 と 費 用 は、 損益
計算 書 ま たは 損 益 計 算書 の 外 でそ の 他 の 包括 利 益 (OCI )に 分 類さ れ る と
して い る 」 (7 .15 項 )。  
しか し 、「損 益 計 算 書に 含 ま れて い る 項 目に は 共 有さ れ て い るが OCI
に含 ま れ てい る 項 目 には 共 有 され て い な い単 一 ま たは 少 数 の 特性 は ない
ため 、 IA SB は 当 期 純利 益 や OCI の 強 固な 概 念 的な 定 義 を 行う こ と は不
可能 で あ ると し て い る 」 (BC7 .17 項 ,  BC7.21 項 ) 7 1。  
さら に IA SB は 、「 損益 計 算 書に 適 切 に 含ま れ る すべ て の カ テゴ リ ー
の項 目 の 規範 的 な リ スト を 作 成す る こ と もで き な いと 結 論 づ けた 。 その
よう な リ スト は 、 完 全に な る もの で は な く、 損 益 計算 書 に 適 切に 含 まれ
ると 一 般 に考 え ら れ る多 く の 項目 を 、OCI に報 告 する こ と にな る で あろ
うと し て いる 」 (BC 7.18 項 )。  
新し い 概 念フ レ ー ム ワー ク は、「 い つ IA SB が 収益・費 用 を OCI に含
める こ と が適 切 で あ るか を 示 す初 め て の ガイ ダ ン スを 紹 介 し てお り 、こ
れは 、 大 きな 改 善 で ある 」 (BC7 .20 項 )とし て い る。  
新し い 概 念フ レ ー ム ワー ク で は、第 7 章「表 示 と開 示 」に お いて 、財
務諸 表 に おけ る 情 報 の効 果 的 なコ ミ ュ ニ ケー シ ョ ンの 1 つ と して 、類似
の項 目 を グル ー プ 化 し異 な る 項目 を 区 分 する こ と によ り 情 報 を分 類 する
こと が 必 要で あ る と して い る 。  
 こ の 分 類は 、 収 益 ・費 用 に つい て 次 の よう に 適 用さ れ る と して い る
(BC7 .14 項 )。  
(1 )  資産 ・ 負 債に つ い て 選択 さ れ た会 計 単 位 から 生 じ る収 益 ・ 費 用  
(2 )  収益・費 用 の 構成 部 分が 異 な る特 性 を 持 ち 、別々 に 識 別さ れ てい る 場
合、 当 該 構成 部 分  
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これ ら を 踏ま え 、 新 しい 概 念 フレ ー ム ワ ーク で は 、 「 財 務 業 績計 算書
にお い て 収益 と 費 用 は、 損 益 計算 書 、 又 は、 損 益 計算 書 の 外 でそ の 他の
包括 利 益 (OCI )に 分 類さ れ る 」 (7 .15 項 )とし て い る。  
 ま た 、 新し い 概 念 フレ ー ム ワー ク で は 、 「 多 く の財 務 諸 表 利用 者 は、
合計 で あ る当 期 純 利 益を 、 そ の分 析 の 出 発点 と し て、 又 は そ の期 間 の財
務業 績 の 主な 指 標 と して 分 析 に組 み 込 ん でい る 」(7 .15 項 、7 .16 項 )と し、
以下 を 記 述し て い る 。  
（ 1）  損益 計 算 書は 、その 期間 に お ける 企 業 の 財務 業 績 に関 す る 主 要な
情報 源 で ある 。  
（ 2）  当期 純 利 益は 、その 期間 に お ける 企 業 の 財務 業 績 を非 常 に 要 約し
て描 写 し てい る 。  
3 .そ の他 の 包 括利 益 の位 置 づ け  
 IA SB は 、 2010 年 に改 正 さ れた 概 念 フ レー ム ワ ーク で 、「 収益・費 用
の表 示 に 関す る ハ イ レベ ル な ガイ ダ ン ス を開 発 す る上 で 重 要 な進 展 があ
った と し 、こ の ガ イ ダン ス は 、表 示 に 関 する 基 準 開発 に 役 立 つ 」(BC7 .14
項 )と 結 論づ け て い る。  
新し い 概 念フ レ ー ム ワー ク で は 、「 例外 的な 状 況 にお い て の み 、資産 ・
負債 の 現 在価 額 か ら 生じ る 収 益・費用 を OCI に 含 める と 決 定 する こ とが
ある 」 (BC7 .17 項 )とし て い る。  
 こ の 例外 的 な 状況 は 、「 損益 計 算 書の 特定 の 項 目を 除 外 す る又 は 除 外で
きる と す るこ と に よ り、以 下と な る 場合 であ ろ う 」(BC7 .24 項 )と し てい
る。  
（ 1）  損益 計 算 書が 、 よ り レリ バ ン トな 情 報 を 提供 す る 場合  
（ 2）  損益 計 算 書 が 、その 期間 の 企 業の 財 務 業 績を よ り 忠実 に 表 現 する
こと と な る場 合  
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 新 し い 概念 フ レ ー ムワ ー ク には 、 IA SB がそ の結 論 に 達す る方 法 に つ
いて の 具 体的 な ガ イ ダン ス は 含ま れ て い ない 。 IA SB は 、「 IFRS を 開発
する 際 に その 決 定 を 行い 、 その IFRS に 関す る 結 論の 根 拠 に おい て 理 由
を説 明 す るこ と と し てお り 、 企業 が そ の 決定 を す るこ と が で きな い 」
(BC7 .25 項 )と し て いる 。  
 新 し い 概念 フ レ ー ムワ ー ク には 、あ る 期間 の OCI が 将 来、損益 計 算 書
にリ サ イ クリ ン グ さ れる と い う原 則 を 含 めて い る 。こ れ は 、 そう す るこ
とが 以 下 の時 期 と な る場 合 に 行わ れ る と して い る 。  
(1 )損益 計 算書 が 、 より レ リ バン ト な 情 報を 提 供 する  
(2 )損益 計 算書 が 、将 来の 期 間 にお け る 企 業の 財 務 業績 を よ り 忠実 に 表現
する  
 新 し い 概念 フ レ ー ム ワ ー ク には 、 リ サ イク リ ン グが 有 用 な 情報 を 提供
しな い こ とに 関 す る 具体 的 な ガイ ダ ン ス は含 ま れ てお ら ず 、 IASB は 、
「 IFRS を 開発 す る 際に そ の 決定 を 行 い 、その IFR S に 関 す る結 論 の 根拠
にお い て 理由 を 説 明 し 、ま た 、企業 は 、そ の決 定 を する こ と は でき な い 」
(BC7 .33 項 )と し て いる 。  
 新 し い 概念 フ レ ー ムワ ー ク では 、 「 IA SB の リサ イ ク リン グに 関 す る
決定 が 、 変動 し 続 け るこ と は 望ま し く な いた め 、 その 決 定 に 適用 す る原
則を 定 め てい る 」 (BC7.28 項 )と し て い る。  
 一 方 、 日本 で も 損 益計 算 書 が、 そ の 期 間に お け る企 業 の 財 務業 績 に 関
する 主 要 な情 報 源 で ある と い う見 方 が さ れて い る が、さ らに 、日本 で は、
当期 純 利 益は 、 事 前 の期 待 が 実際 に 達 成 され た か 否か を 示 し 、確 認 価値
を有 す る ため レ リ バ ント で あ ると 考 え ら れて い る 。  
 ま た 、 日本 で は 包 括利 益 と 純資 産 、 当 期純 利 益 と株 主 資 本 の間 に それ
ぞれ ク リ ーン ・ サ ー プラ ス 関 係が 成 立 し てい る た め、 包 括 利 益と 当 期純
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利益 は 、 概念 上 、 い ずれ も 全 会計 期 間 の 累計 金 額 が一 致 す る が、 リ サイ
クリ ン グ が必 要 不 可 欠で あ る と考 え ら れ てい る 。  
 
第 6 節  当期 純 利 益 と包 括 利 益の 役 立 ち に関 す る 比較 検 討  
 本 節 で は、 こ れ ま での 研 究 をふ ま え 、 当期 純 利 益と 包 括 利 益の 役 立ち
に関 す る 比較 検 討 を 図表 7－ 2 に 基 づい て行 う 。  
 筆 者 は 一致 の 原 則 には 、 狭 義の 一 致 の 原則 と 広 義の 一 致 の 原則 が 存在
する と 考 えて い る 。 それ ら の 定義 を 示 す と次 の よ うに な る 。  
 狭 義 の 一致 の 原 則 とは 、 会 計期 間 の 純 利益 の 合 計＝ 全 会 計 期間 の 配当
等の 利 益 剰余 金 減 少 額合 計 ＋ 期末 利 益 剰 余金 が 成 立す る こ と 。  
 広 義 の 一致 の 原 則 とは 、 全 会計 期 間 の 包括 利 益 の合 計 ＝ 全 会計 期 間の
配 当 等 の 利 益 剰 余 金 減 少 額 合 計 ＋ 期 末 利 益 剰 余 金 +期 末 そ の 他 の 包 括 利
益累 計 額 が成 立 す る こと 。  
 ま ず 、 一致 の 原 則 につ い て は、 当 期 純 利益 の 場 合、 (1)  OCI 項目 を全
てリ サ イ クリ ン グ す るケ ー ス は 狭 義 の 一 致の 原 則 が成 立 す る が 、(2 )  OCI
項目 を 一 部リ サ イ ク リン グ し ない ケ ー ス と (3 )  OCI 項目 を リ サイ ク リン
グし な い ケー ス に つ いて は 狭 義の 一 致 の 原則 が 成 立し な い と 考え ら れ る。
一方 、包括 利 益に つ いて は 、上 記の 3 つ のケ ー ス のい ず れ に つい て も 広
義の 一 致 の原 則 が 成 立す る と 考え ら れ る 。  
 次 に 、 キャ ッ シ ュ ・フ ロ ー の裏 付 け に つい て は 、当 期 純 利 益の 場 合、
(1 )  OCI 項目 を 全 て リサ イ ク リン グ す る ケー ス に つい て の み 得ら れ 、 (2 )  
OCI 項 目 を 一部 リ サ イク リ ン グし な い ケ ース と (3 )  OCI 項 目 をリ サ イク
リン グ し ない ケ ー ス につ い て は得 ら れ な いと 考 え られ る 。 一 方、 包 括利
益に つ い ては 、上 記 の 3 つ の ケー ス の い ずれ に つ いて も キ ャ ッシ ュ・フ
ロー の 裏 付け が 得 ら れな い と 考え ら れ る 。  
206 
 
 第 三 に 、ク リ ー ン ・サ ー プ ラス 関 係 に つい て は 、当 期 純 利 益の 場 合、
(1 )  OCI 項 目を 全 て リサ イ ク リン グ す る ケー ス に つい て の み 株主 資 本の
部の 利 益 剰余 金 と 当 期純 利 益 の間 で 狭 義 のク リ ー ン・ サ ー プ ラス 関 係が  
成立 す る が、 (2 )  OC I 項目 を 一 部リ サ イ クリ ン グ しな い ケ ー スと (3 )  OCI
項目 を リ サイ ク リ ン グし な い ケー ス に つ いて は 成 立し な い と 考え ら れ る。
一方 、包括 利 益に つ いて は 、上 記の 3 つ のケ ー ス のい ず れ に つい て も 純
資産 と 包 括利 益 の 間 で 広 義 の クリ ー ン ・ サー プ ラ ス関 係 が 成 立す る と考
えら れ る 。  
 第 四 に 、投 資 意 思 決定 有 用 性に つ い て は 、当 期 純利 益 の 場 合 、 (1 )  OCI
項目 を 全 てリ サ イ ク リン グ す るケ ー ス に つい て は これ ま で の 複数 の 実証
研究 で 有 用性 が 示 さ れて い る 。し か し (2 )  OCI 項目 を 一 部リ サイ ク リ ン
グし な い ケー ス と (3 )  OCI 項目 を リ サイ クリ ン グ しな い ケ ー スに つ い て
はこ れ ま で実 証 研 究 がほ と ん ど行 わ れ て おら ず 有 用性 が 示 さ れて い ない
もの と 考 えら れ る 。一方 、包 括 利 益に つ いて は 、上 記の 3 つ のケ ー ス の
いず れ に つい て も 、 これ ま で のい く つ か の実 証 研 究 に よ っ て 有用 性 が示
され て い る。 つ ま り 、い ま の とこ ろ 当 期 純利 益 の うち (1 )  OC I 項 目 を全
てリ サ イ クリ ン グ す るケ ー ス と包 括 利 益 のい ず れ が投 資 意 思 決定 に より
有用 で あ るか と い う 実証 的 証 拠が 十 分 に 蓄積 さ れ てい な い と 考え ら れ る。 
 第 五 に 、分 配 可 能 利益 の 算 定に つ い て は 、当 期 純利 益 の 場 合 、 (1 )  OCI
項目 を 全 てリ サ イ ク リン グ す るケ ー ス に つい て は 役立 つ と 考 えら れ る が、
(2 )  OC I 項 目 を 一部 リサ イ ク リン グ し な いケ ー ス と (3 )  OCI 項目 を リ サイ
クリ ン グ しな い ケ ー スに つ い ては 役 立 た ない と 考 えら れ る 。 一方 、 包括
利益 に つ いて は 、上 記の 3 つ のケ ー ス の いず れ に つい て も 分 配可 能 利益
の算 定 に 役立 た な い もの と 考 えら れ る 。  
 こ の よ うに 、図 表 7－ 2 の 検討 か ら 、当 期純 利 益 は (1 )  OCI 項目 を 全て
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リサ イ ク リン グ す る ケー ス が 最も 望 ま し い と 考 え られ る 。 一 方、 包 括利
益に つ い ては 、上記 3 つの ケ ー スの い ず れに つ い ても 役 立 ち は変 わ ら な
いこ と が 分か る 。  
 現 在 、ア メ リ カと 日本 は 当 期純 利 益 [  ( 1 )  OCI 項 目を 全 て リ サイ ク リ ン
グ す る ケ ー ス ]と 包 括 利 益 を 表 示 し て お り 、 IASB、 イ ギ リ ス お よ び 中 国
は当 期 純 利益 [  ( 2 )  OCI 項 目 を一 部 リ サ イク リ ン グす る ケ ー ス ]と 包 括利
益を 表 示 して い る 。  
 図 表 7－ 2 の 検討 から 明 ら かな よ う に 、公 表 され て い る会 計情 報 の 役立
ち の 観 点 か ら 、 現 状 で は ア メ リ カ と 日 本 の 行 っ て い る 当 期 純 利 益 [ (1)  
OCI 項 目 を 全 て リ サ イ ク リ ン グ す る ケ ー ス ]と 包 括 利 益 を 表 示 す る 方 式
の方 が 望 まし い と 考 えら れ る 。ま た 、 当 期純 利 益 の開 示 を せ ずに 包 括利
益の 開 示 のみ と す る 考え 方 も 図表 7－ 2 の検 討 か ら、あ まり 望ま し い 選択
では な い よう に 考 え られ る 7 2 7 3。  
図表 7－ 2 当期 純 利 益と 包 括 利益 の 役 立 ちに 関 す る比 較  
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(出 典 ) こ れ ま での 研究 を ふ まえ 筆 者 が 作成  
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第 7 節  結び  
 本 章 で は、 ま ず 、 包括 利 益 に関 す る FASB と IASB の 会 計 規定 の 比 較
検討 を も とに ア メ リ カと IA SB の 包 括利 益に 関 す る規 程 の 特 徴と 相 違 点
を考 察 し た。 次 に 、 IFRS の ノ ンリ サ イ クリ ン グ 処理 に つ い てリ ン ス マ
イヤ ー の 見解 に も と づい て 理 論的 に 検 討 した 。 続 いて 、 ク リ ーン ・ サー
プラ ス 関 係の 意 義 に つい て ダ ーテ ィ・サ ープ ラ ス の場 合 と 比 較を 行 っ た。
その 後 、 2018 年 3 月 29 日 に 公 表さ れ た新 し い IASB 概念 フレ ー ム ワー
クの 規 定 のう ち 、 包 括利 益 に 関す る 内 容 を中 心 に 検討 を 行 っ た。  
 本 章 の 検討 か ら 明 らか と な った 包 括 利 益に 関 す る主 要 な 内 容は 次 のと
おり で あ る。  
1 .  FASB の 現 行 の概 念フ レ ー ムワ ー ク に おけ る 包 括利 益 、 稼 得利 益 、 リ
サイ ク リ ング に 関 す る定 義 あ るい は 記 述 は 、OCI 項 目を 純 利 益項 目 から
区別 す る こと に 役 立 たな い し、リ サ イク リン グ の 根拠 も 示 さ れて い な い。
一方 、IA SB は、現 時 点で リ サ イク リ ン グ を行 う か 否か を 全 体 とし て IFRS
や概 念 フ レー ム ワ ー クで 決 定 する の で は なく ， 個 別の IFR S の基 準 に 基
づき リ サ イク リ ン グ を行 う 項 目を 特 定 し てい る 。 この た め 、 結果 的 に一
部の 項 目 のみ の リ サ イク リ ン グと な り 、 純利 益 が 狭義 の 一 致 の原 則 や 狭
義の ク リ ーン ・ サ ー プラ ス 関 係を 満 た し てい な い もの と 考 え られ る 。  
2 .  リ ン ス マ イ ヤ ー 〔 2016〕 が 示 す (a )純 利 益 項 目 と の 違 い を 明 ら か に す
る OCI 項目 の 定 義 の開 発 、 (b )  OCI の 金額 を 純 利益 に リ サ イク ル す るこ
とに よ って OCI 項 目 を包 括 利 益と 純 利 益 とい う 2 つ の 異 なる 業績 測 定 値
で 2 回 に わ たっ て 報 告す べ き であ る と い うこ と の 根拠 と な る 純利 益 の報
告目 的 の 識別 の 2 つ を新 た に 規定 し な い 限り 、OCI とリ サ イ クリ ン グに
関す る 問 題を 理 論 的 に解 決 す るの は 困 難 であ る こ とが 明 ら か とな っ たと
考え ら れ る。  
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3 .  か つ て 、そ の 他 有価 証 券 の評 価 差 額 の処 理 の 場合 に 見 ら れた ダ ー テ
ィ・ サ ー プラ ス は 、 狭義 の 一 致の 原 則 が 成り 立 た なく な る と いう 問 題が
ある 。包 括 利益 に 関 する 会 計 基準 が 世 界 の各 国 で 導入 さ れ た 1 つ の 理由
とし て ク リー ン ・ サ ープ ラ ス 関係 の 回 復 があ げ ら れる 。 特 に 、ア メ リカ
と日 本 の 包括 利 益 に 関す る 会 計基 準 で は 当期 純 利 益と 株 主 資 本の 狭 義の
クリ ー ン ・サ ー プ ラ ス関 係 が 重視 さ れ て いる こ と から 、 リ サ イク リ ング
の手 続 き が強 く 支 持 され て い る。 そ の た め、 一 度 その 他 の 包 括利 益 に入
れた 未 実 現利 益 が 実 現し た 時 には 、 こ の 金額 を そ の他 の 包 括 利益 か ら控
除し て 、 当期 純 利 益 に実 現 と して 繰 り 入 れる リ サ イク リ ン グ を行 う こと
によ り 、狭 義 のク リ ーン・サ ー プ ラス 関 係が 維 持 され る 。し かし 、 IASB
の包 括 利 益に 関 す る 会計 規 定 では 、 リ サ イク リ ン グし な い 項 目が 存 在す
るた め 、 包括 利 益 と 純資 産 の 広義 の ク リ ーン ・ サ ープ ラ ス 関 係は 成 立す
るが 純 利 益が 一 致 の 原則 や 狭 義の ク リ ー ン・ サ ー プラ ス 関 係 を満 た して
いな い も のと 考 え ら れる 。  
4 .  IA SB の 新し い 概 念フ レ ー ムワ ー ク で は、 D P や E D と 同様 に、 包 括 利
益は 収 益 －費 用 と し て計 算 さ れる も の と して 概 念 規定 さ れ て いる こ とが
明ら か と なっ た 。 こ れは 、 日 本の 概 念 フ レー ム ワ ーク で 純 利 益が 収 益－
費用 と し て計 算 さ れ るも の と して 概 念 規 定さ れ て いる の と は 大き く 異な
って い る 。  
5 .  IA SB は 、新し い 概念 フ レ ーム ワ ー ク で OCI とリ サ イ ク リン グ に 関し
て、 そ の 他の 包 括 利 益 (OCI )とし た 項 目 を原 則 と して リ サ イ クリ ン グ す
るこ と と して い る 。 しか し 、 それ が 有 用 な情 報 を 提供 し な い 場合 、 基準
開発 の 際 に、 リ サ イ クリ ン グ しな い こ と を決 定 す る場 合 が あ ると し てい
る。 た だ し、 そ れ に 関す る 具 体的 な ガ イ ダン ス は 含ま れ て い ない 。  
6 .  当 期 純 利益 と 包 括利 益 の 役立 ち に 関 する 比 較 検討 、会 計 情報 の 役 立ち
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の観 点 か ら 、現 状 で はア メ リ カと 日 本 の 行っ て い る当 期 純 利 益 [(1)  OCI
項 目 を 全 て リ サ イ ク リ ン グ す る ケ ー ス ]と 包 括 利 益 を 表 示 す る 方 式 の 方
が望 ま し いと 考 え ら れる 。  
注  
62 .FA SB は 、 2009 年 に 会 計 基 準 コ デ ィ フ ィ ケ ー シ ョ ン (Account ing  
Standards  Cod i f i ca t ion )に よ り 一 般 に 認 め ら れ た 会 計 原 則 を 成 文 化 し 、
包括 利 益 に関 す る 規 定を Topic220「包 括 利益 (Comprehens ive  Income )」
にお い て いる 。  
Top ic220 に よ ると 、その 他 の 包括 利 益 に 含め る べ きと さ れ る 項目 に は、 
(1 )為替 換 算調 整  
(2 )外国 企 業へ の 純 投資 の 経 済的 ヘ ッ ジ から 生 じ る為 替 損 益  
(3 )長期 投 資的 要 素 を持 つ 内 部企 業 間 外 国通 貨 取 引か ら 生 じ る為 替 損 益  
(4 )キャ ッ シュ・フ ロ ー・ヘッ ジ を 適用 し たデ リ バ ティ ブ の 公 正価 値 変 動
額  
(5 )売却 可 能有 価 証 券の 未 実 現保 有 損 益  
(6 )償 還 期 限 ま で 保 有 す る 有 価 証 券 か ら 売 却 可 能 有 価 証 券 に 変 更 し た 結
果生 じ る 未実 現 保 有 損益  
(7 )  売 却 可 能 有 価 証 券 お よ び 償 還 期 限 ま で 保 有 す る 証 券 に 分 類 さ れ た 負
債証 券 に 関す る 一 時 的で な い 減損 損 失 の うち 、 損 益に 認 識 し なか っ た部
分で そ の 他の 包 括 利 益に 認 識 した 額  
(8 )過 去 に 減 損 処 理 さ れ た 売 却 可 能 有 価 証 券 の そ の 後 の 公 正 価 値 の 増 減
額  
(9 )年金 ま たは そ の 他の 退 職 給付 に 関 連 した 未 認 識の 損 益  
(10 )年 金ま た はそ の 他の 退 職 給付 に 関 連 した 未 認 識の 過 去 勤 務債 務  
(11 )  年 金 ま た は そ の 他 の 退 職 給 付 に 関 連 し た 移 行 時 資 産 あ る い は 負 債
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があ る 。  
 な お 、 Topic220 でも SFAS130 と同 様に 、包 括 利 益は 当 期純 利 益 およ
びそ の 他 の包 括 利 益 で構 成 さ れ 、そ の 他 の包 括 利 益に 組 替 調 整 (リ サ イク
リン グ )が要 求 さ れ てい る 。  
63 .石 川 〔 2017〕 , 112 -113 頁 。  
64 .  日 本 で は 、純 利 益と 包 括 利益 に つ い て、 そ れ ぞれ 概 念 フ レー ム ワ ー
クで 定 義 して お り 、 両者 の 差 額と し て OCI を計 算 して い る が、 IASB の
よう に OCI の 使 用 を限 定 的 に行 う と い う考 え 方 は今 の と こ ろ見 ら れ な
い。 そ し て純 利 益 も 包括 利 益 もそ れ ぞ れ 別個 の 財 務諸 表 の 構 成要 素 とし
て 、それ ぞ れ 意味 を もた せ て 両者 の 連 結 環と し て OCI を と らえ る 考 え方
を取 っ て いる 。こ こ で OCI は純 利 益 と 包括 利 益の 2 つ の 概 念を 結 合 する
だけ で 、会 計の 仕 組 みの 中 で 、最終 的 に は OCI がフ ル リ サ イク リ ン グに
よっ て 全 部消 滅 す る よう に し てい る 。  
65 .  山 下〔 2015〕 ,97 頁。なお 、 IFRS に おけ る リ サイ ク リ ン グの 意 味 と
意義 を 研 究し た 先 行 研究 と し て秋 葉 [2013]が ある 。  
66 .  石 川 〔 2017〕 ,111 頁 。 この う ち、 (a )は 純利 益 項目 と OCI 項目 を 区
分表 示 す るこ と の 根 拠に か か わる も の で あり 、ま た、 (b )は リ サイ ク リン
グの 根 拠 にか か わ る もの で あ る。  
67 .  リ ン ス マ イヤ ー は、 OC I 項 目 を 純利 益項 目 か ら区 別 す る ため の 根 拠
とな る 可 能性 の あ る 潜在 的 な 特性 と し て 、次 のも の を例 挙 し てい る (石川
〔 2017〕 ,113 頁 )。  
(a )利 益 の 永 続 性 ま た は 持 続 可 能 性 の 程 度 、 (b )中 核 的 な 活 動 と 非 中 核 的
な活 動、( c )経 営 者に よる 管 理 の程 度、 (d )1 回限 り の 非経 常 的 な再 測 定 額
と経 常 的 金額 、(e )測 定の 不 確 実性 の 程 度 、( f )実 現 ま での 時 間 の長 さ 、( g )
営業 活 動 と投 資 ・ 財 務活 動 。  
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68 .石 川 [2017 ] ,113 -114 頁 。  
69 .佐 藤 [2003 ]  ,72 頁。  
70 .  IASB 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク の 計 算 の 構 造 を 検 討 し た 先 行 研 究 と し て
岩崎 [2018 ]が ある 。  
71 .  新 し い 概 念フ レ ーム ワ ー クで は 、 多 くの 関 係 者が 、 IA SB に当 期純
利益 の 定 義を 繰 り 返 し要 求 し 、そ の よ う な定 義 を どの よ う に 開発 す るか
の提 案 や 、損 益 計 算 書に 含 め るべ き 収 益 、費 用 と OCI に 含 める べ き 収
益・ 費 用 とを ど の よ うに 区 別 する か の 提 案が い く つか あ っ た もの の 、実
行可 能 な アプ ロ ー チ に関 す る コン セ ン サ スは な か った と し て いる
(BC7 .19 項 )。  
72 .筆 者 は、図表 7－ 2 の 投資 意 思決 定 有 用性 に つ いて 、さら に、(1)予 測
価値 、 (2)フ ィ ード バッ ク 価 値、 (3)信 頼性 の 観 点か ら 当 期 純利 益 と 包括
利益 の 比 較を 行 っ た 。その 結 果 、 OCI を 全て リ サ イク リ ン グ する ケ ース
で (1)予測 価 値 につ いて は 包 括利 益 の 方 が当 期 純 利益 を や や 上回 る 可 能
性が あ る もの と 考 え られ る が 、 (2)フィ ード バ ッ ク価 値 と (3)信 頼 性に つ
いて 当 期 純利 益 の 方 が包 括 利 益を 上 回 っ てい る も のと 考 え ら れる 。 この
ため 、 図表 7－ 2 に 基づ く 結 論と 一 致 す る結 果 と なっ た 。  
73 .  筆 者 は 、 本論 文 を執 筆 す る際 に あ る 財務 会 計 の研 究 者 と 議論 す る 機
会に 恵 ま れた 。 議 論 の中 で 筆 者の 見 解 と は若 干 異 なる が 、 次 のよ う な有
益な 示 唆 を与 え ら れ た。 そ の 研究 者 の 先 生に 深 く 敬意 を 表 す ると と もに
ここ に 記 して お き た い。  
リサ イ ク リン グ と 利 益操 作  
会計 の 歴 史の 中 で 、 取得 原 価 主義 が 長 く 続い た 。 しか し 、 様 々な 金融
商品 が 開 発さ れ 普 及 する に つ れて 取 得 原 価主 義 の 欠陥 が 表 れ 、そ の 欠陥
を補 う 措 置と し て 金 融商 品 を 中心 に 公 正 価値 測 定 が導 入 さ れ た。 今 日の
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会 計 は 取 得 原 価 と 公 正 価 値 を 使 い 分 け る 混 合 測 定 会 計 で あ る と 言 わ れ
る。 取 得 原価 主 義 に おけ る 一 つの 欠 陥 は 、そ れ が 利益 操 作 を 容易 に する
とい う 点 であ る 。 こ の利 益 操 作の 仕 組 み を確 認 し てお こ う 。  
  い ま A 社 が 取得 原 価 100 の 相互 持 ち 合 いの Ｂ 社 株式 を 所 有 して お り、
その 時 価が 1 , 000 に なっ て い たと す る 。 この 株 式 はＢ 社 と の 約束 で 完全
に売 却 す るこ と は で きな い が、一 時 的に 売却 し て 買い 戻 す こ とは で き る。
純利 益 の 少な い 会 計 期末 に 売 却・ 買 い 戻 しを 行 う こと に よ り 900 の 有価
証券 売 却 益を 計 上 し 、少 な い 純利 益 を か さ上 げ す るこ と が で きる 。 売却
収入 と 購 入支 出 が 相 殺さ れ て 実質 的 に キ ャッ シ ュ ・フ ロ ー は 生じ な い。
持ち 合 い 株式 の 帳 簿 価額 を 1 00 か ら 1 00 0 に 増額 し、そ れ に 対応 す る 利益
が計 上 さ れる が 、 キ ャッ シ ュ ・フ ロ ー を 伴わ な い 利益 で あ る 。こ れ が利
益操 作 で ある 。 操 作 され た 純 利益 数 値 は 情報 価 値 を失 う 。 時 価評 価 の導
入に よ っ て、 こ の よ うな 株 式 も毎 決 算 期 に時 価 評 価さ れ る 。 時価 評 価に
よっ て 株 式の 帳 簿 価 額は 毎 期 修正 さ れ 、 評価 差 損 益が 毎 期 計 上さ れ る。
それ に よ り、 一 時 的 売却 ・ 買 い戻 し に よ る利 益 操 作が 不 可 能 にな る 。時
価評 価 で 利益 操 作 を 防止 す る とは こ う い うこ と で ある 。  
  し か し 、時 価 評 価 によ る 利 益操 作 の 防 止は 、 評 価差 額 で あ るそ の 他の
包括 利 益 のノ ン リ サ イク リ ン グを 前 提 に した 場 合 であ る 。 リ サイ ク リン
グを 行 う 場合 に は 再 び利 益 操 作の 余 地 が 生ま れ る 。  
   先 に掲 げ た 持ち 合い 株 式 の期 末 の 帳 簿価 額 が 10 00 で、 これ に 関 わる
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 が 90 0 で あ っ た と す る 。 期 末 に こ の 株 式 の 売
却・ 買 い 戻し を 行 う と、 90 0 がリ サ イ ク リン グ さ れて 当 期 純 利益 が それ
だけ 増 加 する 。 組 み 替え 調 整 によ っ て 包 括利 益 は その 分 減 少 する が 、当
期純 利 益 はか さ 上 げ され る 。 これ は 取 得 原価 主 義 会計 下 に お ける 利 益操
作と 同 じ であ る 。 こ の場 合 は リサ イ ク リ ング を 行 うこ と に よ って 、 当期
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純利 益 の 目的 適 合 性 が損 な わ れる こ と に なる 。  
  Ｉ Ａ Ｓ Ｂが 一 時 的 その 他 の 包括 利 益 項 目を ノ ン リサ イ ク リ ング と して
いる の は 、こ の よ う に、 リ サ イク リ ン グ を行 う こ とに よ っ て 当期 純 利益
の目 的 適 合性 が 損 な われ る と 判断 し た か らと 推 測 され る 。 す なわ ち 、一
時的 項 目 は反 証 可 能 と判 断 さ れた の で あ ると 思 わ れる 。 し か し、 一 時的
項目 の 全 てが 反 証 可 能で あ る とは 限 ら な い。 相 互 持ち 合 い 契 約の 解 消に
よっ て 、 先の 例 の 株 式を 売 却 した 場 合 で あれ ば 、 キャ ッ シ ュ ・フ ロ ーを
伴う 実 際 取引 で あ り 、そ の 売 却益 に 相 当 する そ の 他の 包 括 累 計額 を 当期
純利 益 に 振り 替 え る こと は 当 期純 利 益 数 値の 目 的 適合 性 を 高 める で あろ


















終章  結論及び今後の研究課題  
 
第 1 節  結論  
 序 章 の 第 2 節で 述べ た よ うに 本 研 究 の目 的 は 、ア メ リ カ 、イ ギ リ ス、
中国 、 日 本お よ び IASB の設 定 し た IFR S を 適用 す る 世界 の 140 カ 国以
上の 国 の うち 、 特 に アメ リ カ と IA SB の 包括 利 益 に関 す る 規 程の 特 徴と
相違 点 を 考察 す る と とも に 、 イギ リ ス 、 中国 、 日 本に つ い て 国際 比 較を
行う こ と によ り 、 包 括利 益 の 会計 処 理 に 関す る 顕 著な 差 異 が 存在 し てい
るの か ど うか 、 あ る いは 既 に コン バ ー ジ ェン ス が 行わ れ た 結 果、 共 通化
が図 ら れ てい る の か につ い て 明ら か に す るこ と で あ っ た 。  
本研 究 で は、 研 究 目 的を 達 成 する 方 法 と して 包 括 利益 概 念 の 生成 とそ
の変 遷 、 包括 利 益 、 純利 益 お よび リ サ イ クリ ン グ に関 す る 定 義と 概 念の
検討 、 包 括利 益 の 表 示方 法 を はじ め 、 包 括利 益 を めぐ る 理 論 的考 察 を行
った 。  
 包 括 利 益の 問 題 点 を明 ら か にす る に あ たっ て は 、前 述 の 包 括利 益 の主
たる 課 題 を検 討 し た 。そ の うえ で 、会 計 を とり ま く 環境 の 変 化 を分 析 し、
その 変 化 に伴 う 包 括 利益 の 新 展開 を 探 究 した 。  
 本 論 文は 7 章 か ら 構成 さ れ てい る が、最後 に 、全 体 の構 成 につ い て 述
べれ ば 、 次の と お り であ る 。  
第 1 章 で は、包 括 利 益に 関 す る会 計 制 度 の国 際 的 生成 及 び 変 遷を 検討
し、各 国に お ける 包 括利 益 概 念に お け る 特徴 を 把 握 し た。第 1 章に お け
る 理 論 的 考 察 か ら 、 筆 者 は 包 括 利 益 と 純 利 益 に は (1 )独 立 関 係 、 (2 )包 摂
関係 、(3 )一 部 共有 関 係の い ず れか の 関 係 が存 在 す ると 考 え る 。包 括利 益
と (当 期 )純利 益 の 関 係は 一 部 共有 す る 部 分が あ る が そ れ ぞ れ 異な る 内容
を有 し て いる こ と か ら、 筆 者 は (3 )の 一 部共 有 関 係で あ る と 考え る 。  
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 第 2 章 では 、修 正 国際 基 準 にお け る そ の他 の 包 括利 益 の 会 計処 理 につ
いて 検 討 を行 い 、 現 行の IFR Ss の 会 計 処 理 と の 相 違 点 を 明 ら か に し た 。 
修正 国 際 基準 の 公 表 まで の 経 緯を 概 観 し 、 日 本 が 会計 基 準 の 国際 的 なコ
ン バ ー ジ ェ ン ス に つ い て 、 IFR S を 「 削 除 又 は 修 正 」 す る こ と で 承 認 手
続き を 行 って い く こ とを 示 し たも の で あ る こ と が 確認 で き た 。 日 本 はす
べて の OCI の リ サ イク リ ン グを 要 求 し てい る 。そ の背 景 と して 、貸 借対
照表 と 異 なっ た 役 割 が損 益 計 算書 に は あ り、 目 的 適合 性 の 視 点か ら 当期
純 利 益 の 有 用 性 を 強 調 し て い る も の で あ る 。 一 方 、 IA SB は 、 リ サ イク
リン グ を しな い 項 目 には 、財務 業 績 とし ての 有 用 性が な い と 考え て い る。 
 第 3 章で は 、 概念 フレ ー ム ワー クの DP にお け る包 括 利益 概念 に つ い
て、 特 に 当期 純 利 益 と包 括 利 益 、 リ サ イ クリ ン グ の概 念 、 リ サイ ク リン
グに 関 す るア プ ロ ー チを 中 心 に検 討 を 行 った 。概念 フ レ ーム ワー クの DP
に基 づ く 分析 か ら リ サイ ク リ ング に 対 す る 3 つ の アプ ロ ー チ を示 し た。
これ ら の うち 、 IA S B の現 在 の基 準 書 で はア プ ロ ーチ 2B が 取ら れ て いる
こと が 明 らか に な っ た 。 筆 者 は、 こ れ ら 三つ の ア プロ ー チ に 加え て 、第
4 の ア プ ロー チ を 指 摘し て い る 。 日 本 の アプ ロ ー チは こ れ で ある と 考え
られ 、 201 8 年 3 月 に公 表 さ れ た IA SB の改 訂 概 念フ レ ー ム ワー ク で もこ
の方 向 を 目指 し て い ると 考 え る 。  
第 4 章 で は、中国 の 包括 利 益 概念 が 生 成 され た 過 程を 概 観 し 、包 括利
益の 開 示 につ い て 明 らか に す る と と も に 、包 括 利 益概 念 及 び 具体 的 方法
を示 し た 。さ ら に 、 中国 に お ける 包 括 利 益の 報 告 の必 要 性 及 び可 能 性の
分析 に 加 えて 、 中 国 にお け る 包括 利 益 の 現状 及 び 今後 の 発 展 方向 に つい
て考 察 を 行っ た 。 そ の結 果 、 中国 の 財 務 諸表 の 理 念に つ い て 変化 が 発生
して お り 、包 括 利 益 の測 定 理 論お よ び 報 告理 論 の 発展 に 向 け た学 術 的な
研究 活 動 が推 進 さ れ てい る と とも に 、 会 計実 務 上 でも 包 括 利 益の 報 告の
217 
 
進展 に と もな い 会 計 情報 の 有 用性 の 向 上 につ な が って い る と 考え る 。  
 第 5 章 で は、 概 念 フレ ー ム ワー ク の E D に おけ る 純損 益 と その 他 の 包
括利 益 概 念に つ い て 、特 に DP とア メ リ カ基 準 と 日本 基 準 と の比 較 を通
じて 検 討 を行 う こ と でそ の 特 徴を 明 ら か に し た 。 第 5 章 の 検討 か ら ED
では 、 純 損益 を 厳 密 に定 義 す るこ と は 実 行可 能 で はな く 、 適 切で も ない
ため DP と 同様 に 、 純利 益 の 定義 が 示 さ れて い な い。 そ し て 包括 利 益か
ら OCI を区 分 す る 基準 も 明 らか に さ れ て い な い こ と が 明 ら か に な っ た 。 
 第 6 章 では 、包括 利益 の 定 義、包 括利 益の 表 示、組 替 調整 (リサ イ ク リ
ング )、ク リ ーン・サ ープ ラ ス 関係 、そ の 他の 包 括 利益 の 構 成 要素 に つ い
て、 ア メ リカ 、 イ ギ リス 、 中 国、 日 本 お よ び IA SB の比 較 を 行っ た 。第
6 章の 比 較 から い ず れも 広 義 のク リ ー ン ・サ ー プ ラス 関 係 が 成立 し てい
るが 、狭義 の ク リー ン・サ ープ ラ ス 関係 が成 立 し てい る の は 日本 の み (ア
メ リ カ に つ い て は 成 立 す る 可 能 性 が あ る )で あ る こ と が 明 ら か と な っ た 。
さら に 、 その 他 の 包 括利 益 の 構成 要 素 に つい て も 相違 が 存 在 する こ とが
明ら か と なっ た 。  
 第 7 章 では 、OCI とリ サ イ クリ ン グ の 理論 的 考 察を 中 心 に 包括 利 益を
めぐ る 理 論的 考 察 を 行っ た 。 第 7 章 の 理 論的 考 察 から 、 現 行 の IASB で
は結 果 的 に一 部 の 項 目の み の リサ イ ク リ ング と な って お り 、 純利 益 が 狭
義の 一 致 の原 則 や 狭 義の ク リ ーン ・ サ ー プラ ス 関 係を 満 た し てい な い こ
とが 明 ら か に な っ た 。さ ら に、当 期純 利 益 と包 括 利 益の 比 較 検 討の 結 果、
現 状 で は ア メ リ カ と 日 本 の 行 っ て い る 当 期 純 利 益 (OCI 項 目 を 全 て リ サ
イ ク リ ン グ す る ケ ー ス )と 包 括 利 益 を 表 示 す る 方 式 が 望 ま し い こ と が 明
らか と な った 。  
 第 1 章 か ら 第 7 章 まで を 踏 まえ て 、 筆 者は 包 括 利益 に つ い て以 下 の 8
点を 主 張 した 。  
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第 1 に 、クリ ー ン・サー プ ラ ス 関 係 に は (1 )狭義 の クリ ー ン・サー プラ
ス関 係 と (2 )広 義 の クリ ー ン・サー プ ラ ス関 係 の 2 種 類 が 存 在す る こ とを
指摘 し た。ま た、 (1 )狭義 の ク リー ン・サ ープ ラ ス 関係 を 維 持 する た め に
はそ の 他 の包 括 利 益 の実 現 時 にリ サ イ ク リン グ を 行う 必 要 が ある の に対
し 、 (2 )  広 義 の ク リ ー ン ・ サ ー プ ラ ス 関 係 を 維 持 す る た め に は 、 そ の 他
の包 括 利 益の 実 現 時 にリ サ イ クリ ン グ を 行う 必 要 がな い こ と を主 張 し た。 
第 2 に 、包 括 利益 と 当期 純 利 益 に は (1 )独立 関 係 、 (2 )包 摂 関係 、 (3 )一
部共 有 関 係 の い ず れ かの 関 係 が存 在 す る こと を 指 摘し た 。 そ して 、 包括
利益 と 当 期純 利 益 は 一部 共 有 関係 は あ る が、 そ れ ぞれ 異 な る 意義 を 有し
てい る こ とか ら 、 (3)の 独 立し た 別 々の 概念 で あ ると 主 張 し た。  
 第 3 に 、 FASB の 現行 の 概 念フ レ ー ム ワー ク に おけ る 包 括 利益 、 稼得
利益 、リ サ イ クリ ン グに 関 す る定 義 あ る いは 記 述は OCI 項 目を 純 利 益項
目か ら 区 別す る こ と に役 立 た ない し 、 リ サイ ク リ ング の 根 拠 も示 さ れて
いな い こ とを リ ン ス マイ ヤ ー 〔 2016〕に 基づ い て 主張 し た 。  
 第 4 に 、 IASB は 、現 時 点 でリ サ イ ク リン グ を 行う か 否 か を全 体 とし
て IFRS や概 念 フ レ ーム ワ ー クで 決 定 す るの で は なく 、 個 別 の IFRS の
基準 に 基 づき リ サ イ クリ ン グ を行 う 項 目 を特 定 し てい る 。 こ のた め 、結
果的 に 一 部の 項 目 の みの リ サ イク リ ン グ とな り 、 純利 益 が 狭 義の 一 致の
原則 や 狭 義の ク リ ー ン・ サ ー プラ ス 関 係 を満 た し てい な い も のと 考 えら
れる 。  
 第 5 に 、 リン ス マイ ヤ ー 〔 2016〕が 示す (a )純 利益 項 目 との 違 い を明
らか に する OCI 項 目の 定 義 の開 発 、 (b )  OCI の 金 額を 純 利 益に リ サ イク
ルす る こ とに よ って OCI 項 目 を包 括 利益 と純 利 益 とい う 2 つ の異 な る 業
績測 定 値 で 2 回 に わ たっ て 報 告す べ き で ある と い うこ と の 根 拠と な る純
利益 の 報 告目 的 の 識 別の 2 つ を新 た に 規 定し な い 限り 、OCI とリ サ イク
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リン グ に 関す る 問 題 を理 論 的 に解 決 す る のは 困 難 であ る こ と を主 張 し た。 
 第 6 に 、ダー テ ィ・サ ープ ラ ス の問 題 点の 考 察 を通 じ て ク リー ン・サ
ープ ラ ス 関係 の 重 要 性に つ い て示 し た 。 かつ て 、 その 他 有 価 証券 の 評価
差額 の 処 理の 場 合 に 見ら れ た ダー テ ィ ・ サー プ ラ スは 、 狭 義 の一 致 の原
則が 成 り 立た な く な ると い う 問題 が あ る 。包 括 利 益に 関 す る 会計 基 準が
世界 の 各 国で 導 入 さ れた 1 つ の理 由 と し て ク リ ー ン・サ ー プ ラス 関 係の
回復 が あ げら れ る 。  
 特 に 、 アメ リ カ と 日本 の 包 括利 益 に 関 する 会 計 基準 で は 当 期純 利 益と
株主 資 本 の 狭 義 の ク リー ン・サ ー プ ラス 関係 が 重 視さ れ て い るこ と か ら、
リサ イ ク リン グ の 手 続き が 強 く支 持 さ れ てい る 。 その た め 、 一度 そ の他
の包 括 利 益に 入 れ た 未実 現 利 益が 実 現 し た時 に は 、こ の 金 額 をそ の 他の
包括 利 益 から 控 除 し て、 当 期 純利 益 に 実 現と し て 繰り 入 れ る リサ イ クリ
ング を 行 うこ と に よ り、狭 義の ク リ ーン・サー プ ラ ス関 係 が 維 持さ れ る。
しか し 、 IA SB の 包 括利 益 に 関す る 会 計 規定 で は 、リ サ イ ク リン グ し な
い項 目 が 存在 す る た め、 包 括 利益 と 純 資 産の 広 義 のク リ ー ン ・サ ー プラ
ス関 係 は 成立 す る が 純利 益 が 狭義 の 一 致 の原 則 や 狭義 の ク リ ーン ・ サー
プラ ス 関 係を 満 た し てい な い もの と 考 え られ る と 主張 し た 。  
 第 3 章 の図 表 3－ 2 に基 づ く 考察 か ら も明 ら か なよ う に 全 体利 益 と 期
間利 益 の 一致 の 観 点 から リ サ イク リ ン グ をし な い 場合 、 純 利 益を 区 分表
示す る 意 味は 全 く な いと い え る。  
 一 方 、 現行 の IA SB のよ うに 一 部 リサ イク リ ン グを し な い 項目 が 存 在
する 場 合 も、全 体利 益と 期 間 利益 の 狭 義 の一 致 の 原則 が 成 立 して お ら ず、
純利 益 の 意義 が 喪 失 して い る 恐れ が 強 く 、表 示 さ れて い る 純 利益 が アメ
リカ や 日 本と く ら べ て形 骸 化 して い る 可 能性 が 考 えら れ る 。  
 第 6 章第 4 節 の日 本の 実 証 研究 の レ ビ ュー か ら も明 ら か な よう に 、現
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時点 で は 包括 利 益 と 純利 益 の いず れ が 投 資家 の 意 思決 定 に よ り 有 用 か決
着が つ い てい な い 。 これ は 海 外の 実 証 研 究に 関 し ても 同 様 の 状況 で ある
とさ れ る 。財 務 報 告 の目 的 は 投資 意 思 決 定に 役 立 つ情 報 の 提 供で あ ると
され て い るが 当 期 純 利益 は 将 来キ ャ ッ シ ュ・ フ ロ ーを も た ら す重 要 な会
計情 報 で ある と 考 え られ る 。 これ か ら IASB の よう な 純利 益 の形 骸 化 は
改善 を 図 らな け れ ば なら な い 。  
 第 7 に 、 IA SB の 新 しい 概 念 フレ ー ム ワ ーク で は 、 D P や E D と 同 様 に 、
包括 利 益 は 収 益 － 費 用と し て 計算 さ れ る もの と し て概 念 規 定 され て いる
こと が 明 らか と な っ た。 こ れ は、 日 本 の 概念 フ レ ーム ワ ー ク で純 利 益が
収益 － 費 用と し て 計 算さ れ る もの と し て 概念 規 定 され て い る のと は 大き
く異 な っ てい る 。  
 第 8 に 、 IA SB は 、新 し い 概念 フ レ ー ムワ ー クで OCI と リサ イ ク リン
グ に 関 し て 、 そ の 他 の 包 括 利 益 (OCI)と し た 項 目 を 原 則 と し て リ サ イ ク
リン グ す るこ と と し てい る 。  
筆者 は 、本 研究 の 結 果 、ま ず 、包括 利 益 の定 義 に 関し て 、ア メリ カ と 中
国は 包 括 利益 を 所 有 者ま た は 出資 者 持 分 の変 動 と して い る 点 で共 通 して
いる 。イ ギリ ス と IA SB で は資 本 の 変動 すな わ ち 所有 者 持 分 とし て い る。
しか し 、 日本 だ け は 純資 産 の 変動 と し て おり 、 こ の違 い は 包 括利 益 の帰
属に 関 し て相 違 を も たら す も のと 考 え ら れる 。  
次に 、包括 利 益 の表 示に 関 し て、ア メリ カ、イ ギリ ス 、中 国 およ び IA SB
は一 計 算 書方 式 が よ り望 ま し いと い う ス タン ス を 示し つ つ も 、二 計 算書
方式 に つ いて も 容 認 して い る。筆 者 は、第 1 章 第 4 節 の 考察 より 、包括
利益 と 当 期純 利 益 が 共通 部 分 を有 す る 場 合の 関 係 であ る 一 部 共有 関 係で
ある と 考 える 立 場 か ら二 計 算 書方 式 が 望 まし い と 考え て い る 。  
さら に 組 替調 整 (リ サイ ク リ ング )に関 して 、アメ リ カ は原 則と し て 全て
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の OCI をリ サ イ ク リン グ す るこ と を 規 定し て い る 。日本 は 全て の 項 目を
リサ イ ク リン グ す る ため 、区 分 表示 は 行 われ て い ない 。一 方 、イギ リ ス、
中 国 、 IASB は リ サ イ ク リ ン グ を し な い 項 目 と リ サ イ ク リ ン グ を す る項
目 の 2 つ に 分 け て 表 示 す る こ と を 規 定 し て お り 顕 著 な 違 い が 見 ら れ る 。 
すな わ ち 、イギ リ ス 、中国 、 IASB は リ サイ ク リ ング を し な い項 目 が あ
るた め 、 狭義 の ク リ ーン ・ サ ープ ラ ス 関 係は 成 立 して い な い 。一 方 、日
本は 狭 義 のク リ ー ン ・サ ー プ ラス 関 係 が 成立 し て いる 。 ま た 、ア メ リカ
はそ の 他 の包 括 利 益 に含 ま れ るす べ て の 項目 が そ の後 に 純 利 益に 振 り替
えら れ る 可能 性 が あ るた め 、 その よ う な 場合 は 狭 義の ク リ ー ン ・ サ ープ
ラス 関 係 が成 立 し う る。  
さら に 、 その 他 の 包 括利 益 の 構成 要 素 に つい て 図 表 6－ 13 に示 さ れ た
よう に 各 国で 相 違 が 存在 す る こと が 明 ら か と な っ た。  
この よ う に 、本 研 究 では 包 括 利益 に 関 し て 、いく つ かの 観 点 から 国 際 比
較を 行 っ た。 そ の 結 果、 会 計 基準 の コ ン バー ジ ェ ンス に 伴 い 、各 国 の包
括利 益 に 関す る 基 準 は共 通 化 が進 ん で き てい る と 考え ら れ る が、 い まも
なお 重 大 な差 異 が 存 在す る た め完 全 に 収 れん し た とは 言 え な いと 筆 者は
考え る 。  
 し か し 、本 研 究 で も検 討 し たよ う に IASB の 新し い 概念 フ レー ム ワ ー
クは こ の よう な 状 況 に変 化 を もた ら す 可 能性 が あ ると 考 え ら れる 。  
 こ れ に より 、 将 来 的に は 個 別の IFR S 基準 に 基 づい て リ サ イク リ ング
を行 う 項 目を 特 定 し てい る 問 題が 改 善 さ れ、 現 状 で一 部 の 項 目の み のリ
サイ ク リ ング と な り 、 純 利 益 が一 致 の 原 則や ク リ ーン ・ サ ー プラ ス 関係  
を満 た し てい な い 状 態が 解 決 に向 か う 可 能 性 が あ るも の と 考 えら れ る。  
 し か し 、 IA SB は 、 新 し い 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク の 中 で 有 用 な 情 報 を提
供し な い 場合 、 基 準 開発 の 際 に、 リ サ イ クリ ン グ しな い こ と を決 定 する
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場合 が あ ると し て い る。 こ の ため 、 将 来 的に も 問 題が 改 善 さ れな い 可能
性が 残 さ れて い る と 考え ら れ る。  
 
第 2 節  今後の研究課題  
 本 研 究 は、 包 括 利 益に 関 す る FASB と IA SB の会 計 規 定 の比 較 検 討を
もと に ア メリ カ と IASB の 包 括 利益 に 関す る 規 程の 特 徴 と 相違 点 を 考察
した 。  
 そ の 結 果、 FASB は概 念 フ レー ム ワ ー クで 包 括 利益 、 稼 得 利益 、 リサ
イ ク リ ン グ に 関 す る 定 義 あ る い は 記 述 を お い て い る の に 対 し て 、 IA SB
は 概 念 フ レ ー ム ワ ー ク で 包 括 利 益 、 純 利 益 の 定 義 を お い て お ら ず 、 IAS
第 1 号 で 規 定し て い る。 ま た IA SB は 新 しい 概 念 フレ ー ム ワ ーク の 中で
規定 を 設 ける ま で は 、こ れ ま で概 念 フ レ ーム ワ ー クで リ サ イ クリ ン グを
行う か 否 かを 規 定 し てい な か った た め 、 個別 の IFR S の 基 準 に基 づ いて
リサ イ ク リン グ を 行 う項 目 が 特定 さ れ た 結果 、 一 部の 項 目 の みの リ サイ
クリ ン グ とな り 、 純 利益 が 一 致の 原 則 や クリ ー ン ・サ ー プ ラ ス関 係 を満
たし て い ない と い う 問題 点 が 指摘 さ れ て いた の で ある 。  
 し た が って 今 後 の 研究 課 題 とし て 次 の 3 つ が あげ ら れ る 。  
 ま ず 、 アメ リ カ や 日本 の 純 利益 と IASB の 純利 益 で 、本 質 的に 大 き な
差異 が あ ると し た 場 合に 、 こ れを ど う 考 える か で ある 。 最 近 の研 究 によ
れ ば IA SB の純 利 益 につ い て 、実 現 利 益 とは 異 な る意 義 を 持 つ概 念 とし
て受 け 止 める 見 解 も 示さ れ て いる 。 こ の よう な 見 解を 十 分 に 検討 す る必
要が あ る もの と 考 え られ る 。  
 次 に 、 これ ま で の 実証 研 究 では 純 利 益 と包 括 利 益の い ず れ が投 資 意思
決定 に 有 用か 決 着 が つい て い なか っ た 。 この た め 純利 益 と 包 括利 益 の両
方の 表 示 が求 め ら れ てい る と も考 え ら れ る。 こ れ に対 し て 最 近 の 研 究に
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よれ ば 包 括利 益 や 、 その 他 の 包括 利 益 の 区分 表 示 は投 資 意 思 決定 に 有用
でな い と いう 実 証 結 果も 示 さ れて い る 。 この た め 、今 後 の 実 証研 究 の推
移を 注 視 する 必 要 が ある 。  
 最 後 に 、中 国 に お いて も 包 括利 益 会 計 基準 が 導 入さ れ た が 、そ の 実態
がま だ 十 分に は 明 ら かに さ れ てい な い 点 が多 い と 考え ら れ る 。こ の ため、
今後 も 中 国に お け る 包括 利 益 会計 基 準 と 会計 実 務 の動 向 を 調 査し て 、理
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